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モビリティの促進は、我々の企業活動において重要な位置を占

めております。我々は、この実現をめざして、安価で安全な、

環境負荷を削減した、そして最新で最適な技術を利用した輸送

機関を、広く社会に満足して頂ける様に探し求めております。

我々はこのような目的を掲げて前進しつつあり、また多くの社

会が同様の目標を共有していることを心強く思っています。し

かしながら、こうした目標を達成するための方針は社会によっ

て大きく異なり、我々参加企業のビジネスを取り巻く事情は、

年を追うごとに複雑になってきています。こうした多様性に対

応することも我々の課題です。

世界中の国や地域がモビリティを向上し、輸送による影響を軽

減しようとしている現在、この２つの目標は多くの懸案事項の

中でも優先事項として位置づけられています。その両方の達成

が可能であるという統一した見解を我々は常に持ってきまし

た。我々は４年前、その課題や選択肢について理解を深めるた

めに、協力していく決意を固めました。

この協力の成果が『Mobility 2030』です。この報告書には持

続可能なモビリティ・プロジェクトの作業部会や分科会に参加

した広範な領域にわたる12の参加企業からの200名以上のエ

キスパートによる、総体的な取り組みが反映されています。通

常は熾烈な競争を繰り広げている参加企業が、このような詳細

で合意に基づいた分析資料を作成できたことは注目に値する成

果と言えます。

こうした成果を容易にするために、素晴らしい取りまとめ役を

果たし基盤を提供してくれたWBCSDに、感謝の意を示したい

と思います。また、諮問委員会を始めとする、外部の有識者に

よる多大な貢献に対しても厚く御礼申し上げます。

『Mobility 2030』では、持続可能なモビリティに関するビジョ

ンとこれを達成するための方法が述べられています。報告書では

まず、経済・社会・環境という多種多様な側面をつなぎ合わせる

枠組みを築きました。そして、我々が現在直面している重要な問

題や選択肢を特定しながら、今後重点を置く行動の目標を策定し、

その基盤となる経路をいくつか示してきました。しかし言うまで

もなく、こうしたプロジェクトは、あらゆる社会で起きている極

めて複雑で多様なテーマへと導く序章に過ぎません。

我々は最初の研究報告となる『Mobility 2001』を作成するこ

とから本プロジェクトを開始しました。『Mobility 2001』で

は、世界のモビリティの現状を評価し、モビリティをさらに持

続可能なものにするための課題を特定したのです。

今回の報告書ではこの考えを発展させ、持続可能なモビリティ

を達成させる方法、またそのための進捗を確認する方法につい

ても示しています。報告書は道路輸送に焦点を当てていますが、

これは参加企業のこの分野における専門知識を反映するものと

なっています。『Mobility 2030』では、燃料や車両技術につ

いての内容が重要な役割を果たしています。我々は、他の業界

および利害関係者（ステークホルダー）がこれに触発されて、

この報告書と同様の視点をもって独自の研究に着手することを

期待しております。

競争市場で事業を行う企業として、我々はどのような技術を採

用し、どのような期間で進めるかについて異なった見解を持つ

可能性があり、またそれが現実でもあります。『Mobility 2030』

には、最適な解決策を見出し提案するという中心的な目的を損

なうことなく、このような見解の相違が反映されていると考え

ています。

学ぶべきことはまだ多く残されています。特に、持続可能なモ

ビリティの課題においては、社会がどのように効果的に関わる

ことができるのかについて最善の方法を見つけなければなりま

せん。しかしそれでもなお、輸送関連の製品やサービスの提供

に深く関わる企業として、我々はこのプロジェクトが、持続可



能性という課題を発展可能なかたちで前進させることができた

と考えております。

『Mobility 2030』は、新たに連携を取って行う取り組みを指

し示していますが、多くのことがすでに現実のものとなりつつ

あります。道路安全については、先進国と発展途上国の両方に

おいて、車両の乗員と歩行者の安全性予測を向上させるための

プログラムが参加企業の間にいくつか存在します。加えて、参

加企業は当報告書で明確に打ち出された問題に取り組む一方

で、顧客が求めるモビリティ選択肢の提供を模索しています。

この動きによって、現在、代替燃料およびパワートレインの開

発を進めている業界パートナーシップなど、道路安全以外の領

域においても多くのことが進行しています。また我々は、報告

書に示されている、発展途上国における重大な課題にも焦点を

当てています。

持続可能なモビリティを達成するならば、世界中の社会のあら

ゆる部分からの貢献が必要になる――これが、『Mobility 2030』

の示す明確なメッセージです。我々参加企業は、これに貢献す

るよう決意しています。本プロジェクトの活動を進めることで、

これから協力していく上での自分たちの役割や分野を明確にす

ることができるようになるでしょう。皆様方の国および組織が、

本報告書が示す内容を踏まえて新たな成果を積み重ねていくこ

とを期待して、この研究成果をご報告する次第です。
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持続可能性を追究する中で、個々の企業にできることは多々あ

ります。しかし、取り組むべき課題は複雑すぎて、たとえ大企

業であっても独力で取り組むのは困難です。適切な枠組みを形

成することは不可欠であり、それは企業のバリューチェーン全

体を通じた協力によってのみ効果的に実行できるものです。ま

た、課題に対処する方法についての共通の理解を得るために利

害関係者（ステークホルダー）との幅広い対話も必要です。こ

れは、メンバー主導の分野別プロジェクトとして、WBCSDで

は最大規模となる持続可能なモビリティ・プロジェクトの核心

部分です。

今になって振り返ってみれば、４年前にこのプロジェクトが立

ち上げられた当初、途方もなく意欲的な趣旨としか言いようの

ないものに我々は取り組んだのでした。それは、先進国と発展

途上国の両方におけるあらゆる輸送形態のモビリティの現状を

評価し、持続可能なモビリティを実現するとすればどのような

ものになるのか、どのようにしてそこに至るのかについてビジ

ョンを構築しようというものでした。参加企業の飽くなき情熱

は賞賛に値するものでしたが、それは、問題の表面をなぞるだ

けになるという危険もはらんでいました。徹底した研究を行う

ために、参加企業は最終的に、より的を絞ったアプローチを取

ることに決め、出発点として道路輸送を選択しました。

持続可能なモビリティへの道は平坦なものにはならないでしょ

う。本プロジェクトの最初の報告書『Mobility 2001』は、20

世紀末時点でのモビリティの状況を客観的に描いたものですが、

今後の見通しがいかに困難であるかということをまさしく示し

ていたのです。それでも私は、本プロジェクトはこれまでに約

束したことを成し遂げてきたと言うことができます。その約束

とは、世界のさまざまな地域において、持続可能なモビリティ

の姿はどうあるべきか、そしてそれを実行するために何が必要

かということについて、確かな情報に基づき綿密に調査された

説明をすることでした。本報告書は、参加企業が持続可能な発

展に向けて、これからも継続的に貢献していこうという姿勢を

証明するものです。

本プロジェクトでは、これまでに実施されたあらゆるプロジェ

クトよりもさらに踏み込んだ取り組みが見られた領域がありま

した。モデリングの挑戦に始まり、現在我々が置かれている位

置と、我々がたどり着きたいと願う地点との差がどれほどなの

かを測定するまでに至る試みです。私はその最大の成果として、

２つの要素が挙げられると考えています。１つ目は膨大な量の

知識を収集したことです。プロジェクトの活動期間中ずっと、

専門家達がサンパウロから上海、プラハからケープタウンなど、

世界各地を飛び回り、社会のあらゆる階層のステークホルダー

と対話を行ってきました。また、よりどころとなるあらゆる知

的情報源を活用し、真に注目すべき実績を残したのでした。

２つ目は、本プロジェクトによって、自動車技術、燃料および

部品サプライヤーを代表する大企業の中核的なグループの中で、

かつてない協力関係が育まれたという成果です。このグループ

は総計で世界全体の自動車生産能力の４分の３以上を占めてい

ました。このような企業の参加と積極的な取り組みは、持続可

能なモビリティが、遠い道のりではあるけれども、いずれ達成

されるものであると信ずるに足る根拠を示すものです。

参加企業の皆様ならびに３名の共同議長の皆様に対しましては、

そのビジョン、強力な支援、そして各社の専門家をこのプロジ

ェクトに参加できるようとり計らってくださったことに対し感

謝の意を表したいと思います。また、WBCSDの活動を支えて

くれた同僚、 Per Sandberg、 Michael Koss、 Tony

Spalding、 Arve Thorvik、 Kristian Pladsen、 Peter

Histon、John Rae、Claudia Schweizer、Mia Bureauに特

別の感謝を捧げます。

また、本プロジェクトに献身的に取り組んでくださった作業部

会にも感謝したいと思います。特に、Charles Nicholsonは、

その外交および意見調整の手腕を発揮して作業部会を効果的に

機能するチームに仕立て上げてくれました。また、リード・コ

ンサルタントを務めるGeorge Eadsには、その経験、極めて明

晰な考察、そして責任ある取り組みによって、『Mobility 2001』

および『Mobility 2030』を完成させる上で重要な役割を果た

していただきました。さらに、国際エネルギー機関のLew

Fultonの多大なる貢献に対しても、ここにお礼の言葉を述べて

おきたいと思います。

最後になりましたが、Simon Upton議長の下で研究の初期段

階から最終報告書の完成に至るまで、研究の質と妥当性に対し

細心の注意を払ってくださった諮問委員会にも感謝の意を表し

たいと思います。有り難うございました。

Bjorn Stigson 
President, WBCSD
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本書は、持続可能な発展のための世界経

済人会議（WBCSD）による持続可能

なモビリティ・プロジェクト（SMP）

の最終報告書である。我々は2000年

４月にSMPを立ち上げた。これは、現

在や将来における他の人間や生態系の基

本的価値を犠牲にすることなく、自由に

移動し、目的地へ到達し、連絡を取り、

交易をし、関係を樹立するための社会の

必要性の理解に努めるためである。

我々参加企業は皆、モビリティに深くか

かわりがある企業であることから、一致

協力してSMPに取り組んだ。参加企業

のうち８社は輸送機器を製造している。

３社は輸送燃料の供給企業である。道路

車両用タイヤの世界最大の製造企業もあ

れば、自動車産業のための軽金属を製造

する企業もある。こうしたすべての企業

にとっての長期的な成功は、今後いかに

モビリティを発展させることができるか

にかかっている。モビリティが持続可能

にならなければモビリティ分野の長期に

わたっての繁栄はないというのが参加企

業すべての一致した見解である。

本書は、SMPが発行する２番目の主要

報告書である。最初の報告書『Mobility

2001』は、2001年10月に発行され、

そのなかでは、20世紀末時点での世界

のモビリティ、およびその持続可能性の

状況を評価した。1 『Mobility 2001』

の主なメッセージは、その最終章「世界
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I. はじめに

のモビリティとその持続可能性に関する

課題」の導入部分に述べられた内容に集

約することができる。

「先進国の住民の大多数にとっては、

人のモビリティも貨物のモビリティも

かつてない水準に達している。しかし

人のモビリティは、年齢、所得、場所

によって大きく異なる。それに対し、

発展途上国の人々の大半は、モビリテ

ィの不足や悪化に悩んでいる。最大の

課題は、発展途上国の都市が成長しモ

ータリゼーションが急速に進んでいる

ことである。21世紀半ばまでに持続

可能なモビリティを実現するには、少

なくともモビリティに関する７つの

『大いなる挑戦』に取り組む必要が

ある。さらに、モビリティ以外の課題

――これらの『大いなる挑戦』に対応

できる制度的機能の確立――にも対処

しなければならない。」（Mobility 2001,

p.7.1）

『Mobility 2001』の発行後、SMPで

は、報告書に挙げられたモビリティ関連

の動向が今後数十年の間にどのように変

化していくのか、どのような手法であれ

ば輸送の持続可能性を高めながらその発

展に貢献できるのか、またこうした手法

を成功させるために何が必要なのかを評

価してきた。

A. 本報告書の
ねらい

我々が持続可能なモビリティ・プロジェ

クトを開始した時点で直面した大きな課

題は、その範囲を定めることであった。

結果的に、本報告書は我々参加企業の能

力をはるかに超え、我々だけでは解決で

きない課題を取り上げている。なぜ我々

はこれほど広い範囲を視野に入れたのだ

ろうか。

実のところ、選択の余地はほとんど無か

った。我々は、長期的利益を得るために

はモビリティが持続可能になることが不

可欠だと考えている。そのために何が必

要か、また参加企業にはどんな貢献がで

きるかを理解するためには、望ましい最

終成果についての総合的なビジョンを描

かなければならなかった。また、その方

向に社会がどれだけ近づいているかを測

定する手法の考案も必要であった。さら

には、進展させるために他のステークホ

ルダー（利害関係者）との協力が必要と

なる領域、また、しかるべき行動を実施

するために他者に全面的に委ねなければ

ならない領域も知らねばならなかった。

その結果、我々はプロジェクトの範囲を

非常に広く設定することになった。

言うまでもないが、SMPの参加企業は、

モビリティのある側面について、またそ



の持続可能性に影響する要因について、

他の企業よりかなり多くの知識を持って

いる。概して言えば、我々の専門分野は

主に道路輸送である。そのため本報告書

では、他の交通形態に比べて道路輸送に

ついてかなり詳しく取り上げることに

なった。2 ただし、本報告書全体を通し

て、モビリティの提供者としての航空、

鉄道、水上交通の重要性も強調している。

モビリティが持続可能となるにあたって

は、こうした産業やそのサプライヤー、

また顧客が重要な役割を担っていると確

信している。しかし、我々はその関与の

内容を詳細に定義するための専門知識は

持ち合わせていない。また、あえてこれ

らの産業の経営形態や直面する課題につ

いて十分に理解しているというつもりも

なければ、具体的な行動内容を特定する

つもりもない。他の産業がそうした行動

内容を特定する自前の研究を始めるきっ

かけとなること――むしろ、それが当プ

ロジェクトの目的の一つである。

B. モビリティの
持続可能性の向上

評価を通じて絶えず認識させられたこと

だが、モビリティ向上に対する人々の欲

求は強い。モビリティは、生活水準の向

上にとって最も重要な必要条件の一つと

ほとんど普遍的にみなされている。人の

モビリティが向上すれば、生活に必要な

サービスだけでなく、生活をより快適な

ものにするサービスも利用しやすくな

る。また、生活する場所やそこでのライ

フスタイルについての選択肢が広がり、

職業や職場環境の選択肢も広がる。物の

モビリティが向上すれば、従来よりもは

るかに多様な商品やサービスが、消費者

にいっそう手頃な価格で提供されるよう

になる。なぜなら、栽培した産物や製造

した商品をはるかに広範な地域で販売す

ることが可能になり、原価が低下するか

らである。過去100年間の自動車およ

びトラックの台数急増は、人と物のモビ

リティの向上に対する欲求の強さを如実

に物語っている。これらの車両のおかげ

で、ユーザーは、いつ、どこに行くかに

ついて、かつてない融通性を手にするこ

とになった。

しかし人々は、モビリティの向上は高い

代償が伴うという認識を徐々に持ちつつ

ある。「高い代償」には、モビリティの

システムやサービスの提供者がそれらを

提供できるようにするため、利用者側が

支払わなければならない金額も含まれて

いる。しかしそれだけでは済まない。一

般的に、モビリティが向上すると、環境

汚染、温室効果ガス（GHG）の排出、

渋滞、死亡・重傷事故のリスク、騒音、

また地域社会や生態系破壊が悪化する傾

向にある。

図1.1は、長所と短所というモビリティの

２つの側面と、少なくとも今日までそれを

特徴づけてきた関係の一部を説明してい

る。この図では、利用されることになれば、

モビリティの長所を増大し、かつ短所を削

減するようなかたちで、その関係を変える

ことができる「てこ（誘導・促進策）」も

明らかにしている。こうした「てこ」につ

いては後ほど詳しく述べるが、ここでも簡

単に触れておきたい。第１に、輸送サービ

スの効率を高め、一定量の輸送サービスに

よって実現する経済成長を促進することが

できる。第２に、モビリティの「誘発」需

要の程度と構成を、高まるモビリティ需要

を満たしつつ、輸送面での影響が小さくな

る方向へと導くことが可能である。第３に、

どの程度の輸送活動であれ、著しい技術変

革などにより、経済・環境面での悪影響を

大幅に低減させることができる。経済・環

境に与える悪影響が大きく、輸送サービス

が経済成長を阻むという恐れがあるが、こ

れらのてこのいずれかあるいは全部を実行

に移せば、そうした恐れを減らせるか、お

そらくは完全になくすことができる。この

ような状況が達成されれば、モビリティは

持続可能であると言うことができる。
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図 1.1 モビリティを持続可能にするための課題

出所：Molina and Molina 2002, p.214より



図1.1に示されたさまざまな関係を詳し

く検討してみよう。

C. 輸送サービスが
実現する経済成長

輸送サービスが経済成長にどの程度貢献

しているのかを評価すると、ほとんどの

場合は、輸送サービスを移動の行為者と

いう役割のみで考えていることが多い。

すなわち、輸送車両の製造、動力源とな

る燃料の生産、輸送インフラの整備に関

連する公的および民間部門の支出、提供

される輸送サービスの価値が、一国の

GDPに対してどれだけ貢献しているか

という点に集中している。

こうした評価では、輸送は経済成長に

大きく貢献している。たとえば、G７諸

国3 では「輸送および関連産業」の就業

者数は英国の87万2,000人から米国の

1,030万人にまでわたっている。（US

DOT 1999）EU-15カ国全体では輸送部

門に約700万人が就業している。

（Panorama of Transport  2002）2001

年の米国の輸送は、ユーザーが自身で

運転する輸送が大半を占めたが、輸送

に関連する個人消費支出は可処分所得

のほぼ11％に相当するほぼ8,000億ド

ルであった。（US DOT 2002）EUでは、

2000年における世帯別の輸送に対す

る個人消費は、家計支出全体の14％超

えに相当するほぼ7,000億ユーロと報

告されている。（European Union Energy

& Transport in Figures 2002）全体的に

見ると、2001年の米国のGDPに占め

る輸送の割合は10.5％であった。（US

DOT 2002）

しかしこれらの数字は氷山の一角にすぎ

ない。たとえば、従来のGDP計算では

企業内での輸送業務が抜けている。この

ことは特に道路輸送の場合に重要であ

る。なぜなら、多くの国では、企業は移

動に自社の輸送手段を利用する割合が高

いからである。米国における最近の推定

値を見ると、「賃貸」輸送の4,750億ド

ルに対し、この「自前」輸送は2,000

億ドル相当にのぼっている。この数字は、

実際にはほぼ同じサービスを提供してい

るが異なるカテゴリーに分類される輸送

を計算に含めるかどうかにより、会計処

理においては40％以上の増加となる。

（Fang et al 2000）

この計算でさえ、経済成長を実現すると

いう輸送の役割における多くの重要な点

が無視されている。輸送は、本来であれ

ば利用できない物を利用可能にすること

で原材料を「生み出す」。また、一企業

が従業員を集めることのできる地域を拡

大することで労働を「生み出す」。さら

に、そうした労働や原材料のより効果的

な結びつきを可能にすることで生産性を

高める。ある研究では、２人のドイツ人

研究者が、経済学者の間で「成長会計」

と呼ばれる手法を用いて、「規模」とみ

なすものを導き出し、資源を「生み出す」

ということと、そうした資源の生産性の

向上という２つの要素が、第二次世界大

戦後におけるドイツの国民生産の伸びに

どの程度貢献したかを推定した。その研

究者は、1950年から1990年までの

期間におけるドイツの成長の半分近くを

輸送が「もたらした」との結論に至った。

（Baum and Kurte 2002）

経済成長の実現において輸送サービスが

果たすきわめて重要な役割がもう１つあ

る。輸送システムは、それが存在し、そ

のサービスを提供することにより、本来

は期待できないような機会が生産者と消

費者にもたらされる。しかし実際のとこ

ろ、輸送の貢献はそれよりはるかに大き

い。輸送システムの最も基本的な機能は、

人と物を結ぶことである。こうした結び

つきは、一定期間に実際にどの程度活用

されているかにかかわらず、それ自体が

極めて有益なのである。このような結び

つきが必要なときに可能であることがわ

かれば、人は私生活や仕事の計画を立て

ることができるようになる。

人と物を確実に輸送する信頼性と安全

性の高い安価な交通網が存在しなけれ

ば、自分のごく身近な地域にある資源

を活用し、自分のごく身近な地域にい

る人と交流することを考えるしかない。

必要とする物とサービスの利用可能性

が保証されないために、大きな社会で

生活するリスクを冒すことができなく

なる。自ら生産・製造することができ

ない人が生活を支えるためには、商売

を専門化して物やサービスを交換する

必要があるが、そうした商売を専門に

することで取り扱いが可能になる大量

の物やサービスの交換が可能ではない

ために、何かひとつの商売を専門にす

るリスクを冒すことができなくなる。

つまり、輸送システムが利用可能であ

るというだけで、先進国で現在見られ

る生活を実現するのに役立つのである。

輸送システムのこの「利用可能性効果」

の規模をどのようにすれば測定できる

のだろうか。測定に必要な思考実験で

は、輸送システムがある社会とない社

会を想定しなければならないため、測

定は難しい。ただし、これに似たやり

方での測定は過去に行われている。世

界銀行ならびにペンシルバニア大学の

研究者たちは、インドを対象に、イン

フラ整備をはじめ、各種の要素が農業

生産と投資に与える影響を分析した。

それによれば、道路への投資が増加す

るとまず販路が拡大し、あらゆる取引

費用が減少するために、農業生産が活

発化することがわかった。（Binswanger,

Kandker, and Rosenzwseig 1993）これと

は別に、世界銀行の別の研究者は、ネ

パールの情報を基に、「市場への道路輸

送を大がかりに整備すると、通常著し

い効果が生まれ、その多くは貧困世帯

の利益となる」ことを明らかにした。

ただし、「農村部に道路を建設すること

が貧困撲滅の特効薬にはならない」と
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も述べている。この研究者はさらに、

農村部の道路は市場への往復輸送費を

節減するほか、学校や保健医療施設の

利用を改善し、もっと一般的には、入

手できる消費財が多様化するなどとい

った効果をもたらすとも述べている。

（Jacoby1998）また、高速道路の利用し

やすさと地方自治体の社会経済的特性

の関係を研究している日本の研究者た

ちは、高速道路までの到達時間が短い

地方自治体は、人口増加率が高く、高価

値の工業製品を生み出し、第三次産業に

従事する労働者数が多いことを明らかに

した。（Itoh, Nakagawa, and Matsunaka

2001）

輸送サービスが経済成長を促進できる方

法はさまざまであり、測定可能で実際に

測定されたものもあれば測定不可能のも

のもある。しかし、測定法が何であれ、

経済成長には、信頼性に優れ、安全性や

セキュリティ、効率のよい安価な輸送

サービスが必要であることは間違いない。

D. 経済成長が生み出
す輸送面の影響

輸送活動の質および量と経済成長の関係

は確かに存在する。しかし、輸送活動の

増加が経済成長を「もたらす」のだろう

か。それとも、経済成長が輸送活動の増

加を「もたらす」のだろうか。

答えはもちろん、両方とも正しい。前項

では、交通網と、交通網によって人や物

が移動することが経済成長にとって不可

欠であることを述べた。しかし、経済が

成長すると輸送サービスに対する需要が

増大することや、望まれるサービスの性

質が変化することも同様に真実である。

E. 輸送がもたらす
経済・環境面での
悪影響

Marlon BoarnetとRandall Crane

は、近著『Travel By Design: The

Influence of Urban Form on Travel』

の冒頭で「車のどこが悪いのか」という

修辞的な問いを投げかけている。

（Boarnet and Crane 2001 p.17）そして、

その著作の末尾で、「車の問題点を考え

ると、車それ自体が悪いのではなく、車

での移動が、市場が補償しないような望

ましくない副次的影響をもたらすことに

問題がある。そうした外部効果は例えば、

大気環境問題や交通渋滞、生活水準への

好ましくない影響などである」という答

えを出している。（Boarnet and Crane

2001 p.175)

外部効果は外部費用を生み出す。「外部

費用」は個人、集団、あるいは社会全体

に降りかかるものであるが、その損害を

引き起こす当事者はそれに気付かず、し

たがって考慮することもない。例えば、

ある運転者が道路渋滞の起こる時間帯に

都心に乗り入れると、渋滞は多少とも悪

化し、同じ路上にいるすべての運転者の

苦痛が増す。この渋滞の悪化は、運転

者がおそらく自覚してはいない「外部

費用」である。渋滞悪化が他者に与え

る損害を反映させた料金を運転者に課

すと、移動の「値段」は上がる。この

料金（それに移動に伴う諸費用が加わ

る）を考慮して、運転者は移動を取り

止める（あるいは渋滞の少ない時間に

移動する）こともできるし、追加費用

を払うこともできる。前者の場合、渋

滞悪化は生じない、つまり外部費用は

存在しない。後者の場合、運転者は自

分の決定から生じた外部費用の全額負

担を選ぶことになる。

この例から、社会が外部効果を「是正

する」ことを望む場合、それを実現さ

せるためにとる行動は、排除したい外

部費用の原因となっている特定の活動

に直結しなければならないことが明ら

かになる。それができない場合、問題

となる活動に及ぼす影響はほとんどな

いか皆無となる。関係のない活動に要

する費用を徴収して資金とすることは、

たとえこの資金が被害者への補償に使

われるにしても、外部効果の「是正」

とは言えない。そのため、ある地域内

での運転に対して運転者に一括払いの

年間料金を課すことは、運転する当人
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の決定によって起こる渋滞とはほとん

ど、あるいは全く関係ない。それによっ

て運転者の財布は軽くなるが、ひどく渋

滞する時間帯にその地域に乗り入れるか

どうかを運転者に再考させる結果とはな

らない。

現在、技術は進化し、外部費用を発生さ

せる活動そのものに賦課金を課すという

方策の実行可能性が高まりつつある。

（これは後の章で掘り下げる。）多様な輸

送サービスの利用に伴う「外部費用」分

の費用を運転者に課したいと考える社会

はその損害の原因となる活動となんら関

係のない賦課金などを課すことで満足す

べきだという考えは、時代遅れになりつ

つある。更に、金額はともあれ料金は課

すべきとの考え方が、そして料金を課す

とすればその水準が、依然として大きな

争点となっている。社会が異なれば、結

論も確実に異なってくる。

F. 輸送がもたらす
好影響

近年、輸送活動がもたらすと思われる負

の外部効果に重大な関心が寄せられてい

る。こうした負の要素が存在することは

確かであるが、輸送は正の外部効果をも

もたらすことを忘れてはならない。これ

は、市場が報償を与えない好ましい副次

的影響である。これらの好影響でも特に

明らかな例は、輸送システムの「存在利

益」、すなわち、輸送システムが存在し

ているだけで発生するメリットである。

政府は、輸送活動に伴う外部費用の一部

を、税、受益者料金その他の政策手段を

利用して補てんしようとするのと同時

に、外部利益の一部も回収しようとする。

経済開発のまったく新しい領域を開拓し

ようとするインフラ・プロジェクトの場

合はなおさらである。

アメリカ初の大陸横断鉄道の場合、鉄道

建設予定地の大部分を所有する連邦政府

は、建設業者のセントラルパシフィック

とユニオンパシフィックに、それぞれの

鉄道が敷設を管理した線路の距離に応じ

てかなりの土地を払い下げた。4 この払

い下げは、上記の民間企業２社の鉄道建

設資金調達を支援することを目的として

おり、実際に、連邦政府は、線路用地の

両側の片側６マイルずつを交互に払い下

げた。鉄道が開通してこの地域に住民が

定住し商業が発展すれば、交互に残され

た部分の価値がいずれ上昇すると考え、

鉄道に割り当てなかった土地を引き続き

保有した。その後土地の価格は上昇し、

連邦政府はやがてこの土地を売却して巨

額の収益を得た。実際、建設時には知ら

れていなかったが、鉄道が開通した土地

には貴重な鉱床も存在していた。鉄道の

存在によってこの鉱床の商業化が可能に

なり、連邦政府が保有していた土地の価

格がさらに上昇することになった。

G. 放置による経済・
環境面の影響が
輸送サービスに
よる経済成長の
実現を妨げる
可能性

図1.1に示された４つの関係の中で、も

っとも理解されずもっとも受け入れられ

ないのはおそらくこの部分である。この

関係では、輸送活動の増加による経済・

環境面での悪影響が大きくなると、輸送

システムがそのきわめて重要な経済・社

会的役割を果たすことができなくなる恐

れがあるということが基本的な前提にな

っている。

一例として、輸送関連の従来型排出物

の量が増大すれば、人々は自分の望む

活動に従事することができなくなる。

慢性的な渋滞によって物やサービスを

提供する費用が上昇し、住宅や企業の

立地に不経済な変化をもたらすかもし

れない。GHGの相当部分の原因となっ

ている輸送活動や、輸送におけるエネ

ルギー利用（特に石油）によって、輸

送に依存する国は石油の流れが途絶え

ないように対策を講じざるを得ず、そ

のためその国民や世界全体に費用の負

担を強いることになる。

しかし、この関係においていくつかの点

が論理的だとしても、そうした点が実際

に存在していることにはならないし、存

在していたとしても重要だとは限らな

い。単に、（第２章で述べる）全世界で

予想される輸送活動の増加がモビリティ

の持続可能性に与える影響を理解する、

ということの重要性を高めるに過ぎな

い、という可能性もある。
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図1.1に描かれた関係は、基本的にどこ

の国や地域にも当てはまる。しかし、そ

れぞれの関係の規模は、国や地域によっ

て大きく異なるかもしれない。さらに重

要なのは、さまざまな関係による影響の

拡大あるいは縮小についての優先順位

も、国や地域によって異なる場合がある

ことである。

これは「持続可能なモビリティ」が定義

不可能であることを意味するのだろう

か。必ずしもそうではない。だが実際問

題としては、持続可能なモビリティが何

を意味するのかは、限度はあるものの、

場所により異なってかまわない。

国や地域にとって、持続可能なモビリテ

ィの構成要素の多くは、自らの優先事項

を反映したモビリティの選択を基盤とし

ている。急速な経済成長を目指す中国は、

輸送関連の渋滞と騒音について、英国よ

りも大目に見た状況を許容するかもしれ

ない。しかし、このことは、英国が持続

可能なモビリティについて最適とみなす

選択を行う能力に重大な影響を及ぼすこ

とはない。

輸送関連の問題の中には、優先順位の自

由度についてあまり許容できないものも

ある。その顕著な例が、輸送関連の

GHGの排出である。5 2000年の時点

では、輸送関連の活動に起因するGHG

排出量は、人為的な（人間が原

因となった）GHG総排出量の

およそ20％であったと推定さ

れる。6 しかし、ある輸送関連

の活動により世界のどこかで

CO2が１Kg出されるごとに、大

気中のCO2濃度は高まる。CO2排

出量削減の優先度を低くし、その結

果CO2排出量が増えるモビリティを選

択する国や地域は、その優先度を高くし

ようとする国や地域にとってのモビリテ

ィの選択を難しくさせてしまう（もしく

は、おそらく選択を不可能にしてしまう）

のだ。

これは全ての国や地域がCO2削減の時

期と対象について合意しなければならな

いということではない。ある国が、将来

の莫大な排出削減を可能にするために、

現時点では他より多い排出を認める手法

を推進しても不都合はない。また、ある

分野（例えば、輸送）からの排出削減に

力を入れる国もあれば、別の分野（例え

ば、発電）からの排出削減に力を入れる

国もある。他にも、国内産業からの排出

削減に力を入れる国もあれば、排出削減

枠を増やすために、他国に金を払う国も

ある。このように、柔軟性は非常に大き

い。しかし、騒音や渋滞と違い、最終目

標について異を唱える余地は無い。

本報告書では、モビリティ関連の課題に

対して、国や地域ごとの優先度の違いか

ら生じる結果についておおむね価値判断

をしないことにしている。ただし、そう

した選択のために他の国や地域がそれぞ

れの優先度を表す自由が大幅に制限され

る場合は別である。しかし我々は持続可

能なモビリティについて共通の指標を実

際には提案している。これらの指標は、

持続可能なモビリティの実現に普遍的に

（あるいはほぼ普遍的に）関係すると思

われる要素を反映させるように作成され

た。たいていの場合、さまざまな指標の

改善をどの程度重要視するかという点

は、国や地域によって異なるであろう。

特定の指標の方向性について異議を唱え

ることもあるかもしれないが、それでも

自らのモビリティの持続可能性向上を主

張することは正当とみなされる。
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モビリティの持続可能性の現状を把握

し、将来の状態を推測すると同時に、そ

の改善のための手法がどの程度効果的か

を評価するためには、持続可能なモビリ

ティを構成するさまざまな要素を表す指

標が必要である。できれば、それらの要

素は測定可能なものであり、実際に測定

することが望ましい。しかし輸送活動と

経済成長の関連性について検討した際に

示したように、図1.1の全体図の主な要

素は定量化が容易ではなく、定量化への

さまざまな試みにも問題点が指摘されて

いる。

しかし、測定できないから無視してよい

という意味ではない。下記の指標のうち、

測定が比較的「容易」なものは、SMP

が量的な値を示している。一方、測定が

「困難」な指標もある。必要なデータを

定期的に収集できない、またはどのよう

に測定すべき、またはできるかが不明な

ためである。こうした場合には、その指

標の規模と、行動や政策が変化した場合

の動向について、可能な限りの情報を提

示している。

A. 指標の選択

指標を選択するための出発点は、

『Mobility 2001』の持続可能性採点表

であった。そこに記載された項目を十分

に審議し、過去の文献研究、ステークホ

ルダーとの多数の対話をもとに修正した。

その結果、12の指標を選択し、これら

によって持続可能なモビリティの最も重

要な側面を表せると判断した。これらの

指標は、持続可能なモビリティの将来像

と、そこに辿り着くまでの過程の核をな

すものである。また、持続可能なモビリ

ティ・システムであればうまく機能すべ

き主要な側面でもある。そして、さまざ

まな手法の効果を評価するための基準で

もある。

特に発展途上国のステークホルダーの意

見のうち、指標の決定に強く影響したも

のが２つある。１つ目は、持続可能性を

達成するために必要と考えられている３

つの柱（環境、社会、経済）を指標に含

めること。２つ目は、「人を中心」にした

指標にすることが重要だというものであ

る。そのような指標を目指し、我々はモ

ビリティの製作者、使用者、提供者、そ

して社会全体（政府）の立場で検討した。

各グループの観点を考慮した後に、モビ

リティの持続可能性を決定する上で、そ

れぞれにとって最も重要となる点を自ら

に問うた。そうして得られた答えを組み

合わせ、重複するものを削除し、次の指

標が生み出された。

1. 利用しやすさ

人のモビリティ

2001年の後半、The Journal of

Transportation and Statistics誌は

モビリティの利用しやすさを測定する手

法の問題を取り上げた特集版を発行し

た。その導入部分では、モビリティの利

用しやすさとは「根本的に、任意の場所

にいる個人が有する、特定の活動あるい

は一連の活動に参加する機会に関わるも

のである」ことであると、おおよその

人々が同意していると述べられている。

そして、「輸送システムが、配慮を要す

るグループや特殊な目的にどのような影

響を及ぼすかを測る以外には、立案者や

政策決定者は利用しやすさという視点に

立って都市（輸送）システムを定期的・

継続的に評価してこなかった」と続けて

いる。（Thakuriah 2001）

SMPでは、利用しやすさの測定方法を

決定しようとしてこの問題に直面した。

「利用しやすさ」はまず例外なく「人の

モビリティ手段の利用しやすさ」と定

義される。そして、その「利用しやす
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さ」は相容れない２つの手法のいずれ

か一方で測定される。１つは車両保有

率（つまり、車や原動機付き自転車な

ど自家用車が利用できる人口の割合）

のみに着目する手法、もう１つは公共

交通システムへの行きやすさ（つまり、

公共交通システムを利用するために人

が歩かなければならない、あるいは自

転車に乗らなければならない距離）の

みに着目する手法である。

SMPではよりバランスの取れた「利用

しやすさ」の測定方法を採用することと

した。我々の見方では、上記のどちらの

方法も単独では「利用しやすさ」の指標

として適切ではないが、２つを組み合わ

せれば測定方法としてうまく機能するは

ずである。その方法とは、自家用車類を

利用できる世帯率、プラス最低限のレベ

ルを有する公共交通システムまでにある

特定の距離以内にある世帯率を使用した

ものである。

この計測のもとでは、自動車または基準

を満たす公共交通システムのいずれかを

利用できる人は、定義上、人のモビリテ

ィ手段の利用が「しやすい」ということ

になる。さらにこの２つから選べる人は、

どちらか片方しか利用できない人より

も、人のモビリティ手段の利用が「一層

しやすい」ことになる。

物のモビリティ

「利用しやすさ」のコンセプトは、物のモ

ビリティでは確実な定義すらされていな

い。そのためSMPは即席で、作らざるを

えなかった。我々は、物のモビリティの

「利用しやすさ」とは、輸送業者とユー

ザーがそのサービスを利用しやすいか否

かを反映していなければならないと考え

る。すなわち物のモビリティ手段の利用

を測定するためには、輸送サービスの発

注から受取までにかかる予想時間、輸送

業者あるいは荷物を受け取るユーザーが

それぞれ自分で荷物を持って移動しなけ

ればならない距離を表すことが必要だ。

したがって、物のモビリティの利用しや

すさに対するSMPの定義は次の通りと

する：レスポンスタイム（輸送サービス

の発注から集荷までにかかる時間、また

は荷物の到着後配達されるまでの時間）

と、輸送業者が荷物を配達あるいは集荷

する際、または顧客が配達を依頼あるい

は受け取る際に移動しなければいけない

距離を組み合わせたもの。

この定義のもとでは、輸送サービスの発

注から配達までにかかる時間、プラス輸

送業者や荷物を受け取る顧客がそれを移

動させる距離が短い（あるいは全くない）

場合は、物のモビリティ手段の利用は

「しやすい」ことになる。たとえ「ド

ア・ツー・ドア」であっても、集荷や配

達に時間がかかれば利用は「しにくい」

し、同様に、輸送業者や荷物を受け取る

顧客が、発送または配達場所までに荷物

を長距離移動して初めて利用できる「手

際のいい」サービスも、利用は「しにく

い」といえる。

2. 家計支出

SMPの第２の指標は、望ましい人と物

の輸送サービスを得るために必要となる

家計支出を測定する。これには輸送の外

部費用は反映されないが、外部費用によ

って生じる私的費用などの料金を支払う

側の視点からみた金銭面におけるサービ

スの利用しやすさは反映されている。

（私的費用は望ましい輸送サービスを得

るのに必要な家計支出に反映されるため

である。）

例えば、渋滞の悪化で燃料費が余分にか

かると、家計支出は増加する。また、外

部費用を私的費用に転換する公共政策が

導入されると（例えば、道路の利用者が

渋滞の原因を作った場合、あるいは渋滞

を悪化させた場合の責任を反映した道路

賦課金を設定することなど）、家計支出

にも大きな影響が出る。7 実際の指標

は、次の通り定義される。

19



人のモビリティ：個人（または家族）

の生活費のうち、人の移動のために使

った割合。

物のモビリティ：ある距離を移動した

物の単位（重量または金額）別の総物

流費用。または、物の値段のうち、製

造や最終配達にかかる総物流費用が占

める割合。

3. 移動時間

移動時間は我々の指標の中で２つの役割

を果たしている。第一に、１つ目の指標

である家計支出を補完する。つまり、移

動の「費用」は、移動に必要な家計支出

だけでなく、必要な移動時間によっても

測定されるということである。実際、個

人や輸送者が輸送形態やサービスの質に

関して行う選択では、多くの場合、明ら

かに時間と家計支出はトレードオフの関

係になっている。

我々の目的に照らしてみると、移動時間

は出発地から目的地までを基準に測定し

なければならない。輸送機関の速度が速

くても、乗り換えの多さ、乗り場に到達

するのに要する時間の長さ、便数の少な

さによって、速度は帳消しどころではな

い場合もある。短・中距離の旅客輸送で

鉄道と航空機との競争が成り立つのは、

この種のトレードオフを反映している。

自家用車対公共交通システムのサービス

の特性についても同様である。

移動時間が果たす第二の役割は、渋滞の

影響の部分的指標としての役割である。

輸送サービスが混雑すると、その利用に

かかる標準時間は長くなる。標準通勤時

間は、しばしば渋滞の「費用」の測定値

として使われる。（下記参照）

人の移動に関するデータは、主として通

勤時間として報告される。一方、物のモ

ビリティに関するデータは、運送業者お

よび政府当局から提供を受ける。そのた

め、SMPが推奨するこの指標の定義は

次の通りとする。

人のモビリティ：出発地から目的地ま

でにかかる平均時間。乗り換えまたは

移動手段の変更にかかる時間、待ち時

間を全て含む。

物のモビリティ：荷物の出発地から目

的地までにかかる平均時間。

4. 信頼性

我々の渋滞指標の２つ目となるのは信頼

性である。これは輸送システムによる移

動時間の確実性を表す。「信頼できる輸

送システムは、予定時間より大幅にずれ

ることなく、特定の目的地に着くことを

保証する。信頼できない輸送システムで

は予想外の遅れが生じる。輸送システム

を信頼できないものにする主な原因は、

いつ起こるかわからない渋滞である。」

（TRB 2001 pp.16-17）

一般の人々にとっては意外なことかも

しれないが、輸送専門家の間で、渋滞

は本来「良い」のか「悪い」のかとい

う議論がある。この議論は、渋滞は複

雑かつ移動が頻繁な社会における避け

られない副産物であるという一部の見

方を反映するものである。本報告書で

は後ほど将来の人と物のモビリティ需

要について取り上げるが、そこでこの

議論を詳細に検討する。

SMPでは、他の要素が全て同じとして、

物であれ、人であれ、輸送が信頼できな

いことをともかく｢良い｣と主張する人間

はいないということが示された。実際、

渋滞緩和への取り組みの多くは、この信

頼できない状態を減らすことを主眼とし

ている。その際、平均移動時間の増加は、

それが予測できるものであれば、個人や

企業が我慢したり、移動の習慣や場所を

変えたりすることで修正できることとし

て容認している。

そのため、SMPの本指標では、移動す

る人、輸送業者、荷物を待つ顧客がそれ

ぞれ経験する時間のばらつきという点か

ら、渋滞の「信頼性」という要素を測定

する。指標の定義は、次の通りとする。

人のモビリティ：「典型的な」モビ

リティ・システムの利用者が経験す

る、ドア・ツー・ドアの移動時間の

ばらつき。

物のモビリティ：さまざまな種類の荷

物の「典型的な」輸送にかかる、出発

地から目的地までの時間のばらつき。

5. 安全性

安全性は２つの観点から考えなければな

らないというのが、本プロジェクトにお

ける一致した見解である。個人の観点か

らは、問題となるのは、自分が事故に巻

き込まれて死亡したり重傷を負ったりす

る可能性である。同様に、物の輸送の場

合には、輸送中の衝突や誤った取り扱い

で、積荷に傷がついたり壊れたりするリ

スクを荷主がどう考えるかがこれに相当
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する。社会全体としての観点からは、問

題となるのは、交通事故によって生じる

負担、つまり、輸送関連の死亡・重傷者

数である。物の輸送の場合、社会的観点

からみた問題は、路上の衝突事故による

損傷や損壊に対して、経済が求める総

「請求額」である。

輸送関連の死亡・重傷者数は個人に無関

係ではない。むしろ危険に対する個人の

認識の形成に役立つのである。同様に、

死亡・重傷率は社会に無関係ではない。

それは、（輸送活動量と合わせて）輸送

関連の死亡・重傷者数を確定する要素の

１つである。しかし、個人的観点と社会

的観点は根本的に異なるもので、SMP

の指標はこの差異を反映しなければなら

ない。

人のモビリティ：個人が移動システム

の利用中に事故で死亡したり負傷した

りする可能性、およびカテゴリー別

（航空輸送、自動車、トラック、バス、

原動機付き自転車、自転車、歩行者

など）の年間の死亡・重傷者数

（DALY：障害調整生存年数で表さ

れる）。

物のモビリティ：任意の積荷が損傷や

損壊を受ける可能性、および衝突事故

で損傷や損壊した商品の総価格。

個人の観点からいえば、負傷または死亡

の確率が低いことと、荷物の損傷の可能

性が低いことは「良い」ことになる。社

会全体にとっても、これらの確率が低い

ことは「良い」。ただし、それは全体像

をとらえたものではない。人と物の移動

量が割合として増加し、死亡・負傷者数

が増加したり、物の損害総額が増加する

ようになれば、社会にとっては「悪い」

ということになる。

6. セキュリティ

ここ数年の出来事をきっかけに、輸送シ

ステムのセキュリティについてかつてな

いほど関心が寄せられるようになった。

しかし、セキュリティとは、単に暴力行

為によって、人や物の輸送システムを混

乱させて、何千人もの命を奪い、何十億

ドルもの損害をもたらすリスクに対する

問題ではない。セキュリティの問題には、

個人が輸送システムの利用中に身体的危

害を受けるのではないかとか、積荷が無

傷で届かず、丸ごと盗まれたり、一部を

抜かれたり、故意に壊されるのではない

か、といったようなことが関わる事項も

含まれる。8

個人が輸送手段を選ぶきっかけと輸送シ

ステムへの満足度を調査したところ、セ

キュリティの問題が必ず関わっていた。

この点は特に発展途上国で顕著であり、

時には輸送システムを利用するか否かを

決定する際に、セキュリティが大きく影

響している。さらにセキュリティは全て

の地域の輸送業者にとって、大きな懸念

となっている。

安全性と同様、SMPではセキュリティ

の問題を個人と政府の両方の立場から検

討する。

人のモビリティ：個人の場合は、移動

中に迷惑行為、盗難、身体的危害を被

る確率。社会の場合はこれに加え、事

件の総数（重大性を考慮に入れる）。

物のモビリティ：個人の場合、輸送中

に荷物が盗まれる、または盗難によっ

て損傷を受ける確率。社会の場合はこ

れに加え、盗難に遭った荷物の総額。

7. 温室効果ガス（GHG）

二酸化炭素（CO2）が注目を集めてい

るが、GHGはCO2だけではない。輸送

分野から排出されるその他のGHGには、

空調システム用のフルオロクロロカーボ

ンまたはハイドロフルオロクロロカーボ

ン、未燃メタン（発生するか否かは使用

燃料による）および亜酸化窒素がある。

水蒸気やCO2といったGHGの他に、航

空機は、これもGHGであるオゾンの形

成を促進する窒素酸化物（NOx）を大

量に排出するだけでなく、黒色炭素も

排出する。これらのガスや光吸収性エ

アロゾルは高高度で排出あるいは形成

されるため、その影響は特に大きいと

考えられる。

特定のバイオ燃料の生産における農業用

窒素固定の利用によっても、亜酸化窒素

が排出される。このバイオ燃料関連の

NOx排出量を測定する方法を決めるだ

けでも、バイオ燃料から出るGHG削減

の可能性を「採点する」にあたっての、

かなり複雑な課題の１つとなる。

異なるGHGはそれぞれ大気への影響の

度合いも大きく異なる。GHGとその抑

制について議論する場合、この影響を

「炭素等価」単位と呼ばれるものに換算

するのが通例となっている。すなわち、

地球温暖化への各種ガスの持つ影響の度

合いが、CO2と比較してどの程度のも

のであるか示そうとするものである。

SMPの指標もこれに従う。一定期間

におけるGHG排出量を炭素等価で測

定する。

8. 環境と健康への影響

この「包括的な」指標は、社会がモビリ

ティについて特に懸念を抱いているこ

と、すなわち環境および健康に対する影

響を表そうとするものである。この指標

は、輸送関連の「従来型」排出物、輸送

が生態系に与える影響、そして輸送関連

の騒音という３つの項目から成る。デー

タは幅広い政府担当各局から収集した。

文献をあたり、ステークホルダーとの対

話を行うことで、それぞれの項目が

SMPの指標に反映されるべきであるこ

とが明らかになった。
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• 輸送関連の「従来型」排出物

一定期間毎の、NOx、CO、粒子状

物質（PM）、未燃炭化水素、および

鉛の排出量。

• 輸送が生態系に与える影響

生態系（例：居住地、水）への輸送

関連の影響および土地利用。

• 輸送関連の騒音

さまざまな期間において、さまざま

なレベルの輸送関連の騒音にさらさ

れた人の数（または人口の割合）。

9. 資源の利用

この「包括的な」指標も、社会が別の分

野で抱いている懸念を表している。この

指標は、輸送関連のエネルギー利用とエ

ネルギー安全保障、輸送関連の土地利用、

および輸送関連の材料利用の３つの項目

から成っている。

• 輸送関連のエネルギー利用と

エネルギー安全保障

エネルギー利用については、輸送関

連に使われた各燃料の総量。エネル

ギー安全保障については、他地域、

または「不安定な」資源から得たあ

る地域でのエネルギー供給量の割合。

• 輸送関連の土地利用

先進国では、輸送関連の土地利用の

拡大が（または現状に対しても）、好

ましくない現象と受け止められる場

合がある。したがって、土地利用の

拡大は、持続可能なモビリティに逆

行していると考えることもできる。

一方発展途上国では、それとは反対

のことがいえる（ただし常にそうで

あるとは言えない）。なぜなら、輸送

関連の土地利用の拡大は、モビリテ

ィの改善とその利用しやすさの向上

を意味しているためである。

この指標の複雑な側面については、

後に触れる。SMPではこの指標を

次のように定義したい。輸送活動に

使用されている土地の面積（または

割合）。

• 輸送関連の材料利用

輸送システムは、エネルギーのみな

らず材料も大量に使用している。車

両の製造には大量の物質を要するの

と同時に、使われなくなった後は廃

棄物処理やリサイクルが必要な物質

が大量に出る。輸送インフラの建設

およびメンテナンスにも多くの材料

が必要となる。これらを把握するた

め、下記の指標の定義を用いる。

輸送分野で使用される材料の総量、全

使用材料に占める輸送分野の割合、実

際のリサイクル率。

10. 公平性

さまざまなモビリティ関連の指標の平

均値にとらわれると、コミュニティ、

国、地域、そして世界全体でみた指標

値の範囲および分布といった、持続可

能なモビリティの重要な局面を無視す

ることになる。

すでに述べたとおり、輸送によって、経

済的、社会的機会が大きく開ける。しか

し、異なる収入、年齢および民族的背景

を持つ人々が利用できる輸送サービスの

範囲が、社会の平均的構成員が利用でき

るサービスの水準向上と並行しない場

合、その社会のモビリティの持続可能性

は疑わしいものとなる。

従来型排出物、死亡・重傷者数をはじめ、

モビリティの負の結果を反映する指標に

ついても同じことが言える。SMPの公

平性の指標はこうした懸念を反映したも

のとなっている。

情報は、異なる人口グループを網羅し

た持続可能なモビリティ「値」の分布

を反映して作成されるのが望ましいと
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考える。例として、モビリティ手段の

利用しやすさ、人および物のモビリテ

ィを得るために必要な費用、「従来型」

排出物、騒音、安全性やセキュリティ

への脅威、などが挙げられる。

11. 財政収支への影響

もともと「持続可能性」には、環境、社

会、経済の３つの柱があると考えられて

きた。SMPの指標のほとんどは、これ

までのところ、主にその最初の２つの柱

に関係している。本章ではすでに、輸送

機関の利用者に求められる家計支出を指

標の１つと定義したが、この指標は、極

めて重要ではあるものの（利用する金銭

的ゆとりがない人々には、輸送システム

はほとんど意味がないため）、それだけ

では輸送の経済的な持続可能性の測定に

十分ではない。

経済効果の指標があと２つある。１つは

財政収支への影響、もう１つはモビリテ

ィ関連物とサービスの供給者の収益率で

ある。最初の指標は政府にとって大きな

関心の的となっている２つのことを反映

している。それは、輸送システムに必要

な財源およびその輸送システムが生み出

す収益である。

政府は、公的資金の投入や公益の実現な

ど、さまざまな輸送活動に関係している。

数多くの輸送サービスや、輸送インフラ

も提供している。今日、政府が輸送サー

ビスの運営をすべきかどうかについて

は、世界中で論議の的となっている。し

かし、人や貨物の輸送を維持する上で民

間資源が不足している場合は、その差を

埋めるため公的資金が必要だという点に

は異論がない。

この指標に含まれる各項目は、公的資金

の投入が必要と予想される政府の輸送活

動と、輸送活動によって費用を上回る利

潤が得られる可能性を示すのが目的とな

る。今回用いる指標の定義は次の通りで

ある。

輸送サービスやインフラを提供するた

めの公的資金と運営費用の規模とその

推移。具体的には、「事業開始助成金」、

公的インフラ資金、運営補助金、輸送

サービスの運営および使用料によって

政府が得た収入、政府が輸送サービス

の量および質的影響によって節減でき

た支出。

12. 民間企業予想収益率

輸送システムが使うモビリティ関連物

（車両、燃料、インフラなど）や輸送

サービス自体（トラック、飛行機、船

舶、鉄道など）を生み出す企業は、モ

ビリティの経済的な持続可能性に重大

な関わりを持っている。これらの企業

がモビリティを持続可能にするのに必

要な関連物およびサービスを提供し続

けるには、モビリティ関連活動への投

資に対し、適正な収益率を得られるこ

とが必要だからである。9
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1 『Mobility 2001』の著者は、マサチューセッツ工科大学とその委託

先、チャールズ・リバー・アソシエイツであり、その内容は、必ずしも

WBCSDの持続可能なモビリティ・プロジェクトのメンバーの意見を表

したものとは限らない。

2 当報告書では、農業用機器および建設機器は対象としない。多くの農業

用車両及び建設用車両は路上を走行できる（時には走行している）。しか

し、それらは「輸送」車両とはみなさない。

3 G7諸国は、米国、カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、英国、日本。

4 ユニオンパシフィックには525万haが与えられた。

5 CO2が最も注目を集めてきたが、 他にも数種類のGHGがあり、その中

には1Kgあたり排出ベースでCO2よりもはるかに大きい温室効果をもつ

ものもある。大半の輸送では（航空輸送を主要な例外として）、GHGの

構成要素として、CO2の重大性は群を抜いている。そうした事情はある

が、我々がこの報告書で「輸送関連のGHG排出」という語句を用いる場

合、普通CO2を指す。

6 輸送による排出は、輸送車両が用いる燃料の燃焼による直接的排出ばか

りでなく、「油井から車輪まで」（WTW）の排出など、輸送燃料の生産及

び流通に伴う排出も含むものとする。WTW排出という概念は第３章で詳

しく説明する。

7 この影響は道路税から、渋滞が緩和された結果節約できた燃料費、時間

等を引いた経済的出費として測定される。

8 「セキュリティ」と「安全性」との違いは、安全性では従来「事故」と

みなされてきた事例から生じる、過失による傷害または損傷を含むのに

対し、セキュリティでは意図的に危害や損害を与えようとする試みが考

慮されることである。

9 ある活動を私的出費で可能な範囲を超える水準で実施することを社会が

求めている、と政府が判断する場合、政府はこの私的出費を補う方法を

見出さなければならない。たとえ政府自体があるモビリティ関連物およ

び／またはサービスの提供者である場合でも、政府が運営するその活動

は経済的な持続可能性という試験を通らなければならない。補助金は透

明にし、秘密にしてはならない。また、社会はこれらの活動が効果的に

実施されるよう求める権利を持つ。

これをもとに我々が提案する指標は次の

とおりである。

モビリティ関連の製品やサービスを提

供する民間企業が、効率的な運営をし

ている場合に得られる予想投資収益

率。費用（資本および運営）、企業収

入、政府からの収入（「事業開始助成

金」、運営補助金、財務資本への公的

資金供与など）、また政府の規制によ

って課せられる費用を含む。

この他のSMP指標と違い、この指標は

持続可能性を測定する「バロメーター」

というよりはむしろ、「限界値」と捉え

るべきである。民間企業が提供する事

業で、一定以上の収益率確保が可能な

らば合格である。ただし、それを上回

る収益率を得ていても「より持続可能」

であるとはいえない。しかし、収益率

がこの限界値を下回る場合は「持続不

可能」であることを示す。

指標の定義を終え、次の課題として、

現在の傾向が続く場合の、今後数十年

間の指標の展開予測を行った。その後、

この予測をもとに、モビリティが現在

よりも持続可能である見込みがあるか

否かを評価した。



モビリティが
持続可能となる展望：
現在の傾向が継続した場合

第２章



『Mobility 2001』の著者は、モビリテ

ィの未来とその持続可能性を予測しよう

とはしなかったが、他の人々により作成

されたモビリティ関連の複数の指標から

予測を記載した。そして、持続可能なモ

ビリティ・プロジェクト（SMP）が進

むにつれ、我々はさまざまな選択肢を比

較するための基準点があると便利である

という結論に達した。

そのような基準点を決定し、選択肢の分

析に一貫した手法を用いるため、我々は

国際エネルギー機関（IEA）のエネル

ギー政策・技術部に委託して、輸送分野

のエネルギー技術展望モデルを拡充し、

さまざまなモビリティ関連の指標を予測

する機能を持つ、表計算モデルの作成を

依頼した。この表計算モデルは、原動機

の付いたあらゆる輸送形態と世界中の主

要地域を対象とし、IEAの『Wor ld

Energy Outlook 2002（WEO）』の

中で発表された基準シナリオを基準とす

るものだった。（IEA 2002a）

本章では、この表計算モデルが行った予

測の一部を紹介するとともに、このモデ

ルだけでは直接予測できなかった一部の

指標の進化から考えられる事項について

述べる。
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I. はじめに



IEAは基準シナリオを「予想」ではなく

「予測」であると位置付けており、我々

はこの慣例に従った。この２つの表現の

違いは語義的なものにとどまらない。

予測は数学的な試算、つまり特定の変化

率と開始時の状況から算出される結果で

ある。予測においては、本質的に、試算

に使用されるすべてのレベルや変化率が

必ず正しいものである必要はない。これ

に対して予想は、使用されるデータが他

のデータよりも正しいものである可能性

が高いという仮定に基づいている。した

がって、予測に比べて可能性がより高い

ものとして受け取られる。1

IEAの基準シナリオは、一貫した人口予

測とGDP予測の組み合わせを用いて、地

域別、燃料の種類別、主な最終利用分野

（輸送分野を含む）別に、エネルギー需

要の予測を行っている。またIEAは、他

のいくつかのエネルギー関連の不定要素

（特に、主な最終利用分野のCO2排出量）

の値も予測している。この基準シナリオ

の予測は、2000年から2030年までの

期間を５年ごとに分けて示されている。

IEAが発表したエネルギー利用および

CO2排出に関する予測の根拠となってい

るのは、それぞれの主な「要因」につい

ての予測である。輸送分野の場合、こう

した「要因」には輸送活動（量および輸

送形態）、さまざまな輸送車両の実際の

エネルギー効率、および輸送燃料のCO2

排出特性がある。IEAは、『WEO 2002』

に記載された輸送に関する予測について

の文書を発表していないが、『WEO

2002』の前身である『WEO 2000』

に記載されたOECD地域の輸送に関する

予測について詳細に説明した文書を発表

した。（Landwehr and Marie-Lilliu, 2002）

SMPではこの文書を利用して、『WEO

2002』の輸送関連の予測に微調整を行

い、詳細を追加した。そしてこの情報が、

本プロジェクトの表計算モデルの中心と

なった。さらに、公的出典の情報やSMP

の参加企業から提供された情報を活かし

て、輸送形態および地域に関する詳細情

報を大量に加えた。また、IEAが基準シ

ナリオの作成に当たって考慮しなかった、

持続可能性の視点を反映した輸送関連の

「従来型」排出物、安全性、原材料の使用

などのデータや関連性の情報も使用した。

我々の予測の対象期間は、2030年まで

ではなく、2050年までに延長された。

輸送分野において、30年は非常に短い

期間である。2000年から2030年の間

にとられる対策が、2030年までに社会

において完全に効力を発揮することはな

いであろう。2030年から2050年まで

の予測は、我々が予測する2030年まで

の状況の延長である。
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IEAの基準シナリオとプロジェクトの
基準ケースとの関係

II.

ボックス2.1　「現在の傾向が継続した場合」というフレーズの意味 

モビリティとその持続可能性は、人の行動、経済成長、公共政策が複雑に入り組んだ結果である。持続
可能なモビリティ・プロジェクト（SMP）が、基準ケースの予測において「現在の傾向が継続する」
ことを前提とするという場合は、この行動・技術・経済・政策の組み合わせが、基本的に変化しないこ
とを指している。 

しかしながら、変化は常に発生している。そのため、基準ケースを設定するためには、何をもって「変
化」とするのか、また途切れることのない歴史の流れに何を含めるのかを決定する必要がある。 

このことは、人間の行動や経済成長の傾向を扱う際にはそれほど大きな問題とはならないが、政府によ
る公式または非公式の政策的措置を扱う際には、難問となる。たとえば、法律を実施する権限を持つ当
局が新しい規制を公布した場合は、「変化」と言えるであろう。ただし、この「変化」がいつ起こった
のかは不明確である。政府が非公式の措置を取る場合、問題はさらに難しくなる。たとえば、政府当局
が規制の公布を「検討している」と発表した場合や、ある業界と、将来、法的に実施可能な規制となる
可能性のある「自主的合意」に達した場合を想定しよう。「変化」は起こったのか？また起こったとす
れば、いつ起こったのか？検討するという意思の発表はいつ行われたのか？「自主的合意」に達したの
はいつか？ 

不明瞭な状況においては、SMPは以下のように実際的であろうと試みた。将来とられるかもしれない
措置が、企業、業界、消費者の行動に、すでに大きな影響を及ぼしている可能性が高い場合は、その措
置を基準ケースとして考慮した。これはつまり、「継続する」と仮定されている「現在の傾向」として
考慮したということである。しかし、将来何らかの措置がとられる可能性はあるものの、現時点で行動
に大きな影響を及ぼしていない場合は、その措置を基準ケースとして考慮しなかった。そうした措置が、
その後、実際に行動に大きな影響を及ぼした場合は、それは「変化」と捉えられるため、基準ケースに
当てはまらない事例となる。 



現在の傾向が継続すると仮定し、SMP

の指標の予測から明らかになったテーマ

は以下のとおりである。

• 主に１人あたり実質所得の伸びなど

により、人と物の輸送活動は世界中

で急速に増加するであろう。発展途

上国における輸送活動の増加は特に

急速である。しかし、先進国と多く

の発展途上国の間に存在する大きな

「モビリティ機会の格差」は解消され

ないであろう。

• ほとんどの先進国においては、人の

モビリティの利用度はすでに高いが、

これはさらに向上する。しかしこれ

が将来、発展途上国の一般住民にも

あてはまるかどうかは大きな疑問で

ある。

• 物のモビリティを向上させることで、

消費者が、より多くの、より豊富な

種類の物を、より低コストで得られ

るようになり、それによって経済成

長や発展が実現する。

• 輸送関連のGHG排出量は、特に発展

途上国では大幅に増加するであろう。

輸送車両のエネルギー効率は改善す

るが、その改善によるGHG排出量抑

制効果は、車両数と平均的な利用の

増加により相殺され、GHG排出量は

増加すると思われる。輸送の石油系

燃料への圧倒的な依存傾向は今後も

継続するため、輸送燃料のGHG排出

特性が変化しても、輸送関連のGHG

排出量にはそれほど大きな影響を与

えない。

• 今後20年間で、先進国においては、

より厳しい排出規制、技術の改善、

また総車両台数の比較的緩やかな伸

びなどを反映して、輸送関連の従来

型排出物（NOx、VOC、CO、PM）

は急激に減少するであろう。一方多

くの発展途上国では、車両台数の急

速な伸びを反映し、都市部において、

少なくとも今後数十年間はそれらの

排出物は増加するが、その後は減少

する。

• OECD諸国と一部の中所得国では、

自動車に関する死亡・重傷者数は減

少するであろう。しかし、所得が低

く、急速にモータリゼーションが進

んでいる多くの発展途上国において

は、その数は少なくとも今後20年間

は増加する。

• 渋滞は、先進国と発展途上国の多く

の都市部で悪化するであろう。個人

や企業が所在地の選択やその他のモ

ビリティ関連の決定を行う際に、相

殺的な調整が行われるため、平均移

動時間が渋滞に比例して長くなるこ

とはない。3 しかし、人や物のモビリ

ティに悪影響が出ると見込まれる。

• 輸送関連のセキュリティへの深刻な

懸念は今後も続くであろう。

• 輸送関連の騒音はおそらく減少しな

いであろう。

• 輸送関連で使用する材料、土地、エ

ネルギーはすべて増加し、それに伴

い輸送資源の「利用跡」は増加する

であろう。

• 先進国の平均的世帯については、世

帯の総支出に占める人のモビリティ

費用の割合はほぼ変化しない、もし

くは減少するだろう。発展途上国で

は、世帯所得の支出の傾向を予測す

ることは困難である。

• 一方、物のモビリティに費やされる平

均的世帯所得の割合は、ほぼすべての

地域で引き続き減少するであろう。
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指標の予測から明らかになったテーマ 2

III.



• モビリティに関連する公平性の問題

は深刻化するだろう。それは特に、

物のモビリティ手段の利用しやすさ

に関する公平性の問題や、貧困層や

高齢者など、社会のさまざまな構成

集団の違いによって、人のモビリテ

ィの利用にかかる１人あたりの費用

の違いの問題である。またその他に

も、輸送関連の従来型排出物に極端

にさらされている人々の存在などの

問題もあるが、それは改善されるだ

ろう。

A. 人と物の
輸送活動

人の輸送活動には、重要な「要因」が数

多くあるが、その中でも突出して影響力

の強いものは、世帯の可処分所得（納税

後に世帯に残る所得）の増加である。所

得の増加はさまざまな方法で人の輸送活

動に影響を与える。例えばそれは、個人

の車両保有率の最も重要な「要因」にな

り、移動距離（および回数）の増加につ

ながる。また、時間の価値も高くなるた

め、より速い輸送形態が選ばれるように

なる。さらに、貨物輸送需要の背景とな

る経済プロセスの重要な要因にもなる。

これらの理由から、SMPにおける人およ

び物の輸送活動の基準ケース予測は、そ

の大部分が所得増加予測に基づいている。

我々が採用したものも含めた最も長期的

な経済予測では、実質１人あたり所得は、

特に一部の発展途上国では、今後数十年

間は着実に増加すると予測されている。

このような実質１人あたり所得の増加が

実現すれば、絶対的生活水準と相対的生

活水準の両方が、大幅に変化する地域も

出るであろう。4 図2.1で示すように、

実質１人あたりGDPは、OECD諸国で

は引き続き増加するが、それらの国が世

界経済に占める割合は、現在の状況ほど

ではなくなる。

2050年までには、旧ソビエト連邦、

東欧、および中国の実質１人あたり

GDPは、OECD北米およびOECD太平

洋における2000年のレベルと、概ね

同じになると予測されている。また、中

南米の実質１人あたりGDPは、2050

年までに、OECD欧州における2000

年のレベルと概ね同じになると予測され
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１人あたり実質所得（1,000米ドル、PPPベース） 
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図2.1 購買力平価（PPP）ベースの１人あたり実質GDP

出所：2000年のデータはIEA：2000年～2030年の予測はIEA 2002, p.408
；2030年～2050年の予測はIEA予測からのSMPでの推定値

ボックス2.2　経済成長率および人口増加率の想定 （WEO 2002） 
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ている。人と物の輸送需要への大きな促

進材料となるであろう。ただし第１章で

述べたとおり、こうした需要増加の一部

は、これらの国々で、より多くのモビリ

ティ機会が利用できるようになることに

よって実現される結果でもある。

1. 人の輸送活動

我々の基準ケースでは、人の輸送活動

（旅客Kmで測定）は、2000年から

2030年までの間に世界平均で年間

1.6％（2000年から2050年までの

期間では年間1.7％）増加すると予測

されている。増加率は、地域（図2.2）

および輸送形態（図2.3）によって大

きく異なる。2000年から2030年に

おける旅客輸送活動の平均増加率は、

中国、中南米では約３％、旧ソ連、イ

ンド、中近東では２％になり、３つの

OECD地域では年間約１％以下になる

と予測される。

航空輸送は、2000年から2030年ま

で、および2000年から2050年まで

の両方の期間において最も急速に増加す

ると考えられる人の輸送形態であり、そ

の増加率は年間平均で約3.5％になるで

あろう。２番目に急速な増加が予測され

る輸送形態は旅客鉄道で、３番目は２

輪・３輪車である。軽量車（LDV）5 に

よる移動は、人の輸送需要において他よ

りもはるかに大きな割合を占めている

が、増加率から見ると４番目である。

図2.3には、対象諸国および地域間にお

ける平均的住民が利用できるモビリティ

機会の格差や、その格差が今後50年間

にどのように変化するのかについては示

されていないが、この点を強調するため

に、図2.4では、予測される１人あたり

の人の輸送活動を示している。

2000年時点で、１人あたりの人の輸

送活動には、下はアフリカの年間

1,700Kmから、上はOECD北米の２

万1,500Kmまで、12倍以上の格差が

あった。同年において、１人あたり旅客

輸送活動の平均レベルが、OECD諸国

の中で最も低いOECD欧州の半分にま
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図2.2  人の地域別輸送活動

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出

ボックス2.3　発展途上国の８つの都市に関するプロジェクト支援による 
 ケーススタディ 

今後数十年は発展途上国における人と物の輸送活動の増加が重要なため、それらの

国の輸送機関やその運転者に関するデータの不足を反映して、SMPはRalph 

GakenheimerとChristopher Zegrasに委託し、発展途上の都市部における輸送

の課題についてのケーススタディを行った。ブラジル・ベロホリゾンテ、インド・

チェンナイおよびムンバイ、メキシコ・メキシコシティ、セネガル・ダカールの地

域の協力を得て、８つのケーススタディが用意された。このケーススタディの結果

の概要も作成され、本報告書の付録として収められている。詳細はWBCSDのウ

ェブサイトにて閲覧可能。（www.wbcsd.org） 



で達していたのは、非OECD諸国の中

では東欧の国々だけであった。

2000年から2050年までの間に、こ

の「モビリティ機会の格差」は、特に

東欧や旧ソ連など一部の非OECD諸国

ではおおむね解消し、中国や中南米な

どでは縮小するだろう。一方、アフリ

カ、中国以外のアジア、中近東といっ

た地域では、この格差はほとんど変化

しないと思われる。

１人あたりの旅客輸送活動が、すべての

地域において同じレベルになるか、せめ

てOECD諸国のレベルに到達すると予

測できるだけの説得力のある理由を発見

することはできない。しかし、現在のモ

ビリティ機会の格差の大きさと、一部地

域におけるこの格差の持続性を考慮する

と、モビリティ機会の欠如は今後数十年

間にわたり、世界の一部地域における成

長と発展を大幅に阻害するであろうこと

がわかる。
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2. 貨物の輸送活動

貨物の輸送活動も、2000年から2050

年の間に大幅な増加が予測されている。

図2.5はSMPによる地域別の基準ケー

ス予測を、そして、図2.6は貨物輸送形

態別のデータを示している。6

１人あたりの貨物の輸送活動には地域に

よって格差があり、解釈は難しい。特定

の地域の貨物トン数には、資源の豊かさ

が大きく影響する。天然資源や農作物

を生産する地域では、１人あたり貨物

輸送活動レベルは極端に高くなる場合

があるが、その地域の人々がそうした

物をどの程度利用できるかにはまった

く関係ないだろう。輸送物資の価値に

関する地域別データがあれば、物の利

用しやすさについての、よりわかりや

すい指標となる可能性があるが、その

ようなデータの入手は困難である。

B. 人のモビリティの
利用

人のモビリティの利用に関するSMPの

指標は、２つの要素から構成される。

１つは自家用車の保有率、もう１つは、

一定の品質を持つ輸送サービスを利用

するために、利用者が歩く必要のある

距離である。
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我々の表計算モデルによると、１つ目の

要素については単位あたりの自家用車保

有率（1,000人あたりの車両数で測定）

が、すべての地域で増加すると予測され

ている。（図2.7参照）一部の事例によ

ると、乗用車と軽量トラックの保有率増

加が、自家用車保有率増加の圧倒的な要

因となるであろう。（図2.8参照）その

他の事例では、増加分のほとんどが、い

わゆる「自動２輪車」の数の増加を反映

したものとなる可能性が高い。（図2.9

参照）

こうした予測が正しければ、2050年

までに、東欧や旧ソ連における1,000

人あたりの自家用車保有率は、現在、太

平洋や欧州のOECD諸国で見られる水

準を上回るであろう。また、中南米およ

び中国では現在のOECD欧州の水準に

近づくと見込まれている。

1. 自動２輪車の重要性

一般にモータリゼーションに関する分析

はこれまで、自動車とLDVを中心に行

われてきた。しかしながら、発展途上国

におけるモータリゼーションのパターン

を理解しようとするならば、自動２輪車

の役割を考慮しなければならない。

自動２輪車の重要性は、発展途上国にお

いても地域によって大きく異なる。今日

では、世界中の全２輪車のうちアジアが

75％以上を占めている。中国だけで約

50％、インドは20％にのぼる。SMP

が支援したケーススタディで調査対象と

なった発展途上国の都市のうち、モータ

リゼーション率全体に占める自動２輪車

の割合が高いのは、チェンナイ、上海、

武漢の80％、ムンバイの50％、クア

ラルンプールの40％である。これに対

し、調査対象となった中南米の都市では、

２輪車の普及率ははるかに低く、ベロホ

リゾンテとメキシコシティの両方で、モ

ータリゼーション率の10％未満であ

る。（図2.10参照）

33

人口千人あたりのLDV 
＋自動２輪車（台） 

100

200

300

400

500

600

700

800

OECD太平洋 

OECD北米 

OECD欧州 

東欧 

旧ソ連 

中南米 

中国 

その他アジア 

インド 

中近東 

アフリカ 0

2050年 2040年 2030年 2020年 2010年 2000年 

図2.7 基準ケース―自家用車保有率の増加予測

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出

人口千人あたりのLDV（台） 

100

200

300

400

500

600

700

800

OECD北米 

OECD太平洋 

OECD欧州 

東欧 

旧ソ連 

中南米 

中国 

その他アジア 

インド 

中近東 

アフリカ 

2050年 2040年 2030年 2020年 2010年 2000年 

0

図2.8 基準ケース―LDV保有率増加予測

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出

人口千人あたりの自動２輪車（台） 

OECD太平洋 

その他アジア 

中国 

インド 

旧ソ連 

東欧 

OECD欧州 

中南米 

中近東 

アフリカ 

OECD北米 

200

100

0

2050年 2040年 2030年 2020年 2010年 2000年 

図2.9 基準ケース―自動２輪保有率増加予測

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出



自動２輪車をモータリゼーション率全体

に反映すると、１人あたり（または世帯

あたり）の所得がはるかに高い都市と上

記の都市とのモータリゼーション率が同

レベルになる場合もある。実際に、我々

のケーススタディのデータによれば、１

人あたりGDPがチェンナイの10倍であ

るメキシコシティでは、自動２輪車を含

むモータリゼーション率がチェンナイよ

りも低い。（図2.10参照）つまり、自

動２輪車はモビリティを均一化させる役

割を果たすものといえる。

２輪車を考慮に入れると、モータリゼー

ションの現象に対する認識は変わる。図

2.11ではチェンナイにおける月収と自

動車保有率を示している。インドでは２

輪車を200米ドルで購入できる。所得

が上昇すると、より多くの人々が２輪車

を利用するようになるため、それにより

モータリゼーションのプロセスが加速さ

れていると考えることができる。

2. 公共交通機関を利用するために

必要な距離または時間

我々の表計算モデルでは、人のモビリテ

ィの利用に関する指標のうち、上記の要

素の予測は行っていない。第１章で論じ

たように、ほとんどの政府は公共交通機

関の利用しやすさの測定に関する情報を

収集していない。また、そのような情報

が収集されている地域でも、利用される

公共交通サービスの質という肝心な要素

については、一般的には定義されていな

い。

ただし一部の事例では、我々がここで利

用しようとしている基準が実際に存在す

る。表2.1は、英国運輸省が行った最新

の『National Travel Survey』からの

引用であるが、ちょうど上記のような方

法で定義されたバスの利用しやすさに関

するデータが示されている。

『Mobility 2001』では、公共交通機関

を利用する人のモビリティの割合は、先

進国、発展途上国の両方において、多く

の都市部で低下しつつあることが指摘さ

れた。その原因としては、自家用車によ

り比較的高い柔軟性が実現されたこと

と、都市部で進む人口密度の低下が挙げ

られる。公共交通システムにとっては、

このどちらの要因も、政府が進んで供与

する助成金の額を維持しつつ、適正レベ

ルのサービスを低価格でユーザーに提供

することを、より困難にさせている。

こうした課題に対し、公共交通システム

の中には、サービスレベルの制限や料金

の引き上げ、またはその両方により対処

してきたものもある。どちらの対策も、

自家用車を利用する機会を持たない人々

や、そうした車両を利用できない、また

は利用したくない人々にとって受容でき

る人のモビリティ手段という、公共交通
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機関の機能をさらに損なってしまう。

3. 輸送の混合形態の重要性

自家用車による移動と公共交通機関を利

用しての移動の違いは、特に都市部にお

いては以前から存在する。しかし、この

違いによって、重要な現象が隠されてし

まう可能性がある。多くの場所では、行

き先や移動の目的、移動の時間や時期、

１人での移動か誰かと一緒の移動かによ

って、人々は複数の乗り物を乗り継ぐ。

この行動は「輸送の混合形態」と呼ばれ、

人の移動の「習性」を発見することを目

的とした移動についての調査では過小評

価される場合がある。7

フランスで行われた調査（INRETS 1995）

によると、人口10万から30万人の町

では、移動に自動車のみを利用する者は

63％で、輸送の混合形態の利用者は

20％であった。人口30万人以上の町

（パリおよびイルドフランスを除く）で

は、モータリゼーション率は88％で、

ほぼすべての住民が運転免許を持ってい

るか取得する予定であるが、７％が公共

交通機関のみの利用者、53％が自動車

のみの利用者、36％が輸送の混合形態

の利用者であった。公共交通サービスの

レベルが非常に高いパリおよびその近郊

（ファーストリング）で実施された同様

の調査（INRETS 1996）では、住民の

14％が公共交通機関のみを利用し、

30％が自動車のみを利用し、53％が

輸送の混合形態の利用者であった。輸送

の混合形態を利用する者は、35歳未満

の若年層で、都市中心部に居住し、収入

および学歴のレベルが高く、一人暮らし

または子供一人だけの世帯で暮らしてい

るケースが多かった。

4. 利用しやすさの傾向

人のモビリティ利用には、自家用車保有

率の上昇と、自家用車の所有に替わる公

共交通システムの実現可能性の低下とい

う２つの対照的な傾向が存在するが、そ

れらが利用しやすさに及ぼす影響は地域

によって異なると考えられる。自家用車

の利用がすでに非常に高いレベルにある

先進国の中には、自家用車の保有に替わ

る公共交通システムの実現可能性の低下

は、公共交通機関への依存度が極端に高

いグループ（高齢者、障害者、貧困層）

に特に影響を及ぼすであろう。8（公平

性に関する解説を参照）これは途上国の

中にもあてはまる国があるかもしれな

い。これらの国や地域では、最終的には

人のモビリティの利用しやすさが向上す

る可能性は高い。

多くの発展途上国で急速に都市化が進み

つつある地域では、ほとんどの人がモビ

リティの主な手段として、原動機の付い

た公共交通機関に依存している。（発展

途上国の８つの都市における自家用車

保有率と公共交通機関の利用に関する

データについては、表2.2を参照され

たい。これは、Ralph Gakenheimerと

Christopher ZegrasがSMPのために

行った調査である）。9

これら８都市については、公共交通機関

と原動機によらない移動手段（徒歩およ

び自転車）を合わせた距離は、総移動距

離のうちの非常に大きな割合を占める。

都市の範囲が広がり、平均人口密度が低

下するにしたがって、公共交通機関も原

動機によらない移動手段も減少する可能

性が高い。
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表2.1　英国のさまざまな地域におけるバスの利用しやすさ 

主要都市建物密集地域 

25万人を超える大都市 

ロンドン建物密集地域 

3,000～２万5,000の 
 小規模都市 

２万5,000～25万の 
 中堅都市 

うち3,000～１万 

農村部（1） 

うち１万～２万5,000

全地域 

1991年／1993年 

92

92

88

85

91

-

77

-

88

7

7

11

11

7

-

12

-

9

1

1

1

4

1

-

11

-

3

89

90

87

83

89

82

72

83

86

10

8

11

12

9

13

13

12

10

2

2

2

5

2

5

15

5

4

3.2

3.9

3.2

2.4

2.5

3.2

7.4

3.7

0.1

3.2

3.9

3.2

2.4

2.5

3.2

7.4

3.7

0.1

3.2

3.9

3.2

2.4

2.5

3.2

7.4

3.7

0.1

3.2

3.9

3.2

2.4

2.5

3.2

7.4

3.7

0.1

バス停までの 
所要時間の世帯割合 

少なくとも１時間に１本は停車する 
バス停まで徒歩13分以内で到達できる世帯 バス停までの 

所要時間の世帯割合 

2002年 

6分 
以下 7～13分 

14分 
以上 

6分 
以下 7～13分 

14分 
以上 

利用可能性の指標 

英国 イングランド 

2002年 
1996年 
／1998年 2002年 

1996年 
／1998年 

（1）2002年のサンプルは1999年／2001年のものと比べより農村部の実状を反映している。 出所：UKDfT 2004, p.42.



C. 物のモビリティ

物のモビリティは、より柔軟かつ廉価な

輸送システムが世界中で普及するにした

がって、この50年間で大幅に拡大した。

この傾向は今後も継続し、それによって

消費者が、より多くの、より豊富な種類

の物を低コストで利用できるようになる

と予測しているが、それは情報技術のよ

り効果的な利用による物流システムの継

続的な発展、道路インフラの拡大などを

前提としている。これがひいては、専門

化、効率向上、成長拡大を促進すること

になる。しかし道路渋滞の悪化が個人の

物の輸送に与える影響は、これらプラス

傾向を相殺する要素になるであろう。

（渋滞に関する解説（46ページから）

を参照）

モビリティ・システムは、製品やサービ

スが、確実かつ経済的に生産、流通する

ことにより、近代社会の成立をその大部

分において可能にしている。物のモビリ

ティ・システムは経済活動の展開範囲や

場所を決定づけるが、それは人のモビリ

ティ・システムと同様、あるいはそれ以

上かもしれない。

歴史的に、港湾、水路、鉄道は産業活動

を行う場所に深く影響してきた。しかし

ながら、ここ１世紀の間に、トラックが

「古い輸送技術がもたらした規模の経済

を排除した」。（Glaeser and Kahn 2003）

トラックは列車や船舶ほど固定インフラ

を必要としないため、19世紀には重要

であった港湾、鉄道、または水路の近く

で製造業を営むことの必要性が大幅に薄

れ、その結果産業活動の分散化が進んだ。

トラックはまた、販売地点まで、さらに

は購入者の自宅まで、より直接的に物を

届けることができる。これにより、物の

利用しやすさは向上する。

D. 温室効果ガス
（GHG）

輸送関連の活動によるGHG排出量には、

次の４つの要素を合わせた影響が反映さ

れる。

• 輸送活動の量。これは稼動させる自

動車、および消費者の需要に比例す

る。

• その輸送活動における輸送の混合形

態。これは、消費者の選択、自動車

やその他の輸送形態の利用料金の設

定、および輸送形態の選択に対し影

響力を持つ法的・財政的対策により

異なる。

• そのエネルギーのGHG排出特性。こ

れは、使用する燃料の炭素含有量と、

燃料を抽出・加工・分配するのに要

するエネルギーの両方に直接的に関

連している。

• さまざまな輸送形態における、輸送

活動の単位あたりのエネルギー。こ

れは、各輸送形態を構成する輸送車

両のエネルギー消費特性と、それらの

輸送車両が稼動する状況に依存する。
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表2.2　発展途上国の８都市部における人の移動についての特性 

国 ブラジル インド アフリカ・ 
セネガル マレーシア メキシコ インド 中国 中国 

都市部 ベロ 
ホリゾンテ チェンナイ ダカール 

クアラ 
ルンプール 

メキシコ 
シティ ムンバイ 上海 武漢 

移動率（移動回数／日） 1.43 
（1995年） 

1.24 
（1993年） 

2.3 
（1998年） 

2.4 
（1997年） 

1.2～1.4 
（1994年） 1.26 1.95 

（1996年） 
2.25 

（1998年） 

1,000人あたりの 
自家用車台数 

225（４輪） 
22（２輪） 

40（４輪） 
171（２輪） 

42 300（４輪） 
170（２輪） 

110 
８（2輪） 

27（４輪） 
25（２輪） 

4～20（４輪） 
35（２輪） 

20（４輪） 
31（２輪） 

公共交通機関 
69% 

（1995年） 47% 45% 

20% 
（動力つき車両 
による移動に 
占める割合） 

70% 
（動力つき車両 
による移動に 
占める割合） 

88% 
（動力つき車両 
による移動に 
占める割合） 

17% 
（1995年） 22% 

原動機によらない移動 ５～７% 
（1995年） 44% 44% データなし データなし 

（予測：15%） 

データなし 
(1981年時点 
で26%)

72% 
（1995年） 61% 

出所： Appendix



このうち最初の要素、すなわち輸送活動

の量については、今後数十年間にわたっ

て増加するであろうと述べてきた。（図

2.2および2.5）また、輸送活動におけ

る輸送の混合形態が大きく変わることは

ないであろうという結論にも達した。

（図2.3および2.6）我々の基準ケース

では、石油系燃料であるガソリン、ディ

ーゼル燃料、ジェット燃料は、2050

年においても、輸送分野で圧倒的シェア

を占めることが予測されている。（図

2.12参照）

これで、最後の要素、つまり輸送車両単

位のエネルギー消費特性が残った。我々

の基準ケースによると、輸送活動の一般

的な単位あたりの平均エネルギー消費量

は、各輸送形態において間違いなく減少

している。予測される減少幅は、地域、

車両タイプ、輸送形態によって異なるが、

世界平均では、2000年から2050年

までの単位あたりのエネルギー消費削減

率は、LDVでは約18％、重量トラック

と航空機では29％である。輸送関連の

GHG排出の大部分は、これら3つのカ

テゴリーが占めている。ただし、同じ期

間における輸送活動の増加率は、LDV

で123％、重量トラックで241％、航

空機で400％と予測されており、上記

のエネルギー消費量減少では追いつかな

い。したがってSMPでは、GHG排出量

は各輸送形態、地域において増加すると

いう予測に至った（図2.13および

2.14参照）。10

予測されるGHG排出量の増加は地域に

よって大きく異なり、比較的変化の少な

い先進国に比べ、発展途上国でははるか

に大きな伸びを示している。これは、予

測される輸送活動の増加率の違いと、発

展途上国では、GHGの排出削減に必要

な車両技術や燃料の導入と普及が先進国

に比べて遅れる可能性が高いという予測

による。
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図2.12 世界における輸送関連の燃料使用量―全輸送形態

(1)CNG／LPG、エタノール、バイオディーゼル、および水素 出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.13 輸送形態別のWTWにおける輸送関連のCO2排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.14 地域別のWTWにおける輸送関連のCO2排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出



E. 先進国における
従来型排出物

先進国では、輸送関連の「従来型」排出

物（NOx、CO、VOC、鉛、粒子状物

質（PM-10）11）の排出を削減するた

めの努力が何十年も続けられている。ほ

ぼ全世界で無鉛燃料が利用可能になり、

すでに鉛は事実上除去された。

しかしながら、その他の排出物の総排出

量の削減は、鉛に比べて遅れている。

LDV1台の１Km走行あたりの排出量は

大幅に減少したが、輸送活動の増加、お

よび使用過程車の排出管理に関する問題

が、期待される改善の一部を相殺する傾

向にある。

鉛以外の輸送関連の「従来型」排出物に

ついては、総排出量を削減するための努

力は実り始めている。かなり厳しい車両

排出基準が適用され、新車にはその基準

に適合させるための装置が搭載されつつ

ある。また少なくとも先進国では、こう

した装置の効果的な稼動に必要な、より

クリーンな燃料が生産され、普及しつつ

ある。

自動車と道路脇の両方に監視装置を設置

することにより、現時点で排出の削減の

妨げとなっている、基準に適合していな

い自動車を、より効果的に検知できるよ

うになる。（第４章参照）
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図2.16 OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の一酸化炭素（CO）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.17 OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の揮発性有機化合物
（VOC）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.15 OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の窒素酸化物（NOx）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出



こうした理由から、現在の方策（または

実行される予定の方策）を前提とするな

らば、ほとんどの先進国において、これ

らの「従来型」排出物の排出量が大幅に

減少すると予測することは、理にかなっ

ていると考えられる。図2.15から

2.18は、OECD諸国における輸送関連

の各排出物の排出量を、車両の種類別に

予測している。
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図2.18 OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の粒子状物質（PM-10）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出

ボックス2.4　発展途上国で予測される輸送関連の排出物の排出量の変化に影響する仮定 

第２章の冒頭で、「現在の傾向が継続する」というフレーズについて論じた。発展途上国における輸送関連の従来型排出物の排出量

の変化についてのSMPの予測を見るにあたり、この仮定の意味を補足説明する必要がある。 

 

発展途上国のほとんどでは、新たに発売されるLDVに一定の排出抑制策を実施し始めている。こうした抑制策は、米国、欧州、日

本ですでに採用されているものと同等である。また、ほぼすべての発展途上国は、時間的な遅れの度合いは異なるものの、現在先進

国で実施されている基準にいずれ到達するように計画していると表明している。 

 

もちろん、SMPの予測において重要なことは、排出抑制策が取り入れられる時期だけにとどまらない。実際の排出量は、確かにこ

の時期にも依存するが、車両の買い替え率や排出基準の遵守の有効性にも左右される。本報告書の最終章で解説するとおり、これら

の条件は、発展途上国で従来型排出物を削減するにあたり、特に困難な問題となる。 

 

基準ケース予測では、発展途上国全体における排出抑制策の採用と効果的な導入の速度について、その時間的な遅れを一律10年と

仮定した。しかし、これは楽観的な見方かもしれない。最終章では、この時間的な遅れの変化が我々の予測に及ぼす影響を示し、そ

の遅れに影響する可能性のある行動について解説する。 

 

発展途上国において、先進国の排出規制が一定の遅れを伴って採用され、正常に導入されるであろうという仮定は、我々の「新たな

政策が実施されない」という仮定に反する。しかしながら、新たな政策が実施されない場合も、安全対策がとられた場合（以降で解

説）も、発展途上国の方向性は十分に明確であるため、その将来の行動を基本的に既成事実として扱うことに支障はないと判断して

いる。 



F. 発展途上国におけ
る従来型排出物

発展途上国（特に急速に成長しつつある

都市部）における「従来型」排出物の状

況は、先進国とはやや異なる。無鉛燃料

はほとんどの地域で導入済み（または

近々導入される予定）であるため、輸送

関連の鉛の排出はまもなく皆無となるで

あろう。しかし、その他の輸送関連の

「従来型」排出物はそう容易に、また急

速には削減されない。

ほとんどの発展途上国では、輸送活動の

増加スピードは先進国と比べてはるかに

速いが、自動車の排出物制御技術および

それに必要な燃料の導入が先進国よりも

大幅に遅れている。我々の基準シナリオ

では、この遅れは今後も継続すると予測

されている。（第4章では、その影響を

遅れの程度を変えて分析する。）

さらに発展途上国では、使用過程車の排

出基準への適合を保証することが先進国

に比べて難しいと考えられる。これらす

べての要因により、多くの発展途上国で

は、ほとんどの従来型排出物の総排出量

が、最終的には減少の道をたどるものの、

今後数十年間は確実に増加し、さらにそ

れ以上の期間にわたって増加する可能性

が高いという予測に至った。

図2.19から2.23は、輸送形態別の発展

途上国全体における2050年までの鉛、

NOx、CO、VOC、および粒子状物質

（PM-10）の輸送関連の排出物について

の基準ケースの予測を示している。
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図2.21 非OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の一酸化炭素（CO）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.19 非OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の鉛（Pb）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.20 非OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の窒素酸化物（NOx）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.22 非OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の揮発性有機化合物（VOC）
排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.23 非OECD諸国：輸送形態別の輸送関連の粒子状物質（PM-10）排出量

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出



G. 死亡・重傷者数

2000年には、世界中での交通事故に

よる死亡者は推定120万人、さらに重

傷者は推定780万人であった。世界保

健機関（WHO）によると、1990年に

おける世界の疾病・負傷原因のうち、交

通事故は９番目の要素であった。（WHO

2004）

WHOのランキングは120万人という交

通事故死亡者数とは整合性があるが、

道路関連の重傷者数については、２つ

の理由により、その数値を少なく述べ

ている可能性がある。１つ目の理由は、

WHOはこのランキングの作成にあた

り、重傷者数が少なく報告されている

ことを部分的にしか考慮しなかったこ

とである。２つ目の理由は、重傷によ

って正常な生活が営めない期間の平均

が、はるかに短く見積もられているこ

とである。これは、一生涯、完全に、

または部分的に正常な生活が営めなく

なる重傷が占める割合を少なく計上し

たことが原因である。Koornstraは、

これらの要素を考慮して調整すると、

交通事故による死亡・重傷者は、世界

の疾病・負傷原因のうち、９番目から

５番目に上がるであろうと推定してい

る。（Koornstra 2003, p.10） 12

1. 基準ケース予測

道路関連の死亡・重傷者数は、主に２つ

の要素の相対的変化率に左右される。そ

の要素とは、モータリゼーションのレベ

ル、およびその単位あたりの死亡・重傷

率である。Koornstraにより作成され

た図2.24および2.25では、これら２

つの要素と、2000年のデータによる

１人あたり実質所得のレベルとの関係を

示している。13 この２つのグラフの線

上にある数字は、１人あたり国民総所得

（GNI）の範囲をもとにした国のグルー

プ分けを表している。このグループ分け

の内容は、表2.3で示されている。
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表2.3  １人あたりGNIにより分類される国のグループ 

グループ １人あたりGNIレベルのカテゴリーに含まれる国 

8 米国、日本、欧州北西部および中西部諸国、香港、シンガポール、ブルネイ 

7 南欧諸国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、イスラエル、 
アラブ首長国連邦 

6 大韓民国、サウジアラビア、オマーン、アルゼンチン、ウルグアイ、チリ、 
メキシコ、欧州中東部諸国 

5 ポーランド、スロバキア、エストニア、リビア、レバノン、台湾、マレーシア、 
ベネズエラ、コスタリカ、ブラジル、パナマ、トルコ、ガボン、南アフリカ、 
モーリシャス 
 

4 ベラルーシ、キューバ、ジャマイカ、ドミニカ共和国、コロンビア、ペルー、 
エルサルバドル、グアテマラ、タイ、リトアニア、ラトビア、欧州中南部、 
ロシア連邦、チュニジア、イラク、ヨルダン、イラン、アルジェリア、ナミビア、 
オセアニア諸島 
 

3 エジプト、モロッコ、シリア、スワジランド、カーボヴェルデ、赤道ギニア、 
アルバニア、ボスニア/ヘルツェゴビナ、パラグアイ、エクアドル、ボリビア、 
ホンジュラス、カザフスタン、トルクメニスタン、スリランカ、フィリピン、 
中国、パプアニューギニア、オーシャン島 
 

2 独立国家共同体諸国、コートジボワール、コンゴ、カメルーン、レソト、 
セネガル、ジンバブエ、ギニア、インドネシア、パキスタン、インド、ハイチ、 
ニカラグア 
 

１人あたり 
GNIの範囲 
（千米ドル） 

24.0超 

24.0～9.25

9.25～4.50

4.50～3.00

3.00～1.50

1.50～0.75

0.75～0.40

 0.40未満 

2000年の 
人口 

（100万人） 

632.5

245.0

252.5

415.0

520.0

1547.0

1568.0

893.5

年間増加率 
2000年～2015年 
人口 １人あたりGNI

0.44% 1.5%

0.22% 1.8%

1.07% 2.1%

1.10% 2.7%

0.69% 3.5%

0.75% 4.1%

1.22% 3.9%

2.36% 2.9%
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モータリゼーションと１人あたり
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出所：Koornstra 2003, p.８
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この２つの関係を組み合わせると、図

2.26に示されているとおり、１人あた

り所得のレベルと住民１0万人あたりの

道路関連の死亡者数との関係がわかる。

図2.24と2.25の相反する傾向を反映

して１人あたり所得が増加し、モータリ

ゼーションが進むに従って、地域におけ

る住民１0万人あたりの死亡率は、まず

急激に増加し、その後減少に転じる。

このパターンについては「常識的な」

説明ができる。モータリゼーションの

初期段階では、交通流全体では、「従来

型」原動機付き車両、つまり自動車、

トラック、バスの数は少なく、原動機

付きでない輸送形態（徒歩と自転車）

が主流である。一部の地域、特にアジ

アでは、自動２輪・３輪車が道路上の

車両の大部分を占めている。道路利用

者別にインフラが分かれているわけで

はないため、乗り物により比較的保護

されている「従来型」自動車、トラッ

ク、バスの運転者および利用者と比べ、

特に被害者となりやすいグループ、つ

まり歩行者、自転車利用者、自動２

輪・３輪車の運転者や利用者が、死亡

者数の高い割合を占めることになる。

図2.27では、2000年における道路利

用グループ別の車両関連の総死亡者数

に占める割合を地域ごとに比較してい

る。歩行者、自転車利用者、自動２

輪・３輪車の運転者が車両関連の総死

亡者数に占める割合は、OECD諸国に

おける同等の計測結果に比べ、低所得

地域において著しく高い。

KoornstraがSMPのために行った基準

ケース予測では、モータリゼーションが

高度に進んだ国で観察された道路関連の

死亡・重傷者数の漸進的変化を説明する

ため、長期にわたるリスク消滅要因を追

加した。基準ケース１では、この要因は

全車両から自動２輪車を除いたモータリ

ゼーションのレベルに左右され、基準ケ

ース２では、自動２輪車を含むモータリ

ゼーションの総合的レベルに左右される

ものとした。これは図2.28～2.30に

示されている。

基準ケース１では、この追加された要素

により、基準ケース２に比べ道路関連の

死亡・重傷率はより大きく低下してい

る。またどちらの基準ケースにおいても、

当初推測されていた死亡・重傷率と所得

レベルとの単純な関係よりも低下幅は大

きい。図2.26で示されている、追加さ

れたリスク消滅要因から導き出される論

理は、所得の増加とモータリゼーション

の進化が同時に起こると、その地域の道

路交通においては原動機付きの車両がよ

り大きな割合を占め、中でも「従来型」

原動機付き車両の割合が大きくなるとい

うことである。２つの基準ケースの違い

は、これら２種類の原動機付き車両が交

通量においてどのような相互作用を及ぼ

すのかについてだけでなく、その相対的

割合についての仮定がいかに重要である

かを示している。
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図2.27 道路利用者カテゴリー別の道路関連の死亡者数の割合

出所：Koornstra 2003に基づく持続可能なモビリティ・プロジェクトの表計算モデルによる算出



図2.28、2.29、2.30は、Koornstra

のそれぞれの基準ケースを使用した、地

域別の道路関連の総死亡者数、車両1万

台あたりの死亡率、および人口１万人あ

たりの死亡率をそれぞれ示している。各

図のaのグラフは基準ケース１、bのグ

ラフは基準ケース２を示す。

OECDの３地域は、図2.28、2.29、

2.30のすべてのグラフにおいて似通っ

た傾向を示している。道路関連の総死亡

者数は世界の総死亡者数から見ればほん

のわずかな割合で、車両１万台あたりの

死亡率、人口１万人あたりの死亡率とも、

他のほとんどの地域よりも低い。どの数

値も、両方の基準ケースにおいて、

2000年から2050年までの間に大幅

に減少すると予測される。
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図2.28b  地域別の道路関連の総死亡者数―基準ケース２

注記：基準ケース１および基準ケース２では長期にわたるリスク削減要因の想定が異なる。
出所：Koornstra 2003に基づく持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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出所：Koornstra 2003に基づく持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出



他の地域の傾向はより複雑である。旧ソ

連や東欧では、いずれも道路関連の総死

亡者数は少ない。しかし、車両１万台あ

たりの死亡率および人口１万人あたりの

死亡率は、予測開始時の2000年には

非常に高いレベルにあり、これはモータ

リゼーションが比較的進んでいるにも関

わらずインフラが整備されていないこと

を反映している。特に東欧では、いずれ

の死亡率も時間を追うごとに減少してお

り、2050年までにはOECD諸国と遜

色のないレベルに到達するであろう。旧

ソ連における同時期の人口１万人あたり

の死亡率は、OECD諸国や東欧に比べ

てやや高いが、その差は急速に縮まりつ

つある。

発展途上国の特定の地域では緊急の課題

が存在している。車両１万台あたりの死

亡率はすでに一般的に減少傾向を示して

おり、今後も着実に減少すると予測され

る。中国およびインドにおける人口１万

人あたりの死亡率は、2010年から

2030年の間に減少に転じると予想さ

れているが、OECD諸国におけるレベ

ルに比べると、高いままにとどまると見

込まれる。中南米、その他アジア、中近

東、アフリカではいくらか改善が見られ

るかもしれないが、2030年までに

OECD諸国のレベルに到達することは

ないであろう。

45

自動車１万台あたりの死亡者数 

アフリカ 

中近東 

インド 

その他アジア 

中南米 

中国 

旧ソ連 

東欧 

OECD欧州 

OECD北米 

OECD太平洋 0

10

20

30

40

50

60

70

80

2050年 2040年 2030年 2020年 2010年 2000年 

図2.29b  地域別の自動車１万台あたりの死亡率―基準ケース２

注記：基準ケース１および基準ケース２では長期にわたるリスク削減要因の想定が異なる。
出所：Koornstra 2003に基づく持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.30a  地域別の人口１万人あたりの死亡率―基準ケース１

注記：基準ケース１および基準ケース２では長期にわたるリスク削減要因の想定が異なる。
出所：Koornstra 2003に基づく持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図2.30b  地域別の人口１万人あたりの死亡率―基準ケース２

注記：基準ケース１および基準ケース２では長期にわたるリスク削減要因の想定が異なる。
出所：Koornstra 2003に基づく持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出



H. 渋滞

第１章で設定した指標を考案するにあた

り、我々は２つの異なる指標に渋滞の影響

を反映した。その指標とは、ドア・ツー・

ドアの移動（または荷物の輸送）にかかる

平均時間の増加と、それに対する確実性の

増大である。表計算モデルではどちらの指

標についても予測を行っていないが、輸送

活動のレベルは予測している。

先進国と発展途上国の多くの主要都市部

で渋滞が増加するであろうというSMP

の予測のもととなっているのは、輸送活

動の増加が、妥当とされるインフラ容量

の増加よりも大幅に速く進むであろうと

いう予測からである。

交通機関のプランナーが渋滞の可能性を

示す指標として使用する基準に、ある場

所でのインフラの推定容量に対する予測

交通量の平均の比、つまりその場所にお

ける「平均v/c（volume/capacity）比」

がある。v/c比と渋滞は必ずしも比例関

係にはない。v/c比がある一定の値未満

の場合は、交通は「スムーズに流れて」

おり渋滞は起こらない。平均v/c比がこ

の「臨界」値を越えると、渋滞が起こる

可能性が高まり始める。平均v/c比がさ

らに増加すると、渋滞は避けられない。

次に示す図2.31は、1996年のシカゴ

とその周辺地域を含む６郡における加重

済み渋滞レベル、および「現状維持

（BAU）」シナリオに基づく2030年の

加重済み渋滞レベル予測を示している。

これらの渋滞予測は、平均v/c比の変化

予測に基づいて行われている。（図

2.31の左下の凡例では、平均v/c比、

予想される渋滞レベル、２枚の分布図の

色分けの関係を示している。）この「現

状維持」シナリオでは1996年から

2030年までの期間にインフラ容量が

変化する。つまりシカゴ地域では、道路、

高速道路、および高速路線のメンテナン

スや容量拡大に、500億米ドル以上の

投資が推測されている。しかしながら、

道路交通量がインフラ容量の増加を上回

る速度で増加すると予測されているた

め、図2.31の右上の図のような結果に

なると考えられる。

そして、図2.31の右下のグラフは、上

の２枚の分布図に示された渋滞レベル

を、その地域の住民が2030年に経験

するであろう１日あたりの渋滞関連の移

動の遅れに換算し、1996年と比較し

ている。これは、前述の渋滞に関する２

指標のうちの１つである移動にかかる平

均時間の増加を測定するための基準とな

る。平均v/c比によって、もう片方の指

標である移動にかかる時間の確実性を直

接測定することはできない。ただし、移

動の平均時間が増加すれば、事故や機械

の故障、有害物質の漏れなど、一時的渋

滞の要因が発生する可能性も高くなる。

シカゴ地域が特別だということではな

い。図2.32は、ドイツ自動車協会が予

測した、ドイツのアウトバーン・シス

テムの区間で2015年に予測される渋

滞を示している。また、図2.33は、現

在の東京のレベルを示している。どち

らも輸送活動とインフラ容量の実際の

（または予想される）関係に基づいたも

のである。
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図2.31  シカゴ６郡における1996年の渋滞と「現状維持」のシナリオでの
2030年の予測

出所：Commercial Club of Chicago 2002, pp.13, 56-57



1. 将来の渋滞レベルの予測方法の確度

渋滞が移動にかかる平均時間に及ぼす影

響を予測するための方法は、論理的では

あるが絶対に確実なものではない。一部

の地域では、移動活動とインフラ容量の

両方が予測どおりに増加しても、移動の

平均時間はそれほど増加しない。たとえ

ばフランスでは、ここ数十年間で道路交

通量が大幅に増えたが、道路を使用した

都市部における平均的移動にかかる時間

はそれほど増加しなかった。

これにはいくつかの理由が考えられる。

公共交通機関と道路インフラに対する的

を絞った投資により、「ボトル・ネック

（交通流を妨げる場所）」は緩和されるか

らかもしれない。また、人々が移動の習

慣や、居住地、勤務地、買い物のパター

ンなどを変えることによって、実際の

（または予測される）渋滞に合わせた調

整を行うからかもしれない。しかしこう

した行動は、この指標で測定される渋滞

の深刻化をある程度相殺する可能性はあ

るが、それは不規則に行われる。このよ

うな調整を行う人々が、本来一般の道路

利用者が負担すべきである外的渋滞費用

を、個人費用として背負うことになる。

したがって、標準的な方法で予測した通

りに渋滞が増加しないからと言って、予

測される渋滞にかかる費用が発生しない

と考えることはできない。むしろ、本来

負担すべき人々の費用が転嫁されただけ

のことである。
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I. セキュリティ

現在はテロリストによる行動が最大の注

目を集めているが、一般的には輸送関連

のセキュリティが最大の関心事である。

人の輸送に関して言えば、強盗、誘拐、

暴力・破壊行為は多くの国や地域で旅行

者が日常的に直面する脅威となっている

一方、輸送中の物品の盗難については世

界中で懸念が増大している。たとえば、

欧州運輸大臣会議（ECMT）による

『Crime in Road Freight Transport』

という調査では、次のように述べられて

いる。

「一部の（欧州の）国では、使用され

ている貨物車のうち最大１％が毎年盗

難に遭っている。…情報によれば、問

題は多くの国で深刻化している傾向に

あるという。1995年から1999年

までに発生した車両盗難を11カ国に

ついて分析した結果、２カ国では減少

したものの、その他の国では最大

50％の増加が見られた。

盗まれる物品としては、特に電化製品

や電子製品、衣料や靴が多く、次に家

庭用品、タバコ、アルコール類がある。

ただし車両から盗まれる物品の価値に

関するデータは（欧州全体では）知ら

れていない」（ECMT 2002）

発展途上国では人および貨物の輸送活動

が飛躍的に伸びるとSMPでは予測して

いるが、これは人と財産のセキュリティ

への潜在的脅威も今後高まることを意味

する。

したがって、こうした注目度は低いもの

の人と物の日々のセキュリティに対する

脅威は、政治的動機を持つテロがもたら

す脅威よりも、モビリティの持続可能性

に対していっそう大きな挑戦となる。

人々が公共交通機関や自家用車の使用中

に安全を感じることができなければ、ま

た、窃盗や盗難を危ぶむことなく物を移

動させることができると輸送業者が感じ

ることができなければ、成長と発展の促

進に不可欠な役割を果たすモビリティ能

力には深刻な打撃となるであろう。

J. 騒音

「騒音」は「無用な音」と定義される。

それは客観的な物理的現象（音）と人々

の主観的な心理的影響が重なったもので

ある。（City Soundings 2003）このこと

は、騒音は渋滞問題と同様、非常に局所

的な現象であることを示唆している。そ

れはまた、騒音への過敏さが非常に局所

的になりやすいことも示唆している。

とりわけ都市部においては、輸送活動は

騒音の主な発生源である。「往来の激し

い道路、主要鉄道本線、航空機はロンド

ンの近隣騒音の主要な発生源である」。14

また、輸送手段の特性、利用形態、利用

者の挙動、交通量が互いに影響し合いな

がら「騒音」を生み出すメカニズムはき

わめて複雑である。

SMPの表計算モデルでは騒音の予測は

していない。しかし、いくつかの指標と

同様、さまざまな騒音の要因に関する情

報を組み合わせることにより、輸送関連

の騒音に対して見込まれる傾向を合理的

に推察することができる。

道路交通騒音

道路交通関連の騒音のレベルにとって最

大の要因の１つは、特に都市部における

総交通量である。交通の速度とパターン

もまた重要である。高速（時速80Km

以上）時には、タイヤ・道路間接触

（TRC）が最大の騒音の発生源となって

いるが、こうしたケースの代表例として、

交通流の規制が無い状態にある都市近郊

の密集地区（近郊環状地域など）の高速
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道路が挙げられる。また、時速約

50Kmで、中加速度（約１m/sec2）

の道路でも、TRCが依然として騒音の

大きさの原因の大部分を占める。そのケ

ースの例としては、渋滞が全くない、も

しくは少ない時間帯における都市部の大

通りでの自動車走行が挙げられる。さら

に低速度（時速25Km～35Km）で高

加速度（２m/sec2以上）の道路では、

自動車の動力装置（エンジン、吸気装置、

排気装置）からの騒音が圧倒的であり、

このようなケースの代表例は、住宅街

や渋滞時間帯の道路での自動車走行で

ある。

本章ではすでに、貨物輸送の増加をはじ

めとする輸送活動の増加を予測したが、

この大部分は、渋滞が増した都市部で起

きるであろう。都市部での渋滞は平均し

て悪化するだけでなく、日に日に長くな

る可能性もある。こうした要因が道路交

通からの騒音増加につながっている。

騒音増加を防ぐ要因がいくつかある。1

台あたりの自動車から発生する平均的な

「走行中の」騒音は、自動車設計の改良

と低騒音タイヤにより減少できるかもし

れない。15 政府は、道路騒音を発生さ

せている路面と道路メンテナンスの重要

性を認識し始めており、これらの面で改

善が図られるかもしれない。対策として、

すでに多くの政府が主要高速道路に沿っ

て防音壁を設けた。

正確にどの程度の騒音関連の活動が可能

かを決定付ける情報は存在していない

が、道路交通関連の騒音の減少を予測す

ることはきわめて楽観的と思われる。

航空機からの騒音

その他の輸送関連の騒音の主な発生源と

して航空機があり、特に離着陸時の空港

周辺に響く騒音は問題となっている。各

航空機の騒音レベルの影響と離着陸の頻

度を組み合わせた調査を政府が実施した

ところ、日常的に不快なレベルの騒音に

さらされる区域はほとんどの空港の周辺

でかなり減少していることが明らかにな

った。航空機エンジンの騒音ははるかに

小さくなり、空港では騒音を抑制するフ

ライト手順が用いられている。これによ

り航空機の運行作業数の大幅な増加にも

かかわらず、航空機からの騒音の削減が

可能となった。

今後どのような航空機の騒音抑制技術が

登場するのかは予想できないが、現在実

用化されている最も高度な騒音抑制技術

はすべての航空機に導入されているわけ

ではないので、１フライトあたりの平均

騒音量のさらなる削減は可能である。し

かし、総知覚騒音量は、平均的な騒音と、

それをどの程度の頻度で聞き手が聞くこ

とになるかによる。航空機を利用した移

動はこれからの数十年で極めて急速に増

加すると予測されているが、その増加が

ある特定の飛行場においてどの程度フラ

イト数の増加へと直結するかは、今後の

平均航空機サイズと乗客積載重量の成り

行きによる。世界規模の民間航空機メー

カーであるエアバス社とボーイング社

は、どちらもフライト数の増加を予測し

ているが、エアバス社が予測する増加率

はボーイング社のそれほど大きいもので

はない。（Boeing 2003）（Airbus 2002）

フライト数がどちらかのメーカーが予測

するペースで増加した場合、航空機の騒

音レベルに対する圧力は強まるであろ

う。しかしながら、どのようにしたら航

空機の騒音の減少とフライト数の増加の

バランスを保てるかについては、はっき

りとはわかっていない。全体的に見て、

航空機からの騒音は減少しないと見込ま

れている。

K. 材料、土地、
エネルギー

運輸部門、特に道路輸送は、材料、土地、

エネルギーの主な使用者である。材料の

使用については後述する。1996年に

は、輸送インフラがEUの地上総面積の

1.2％を占め、そのうち93％は道路網

（高速道路、州道、県道、および自治体

道路）であった。（EEA 2001）さらに、

輸送は石油系燃料の最大の使用者であ

り、今後もその状況は変わらないと見込

まれている。
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1. 材料の使用

SMPはCamanoe Associatesに対し、

道路車両における材料使用の将来的傾向

を、資源の入手可能性と車両の材料消費

に重点を置いて分析するよう依頼した。

（Camanoe Associates 2003）16 この分

析は、SMPの基準ケースの予測と整合

性がとれるよう考案された自動車、トラ

ック、バスの材料消費に基づいて行われ

た。つまり、プロジェクトの表計算モデ

ルと類似した車両クラス、地域、販売数

の仮定を使用した。この章で報告する結

果を作成するにあたり、調査担当者は、

現在の傾向が継続すると仮定した。した

がってこれらの結果には、「軽量化」な

ど、材料に関連するさまざまな戦略の影

響は反映されていない。

調査担当者の最初の作業は、LDVの詳

細な材料構成を算出することだった。17

まず10種類の主要材料グループを選択

し、さまざまな種類のLDVで使用され

るこれらの推移を地域別に予測した。こ

うした試算は、公表されている資料、個

人的対話、モデリング、およびマサチュ

ーセッツ工科大学の材料システム研究所

で行われた作業の分析結果の組み合わせ

に基づくものである。18

そして予測の結果得られた車両の材料構

成はSMPの基準ケースから得られた販

売シェア予想に従って材料グループごと

の地域別総消費量、および全世界の総消

費量として示されている。

a) リサイクル材料の使用

運輸部門では大量の材料が消費される

ため、登録抹消された車両に使用され

ている材料も、リサイクル材料市場で

重要な役割を果たす。そのため、回収

される材料の量が地域別に推測され、

それを材料の総消費量と比較すること

により、リサイクル材料の他に、新品

の材料がどの程度必要なのかを算出で

きるようにした。

リサイクルできる材料の量は次の方法

で算出された。表計算モデルの車両耐用

年数（世界平均で約17.5年）を使用し

て、１年間に登録抹消される車両の数と、

これらの車両の「車齢」を予測した。次

に、この情報とCamanoe Associates

が仮定したリサイクル効率を使って、

リサイクル材料の概算を出した。19

このリサイクル効率の仮定についてあ

ら探しをすることは簡単である。たとえ

ば、Camanoe Associatesはプラスチ

ック、ガラス、ゴムについて、リサイ

クル効率が常にゼロと仮定している。

この仮定は、たとえばリサイクル効率

を長期にわたり増加させなければならな

いEUの廃車（ELV）指令とは一致して

いない。しかしここでは、材料利用に関

する予測の主な目的が、資源の利用可能

性と材料消費を示すことにあったと認識

することが重要である。したがって、プ

ラスチックの予測リサイクル効率がゼ

ロということは、車両から回収されたプ

ラスチックは（その量に関わらず）、自

動車製造用途に大量に利用されることは

ないという意味と理解されたい。また同

時に、そのようなリサイクル材料を使

用することにより、資源の利用可能性に

重要な影響が及ぶことはないという意味

でもある。

リサイクルに関するもう１つの仮定は、

他部門から回収された材料が、車両製

造に使用されることはないということ

である。

b) 軽量車（LDV）の材料構成に

おいて仮定される変化

将来の自動車と軽量トラックの材料構成

について、いくつかの重要な仮定が行わ

れた。最も重要なものは、鉄類（主に軟

鋼や鋳鉄）の大部分が、より軽量で特定

の性能に優れた材料、特にアルミニウム

や高張力剛板に変更されるであろうとい

うことである。車両が大きくなれば、変

更される部分も多くなる。その結果、北

米と日本については、他の地域よりも重

量の変化が大きくなることが予測され

る。さらにこれらの地域では、こうした

技術がより大きな影響力を持つため、製

造者はこうした技術の利用と開発を支援

している。

従来のスチールが高張力剛板に変更され

ることで、鉄類をアルミニウムに変更す

るのと同程度の車両重量削減効果がある

と見込まれている。アルミニウムへの変

更は、まず鋳造物で普及し、その後、車

両の構造に使用される薄板と、複雑な鋳

造物でも普及するであろう。車両におけ

るプラスチックの使用は、最初にやや増

加した後、減少に転じるが、現在のレベ

ルを維持すると予測されている。構造上

の用途で使用されるマグネシウムの量は

堅調に伸びるが、それでも全体から見る

と少ないレベルである。電気および電子

機器の車両における使用が増加すること

により、銅、鉛、ニッケルの使用量は増

加するであろう。プラチナ系貴金属

（PGM）の使用量は、排出規制が厳し

くなるため増加することが予測される

が、この増加の一部は技術の向上により

相殺されるであろう。

鉄類をより軽量な材料や高剛性の金属に

変更することは、対象車両の質量が比較

的堅調に減少するという予測の主な理由

である。一見すると、これは車両の燃費

に関するIEAの基準予想と整合性がない

と映るかもしれない。予測される重量の

削減を考慮すると、より大きな燃費向上
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が期待できるとする見方もあるからであ

る。ただし、軽量化による燃費向上の

「可能性」は、車両の種類の組み合わせ

の変化（車両の大型化）や、車両性能の

向上を目的としているものの重量増加を

伴う機能の追加により相殺される場合が

多い。（第３章参照）

c) 予測される材料の総消費量

推測したLDVの構成を、表計算モデル

の基準ケースから予想された販売シェア

に当てはめることにより、LDVクラス

について予測される材料の総消費量が得

られた。この消費量に、大型トラックと

バスについて予測される材料使用量が追

加され、予測される材料の総必要量が算

出された。

この分析により得られた結果の１つは、

車両の材料消費量は増加するであろうと

いうことである。これは、基準ケースで

予測された車両数の増加を考慮すると、

何ら驚くべきことではない。

別の結果は、各材料に対する需要レベル

に関係している。鉄類の総消費量は、

2030年までは年間4,200万トン程度

で変化しないが、その後は増加に転じ、

2050年には6,500万トン以上になる

と予測される。一方、リサイクル鉄類の

供給は、この期間全体を通して年間

3,500万トン程度で変化しないと予測

されている。（図2.34参照）そのため、

新品の鉄類の必要量は、2030年ま

では年間700万トン程度であるが、

2050年には3,000万トン程度まで増

加するであろう。

アルミニウムの消費量は、鉄類とは大き

く異なる傾向を示しており、現在の年間

500万トンから一定して増加し、

2030年には1,600万トン、2050年

には3,200万トンになると予測されて

いる。この一定した大幅な増加傾向と、

車両の推定平均耐用年数である約17.5

年という期間を経過しなければ材料をリ

サイクルできないことを考慮すると、再

生アルミニウムは（鉄類とは違い）、ア

ルミニウム総需要のうちの大きな割合を

供給できない。つまり、登録抹消された

車両からの回収率の仮定は、鉄類とアル

ミニウムの間にそれほど差がない（それ

ぞれ90％と80％）ように見えるにも

関わらず、2030年には、総消費量の

うちリサイクル材により供給される割合

は、鉄類が78％、アルミニウムが

42％と、大きく異なる。

輸送部門における鉄類とアルミニウムの

消費量は絶対ベースでは多いが、これら

の材料の総生産量と、生産量拡大の容易

さを考慮すると、供給能力に関する懸念

はないはずである。

PGMに関する状況はそれほど単純では

ない。一見すると、2005年において、

車両によるPGM総消費量は世界の生産

能力の85％近くに達しているように見

える。リサイクル材料の利用を考慮に入

れると、主なPGMのLDVによる実質消

費量はこれよりも大幅に少なく、世界の

生産能力の30％程度である。

それでも、触媒コンバーターの世界規模

での採用と、自動車の総需要の伸びを考

え合わせると、この結果から、プラチナ

とパラジウムの採掘および精錬能力を大

幅に増強する必要があることがわかる。

2030年における主要PGMの予測年間

必要量は、現在知られている世界全体の

埋蔵量の約0.5％であるため、十分な量

のプラチナが利用できるように思える。

ここで必然的に発生するのが価格の問題

であり、このような需要増加が現実とな

れば、価格が上がり、利用効率とリサイ

クル効率が向上し、さらに探査が行われ

ることは明白である。

全タイプの輸送車両において電気および

電子機器に対する需要が増加するため、

銅の需要は増加するであろう。

リサイクル鉛市場が堅調なため、鉛の消

費量拡大による影響は緩和される傾向を

示すであろう。また、電池の開発により、

鉛の利用効率が向上する可能性もある。

一方、鉛の総消費量が増加することによ

り、長期的に見ると環境が損なわれる可

能性がある。

ゴムは消費量が大幅に増加すると予測さ

れているもう１つの材料である。一般に、

現在タイヤに使用されているゴムは、天

然ゴム、合成ゴム、ブチルゴムの３種類

である。天然ゴムと合成ゴムの割合はタ
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イヤの種類によって異なり、使用中に温

度変化にさらされるタイヤでは天然ゴム

がより多く使用されている。乗用車用オ

ールシーズン・タイヤで使用されている

天然ゴムは、重量で約８％の含有率であ

る。乗用車用冬用タイヤでは、天然ゴム

の含有率は18％となる。大型トラック

では、この割合は32％に上り、さらに

土木機械のタイヤでは44％となる。

合成ゴムは石油から生産されるため、資

源の供給能力は大きな問題ではない。

（第３章参照）それとは対照的に、天然

ゴムはゴムの木の樹液からしか生産でき

ず、さらにゴムの木は世界の一部の地域

でしか育成できない。今日、世界で生産

される天然ゴムの70％近くを、タイヤ

産業が消費している。

トラックで輸送される貨物のt-Km数は

大幅に増加すると予測されているため

（32ページ図2.6）、トラック用タイヤ

に対する需要は特に高まると考えられる

が、天然ゴムの生産は、タイヤの需要を

満たすだけの量に達しない可能性が高

い。その結果、タイヤに使用される合成

ゴムの割合は増大すると見込まれてい

る。

要約すると、車両の材料消費および資源

の利用可能性について、次の２つの結論

が得られる。

• 輸送車両の製造に使用できる材料資

源は、他部門における資源の需要が

大きく変化しない限り、今後50年間

は十分に利用可能であろう。ただし、

天然ゴムは、唯一の例外となる可能

性がある。

• リサイクル率を最大に見積もっても、

主な材料資源の必要量は増加するで

あろう。その理由は、予測される車

両製造量と材料に対する需要の増加

が、登録抹消車両から材料がリサイ

クルされる速度を、簡単に越えてし

まうことである。

2. 土地の利用

ほとんどの先進国の都市部では、輸送イ

ンフラ（道路、駐車施設、鉄道、港湾、

貨物ターミナル、空港等）が土地の相当

部分を占めている。経済成長とともに、

輸送インフラに供される土地の面積は一

般的に増加する。20 欧州環境庁（EEA）

は、1990年から1998年の間に、EU

内だけでも合計３万ha以上または１日

約10haの土地が高速道路の建設に「収

用された」と見積もっている。（EEA

2001）EEAの同報告書は、さまざまな

輸送インフラのための土地「収用」（車

の走行１Kmあたりに必要な土地の面

積：ha数）を表している。（表2.4）21

将来的には、液体バイオ燃料や「カーボ

ンニュートラルな」水素の生産に対応す

るため、広大な土地が必要になる可能性

がある。SMPの基準ケースでは、これ

ら両タイプの燃料の使用を最小限に見積

もっているため、必要となる土地につい

ては予測していない。第３章および第４

章では、液体バイオ燃料やカーボンニュ

ートラルな水素が石油系輸送燃料に置き

換わる可能性について、詳細に解説する。

3. エネルギー利用

図2.35は、SMPの基準ケースでの

2000年～2050年のエネルギー需要

予測を地域別に示したものである。すで

に述べたように、2050年になっても

輸送用の燃料はほぼすべてが石油由来の

ままであると見込まれている。全世界の

輸送エネルギー使用はほぼ倍増するが、

使用量の配分は地域によって異なる。

OECD諸国は、2000年には輸送エネ

ルギー使用全体の約65％を占めたが、

2050年までに約40％へと減少する。

アジアの発展途上国は最大の成長株にな

り、2000年の11％から2050年には

約30％へと上昇するであろう。中国だ

け見ても、2050年までには輸送エネ

ルギーの総需要の12％以上を占めるよ

うになり、その数字は2000年の

OECD北米の国々の需要である81％と

同等になると予想される。22
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表2.4　輸送による直接的および間接的な土地収用 

出所：EEA 2001（1）直接的土地収用とは輸送インフラに利用される範囲を指す。 
（2）間接的土地収用とは、警備エリア、ジャンクションおよびサービスエリア、 
     駅、駐車場など、道路インフラに関連する土地収用を指す。 

注意：高速道路と高速鉄道線路の推定値（線路数または車線数、および平均幅を仮定して算出）は 
変動する可能性がある。たとえば、車庫、燃料補給施設、駐車施設などの関連施設は考慮していない。 

州道路 

県道路 

自治体の道路 

高速道路 道路 

インフラの種類 

在来および高速鉄道 鉄道 

運河 船舶 
航空 なし 

（滑走路は除外） 

2
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1

空港 
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3

直接的（1） 
土地収用 
（ha/Km） 

直接的（1）＋間接的（2） 
土地収用 
（ha/Km） 



L. 人および貨物の
モビリティ費用の
傾向

人のモビリティ

第１章で、輸送利用者に要求される家計

支出を、SMPの持続可能なモビリティ

の指標として特定した。人の輸送の場合

は、この指標を評価する基準として、輸

送に費やされる平均家計支出の割合を使

用することにした。表2.5は、2001年

における主要先進国3カ国（米国、英国、

日本）について、この測定値を示してい

る。対象となった年に、これら3カ国の

世帯23 では、人の輸送費用として、総

支出のうち平均19％（米国）、17％

（英国）、9％（日本）が費やされた。

人の輸送に費やされる家計支出の割合は

大きく異なるが、どの国でも、自家用車

の保有と運転に関係する費用が、家計に

おける人の輸送費用の大きな割合（米国

で95％、英国で85％、日本で71％）

を占めている。OECD諸国以外の多く

の国について相当する消費者支出のデー

タはないが、この消費パターンは先進国

に限られたものではない。
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図2.35  地域別の輸送エネルギー

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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家計総支出に占める世帯の輸送費用の割合 

世帯の輸送および移動費用の内訳 

n.a. = 出所よりデータが示されていない。「その他」に含まれていると考えられる。 
 
注： 
日本：2001年のデータ：「２輪車／その他の購入」には「その他の車両」および「自転車」が含まれる 
「ガソリン／モーターオイル」には「ガソリン」が含まれる 
「維持／修理／部品」には「自動車部品」、「自動車両の修理および維持」、「乗り物の修理および維持（自動車以外）」が含まれる 
「駐車」には「年間または月間駐車料」および「その他駐車料」が含まれる 
「保険」には「自動車保険料（強制加入）」、「自動車保険料（任意加入）」、「乗り物保険料（自動車以外）」が含まれる 
「その他」（自家用輸送手段）には「自家用輸送手段に関連する物品」および「自家用輸送手段に関連するその他のサービス」が 
  含まれる 
 
英国：2000年／2001年のデータ： 
「その他」（公的輸送機関）には「組み合わせチケット」、「その他の輸送および移動」が含まれる 
「自動車の購入」には「新しい自動車およびバン」、「中古の自動車およびバン」が含まれる 
「２輪車／その他の購入」には「オートバイおよびスクーター」、「自転車および船：購入および修理」が含まれる 
「保険」には「車両税」および「車両保険」が含まれる 
 
米国：2001年のデータ： 
「自動車の購入」には「自動車およびトラック（新車）」、「自動車およびトラック（中古車）」が含まれる 
「その他」（自家用輸送手段）には「車両費用の調達にかかる料金」、「車両のレンタル、リース、免許取得、その他にかかる料金」 
  が含まれる 

表2.5  世帯の輸送費用

Source: Japan Family Income and Expenditure Survey, UK DfT 2003, US BLS 2003.



世帯による車両の保有を決定する要因は

複雑である。国による１人あたりの車両

保有数の違いのうち90％程度を、１人

あたり実質可処分所得によって説明でき

ることから、これが車両保有の最も重要

な決定要因であると考えられる一方、１

人あたりGDPが同じレベルにある国の

間でも、車両保有レベルに50％もの違

いが見られる場合がある。１人あたり所

得が同等の都市部の間で、モータリゼー

ション率に違いがあるのは、次の要素が

原因である。

• 人口密度の違い

• 公共交通機関の利用可能性レベルお

よびサービスレベルの違い

• 渋滞レベルの違い

• 自動車保有および交通量抑制政策の

違い

a) 基本的な輸送ニーズを満たす

これらの要素のうち最初の２つは相互関

係にある。国や地域のモータリゼーショ

ンが進むと、都市部の平均人口密度は低

下する傾向があり、公共交通システムに

かかる圧力が強まることになる。家族の

メンバーが行きたい（または行く必要の

ある）場所のうち、その家族で何らかの

自家用車両を利用できなければ行くこと

のできない場所の割合が次第に増加す

る。自動２輪車が利用できる地域もある。

本章の初めの方で（図2.10）、こうし

た安価な車両の利用可能性が、自家用車

を買う経済的余裕のある人口の割合に与

える影響が示された。安価な車両が利用

できない地域では、低所得世帯は基本的

輸送手段として中古車両に大きく依存す

る場合が多い。

世帯所得が増加すると、人の輸送に対す

る世帯の需要も高まる。所得の増加は、

長距離移動に対する需要の増加に反映さ

れる場合もあるが、複数の自動車を保有

する可能性の増加にも反映される。図

2.36は、英国、米国、および日本の世

帯における平均保有車両台数を、世帯の

総所得から示したものである。高所得世

帯はより多くの車両を保有していること

が分かる。このように世帯の所得増加に

伴って保有車両数が増加すると、人の輸

送に費やされる家計支出の割合は増加傾

向を示す。ただし、輸送がより廉価にな

っているわけではなく、輸送の利用が増

加していることを表している。

b) 人の輸送手段に対する家計支出に影

響を与える政府の課税および規制政策

すべての政府が、自動車の保有、使用、

またはその両方に課税している。これら

の税金が名ばかりである国もあり、また

それ以外の国では、税金を合計すると車

両の初期購入費用の数倍になる場合もあ

る。税金のかからない航空機用のジェッ

ト燃料を除き、金額に差はあるものの、

輸送燃料も課税される。さらに、政府の

指令による安全装置および排出抑制装置

の装備により車両価格が増加し、場合に

よっては車両の維持費も増加する。

輸送に費やされる家計支出の将来の割合

を予測するには、こうした傾向が与える

影響を総合的に判断する必要がある。多

くの発展途上国で予測されている急速な

モータリゼーションにより、家計支出に

占める人の輸送費用は増加傾向を示すで

あろう。そのため、１人あたりの所得が

さらに増加するに従って、世帯あたりの

車両台数も増加傾向を示すであろう。一

方、公共交通機関に大きく依存している

世帯は、輸送の利用しやすさに対する基

本的ニーズを満たすことができなくな

り、自動車を入手し利用することに対す

る圧力が増大するであろう。

c) 物のモビリティ

物のモビリティのコストは人々がそれ

を購入するのに支払う代金に反映され

る。人が購入するあらゆる物品には、

それが生産され、最終販売地点に配送

されることを可能にした輸送や物流サ

ービスの「集積」が盛り込まれている。

また、人が購入するあらゆるサービス

には独自の輸送と物流サービスが「集

積」されている。

この「集積」はどの程度ものなのか？

購入したものがサービスであった場合、

そのサイズを測ることは非常に難しい

が、物の場合はそれを推定するのはそ

54

世帯所得分布における世帯の位置 
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出所：USBLS 2002, Table 1; UK DfT 2001, p.101;
Japanese Ministry of Public management, Home Affairs,
Posts and Telecommunications, Statistics Bureau, 1999

National Survey of Family Income and Expenditure,
Statistical Tables (Major Durable Goods), table 6.



う難しくはない。『State of Logistics

Report』と題する年刊誌で、Rosalyn

WilsonおよびRobert Delaneyは、輸

送コストと在庫保管費用の合計額（米

ドル）とそれが米国GDPに占める割合

を追跡した。最初の結果が報告された

1981年から我々がデータを確認した

2002年までの間に、このコストは米

国GDPの16.2％から8.7％へとほぼ半

減した。同じ期間において、米国での

世帯数は約30％増加している。したが

って、1981年から2002年の間に、

米国における世帯あたりの物流費用は

およそ60％減少したことになる。

（Wilson and Delaney 2003）

この減少の一部は貨物輸送費の値下がり

によるものであり、米国では年平均で約

３％のペースで値下がりしている。全体

としてこの期間には、これらのコストは

米国GDP比で7.3％から5.5％へと減少

した。しかし、この減少の大半は在庫保

管費が占めている。この費用はGDP比

で1981年の8.3％から2002年には

2.8％へと減少した。こうした在庫保管

費の減少は主に物のモビリティの利用し

やすさ（および信頼性）の改善により実

現した。

物のモビリティにかかるコストについて

のデータは、米国以外の国では見当たら

ない。しかし、これらのコストの引き下

げ要因となってきた傾向は、米国特有で

もなく、また近い未来に上記のような効

果をもたらさなくなる可能性も低い。

ある調査で指摘されているように、近

年、物の輸送コストは、「都市経済にお

いてますます影響がなくなりつつある」。

（Glaeser and Kohlhase 2003）

物のモビリティにかかるコストの減少を

妨げる要因の１つに、渋滞の悪化がある。

すでに述べたように、渋滞によって発送

元から宛先までの平均移動時間が延びれ

ば、物の輸送サービスを提供する企業が

負担する燃料費および人件費が増えるた

め、物のモビリティにかかるコストは増

加する。

渋滞によるさらに大きな影響は、物のモ

ビリティに対する信頼性の低下に伴うコ

ストである。断続的渋滞は、すでに輸送

システムに対する信頼性を低下させる主

な要因として特定されているが、その増

大により、メーカーと小売業者にとって

は余分な在庫を置かないようにすること

がより困難になる。荷主が輸送中の物を

より正確に追跡できるようにする技術

や、集荷と配送のより効率的なスケジュ

ーリングを支援する技術が開発、実施さ

れている。（UPS 2003）ただし、こうし

た技術が経済全体にもたらす利益は渋滞

の増加により徐々に薄れてきている。

M. 公平性

社会的疎外という問題は先進社会におい

て最も悩ましい現象の１つである。許容

可能な時間内でかつてないほど大きな地

理的範囲に個人が到達できるということ

が、今日の近代的な生活の基盤になって

いる。それができなくなると、自家用車

や必要な公共交通機関もない、輸送資源

の使用が難しい、あるいは近隣の場所で

なら得られる機会に気づくことができな

いなど、さまざまな理由により、普通の

生活を送る上でますます大きなハンディ

キャップを抱えることになる。特にこう

した困難に面しているのは次の２つのグ

ループである。

高齢者

先進国では、自動車社会で生活してきた

高齢者は、そうした輸送形態から得られ

る柔軟性を手放すことには積極的でな

い。最新の全米世帯旅行調査（NHTS

2001）によると、米国の高齢者によ

る旅行の87％が自家用車によるもので

あることがわかった。70歳以上の米国

人の75％は運転を続けていると回答し

ている。米国で免許を持つ70歳以上の

ドライバーの数は、1991年～2001

年の間に32％（1,910万人）増加して

いる。米国人ドライバー全体のおよそ

10％は70歳以上であるが、これは10

年前は8.6％であった。（NHTS 2001）

今日の高齢者は昔よりも一般的に健康で

能力も高いが、運転を止めなければなら

ないレベルにまで安全に運転する能力が

衰える時がいずれは訪れる。そうなった

とき、高齢者は自身のモビリティの機会

の急な縮小に直面することになる。

高齢者が運転を止めることに抵抗するの

は自由と自立性を維持したいという思い

を反映している面があるが、多くの都市

部で運転に代わる魅力的な公共交通機関

がないことも原因の１つである。他の年

齢層に比べ、高齢者は買い物や、家族や

個人の用事での外出、および社会活動、

レクリエーション活動の外出にクルマを

使うことが多い。こうした用事に公共交

通機関を利用することは、通勤に利用す

るよりも、より可能性の低い状態となっ

ている。

米国において従来の公共交通機関の使い

勝手がますます疑問視されるようになる

につれ、孤独感に襲われ、コミュニティ

に積極的に参加できないと感じる高齢者

の数は増えるであろう。

この問題はこれからの数十年でかなり深

刻化する見通しである。高齢者の人口比

率は、ほぼすべての先進国で目に見えて

増加している。このことは一部の主要発

展途上国にも同様に当てはまるであろ

う。高齢者の人のモビリティ手段の利用

を改善する対策が講じられてきた地域も

あるが、現状の安定のためにも、こうし

た対策を着実に増やしていかなければな

らないと思われる。
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低所得世帯

人の移動を自家用車に大きく依存する社

会では、自家用車を持っていないことが

大きな負担になる。

英国運輸省が発表した最新の報告書で

は、この問題を次のように要約している。

「移動の不十分さは、すでに社会的な

疎外を経験している人々にとっては重

要な問題となり得る。なぜならそれに

よって実際の移動の選択肢が不足し、

行動や行き先の選択肢も制限されるた

めである。場合によっては、それが社

会的疎外の一因ともなる。移動が不十

分だと、職場、病院、商店、教育機関

など、不可欠なサービス・施設と、

『不可欠でない』サービス・施設の、

両方が利用できなくなるため、移動の

不十分さは社会的疎外と強く関連して

いる。通常、自動車を持っていない人

は自動車を持っている人に比べ、同じ

目的地へ到達するのに、より多くの時

間と、より大きな労力が必要とされ、

より多くの限界費用を支払う必要があ

る」（UK DTLR (date unknown), p.18）

世界中のどの地域でも低所得世帯の自動

車保有率は比較的低い。しかし自動車を

保有する貧困世帯（所得分布の最低

20％に属する世帯と定義される）の割

合は、国や地域によって大きく異なる。

図2.37は、英国と米国の概ね同じ期間

における貧困世帯の自動車保有に関する

データを示している。英国では５つの所

得グループの中で最低所得に属する世帯

のうち、車両を保有している世帯が占め

る割合は27％から35％に上昇した。

また米国でも63％から66％に増加し

ている。

図2.38は、米国で最低所得に属する世

帯における人の輸送に費やされる総世帯

支出の割合に関するデータを示してい

る。すでに見たとおり、米国では一般に

人の輸送に対する世帯支出額が英国に比

べて若干多いが、この割合は比較的変化

が少ない。

公共交通機関は、低所得世帯にモビリテ

ィを提供するという大切な役割を果たす

ことができる。ただし、利用しにくいた

めに、そうした役割を十分に果たすこと

ができない。米国では、全国で行われる

移動のうち公共交通機関による移動の割

合がわずか1.6％だが、所得が２万ドル

未満の世帯では、その割合は4.8％とな

る。米国の最大都市圏24 では、公共交

通機関の質が若干高いと考えられるた

め、公共旅客輸送による移動の割合が、

すべての所得層で3.4％となる。ただし

ここでも、所得が２万ドル未満の世帯で

は、その割合は10.6％に達する。

フランスではすべての国民が公共輸送を

より幅広く利用するが、人口全体の移動

の9％が公共交通機関によるものである

のに対し、貧困層ではこの割合は11％

となる。通勤に限って見ると、この割合

は、人口全体では15％であるのに対し、

貧困層では20％となる。

ただし、貧困層で人の輸送に費やされる

世帯支出の割合が他よりも高いとは必ず

しも言えない。米国では、貧困層で人の

輸送に費やされる世帯所得の割合は、実

際には他の全世帯よりも低い。ただし

「労働貧困層」では、通勤費用が所得に

占める割合が他よりも高くなる。

1999年に米国で通勤に自家用車を使

った平均的労働者は、通勤費用として

1,280ドル使用した。（US DOT 2003）

これは個人所得の4.9％に当たる。これ

に対し、個人年収が8,000ドル未満の

労働貧困層25 は、自家用車を使用した

場合は通勤費用は個人所得の21％であ

ったが、公共交通機関を使用した場合は

個人所得の13％であった。26 米国では

少なくとも「労働貧困層」は、より所得

の高い人に比べ、カープール、自転車、

徒歩といった、自家用車や公共交通機関

以外の通勤手段を利用する傾向も強い。

これらの通勤手段は、どれも雇用機会の

利用や居住地の選択を制限している。

世帯所得の増加に伴って、何らかの自家

用車を購入できる貧困世帯の割合も増加

傾向を示すであろう。しかし、こうした

増加傾向の大部分は、その社会のモータ

リゼーション特性を反映する。自動車や

その他の自家用車両などの輸送手段を購

入できない世帯は、貧困状態からの脱出

の機会から次第に遠ざかってしまう可能

性が高い。
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図2.37  
最低所得層の所得における
車両保有率

出所：USBLS 2000 Table 1, USBLS 1990 Table 1, 
and DTLR 2001, p.45.
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図2.38  
米国における輸送に費やされる
総世帯支出（1984年～2001年）

出所：USBLS Survey of Consumer Expenditures
(various years), Table 1



物の利用しやすさにおける不公平

物の利用しやすさにおける所得層別の格

差に関しても同様の問題が起きている。

物のモビリティ・システムで講じられて

きたほとんどの改善策は、小規模な店舗

よりも、より大型の店舗にとってメリッ

トが大きい。こうした大型店は一般的に

郊外に立地し、自家用車でしか訪れるこ

とができない。たとえ公共交通機関で気

軽に訪れることができる場合でも、こう

した店が提供する安さというメリットを

実現するのに必要な商品の量や重さは大

きすぎるので、公共交通機関では容易に

運ぶことができない。こうして、年齢や

所得、あるいは障害が原因で自家用車を

持たない人は、物のモビリティの改善が

もたらす利益の多くから疎外されている

ことを実感するのである。

輸送関連の従来型排出物と騒音による

被害における不公平

所得関連の不公平な傾向の中には、逆行

しているように見えるものがある。手の

届く値段の住宅を見つけることが困難な

ため、貧困層は輸送関連の排出物の発生

源や道路、鉄道、空港からの騒音に近い

場所へ追いやられることを余儀なくされ

ており、その悪影響に明らかにより多く

さらされていると考えられている。輸送

関連の従来型排出物の総量の減少に伴

い、こうした状況は緩和されるであろう。

実際、鉛は輸送システムから消滅したた

め、こうした改善は確かに起きているよ

うである。ガソリン中の鉛が健康へ及ぼ

す影響は、当初、交通量の多い道路近く

で生活し、遊び、登下校していた都会の

子供たちを心配して問題視されるように

なった。鉛がガソリンから除去されるこ

とで、特にその利益を得たのはこうした

子供たちだった。
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すべての指標を考慮すると、現在のモビ

リティ・システムは持続可能なものでは

なく、このままの傾向が続けば、今後も

持続可能なものにならないと思われる。

確かに、すべての指標が状況の悪化を示し

ているわけではないが、社会がその方向性

を変えるために行動を起こさなければなら

ないと示すには十分である。発展途上国で

のモビリティを持続可能なものにしようと

するならば、なおさらのことである。

SMPでは、上記の状況を容認できる結

果とは考えていない。分析と議論を重ね

た結果、次の７つの目標を提案すること

を決定した。我々は、これらの目標に向

けて大きく前進すれば、持続可能なモビ

リティの展望は大幅に改善できると確信

している。

A. 輸送関連の従来型
排出物を、世界の
いかなる場所でも
公共の健康への深
刻な懸念にならな
いようなレベルま
で削減する

2030年まで

• 先進国においては、「ハイ・エミッ

ター（大量排出）」車両の特定に、よ

り大きな関心を払い、SMPの基準

ケースで予測されている排出削減を

確実に実現させなければならない。

これらの車両からの排出システムを

改良するか、または運用停止にすべ

きである。

• 発展途上国においては、輸送関連の

従来型排出物をSMPの基準ケースの

予測を十分に下回るレベルにまで削

減すべきである。その決定因子とな

り得るのは、必要な技術や燃料の価

格と、輸送関連の従来型排出物の排

出量を削減するための積極的な取り

組みが、これらの国の輸送システム

の経済成長のスピードを支える能力

に及ぼすと思われる影響である。

2030年以降

• 発展途上国での排出物削減を完了さ

せるためには、世界中の先進国で現

在採用されている排出物削減の技術

と燃料の利用を拡大する必要がある。

また発展途上国では、先進国の経験

を利用して、自国の技術的・制度的

な調整をし、現在使用している車両

からの排出量を既に定められている

水準内に必ずとどめる必要があるで

あろう。
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持続可能なモビリティの展望を改善する
７つの目標

IV.

ボックス2.5　何かが「目標」であるという場合、それはどのような意味で 
 あるのか？ 

「目標」は、取り組みによって達成しなければならない何かではなく、達成す

ることが有意義である何かと考える。実際、辞書の定義では、目標は「努力の

対象となる成果あるいは業績」となっている。さらに、以下に挙げる目標は、

ある単独の分野が引き受ける「約束事」ではない。どの目標も、ある分野の独

立した活動によって達成できるわけではない。そうではなく、目標とは、企業

や社会が共に努力をしていくための方向性を示す決意として理解されるべきも

のである。 



B. 輸送関連のGHG
排出量を持続可能
なレベルにまで
抑制する

輸送機関をGHGの主要発生源とならな

いようにすることを社会の長期的な目標

とすべきである。しかし、最善の条件下

でも、この目標の達成には20年、30

年という期間よりも長い（場合によって

は極めて長い）時間がかかると思われる。

2030年までに

「輸送関連のGHG排出量のグラフ曲線を

下降させる」ということを目指して、経

済的に実現可能であり、また政策的にも

受け入れられる次のような措置を実施す

べきである。

• 輸送車両のエネルギー効率は、ユー

ザー受容とコスト効果を考慮して改

善すべきである。

• 輸送燃料中の化石起源の炭素の影響を

最終的に排除するための技術的な土台

づくりを行っておくべきである。排除

には主な輸送エネルギー・キャリアと

しての水素の使用、先進バイオ燃料の

普及、またはその両方の組み合わせに

よって達成できるであろう。

• 輸送燃料中の化石起源の炭素の影響

を最終的に排除するために必要な新

しい燃料のインフラを計画し、それ

が現実的なものであれば、その構築

を開始するべきである。

2030年以降

輸送関連のGHG排出を持続可能なレベル

にまで抑制するという課題を完了する。

• 輸送関連ではない発生源からのGHG

排出抑制に関連するコスト効果を考

慮して、あらゆる輸送関連のGHG排

出増大に歯止めをかけ、それ以降も

著しく、そして継続的にそうした排

出物を削減していくべきである。

• もしもGHG排出が十分に削減できる

可能性があり、生産コストが充分に

競争に勝てるものであるならば、非

炭素系燃料を使用する道路車両の世

界的な「普及」を推進すべきである。

• これらの車両を駆動するのに必要な

燃料を世界規模で確実に利用できる

ようにするべきである。

• 現実的でコスト効果が上がるのであ

れば、他の輸送形態にもこれらの車

両で利用されている技術・燃料を適

用すべきである。

C. 道路交通事故によ
る死亡・重傷者の
総数を先進国およ
び発展途上国にお
いて現状よりも大
幅に削減する

あらゆる国で、輸送関連の死亡・重傷事

故、特に道路車両に関連する死亡・重傷

者事故を削減するための積極的なプログ

ラムに取り組むべきである。

• 先進国は、戦略を策定し現在の発生

を大幅に削減することを目指すべき

である。発展途上国は、現在の死

亡・重傷事故の増加率を抑制し、先

進国の死亡・重傷事故発生率と比較

できるほどの数値を確実に目指せる

よう、社会の対策を軌道に乗せるこ

とを目標とすべきである。

• 特に被害者となりやすいグループ
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（歩行者、自転車利用者、子供、高齢

者、障害者）に対する取り組みに焦

点を当てるべきである。

• モータリゼーションが急速に進み

つつあるために発展途上国で起こる

独特の状況を理解し、考慮すべきで

ある。

• 死亡・重傷者数を削減するプログラ

ムでは、ドライバーの挙動、インフ

ラの改善および衝突回避と負傷の緩

和のための改良技術の進歩と普及な

どを含めて、車両関連の死亡・重傷

事故のあらゆる要因に取り組むべき

である。

D. 輸送関連の騒音を
削減する

地方、地域、国家の優先事項を考慮し、

次のことに重点を置きながら輸送関連の

騒音の削減に向けて取り組むべきである。

• 騒音を緩和する路面を利用し、防音

壁を建設すること

• 騒音の悪化につながる車両の改造を

減少させ、不必要な騒音を出すよう

な車両の運転を禁止すること。

輸送関連の騒音の削減では、持続可能な

モビリティの他の指標の改善を狙う戦略

により生み出される相乗効果を適切に生

かすべきである。

ある状況下では、新車における騒音関連

の特性についての改良が必要となるかも

しれないが、その一方で、実際にそうし

た車両を使用する中で、改良点が確実に

目に見える利益を生み出すように、そし

てその利益の対価が不当金額にならない

ように配慮がなされなければならない。

E. 交通渋滞を緩和
する

輸送インフラの容量を追加することを渋

滞緩和のための唯一の戦略とすべきでは

ない。しかし、特に発展途上国での需要

の高まりに対応するためには、次の方法

でインフラの容量を増加する必要がある。

• インフラ計画において、輸送インフ

ラにとって最も重要な要素を効率

よく使用することを阻む「ボトル・

ネック（交通流を妨げる場所）」の解

消に徐々に力点を置く。

• 実現可能かつ政策的に受け入れられ

るものであれば、輸送需要増の受け

皿は既存のモビリティ・システムと

輸送インフラをより効果的に利用す

ること。その実現のためには、高度

道路交通システム（ITS）が重要な

役割を果たすであろう。

F. 最貧国の人々、お
よびほとんどの国
における経済的・
社会的に恵まれな
い人々にとって、
自分自身や家族が
より良い暮らしを
送ることを阻む
「モビリティ機会
の格差」を縮小
する

最貧国および先進国の間に存在する「モ

ビリティ機会の格差」を縮小する。

• 基本的な輸送利用の手段がない地域

でそうした手段を提供することによ

り、発展途上国や農村部における輸

送費用を低減させる。

• 基本的な安全性および排出基準を満

たす廉価な自動車の開発を促進する。

国および地域内部に 存在する「モビリ

ティ機会の格差」を縮小する。

• パラトランジットなどの輸送技術を

利用して、最貧層、高齢者、障害者、

恵まれない人々が仕事や社会サービ

スを利用できるようにする。

• これらの既存輸送技術にITS技術を

組み合わせて、応答性、安全性、セ

キュリティを向上させ、かつ費用を

削減する。

G. 先進国および発展
途上国の一般の
人々が利用できる
モビリティ機会を
保護し、高める

• 現在は、従来の公共交通の形態が十

分に機能している地域は人口の密集

した都市中心部のみである。そのた

め、自家用車に依存できない、また

は依存することを望まない人々は、

人の輸送の要件の大部分またはすべ

てを満たすために都市中心部に居住

し、行動範囲をその周辺に限定する

以外にほとんど選択肢はない。

• 「従来型」の公共交通システムには

人のモビリティの提供という重要な

役割があるが、そのシステムを支え

る費用の増大や、都市「中心部」以

外の地域での人口密度の下降により、

その役割を果たすことが難しくなっ

てきている。

• これからの数十年間、政府はこの重



要なモビリティの選択肢を保護する

ことを大きな目標とすべきである。

ロンドン、パリ、東京、ベルリン、

ニューヨークは、公共交通機関なし

ではまるで機能しない先進国の都市

のほんの一例に過ぎない。また、

我々が支援した発展途上国の都市に

ついての調査で明らかになったとお

り、公共交通システムは発展途上国

の多くの都市部にとっては、さらに

重要である。

• しかしながら、長い目で見れば、よ

り抜本的な改革が必要となる。提案

されているアプローチの１つに、土

地利用計画とさまざまな積極的およ

び消極的動機を組み合わせて、都市

部の人口を強制的に増加させるとい

う方法がある。この考え方によれば、

都市部の人口を十分に増加させるこ

とができれば、はるかに高レベルな

サービスを提供できる公共交通シス

テムの構築と運営が、技術的にも経

済的にも実現可能になる。

• SMPでは、より良い（そしてより現

実的な）アプローチは、比較的人口

密度の低い地域に居住する人々のた

めに、人の輸送の選択肢の幅を拡大

するような新たな車両技術および情

報技術を生み出すことにあると考え

る。これらの選択肢により、自家用

車で得られるような目的地や経路選

択の柔軟性を得るチャンスや方法が、

従来の公共交通機関に近い低料金で、

かつ自分で運転する手間を省くかた

ちで提供されるであろう。

このアプローチでは、人々が住環境

を現在の公共交通システムの技術

的・経済的性質に合わせる必要はな

く、輸送システムの性質を人々のニ

ーズ（および希望）に合わせること

になる。
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ボックス2.6　現在の傾向が継続しなかった場合に何が起こるだろうか？―プロジェクトのシナリオ 

第２章の冒頭で、SMPでの予測の背景となっている主な仮定は、現在の傾向が継続し、新たな政策が実施されないこと、消
費者価値または挙動が大きく変化しないこと、抜本的な技術改革が市場に大きく浸透しないことであると強調した。これら
すべての仮定が実現する可能性はどの程度だろうか？ 
 
「そう高くはない」というのがその答えであろう。第２章で示したような予測の目的は、将来における指標の正確な値を予
測することではなく、将来における値がどのように変化するかを決定する重要な関係を理解する手掛かりを得ること、およ
び我々のモビリティ指標に対する潜在的影響を測定できるようにすることであったことを思い出していただきたい。たとえ
ば、経済成長が予測における仮定よりもはるかに微弱であるが、経済成長とさまざまな輸送に関連する要素との関係が変化
しない場合は、その結果は単純明快であろう。 
 
しかし、何らかの重要な関係、たとえば実質１人あたり所得とLDVに対する需要との関係などが、大幅に変化した場合はど
うなるであろう？予測に影響する可能性のある何らかの不定要素のレベルが別の値をとるだけでなく、こうした不定要素の
値が決定される背景となるプロセスが大幅に変化する可能性がある。元の関係に基づく企業戦略、公共政策、および消費者
の挙動に関する仮定を、根本から考え直す必要が生じるかもしれない。 
 
これを受けて、SMPでは、変化が起こる可能性のある主な分野について考察する手掛かりとして、現在予測されている将
来がどのように変化するかについての考えを広げるため、３つのシナリオを策定した。シナリオは、将来のある時点にお
ける世界の「スナップ写真」と、現在からその時点までの経過を示す「動画」との組み合わせと考えることもできる。良
いシナリオの組み合わせを判断する基準は、実現する可能性があると思われるか（シナリオに論理的に整合性があり、実
現する可能性があると思われるか？）、関連性があるか（持続可能なモビリティに対する主な課題に焦点を当てている
か？）、互いに異なっているか（各シナリオに違いがあるか？）、挑戦し甲斐があるか（少なくとも１つのシナリオが、
モビリティの性質がどのように変化するかに関するある基本的な仮定および確信の正当性を問うものであるかどうか？）
によって判断される。 
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ボックス2.6　続き 

我々はSMPの３つのシナリオを、「経済至上」、「地球市民」、「地域優先」と名づけた。各シナリオは、未来がどのよう
に展開する可能性があるかに関する広範な仮定的記述である。各シナリオでは、「情勢」について概説し、2030年頃にお
ける将来の「情勢」を形作るさまざまな影響力について考察している。また、「ワイルドカード」（現実の結果をすべて根
本的に変えてしまうような力を持つ意外な出来事）を想定し、シナリオに含めている。シナリオの全文は本報告書の付録と
なっている。 
 
シナリオ１―経済至上 
要約：企業、政府、一般市民を取り巻く状況がより世界的かつ自由市場指向のものになるにしたがって、世界中で相互関連
性がより強くなってくる。世界貿易機構、世界銀行、IMFが引き続き世界経済の標準を策定して、多国籍企業が世界共通の
方針に基づいて市場に参加し、影響を及ぼすことができるようにするための道が開かれている。資本や物が国境を越えて自
由に行き来するため、世界の文化が次第に似通ってくる。それと共に、国の内外で貧富の格差が広がる。この自由市場シナ
リオでは、短期的な投資収益が優先されるため、都市化、輸送、環境に関する決定に即時の金銭報酬が求められ、長期的観
点が失われがちである。 
 
シナリオ２―地球市民 
要約：燃料供給の途絶、世界的セキュリティに対する懸念、気候変動による洪水や食糧不足など、2000年代初頭には衝撃
的な事件が続き、世界的問題に対して共同アプローチが採られるようになる。政府は一般市民から与えられた使命に従って、
税制上の優遇措置や技術革新を促進する政策により、社会的、経済的、環境的責任を果たすために圧制的行動をとる。これ
により、再生可能なエネルギー源の革新が実現する。個人および組織間の相互関連性が世界的に強まることにより、貧困、
社会的不公平、地域の大気汚染、持続可能なモビリティといった大いなる挑戦への対策が一応の成功を収める。熟考に基づ
く都市計画、燃料および輸送システムにおける技術革新、消費者心理の根本的変化が同時に実現することにより、個人およ
び物の輸送の方法が抜本的に変化する。 
 
シナリオ３―地域優先 
要約：情報伝達が容易になり、かつ多国籍企業や小売チェーンの世界進出が進んだために、世界はかつて共通化の方向へ進
んだ。この動きは、2000年代初頭において、自己認識とナショナリズムに対する願望の増大が世界中で表面化するにした
がって、強力に中断された。安全性に対する懸念の増大と、自国の経済、社会、環境に関する計画をより自由に管理したい
という願望により、世界経済の分割が起こった。また、自己依存を進める動きが各国家で高まり、保護貿易主義へ向かう国
も現れた。これにより、各地域社会では、独自の目標と目的が採用され、それを達成するための戦略が採られるようになる。
その結果、決定は高度に地域化され、問題が異なる地域社会、国、地域ごとに、数え切れないほどの解決策が採用されるよ
うになる。 
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1 IEAの他にエネルギー関連予測を手がけている米国エネルギー情報局

（USEIA）は、自機関の予測を次のように位置付けている。

「Annual Energy Outlook 2003 （AEO2003）で予測されている、

現在および将来の米国におけるエネルギー利用に関するUSEIAの予測は、

特定の仮定および手法を使用した場合に、発生すると予想されることで

はなく、発生する可能性があることについての説明である。この予測は、

周知の技術、技術的・人口統計的な傾向、および現在の法律と規制を前

提とした、現状維持のシナリオでの傾向についての予測である。したが

って、この予測は、政策に左右されない基準ケースであり、政策活動の

分析に使用できる。（中略）すべての法律は、現在実施されている状態を

維持すると仮定されている。ただし、今後発生する規制変更の影響が定

義されている場合は、この影響も反映されている。」

2 これらの予測については、表計算モデルにおける主な仮定とともに、

「SMPモデル資料および基準ケース予測」で解説されている。

3 これらの相殺的調整により、個人および企業が渋滞の悪化に伴う平均移

動時間の増加を緩和できる可能性がある一方で、こうした調整には、結

果的に多大な費用がかかる可能性がある。

4 プロジェクトでは、長期的な地域ごとの１人あたり実質経済成長につい

て、独自の予測を行わず、IEAのWEO2002で使用された予測を採用し

た。これらの予測は、世界銀行および国連による経済成長予測および人

口増加予測に基づいている。これら２つの予測は、ボックス2.2で示され

ている。

5 「軽量車」（LDV）には、自動車、小型バン、SUV、および自家用軽ト

ラックが含まれる。これらの車両をひとくくりに表す用語はどの国にも

存在しない。たとえば英国では、「car」という言葉には、「…通常、４

輪・３輪車、ランドローバー、ジープ、小型バス、キャンピングカー、

ドーモービル、およびライトバンが含まれる」（UK DfT, Focus on

Personal Travel, p. viii）。

6 どちらの表でも、水上貨物輸送活動の予測は行っていない。我々は、

2000年から2050年の間の水上貨物輸送活動について、適正と思われ

る予測を特定することができなかった。また、水上貨物輸送活動を地域

ごとに割り振ることは、ほぼ不可能である。

7 これは、実際の移動行動に関する記録に基づいた調査には当てはまらな

い。

8 第４章では、輸送の利用に関するこの不公平を緩和させるための方法に

ついて議論する。たとえば欧州の混雑した都市部においては、複数の輸

送手段に乗り換えながら連続的に利用できるようにすることによって、

利用しやすさを向上させることができる。

9 GakenheimerとZegrasによる８つのケーススタディの結果要約が、

この報告書に付録として添付されている。８つのケーススタディについ

ては、SMPのウェブサイトを参照のこと。

10 これらの予測は、輸送車両の稼動による排出だけでなく、これらの車

両で使用する燃料の採掘、精製、輸送による排出も考慮しているため、

「油井から車輪まで」（WTW）の予測であることに注意されたい。ただし、

輸送車両の製造、および輸送車両に使用されている原料に関わる排出は

考慮されていない。

11 粒子状物質の排出については、規制の対象がより小さな粒子（PM-

2.5など）に移行しつつある。しかし、これらのより小さな粒子の排出に

ついてはデータが不十分なため、その傾向を予測できない。そのため、

差異が生じる可能性を承知の上で、規制の対象となっている粒子状物質

の排出量の代わりに、PM-10の予測排出量を使用した。

12 Koornstra博士がプロジェクトのために行った分析で使用したデータ

は、これらの要素が反映されるよう可能な限り調整されている。

13 Koornstra博士は、我々とは異なる１人あたり所得の測定基準を使用

した。同博士の基準は、購買力平価を反映するよう調整されていない。

14 City Soundings, p.iv

15 しかしながら、タイヤの騒音と安全性は相矛盾する関係にある。

16 Camanoe Associatesの報告書はSMPのウェブサイトで閲覧可能。

17 詳細な情報が不足していたため、大型トラックとバスはLDVのように

詳細にモデル化されなかったが、材料の総使用量の総合的推定値には含

まれている。実際には、このモデルでは大型トラックとバスの材料構成

は変化しないと仮定している。関連情報が入手できれば、それをこのモ

デルに組み込むことも容易にできる。

18 Camanoe Associatesの２人の調査担当者、Joel P. Clark教授と

Randolph Kirchain教授は、マサチューセッツ工科大学（MIT）の物質

科学・工学部およびMIT工学システム科と協力関係にある。また他の２

人、Frank FieldとRichard Rothは、MIT 技術・政策・産業開発センタ

ーと協力関係にある。

19 リサイクル効率は期間を通して変化しないものと想定する。想定リサ

イクル効率は次のとおり。鉄類90％、アルミニウム80％、銅80％、鉛

95％、ニッケル０％、マグネシウム80％、PMG 80％、プラスチック

０％、ガラス０％、そしてゴム０％。

20 「インフラに供される土地」がどのような土地を指すのかは、解釈に

より異なる。たとえば、1900年以降、馬の飼料の栽培を目的としてい

た9,000万エーカーの米国の土地が、自動車、トラック、トラクターの

ために開放されてきた。こうした事例は、通常、自動車の環境会計には

含まれていない。（Hayward 2002）

21 EEAは、土地収用を直接的収用と間接的収用の２つに分類している。

「直接的土地収用」は、輸送インフラに利用される範囲を指す。「間接的

土地収用」は、警備エリア、ジャンクションおよびサービスエリア、駅、

駐車場など、道路インフラに関連する土地収用を指す。
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22 IEAによると、2003年には中国は日本を抜いて世界第２位の原油消費

国となった。（Financial Times, Wednesday, January 21, 2004.,

p.1）

23 消費データ収集の対象となる人口グループを表す専門用語に、「消費単

位」がある。いくつかの国では、「消費単位」は通常「家族」を表すが、

他の国では「世帯」を表す。「家族」と「世帯」の違いは、同じ住居単位

で生活しているかいないかの違いである。

24 都市圏の人口が300万人以上と定義される。

25 扶養家族を持たない成人の単身者の1999年における公式政府貧困ラ

インは8,501ドルであった。

26 公共交通機関を使用する平均的な通勤者の通勤費は個人所得の3.3％で

ある。



輸送機関の技術および
輸送用燃料の可能性：
持続可能なモビリティの
「積み木（基本要素）」

第３章



本章では、さまざまな車両技術と輸送燃

料が、持続可能なモビリティの「積み木

（基本要素）」としてどの程度機能するの

かという可能性を評価する。「可能性」

という言葉は、本章で扱う情報を解釈す

る際には重要な意味を持つ。この可能性

が実際にどの程度実現されるのかという

ことを判断する要素については、第４章

で展開することとする。
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今日の道路交通システムは、19世紀後

半の内燃機関（ICE）の発明と、原油の

蒸留によって精製される軽質の石油製品

（ガソリンやディーゼル燃料など）であ

る輸送用燃料の実用化を経て、100年

にわたり構築されてきたものである。そ

の黎明期より、数十億ドル規模の巨大産

業が、世界中におけるあらゆる輸送ニー

ズに応えるべく発展してきた。多少の例

外はあるものの、これらの業界は、現在

も当初と変わることなく、ICEや石油系

燃料などの基本技術を基盤としている。

もっとも、それらの基本技術は今では持

続可能性の阻害因子であると判断されつ

つあり、より持続可能性が高いと考えら

れている代替燃料や駆動技術が検討され

ている。

本章の燃料および推進システムに関する

項の構成を図3.1に示す。一番左の列は、

輸送車両の駆動時に利用されるさまざま

な一次エネルギーを示している。これら

は時には「供給原料」とも呼ばれている。

石炭および天然ガスは例外ではあるが、

ほとんどの場合はこれらの一次エネルギ

ー源が輸送燃料として直接利用されるこ

とはなく、我々は一次エネルギー源から

生産されるエネルギー・キャリアを利用

している。左から２列目は、輸送燃料と

して現在利用されている、あるいは将来
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推進システムと燃料

I.

液体燃料用 
インフラ 

気体燃料用 
インフラ 

石炭 

一次エネルギー源 エネルギー・ 
キャリア 

インフラ 推進システム 

原油 

天然ガス ICEおよび 
ICEハイブリッド 

燃料電池および 
燃料電池ハイブリッド 

風力 

太陽光 

水力 

地熱 

バイオマス 

原子力 

ガソリン 

FTガソリン 

エタノール 

メタノール 

ディーゼル 

FTディーゼル 

バイオディーゼル 

電気 

DME

CNG

LPG

水素 

図3.1  考えられる輸送燃料の経路

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクト
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ボックス 3.1  世界の石油は枯渇寸前か？ 

1859年にペンシルバニア州タイタスビルで最初の油田が開掘されて以来今日にいたるまで、世界の「石油は枯渇寸前で
ある」と言われ続けてきた。我々の基準ケースに見られるような、実質的な石油需要は増加するという予測を受けて、この
問題が再燃しつつある。ニューヨークタイムズ紙の最近の記事で、ケンブリッジ・エネルギー研究所の会長を務め、『石油
の世紀－支配者たちの興亡』の著者でもあるDaniel Yerginは、こうした懸念について考察している。以下は同記事の一部
を引用したものである。 

「ピークオイル」論の支持者たちは、恒久的な石油不足を警告している。彼らは、今後５年～10年間のうちに、世界の石油生産能力は地質

学的な限界に達し、需要の伸びに追いつけなくなると主張する。このような意見を持つ人々は、1956年にアメリカの石油生産が1970年頃

に頂点に達すると正確に予測した地質学者、M. King Hubbertの意見に論拠を置いている。最近出版された『Hubbert's Peak』（ハバー

ト・ピーク：下降に転ずる石油産出高）の中で、プリンストン大学の地学名誉教授であるKenneth S. Defeyesは、「世界の石油生産はここ

10年間のうちにピークに達するだろう」と記している。同書には、現在の価格が「重大な危機の序章である可能性がある」とも記されてい

る。また、『Out of Gas』（アウト・オブ・ガス：ガスの枯渇）の中で、カリフォルニア工科大学のDavid Goodstein教授は、世界の石油

生産高は、「ほぼ間違いなくここ10年間のうちに」ピークを迎え、その後は「恒常的に減少していく」との意見を述べている。 

... これらの、ピーク論者たちの意見は正しいのだろうか？ 

答えはイエスだ。石油は限りある資源であり、枯渇の恐怖は常に石油業界について回ってきた。1880年代に、John D. Rockefellerの後を

継ぎ、スタンダード石油トラストのトップとなったJohn Archboldは、技師たちからアメリカが石油生産国である時間は限られているとい

う報告を受けて、社内で自身が保有する株式の売却を開始した。 . . . 

1973年のアラブ諸国の石油輸出禁止政策と1979年～1980年のイラン革命がもたらした1970年代の石油危機も、「石油の終えん」の前

兆であると考えられた。1972年、ローマ・クラブと呼ばれる国際研究グループは、世界はまもなく天然資源不足に陥ると予測した。翌年以

降、石油価格が１バレルあたり３ドルから34ドルに高騰したことは、その裏づけのように思われた。 

歴史的に見ると、石油に関する恐ろしい予測がいまだに現実のものとなっていないのには２つの要因が挙げられる。第一に、常に減少する埋

蔵量を埋め合わせなければならないという課題を抱える企業が、探鉱により新たに油田を開発（あるいは再開発）してきたという点である。

第二に、新技術がもたらす極めて大きな影響がある。第一次世界大戦後、敵の砲兵隊の位置を突き止めるために利用された地震工学は油田探

鉱に応用された。また、1990年には沖合深海油田の掘削が実現したが、これは1970年代の石油危機の頃には想像もできないものだった。 

技術とマネジメントの改善によって、1998年以降ロシアの産出量は45％増加し、ロシアは世界第２位の石油産出国となった。また、米国

のリビアへの制裁措置が解除されれば、新たな投資によって生産量が上がる可能性もある。同時に、先進の情報技術と洗練された遠隔探査技

法によって、探鉱および生産の効率はさらに上がるため、今後10年間でさらに1,250億バレルの石油が利用できるようになる可能性もある。

この量は、現在のイラクの確認埋蔵量よりも多い。 

石油不足は差し迫った問題ではないと考える人々は、産出量がいずれピークに到達するということを否定しているわけではない。彼らはただ、

それはまだずっと先のことだと考えているだけである。 

「2050年までに、従来型の石油生産量がピークに達することは当然だと考えて差し支えない」と、ある大手石油会社の探鉱部門のトップは

語った。しかし彼らは、石油生産量が当分の間頭打ちの状態となり、減少に転ずるのはずっと先のことになると考えている。 

また彼らは、ピークオイル説を擁護する者たちがロシア、カスピ海、中近東およびメキシコ湾深海域の埋蔵量をあくまでも過小評価している

と主張する。さらに、業界が既存の採油エリアにおける石油の回収率をさらに上げていくであろうとも言う。 

ペルシャ湾の埋蔵量が本当はどの程度なのかという点は大きな問題である。世界の確認埋蔵量は、合計で現在１兆2,000億バレル（1970年

代初頭のほぼ２倍）である。そのうちの60％近くがペルシャ湾のものだ。しかし、近い将来の石油不足を不安視する人々の多くは、ペルシ

ャ湾の埋蔵量が湾岸諸国の政治的目的によって水増しされてきたと考えている。それとは異なる意見を持つ人々は、これから探鉱する余地が

まだ多く残されているため、実際の埋蔵量はさらに多くなると考えている。いずれの意見も否定できない部分がある。 

一方で、技術の進歩によって石油の定義が拡大されつつある。今後数十年間で、いわゆる非通常型のオイルから作られるガソリン、暖房用の

油、ジェット燃料はさらに多くなるだろう。これには、かつては抽出に途方もない費用がかかるとされていたカナダのオイルサンドや天然ガ

ス由来の液体から採られたオイルが含まれる。遠隔地に大量に埋蔵されている天然ガスを利用しやすい液体に変える技術は、商業的に実現可

能なところまできていると思われる。 

省エネが進んでいるとはいえ、中国やインドが主な牽引力となる経済成長によって、世界の今後10年間の石油使用量が20％増加するという

予測はかなり可能性が高く、世界はこうした需要を満たす供給源を確保する必要に迫られるであろう。 

それでも供給は需要を満たしていくかのように思われる。障害があるとしても、少なくとも今後数十年間のうちに予測されているような生産

量のピークを迎えるという事態ではないと思われる。むしろ、産油国の政治、政策および世界の経済成長の変動が障害となるだろう。そして

これらの諸問題の影響はやがて、その問題の結果がどうであれ、ガソリンポンプのオイルの増減に響くことになるだろう。 

出所：Yergin 2004



的な利用が提唱されているエネルギー・

キャリアを示している。１列目と２列目

を結ぶ線は、さまざまな一次エネルギー

源をエネルギー・キャリアに転換するの

に考えられる多くの経路のうちの一部を

示している。

エネルギー・キャリアが輸送燃料として

広く普及するには、その流通のためのイ

ンフラが不可欠である。そこで３列目は、

輸送エネルギーの流通システムを大まか

に分類した２つのカテゴリー（液体輸送

燃料と気体輸送燃料）を示している。２

列目と３列目をつなぐ線は、どのエネル

ギー・キャリアがどちらのエネルギー・

インフラで流通され得るのかを示してい

る。最後に、図3.1の４列目は、道路、

鉄道、水上交通の輸送機関で現在利用さ

れている、あるいは今後利用されそうな

推進システムを大きく２つのカテゴリー

に分けている。それはICE（ICEハイブ

リッドを含む）および燃料電池（燃料電

池ハイブリッドを含む）である。1

A. 一次エネルギー源

図3.1に示されているように、あらゆる

輸送燃料は、一次エネルギー供給原料の

いずれかから生産されている。社会全般

のエネルギー選択肢について幅広い議論

を取り扱うことは本報告書の範囲内では

ないが、以下は輸送におけるエネルギー

需要の背景となる、一次エネルギーの生

産および移動における技術の動向を要約

するものである。

今日消費されているほとんどの石炭は発

電に利用されているが、気化または液化

することによりさまざまな気体や液体の

合成燃料の生産にも利用可能である。北

米、ロシア、中国を筆頭に、世界には石

炭の埋蔵量が豊富な地域は多い。しかし、

これらの埋蔵量の豊富な石炭を持続可能

な方法で利用するには、「炭素隔離」と

呼ばれる技術の開発、応用を成功させる

必要がある。

原油は、今日の輸送燃料に使用される一

次供給原料で、輸送エネルギーの95％

を軽く超える割合を占める。原油は世界

の多くの地域で生産されるが、2030

年までは、その生産はOPEC諸国に集

中すると見られており、OPEC諸国で

の石油生産は2020年代に頂点を迎え

るとする向きもある。石油の需要は、特

にいくつかの発展途上国において急速に

増加しており、実際、既に第２章で述べ

たように、現在中国は日本を抜いて世界

第２位の石油消費国となっている。こう

した要因により、長期間にわたる十分な

石油供給に関する懸念が持ち上がってい

る。なぜこのような懸念が生じるのかと

いう点は理解できるものの、データに基

づく根拠はほとんどない。（ボックス

3.1  世界の石油は枯渇寸前か？を参照）

これまで、石油需要の伸びに、新たな

油田の発見のスピードが追いつかない

という傾向にあった。OPEC諸国外で

の石油生産はより厳しい条件下にあり、

沖合の深海や陸地から離れた場所など

となっている。それでも掘削技術の発

展により原油の回収率が上昇し、現存

の油田の生産コストが減少したため、

こうした厳しい状況がもたらす影響は

緩和されている。

天然ガス資源は豊富だが、世界の天然ガ

ス埋蔵量のおよそ３分の１は現在「身動

きのとれない」状況、つまり、生産コス

トや、市場への輸送コストが高すぎて、

掘削の採算が取れないという状態にあ

る。こうした「身動きのとれないガス」

に関しては、低温タンカーによる輸送用

に液化するか、常温で液体の燃料に転換

するか、いずれかの方法をとることによ

ってのみ、パイプラインでの輸送が可能

になる。すでにパイプラインでの輸送が

可能な埋蔵分に関しては、主に海中基地

と地震探査法の改善により、生産性は向

上するだろう。天然ガスを輸送分野へ応

用すると、それをプラスチックや医薬品

の貴重な供給原料として利用している化

学業界と競合することになる。

風力、太陽光、水力などの再生可能なエ

ネルギー源により、（価格の問題はある

ものの）100億人分に相当するエネル

ギー需要を満たすことができると推測さ

れている。（図3.2）輸送分野に関して

は、再生可能なエネルギー源から推進エ

ネルギーを得る方法として２つの大きな

選択肢がある。それは、バイオマスから

生産される燃料と、「再生可能な」電力

69

北米 

南米 

旧ソ連 

アフリカ 

アジア 

合計 

中近東および 
北アフリカ 

欧州 

バイオマス 

１人あたりGJ

需要幅 
地熱 太陽光 水力 風力 

0 12001000800600400200

図3.2  推測される再生可能なエネルギー源

注記：人口100億人に基づく算出 出所：Shell International, Ltd.



を利用して生産される燃料である。いず

れも、本章で後ほど詳しく考察すること

にする。

原子力エネルギーによる発電ではGHG

排出量が低い。多くの国では、経済面、

環境面での懸念が社会の受容の問題とあ

いまって、このエネルギー経路の成長を

阻んでいる。天然ガスのように、より安

価で一般的に受け入れられやすい代替燃

料を採用し、原子力から手を引く国もあ

ることを受け、IEAは発電における原子

力エネルギーの役割は今後数十年間で減

退すると予測している。それでもなお、

「本質的に安全な」設計などの原子炉技

術の新たな開発により、特に大規模な炭

素隔離が非現実的または高価すぎるもの

と判明した場合には、原子力が現実的な

代替エネルギーあるいは化石燃料を補完

するものとなるかもしれない。

B. 推進システムと関
連燃料

ここでは、表3.1に要約されているよう

に、エンジンと燃料の組み合わせについ

て考察する。さまざまな組み合わせと、

それらがエネルギー使用や排出に及ぼす

影響を説明する。

1. 内燃機関（ICE）

適切でクリーンな燃料の利用可能性を考

慮すると、今後30年以上にわたり、

ICE技術はこれからも改善されていくで

あろうと考えられる。ガソリン技術に関

しては、近いうちにより小型の火花点火

エンジンがガソリンエンジン市場でのシ

ェアを拡大すると思われる。小型化され

る新型エンジンにより、排気量は最大

30％削減され、ひいては燃費と二酸化

炭素（CO2）の排出の大幅な低減につ

ながる。2および3

2020年までには、ガソリン直噴（DI）

エンジンは、従来型のポート噴射式

（PFI）エンジンよりも重要な地位を占

めるようになると思われる。DIエンジ

ンは、希薄燃焼に必要な最先端の噴射

技術とNOxの後処理技術を採用してい

るため、従来型の火花点火エンジンに

比べてコストが10％～15％高くなる。

2010年以降になれば、DIエンジンの

中には、ハイブリッド化しなくとも、ア

イドル時にエンジンを自動的に停止する

ようになるものも出るだろう。また、可

変電磁バルブ機構やその他のフリクショ

ン低減技術、可変気筒、ターボ・チャー

ジャー、マルチスピード・トランスミッ

ションなどによっても、約20％のコス

ト増でエネルギーの利用率を高めること

ができると思われる。ガソリンエンジン

に関する最先端の技術としては、コント

ロールド・オート・イグニッション

（CAI）が挙げられる。これは将来、

NOx除去の高度な後処理を必要とする

現在のDI燃焼システムに替わる技術で

あり、2030年までには市場での商品

化が実現すると言ってもいいであろう。

2010年までには高性能のターボ・チ

ャージャーやインタークーラーを搭載

し、小型化も実現した直噴技術が、ディ

ーゼルエンジン技術の主流になるであろ

う。このようなエンジンには、高い噴射

圧（最大2,500バール）と完全な可変

噴射機能（パイロット噴射、ポスト噴射、

スプリット噴射および噴射量の決定な

ど）を備えた噴射システムが使用される

と思われる。最適化された噴射穴サイズ

の噴射ノズルと可変タービン・ジオメト

リー付き排出ガスターボチャージャーの

搭載が標準設計となるであろう。電気ア

シスト付き排出ガスターボチャージャー

と可変バルブトレイン技術は2020年

までに実用化されると思われる。このよ

うな機能の付いたエンジンのコストは、

現在のディーゼルエンジンよりも約

20％は高くなるかもしれない。

ディーゼルエンジンの燃費は現在でも

すでに極めて高いものだが、積極的な

排出ガス制御（粒子フィルター、NOx

トラップ）の必要性によっては、技術

的には現在よりも向上できる可能性が

ある。最も将来性の高いディーゼルエ

ンジン技術は、予混合圧縮自己着火燃

焼プロセス（HCCI）である。この先端

の燃焼プロセスによって排出ガスの後

処理システムが簡素化される。2010

年以降には実用化の可能性があるが、

それよりも前に部分的な利用が可能に

なると期待されている。

希薄燃焼（リーン・バーン）ガソリン

エンジン、特に直噴型の開発により、

ガソリンエンジンと比較した際のディ

ーゼルの燃費面でのメリットが少なく

70

表 3.1  想定しうる燃料／推進システムの組み合わせ 

電気 

バイオディーゼル 

軽油 

DME

FTディーゼル 

電気モーター 圧縮着火 燃料電池 改質器＋ 
燃料電池 

火花点火 

ガソリン 

CNG

LPG

水素 

メタノール 

エタノール 

出所：Frost & Sullivan 2002, Figure 2.2



なった。エンジンの小型化については、

ディーゼルエンジンよりもガソリンエ

ンジンの持つ可能性の方が大きいため、

さらに両者の差が縮まるだろう。基本

的に、極めて厳しい排出ガス規制によ

り、あらゆるエンジンの燃料消費量は

増加するが、エンジンの種類により、

その減少の度合いは異なる。極めて厳

しい排出ガス規制とGHG排出量との間

のバランスは、PFIガソリンエンジンに

はほとんど影響がなく、DIディーゼル

エンジンには最も深刻な影響がある。

リーン・バーン（DI）ガソリンエンジ

ンはその中間である。超低排出レベル

を達成するために必要な追加コストに

関しても、この順序が当てはまる。

CAIガソリンエンジンとHCCIディーゼ

ルエンジンの開発を進めるに従い、両タ

イプのエンジンはより近いものとなり、

DI、予混合および自己着火などの特徴

を共有することになる。時期をみて双方

の開発成果を１つの型のエンジンに融合

し、特にNOxやPMなどのエンジンから

出る排出物を極めて低く抑えながら高い

燃費を実現することができるようになる

かもしれない。これにより地域によって

は排出物の後処理が不要になるだろう。

技術的特性、コスト目標、排出ガス基準

など多くの影響因子があるため、ディー

ゼルおよびガソリンエンジンの燃費がど

のように変わるかということを数字で予

想することは不可能である。2010年

までには、ガソリンエンジンの燃費の向

上分はディーゼルエンジンのそれよりも

多いと思われる。その後に予混合ディー

ゼルの開発が成功すれば、この傾向は再

び逆転するだろう。

車両の燃料消費量とそれに伴うGHG排

出量は、エンジン効率のみによって決ま

るのではなく、車両パラメータにも影響

される。通常の車両の燃料消費は、現在

の最も燃費が優れているディーゼル車と

比較して、2030年までに20％程度削

減されるであろうという具体的な予想が

なされている。これには、エンジン、ト

ランスミッション、車両技術（空力抵抗

低減、軽量化、タイヤや付属部品の効率

化など）すべての融合が想定されている。

2. ハイブリッドシステム

ICEの効率を向上させ、従来型排出物お

よびGHGの排出量を削減させることが

できるもう１つの方法として、ハイブリ

ッドシステムの利用が挙げられる。この

システムでは幅広い推進システムのアレ

ンジが可能であるが、そのすべてが、

ICEエンジンまたは燃料電池に発電機、

バッテリー、１つ以上の電動モーターを

組み合わせたものである。ただし、これ

らの構成部品はさまざまな方法でアレン

ジすることができる。電動モーターは、

車両推進の負荷の大部分または一部を担

うことができる。一般的に、電動モータ

ーだけで駆動可能な時間が少しでもある

場合、その車両は「フル・ハイブリッド」

に分類される。

ハイブリッドシステムの燃費は次の何通

りかの方法により向上する。

１）車両停止時にICEエンジンを完全に

停止させる。ハイブリッド車は、ド

ライバーが運転を再開しようと思う

時に、ICEエンジンの再始動と車両

を「発進させる」電気モーターを駆

動することの両方にバッテリーを利

用する。

２）低速運転中に電気自動車（EV）モ

ードに切り替える。ICEエンジンの

効率が低速運転中に悪くなるため。

３）無段変速機（CVT）と電気モーター

の使用によりエンジンを最適作動さ

せる。

４）高効率エンジンを使用し、ハイブリ

ッド運転中の効率を最適化する。高

効率エンジンとは、リーン・バーン

技術を使用した、小排気量エンジン、

高膨張比エンジンなどである。高速

走行時の加速など、大きな駆動パワ

ーが必要な走行では、電池パワーア

シストが得られる。

５）電気モーターを電気回生のために

作動させる。この回生エネルギー

を上記２）、４）の駆動エネルギー

として再利用する。回生効率は、
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回生ブレーキシステムとの協調に

よっても向上できる。このシステ

ムでは、伝達ロスを低減させるモ

ーターレイアウト、および減速時

にダブルクラッチまたはプラネタ

リギアでエンジン気筒やエンジン

そのものを停止させるメカニズム

を採用することによるエンジン回

転損失の低減により、制動時に回

生制動力に応じてブレーキ油圧を

減少させることが可能である。

ハイブリッドによる燃費向上効果は走行

モードにより変化し、加減速頻度、停車

頻度の少ない高速走行では効果が減少す

るが、上記３）のエンジン効率最適作動

と４）の高効率エンジンとの組み合わせ

により、燃費向上率を高めることができ

る。また、都市内走行、郊外走行での効

果もシステムデザインとその仕様で大き

く変化し、停車中にエンジンを停止した

り、回生ブレーキシステムをあまり利用

しないハイブリッドシステムではその効

果も小さくなる。

ディーゼルエンジンではエンジン性能の

最適化の効果は小さく、ガソリンエンジ

ンに比べ、燃費向上効果は小さくなる。

このため、ディーゼルハイブリッドは都

市部を走るバス、トラックの用途が有望

である。

ICE車もICEハイブリッド車も、決して

ゼロ・エミッション車にはなり得ない

が、単位走行距離あたりのCO2削減に

向けた将来性は高い。将来的な小型でク

リーンなガソリンICEやディーゼルICE

をベースにした場合はなおさらである。

ハイブリッド車の基本的な機能である停

車時におけるストップ＆ゴーのシステム

や、シンプルなエネルギー回生システム

を搭載している現行のハイブリッドパワ

ートレインの中には、従来型のガソリン

パワートレインと比較して燃費が大幅に

向上したものもある。空力抵抗の低減、

転がり抵抗の低減（低転がり抵抗タイヤ

など）、最適化されたリーン・バーン・

エンジンや高膨張比エンジンなどの高効

率エンジンとの組み合わせによっては、

最終的には燃費においてさらに高い数字

を生み出すかもしれない。

我々は、電気モーター・コントローラー、

バッテリーおよびハイブリッドシステム

の最適なエンジン・チューニングなど、

ハイブリッド構成部品の各分野におい

て、引き続き技術革新が進むものと考え

ている。先進のクリーンICE、空力抵抗

の低減、軽量化、そして転がり抵抗の低

減により、ハイブリッドの（そして、従

来型車の）総燃料消費量をさらに減らす

ことになるだろう。したがって、近い将

来、これらの最新技術をすべて搭載した

ハイブリッド車は、同程度の車内スペー

スを持つ現在の従来型ICE車およびICE

ハイブリッド車と比較して、燃料消費量

を極めて低く抑えることができると思わ

れる。（WTW比較は下図3.3に記載）

3. ICEとICEハイブリッド車の燃料

代替燃料にはさまざまな種類があるが、

ICE燃料という言葉は原油から精製され

るガソリンやディーゼルと同義語とみな

されてきた。ここ30年間は、エンジン

からの排気の削減と排気触媒や補助シス

テムの利用による自動車の排出ガスの低

減が、これらの燃料改良を促してきた。

今後の変化の原動力として、本報告書に

記載されているような、より燃費の良い

将来のエンジン技術の開発、ICE燃料の

化石炭素含有量の削減、供給原料の多様

化とエネルギー供給の確保の検討などが

挙げられる。輸送インフラは、重要な役

割を果たし、既存のものであろうとも、

新しいものであろうとも、新たな燃料に

は別個のネットワークを必要とする。

a) 既存燃料インフラで流通可能なICE

燃料

ガソリンとディーゼルは、2030年ま

ではICEやその派生技術用の燃料として

道路輸送燃料の主流であり続け、高効

率エンジン技術や車両排気制御システ

ムを最も効果的に機能させるであろう。

生産プロセスや既存の供給インフラの

拡大に対する莫大な投資が行われ、こ

れらの燃料をめぐって国際経済が発展

してきた。生産量を高めるための投資

が増加しており、これは既存のフリー

ト車両や利用できる流通インフラの普

及具合から考えられる需要を考慮する

と、別の燃料を採用する場合に比べて

リスクが低いと言える。

火花点火エンジン（ハイブリッド用含む）

の主な燃料は、今後も無鉛ガソリンであ

ろう。2010年までには世界のほぼ全

域で無鉛ガソリンが入手可能になるた

め、触媒を使用した排出ガスの後処理シ

ステムが利用できるようになると見込ま

れている。ガソリンおよびディーゼル燃

料の硫黄含有量を抑える（おおむね10

ppm以下）ことが、先進国では2010

年以降の、また多くの発展途上国におい

てもおそらく2030年までに達成すべ

き目標となるであろう。超低硫黄燃料は、

排出ガスが極めて少ない自動車用に必要

なだけでなく、超低排出ガス車と大幅な

燃料消費の削減を結びつけるコンセプト

にも必要となる。このコンセプトとは、

NOx貯蔵触媒を搭載したリーン・バー

ン・ガソリンエンジンや、NOx貯蔵触
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媒または粒子トラップ（あるいはその両

方）を採用した超クリーン・ディーゼル

エンジンなどである。

原油を精製してガソリンやディーゼルを

生産する技術は確立されているが、現在

および将来の自動車排気のクリーン化技

術を効果的に実現し、古い車両の触媒の

劣化を防止するために必要な超低硫黄燃

料の生産には、まだ開発すべき点が残っ

ている。この脱硫黄化は、主にその過程

における水素消費量が多いという理由で

エネルギー集約型であり、使用段階での

排気を改善するために精製段階でCO2

を排出している形となる。そのため、超

低硫黄燃料の導入は排出ガスの浄化用に

触媒コンバータを搭載した自動車の導入

に合わせて行うというのが妥当だ。そう

することによって、使用段階での排出量

の低減と燃費向上の両方を達成するため

の燃料特性を引き出すことができる。

HCCIなど、開発中のエンジン技術の最

高性能を達成するためには、ガソリンや

ディーゼル燃料の規格変更が必要となる

かもしれない。一般的な傾向として、燃

料の炭素含有量の削減、つまり炭素の対

水素比率をできる限り低く抑える（水素

の場合は最終的にはゼロにする）こと、

またエネルギー供給の多様化には、エネ

ルギー・キャリアの修正が必要となるで

あろう。

短中期的には、精製所での水素添加プ

ロセスの追加によってガソリンと軽油

に含まれる原油以外の一次エネルギー

源に由来する混合化合物が増加する傾

向があり、状況によってはそのような

混合化合物に移行していくことも考え

られる。このような成分は、地域や地

球規模の排出削減、エネルギー保証の

強化、石油依存の緩和など、持続可能

性にとって効果的であるため、常に選

択肢に挙がるものと思われる。このよ

うな方法で改良された燃料は、既存の

供給インフラに大幅な修正を加えるこ

となく利用できるであろう。

代替燃料または代替成分の中には、現行

規格の従来型燃料よりもエンジンからの

排出を抑えるものもあるが、それらをこ

こに要約する。

FTディーゼル

この製品は、セタン価が高く硫黄分や芳

香族を含有していないため、ディーゼル

エンジン用の燃料または燃料成分として

極めて望ましいものである。これにより

排出ガスを大幅に抑えつつ燃費も高いデ

ィーゼルコンセプトが可能となる。FT

ディーゼルはフィッシャー・トロプシュ

（FT）処理により天然ガスから精製され

る。（FT処理によりFTガソリンやナフ

サも可能。）

しかし欠点もある。FT処理自体はエネ

ルギー集約型の処理であり、そのため精

製時のCO2排出量も大きい。さらに、

近い将来には従来型の低硫黄ディーゼル

に対抗できるようになるとしても、投資

コストは依然として高い（現在は1プロ

ジェクトごとに約20億ドル）。何より、

比較的安い原油がまだ潤沢にあるという

現在の市況において、FTディーゼルの

経済的な成功は低コストの天然ガスにか

かっていると言えそうだ。これは、天然

ガス市場で流通するもの以外の「身動き

の取れない」天然ガスの備蓄があって初

めて実現する。本章ですでに示した通り、

そのような天然ガスは豊富にある。しか

し輸送方法が複雑でありコストもかかる

ほか、市場での流通に適した立地でFT

工場を建設するという点でもさまざまな

問題と高いコストが障害となるため、

FTディーゼルが世界の主要燃料成分と

なるには限界があるだろう。

天然ガスから精製されるFTディーゼル

は燃料の主流にはならないであろう。し

かし、石炭やバイオマスなどの供給原料

を利用すれば、その利用可能性が大幅に

広がるかもしれない。石炭を利用する場

合には、CO2を隔離することで、GHG

排出量を一般に受け入れられるものにす

る必要がある。

従来型バイオ燃料

天然ガスやバイオマス、その他の再生可

能資源から精製されるメタノールやエタ

ノールなどのアルコール燃料は、ガソリ

ンの成分として利用される可能性があ

る。圧縮着火（ディーゼル）エンジンに

関しては、菜種メチルエステル（RME）

のようなバイオマス由来の脂肪酸メチル

エステル（FAME）を含むバイオディ

ーゼルが選択肢のひとつとなっている。

理論上、バイオマス由来のエネルギー

は、バイオマスの成長段階で大気中の

CO2を除去するという自然のプロセス

を活用しているため、世界の輸送エネ

ルギー要件を100％満たす可能性を秘

めている。しかしながら、これはすべ

てのバイオマスの残渣が回収され処理

されることを想定したものであり、現

実には商業的、社会的な側面を考慮し

た場合、その可能性のパーセンテージ

はもっと小さい。それでもバイオ燃料

は将来主流となる低炭素燃料源として

現実的な選択肢であり、化石燃料への

依存を緩和し、輸入エネルギー源から

の独立を実現するものでもある。

バイオ燃料の可能性を見極めることはか

なり難しいが、それには次のような要因

が挙げられる。

• 燃料作物用の土地の拡大が、食物や

自家用作物、商用作物の土地利用と

競合する可能性がある。エネルギー

作物から精製されるバイオ燃料は、

利用可能な土地と水資源の問題で、

その利用が制限される地域もあるで

あろう。

• 作物の収穫（ディーゼルトラクター

などを使用）や肥料の使用（大気中

へ窒素を含むGHGを放出する）など
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からの排出を考慮に入れた場合、

GHG削減の真の可能性を正確に見極

めることが困難である。

• バイオ燃料の生産におけるさまざま

な経路の真のコストに関する情報が

ない。バイオ燃料の生産は、少数の

大規模工場ではなく多数の小規模工

場で行われるため、規模の経済から

見れば、物流が問題になり、石油産

業には匹敵できない。近い将来、す

べてとはいかないまでも、多くのバ

イオ燃料の経路に対して財政支援の

優遇措置を講じることで、実際のコ

ストを低減させる必要がある。

バイオマスは、それ自体が単体の燃料と

して見なされるべきではないが、世界中

で普及しているガソリンやディーゼル燃

料向けに発展している流通システムの一

部となりうる。一貫した高品質のバイオ

マスを供給するために適切な基準を設

け、維持することが、重要な課題となる

だろう。

先進バイオ燃料

バイオ燃料の産出量を増加させたり、そ

の生産を食物生産から切り離したりする

新たな「先進」バイオ燃料の生産方法が

模索されている。具体的には、リグノセ

ルロース物質の酵素による燃料成分への

転換や、バイオマスのガス化後のFT処

理などが挙げられる。（このプロセスは

「バイオマスの液化」またはBTLとして

知られている。）

このような処理のすべてにおいて、農業

廃棄物や都市廃棄物も含め、幅広いバイ

オマスの供給原料を利用できる可能性が

ある。これらの技術の実用化が成功する

と、従来型のガソリンや軽油と価格面で

競争できるレベルにまでバイオ燃料のコ

ストを下げられる可能性がある。もっと

も現段階では、その進捗スピードは極め

て不明瞭なものである。BTL（主に軽

油）もリグノセルロース・ガソリン成分

（エタノール）の生産も、まだ実用化の

段階にはない。

その他にも供給原料の流通の問題があ

る。流通を完全に最適化するためには極

めて大きな規模でのバイオマス供給原料

の生産が必要となる。世界規模のBTL

工場（毎年150万トンの生産が可能）

であれば、ベルギーの国土のおよそ半分

の面積から集められる木のバイオマスを

要するであろう。また、世界規模のリグ

ノセルロース物質発酵工場（毎年20万

トン）では、ベルギーの国土の約10分

の１に相当する小麦作付面積から取れる

余剰わらが消費されると考えられる。

b) 別個のインフラが必要となる

ICE燃料

液化石油ガス（LPG）、圧縮天然ガス

(CNG)、ジメチルエーテル（DME）お

よび水素などの、混合成分として利用で

きない代替燃料は、供給インフラに莫大

な投資が必要となる。これが、代替燃料

普及への経済的な障害となっている。

LPGやDMEなど低圧貯蔵の液体燃料と

比較して、CNGや気化水素など高圧貯

蔵が必要となる燃料のインフラコストは

大幅に高くなる。例えば、原油や圧縮ガ

ス由来のLPGのインフラとして必要な

ものは加圧型の「ボトル」または「タン

ク」だけであり、トラックや鉄道車両で

輸送できる。しかし、CNGや水素の場

合は、より安全性の高い供給・貯蔵のネ

ットワークが必要となる。水素の場合は

生産能力の問題も含まれる。

CNGおよびLPG燃料に関しては、（主

に）都市部での局地的な排出抑制やフリ

ート車両での利用において有効性が高

い。これらの燃料への投資は特定の地域

に限定することが可能であり、また、現

在の混在するフリート車両からの排出と

比較しても、局地的な排出量の削減がで

きるという理由で投資が正当化されう

る。ほぼすべてにスパークアシストが搭

載されているため、気体燃料で駆動する

ICEやハイブリッドには高度な改造が必

要となる。気体燃料の最高性能を引き出

すためには、バイフューエルまたはデュ

アルフューエルのシステムではなく、専

用の自動車での利用が望ましい。バイフ

ューエル運転では、どちらの燃料を利用

する場合でも各々の最高性能を引き出す

ことができないという弊害がある。しか

し、ある特定の代替燃料しか利用できな

い車は購入したくないと考える消費者で

も、バイフューエル車を購入し代替燃料

を利用するという選択が魅力的に感じら

れればそうする可能性があるだろう。

従来型排出物の削減という点では、ガソ

リンやディーゼル燃料はもちろんのこ

と、ICEそのものや排出ガスの後処理技

術の向上に伴い、気体燃料の魅力は薄れ

ていく。したがって、これらの燃料の長

期的なメリットは限定的なものとなる。

CNGには石油への依存を緩和する可能

性があり、PMの排出という点では、旧

型ディーゼル車に勝る。しかし、新型の

ディーゼル車に採用されている先進の排

出ガス後処理装置を考慮すると、CNG

のメリットは大幅に薄れてきている。

CNGは、輸送用燃料としてガソリンや

軽油ほど普及しておらず、普及のための

インフラ整備の速度も遅い。それにもか

かわらず、多くの行政機関が石油よりも

CNGを好んで利用しているのは、その

資源が世界中に散在しているのと、石油

輸入への依存を緩和できるという利点が

あるためである。

CNGは現代のあらゆる気体燃料につき

ものの障害に直面しているが、CNGエ

ンジンは、ディーゼルエンジンに必要

な先進の排出ガス処理をしなくても、

比較的低排出を実現できる。現在の傾

向と政府による優遇措置が継続すれば、

CNGは2030年までに、さらに重視さ

れるようになるであろう。すでに固定
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発電に大量に利用されているが、道路

交通用の需要のうち大部分を賄うこと

ができる可能性も秘めている。（液体燃

料と比較して）エネルギー密度が低い

ため、車両の走行距離や出力の点で見

劣りがするという点が、消費者を考慮

した際の課題として残っている。今後

も気体燃料用のインフラが整うまで、

暫定的にバイフューエル車の利用が求

められると見込まれている。

インフラ投資のコストは引き続き中心的

課題となるだろう。国内での供給のため

に構築されたネットワークの存在が、

CNGの実現可能な代替燃料としての利

用を促進してきた地域もある。天然ガス

は「持続可能な燃料」ではないが、スウ

ェーデンでは天然ガスのインフラがバイ

オガスから精製されたバイオメタンの供

給に利用されてきた。したがって、ちょ

うどCNGエンジンを水素で動かす事が

できるように、CNGインフラの開発は

水素ベースのモビリティのための新しい

インフラ作りに必要な経験を提供するこ

とができる。

LPGには、すべてではないが、一部の

従来型排出物の面においてガソリンと比

べて改善が見られる。LPGは原油から

も天然ガス成分からも生産することがで

き、その燃料供給インフラは、天然ガス

のものと比較すると整備がよく進んでい

る。またフリート車両において軽油やガ

ソリンの代替燃料として特に認められつ

つある。液体燃料として消費者がその安

全性を認識しており、代替燃料の中では

比較的求めやすい価格になっている。燃

料補給ポイントを安価に設置できるた

め、2030年までにはLPGの燃料補給

インフラはさらに普及するであろう。し

かし、幅広い利用がなされる国もあるで

あろうが、ほとんどの市場ではニッチ燃

料に留まると考えられる。

水素をICE燃料として利用すると、車の

排出ガスに含まれるCO2はゼロになる。

しかし、完全なCO2フリーのモビリテ

ィ、つまり車自体と燃料の生産段階の両

方でCO2ゼロを実現しているものとい

うことになると、再生可能な資源や炭素

隔離技術を利用した水素の生成が可能と

ならない限り、達成し得ない。しかし、

ICE燃料に水素を利用することで、都市

における汚染物のレベルを大幅に抑える

ことができる。

c) ICEを利用しない推進システム―

燃料電池

燃料電池システム、特に水素を利用する

燃料電池システムに対する注目が高まり

つつある。カーボンニュートラルな資源

から生成した水素で駆動する燃料電池自

動車（FCV）であれば、全体的な推進

システムのエネルギー効率は最も高く

（40％以上）なり、GHG排出量および

従来型排出物からの排出量は最も低く抑

えることができると考えられる。バッテ

リーが補助電力を提供するという設計で

は、ICE同様、FCVの性能は更に高める

ことができるであろう。ICEハイブリッ

ドに比べると、（燃料電池自体がとても

効率が良いので）バッテリー電源の付加

的なメリットはさほど大きくないが、回

生制御など、ICEハイブリッドと同様の

利点もある。こうしたコンセプトは現在

開発中である。

燃料電池の最大の魅力は、さまざまな資

源から作られる水素の普及の可能性と共

に、その高効率性やGHG排出量の低減

（またはゼロ化）の可能性に対する貢献

といったところにある。また別の魅力的

な特徴としては、車が古くなり、所有者

がメンテナンスをしなくなった時でさえ

も排出ゼロのままであることが保証され

ている点にある。

しかし、そのような究極的な期待とはう

らはらに、燃料電池が従来型の推進シス

テムに替わるものとして実用化できると

考えられるようになるまでには、数多く

の高いハードルが残っている。現在最も

期待されている技術は、車載の貯蔵タン

クを利用し、水素を原動力とする固体高

分子型（PEM）燃料電池である。しか

しながら、圧縮水素タンク、低温タンク、

水素吸蔵合金タンクなどの水素貯蔵技術

はまだ量産車には適したものではないこ

とが課題となっている。他にも未解決の

主な問題としては、燃料電池スタックに

必要とされる高コストの貴金属の割合の

低下、より高度な燃料電池膜技術の開発、

また消費者やドライバーにとって安全で

信頼性が高く、魅力的かつ手ごろな価格

となる燃料電池システムを車体に組み込

むことなどが挙げられる。

d) 燃料電池用の燃料―

セントラル（集中方式）、オンサイト

（スタンド側）、もしくはオンボード

改質器で製造された水素

車両での利用を想定した燃料電池コンセ

プトは、水素を燃料として利用するとい

う前提で開発されるであろう。これは、

水素と酸素を結合させることによって電

力と水を生成するという燃料電池の作用

そのものにとって、水素が不可欠だから

である。水素燃料電池車では、（水以外

の）排出物は「ゼロ」になる。水素や燃

料電池からのGHGの影響がどの程度に

なるかは、生産段階の処理工程において

発生する水素や原料に含まれるGHGの

量に左右される。再生可能なエネルギー

（太陽光、水力、風力、地熱など）を利

用して発電した電気による水の電気分解

で水素を生成すれば、燃料の生産から車

両での最終用途に至るシステム全体が、

GHGも局地的な汚染物質もまったく排

出しない真の「ゼロ・エミッション」に

なる可能性がある。

また、水素生成過程で発生するCO2を隔

離すれば、化石燃料由来の水素でもゼ

ロ・エミッションをほぼ達成できる。こ

の場合、水素の生成過程で汚染物質が地

域に排出されるという点だけが異なる。
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大切なのは、両方とも「GHGほぼゼロの」

モビリティを実現できるという点だ。4

石炭、天然ガス、または水の電気分解か

ら水素を生産するための技術はすでによ

く知られており、特に石油業界で実用化

されている。この分野では、低硫黄のガ

ソリンやディーゼル燃料生産のために水

素の需要が急増している。現在生産され

ている高純度水素の90％近くが天然ガ

スのメタン水蒸気改質によるものであ

り、これは近い将来においても主流かつ

最も経済的な方法であり続けるであろ

う。これらのプロセスにおいてコストを

削減し、エネルギー効率を改善するには、

水素の生成と供給における技術の進歩が

必要となる。

自動車市場の発展に貢献するような水素

インフラへの移行は、とりわけ一般の消

費者が製品を安全に利用できるようにす

るという点では壮大な取り組みであろ

う。移行のどの段階においても、一部の

有利な立地条件を除いては、その大規模

な生産や流通への投資に見合うような水

素の需要はないと思われる。

燃料電池で液体燃料を利用すれば、現在

の燃料補給インフラを利用してその燃料

を入手できる、あるいはこれから入手可

能になるため、インフラの問題は大幅に

減少する（あるいは全くなくなる場合す

らある）であろう。現在のところ、その

方法で液体燃料を利用できるのは、車載

改質器付きの燃料電池のみである。改質

技術の開発が進めば、集中方式で生成さ

れた水素をベースとする長期的な将来へ

の架け橋となるかもしれない。しかし、

この方法は複雑すぎて自家用車分野での

市場への適用には向かないと思われる。

簡素化された改質方法が（できれば

2010年までに）開発されれば、メタ

ノールや、GTL（天然ガスの液化）燃

料のように硫黄分を含まない高性能パラ

フィン系燃料の利用が期待できそうだ。

改質器を車両に搭載するよりもむしろ、

そうした改質方法は小売の燃料補給場所

で利用可能になると考えられる。

これらの極めて特別な燃料は、必ずしも

既存のICE燃料インフラで利用できると

は限らないだろう。他の燃料の混入を防

ぎ、正確な燃料の配給を行うためには、

別個のシステムが必要となるか、大幅な

インフラの修正や分離、拡張などが必要

となるだろう。改質器の付いた燃料電池

補助パワーユニットを重量車に応用する

ことも魅力的な発電方法ではあるが、最

も重要なのは、車載改質器では供給原料

の多様性という点においてはメリットが

皆無であり、またGHG排出やエネルギ

ー効率においても高度なICEシステムに

勝るメリットがほとんどない、あるいは

まったくないということである。

C. さまざまな車両の
推進システムと燃
料の組み合わせの
進化と影響の可能
性

これまでに考察してきた推進システムと

燃料の組み合わせは、それぞれまったく

異なる開発段階にある。すでに商業利用

されているものもあれば、開発の初期段

階にあるものもある。こうしたばらつき

を考えると、将来的に異なるタイミング

で本格的な量産が実施される際の、さま

ざまな推進システム／燃料の組み合わせ

の性能・コスト予想は推測の域を出な

い。本報告書で提示されている予測は、

そうした推測ではなく、これらの技術を

商業的に実現可能なものにするために克

服しなければならない課題の重要性を示

している。

もうひとつ重要な点は、現在の車両推進

システムと燃料の組み合わせから将来的

なシステムへの移行段階である。今世紀

半ばには、新たな推進システムを搭載し

た多数の車両が、再生可能エネルギーか

らの燃料で駆動しているという状況は想

像に難くない。しかし、現在からこのよ

うな状況にどうやってたどり着くかとい

う問題も、そこからさらに将来へむけて

移行することと同様に困難な性格のもの

である。車両技術、車両数、必要とされ

る燃料の品質と量の調和を取り、既に市

場に出回っている技術との両立をはかる

中間段階が必要となるだろう。

1. GHG排出量の特性

推進システム／燃料の組み合わせが

GHG排出量に及ぼす影響を測るために

は、「油井から車輪まで（WTW）分析」

という手法を利用する必要がある。こ

の手法では、燃料使用時に発生する

GHG（タンクから車輪まで―TTW）だ

けでなく、燃料の生産や供給において

（油井からタンクまで―WTT）排出され

るGHGも考慮する。GHG排出量を車両

が消費する燃料の面から捉えるだけで

は、推進システム／燃料の組み合わせ

の真の影響について誤解を招くような

印象を与えかねない。なぜなら、せっ

かく車両の改良によってGHG排出量が

削減されても、燃料の生産・供給によ

る増加量によって相殺されてしまう、

また時には後者の方が上回ってしまう

可能性があるためである。

図3.3は、燃料／推進システムのさまざ

まな組み合わせの今後約10年から20

年（またはそれ以上）にわたるWTWで

のGHG排出量を本プロジェクトで予測

したものであり、またそれぞれがWTT

とTTWの予測に分かれている。図3.3

で示されているのは、ICEエンジンと水

素以外の燃料の組み合わせでは、概して

TTWでの排出量が相対的に高くなって

いるという点である。植物が成長する過

程で大気中のCO2を吸収するため、バ

イオマス由来燃料のCO2削減はWTTの

部分で起こる。WTW分析ではCO2排出
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量を全体的に見た場合のみ、GHG排出

量の削減に関して異なる燃料と推進シス

テム技術のメリット／デメリットを把握

できる。

また図3.3は、水素を燃料とする車両の

WTWのGHG排出量は、水素の生成・

供給に利用されるプロセスに完全に左右

されてしまうということも示している。

そのプロセスの差は大きい。実際、一部

の水素生成方法ではWTTの排出量が極

めて高くなるため、WTWの排出量が現

行のガソリンICEシステムのWTWの排

出量を上回ってしまう。

また、バイオ燃料／ICEの組み合わせで

はWTWの排出量が極めて低くなる場合

があるという点も明らかになっている。

これは、バイオ燃料の原料である植物は

炭素を最終的に吸収するものであるとい

うことを受けて、燃料の生産・供給

（WTTの排出量）によるCO2排出量がマ

イナスとなっているためである。SMP

で分かっている限りすべてのWTT研究

では、バイオ燃料の生産に関連して発生

するGHGの排出（中には、CO2よりも

影響力の強いGHGもある）を正確に計

算することは困難であるということが強

調されている。また、後にバイオ燃料に

なるバイオマスの栽培に与えられる適切

な炭素隔離クレジットを決定する難しさ

も強調されている。

2. 車両の保有コストと維持費用、およ

びGHG排出量削減における推進シ

ステム／燃料のさまざまな組み合わ

せのコスト効率

今後数十年を経なければ普及しないと思
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われる車両や燃料のコストを予測するこ

とは、極めて困難な作業である。また、

このような予測の結果は誤った解釈をさ

れやすい。想定を注意深く記述し、分析

の限界を肝に銘じておく必要がある。

SMPで推進システムと燃料の課題に

取り組んでいる頃、EUCAR（The

European Council of Automotive

R&D）、CONCAWE（Conservation

of Clean Air and Water in Europe）、

およびJRC（Joint Research Centre

of the EU Commission）は、まさに

このような情報を提供するための共同

研究を行っていた。この研究の目的は、

透明かつ客観的な方法で、2010年と

それ以降の欧州でのさまざまな車両燃

料と推進システムのWTWのエネルギー

利用とGHG排出量に関して一致した分

析結果を出すこと、それぞれの燃料経

路の実現の可能性を検討し、それに関

連するマクロ経済的コストを算出する

こと、そしてあらゆる利害関係者（ス

テークホルダー）の参照する目安とし

て納得してもらえるような結果を出す

ことである。この研究の取り組み結果

を詳しく文書にまとめた報告書が、

2003年の終わりから2004年の初め

にかけて公表された。（EUWTW 2003,

2003a, and 2004）我々は同じ内容の研

究を行うのではなく、この研究の成果

を活用することとした。

上述の燃料／推進システムの組み合わせ

に関しては、自動車や燃料に対する投資

の度合いに大きなばらつきが見られる。

これらのコストを比較するためには、欧

州WTW分析により、どの組み合わせで

も実施される輸送サービスが同じレベル

になるようなシナリオを設定する必要が

あった。これにより、車両の生産・販売

台数が決定し、供給すべき燃料の量が明

らかになった。

欧州WTW分析において作成されたシナ

リオは、2010年時点でのEU-25カ国

において予想される移動状況を反映する

ことを意図したものである。同年のEU-

25カ国において予測される自動車での

移動の5％、すなわち2,250億Kmの総

走行距離を推進システム／燃料の組み合

わせを特徴とする車両で走行することを

想定した。車両の１台あたりの年間走行

距離を１万6,000Kmと想定すると、約

1,400万台の車両を要することとなる。

異なる燃料インフラを必要とするこれら

の推進システム／燃料の組み合わせに関

しては、EU-25カ国の約10万の燃料補

給所の20％、つまり約２万カ所でその

燃料を販売することが必要になると想定

した。（EUWTW 2004, pp.20-22）

この分析報告書の著者が注意深く説明し

ているように、こうしたシナリオは分析

上のものであり、実際に2010年まで

に欧州において、技術的、経済的にどの

程度普及が可能であるかを判断するもの

ではない。

「純粋にエネルギー資源の利用の可能

性という点では、原理的にすべての代

替燃料が5％という代替レベルに届く

可能性がある。これは、この研究で特

定した時間枠の中で実質的に実現可能

であるということを意味するものでは

ない。実際、多くの事例の中には、本

研究の時間枠の中では、実用的、技術

的な限界があり、この普及レベルに届

かないと考えられるものもある。」

（EUWTW 2004, p.22）

約50にもおよぶ推進システム／燃料の

組み合わせを利用するそれぞれの車両の

小売価格がどの程度まで上昇するかとい

うことを推測するのは特に難しい課題で

ある。これを実施するために、本分析報

告書の著者は、例えばVWゴルフに相当

するような典型的な欧州のコンパクト５

シーター・セダンの特徴を反映した「仮

想」車両を選んだ。小売価格の試算のた

め、まず基準となる車両本来のICE

（1.6リットルPISIエンジン）の価格と、

その他の必要の無い部品（例えば排出制

御装置など）の価格を減算した。その後、

この「仮想」車両に必要だと思われる

（他の研究の試算による）新しいパワー

トレインの構成部品の価格を加算した。

表3.2はこれら構成部品の試算価格を示

している。5

このパワートレインの置き換えによって

のみ発生する小売価格の追加分の試算を

次の図3.4に示す。
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技術／構造部品 コスト 

燃料タンク 

ICE

燃料電池 

エンジン＋ 
　トランスミッション 
DICI
DISI
ターボ 
ストップ＆ 
　ゴーシステム（SI） 
ストップ＆ 
　ゴーシステム（CI） 
CNGバイフューエルの 
　ダブル噴射システム 
ユーロ４（ガソリン） 
ユーロ４（ディーゼル） 
三元触媒のクレジット 

CNGタンク 
ガソリンタンク 
DMEタンク 
液体水素 2002年 

圧縮水素 2010年 
@35 MPa（350 バール） 

圧縮水素 2010年  
@70 MPa（700 バール） 

液体水素 2010年 

電気モーター 
モーターコントローラー 
電気モーター＋ 
モーターコントローラー 
リチウムイオン電池 
燃料電池＋改質器 

燃料電池 

30ユーロ／kW

105ユーロ／kW 
（正味） 

251ユーロ／kW 
（正味） 

注記：欧州WTW分析では水素駆動方式燃料電池車用の
圧縮水素の正味タンク容量を4.7Kgと想定している。上
の表で示される燃料タンクのコスト（貯蔵水素をユーロ
／Kgで表す）は、圧縮水素4.7Kgを運ぶ車両用タンク
では、想定される貯蔵圧力の違いにより2,700～
2,900ユーロの範囲内となる。 

1,500ユーロ／kW
500ユーロ／kW
180ユーロ／kW

200ユーロ／kW

300ユーロ／kW

700ユーロ／kW
300ユーロ／kW
700ユーロ／kW
430ユーロ／kW

1,838ユーロ／kW
125ユーロ／kW

1,500ユーロ／kW
1,150ユーロ／Kg 

（水素） 
635ユーロ／Kg 

（水素） 
575ユーロ／Kg 

（水素） 
575ユーロ／Kg 

（水素） 

8ユーロ／kW
19ユーロ／kW

27ユーロ／kW
250ユーロ／kWh

表 3.2  技術が車両の小売価格に 
 及ぼす影響 

出所：EUWTW 2004, p.17



著者は燃料電池自動車の追加コストの試

算には、特に不確かな部分が多いと考え

た。今はまだ燃料電池のコストは高すぎ

て、商業利用をすることができない。こ

れから何年かをかけて、世界中の車両メ

ーカーが、燃料電池を車両の推進力とし

て使用する際の技術的な課題を解決でき

るか、また燃料電池のコストが十分に低

下しうるか、という点を検討していくこ

とになるだろう。

燃料電池を駆動する水素の生成・供給コ

ストに関しても、不確かな部分が多い。

これらのコスト、特に、大量のCO2を

排出しないようなプロセスを利用して生

産された水素のコストの試算には、大き

なばらつきがある。

表3.3には欧州WTW分析による移動距

離５％置き換えのシナリオの結果がまと

められている。左から１列目と２列目は、

分析対象の燃料と推進システムを表して

いる。（特筆すべき場合には、想定され

る燃料の生産プロセスを示している。）

３列目は、それぞれの車両／推進システ

ムの組み合わせで2,250億Kmの車両走

行距離を提供するために必要になる総燃

料量（PJ／年）を表している。

４列目は、WTWでのエネルギー使用

量の変化（PJ／年）を、５列目は

WTWでのGHG排出量（Mt CO2等価／

年）を表している。いずれも基準車両に

関する値である。４列目、５列目の数字

がマイナスになっている欄は、その推進

システム／燃料の組み合わせには基準車

両よりも多くのエネルギーが必要になる

こと、あるいは基準車両よりもWTWで

のGHG排出量が多くなることを示して

いる。

６列目、７列目、８列目はそれぞれ、

WTTでの追加コスト、車両コスト、総

コストを、推進システム／燃料の組み合

わせごとに10億ユーロ／年で示してい

る。そして最後の９列目の数字は、それ

ぞれの組み合わせで削減できるCO2排

出量１トンあたりのコスト（CO2等価

１トンあたりをユーロで表示）を、該当

する場合には示している。6

基準ケースと比較した年ごとの総追加コ

ストは、10億ユーロ未満（天然ガスか

ら生産したFTディーゼルをDPF7 を搭

載したCIDIの推進システムを使用した

車両で利用する場合）から300億ユー

ロ以上（木材から生産されたメタノール

を用いて、車載改質器で間接的に生成し

た水素を、ハイブリッド燃料電池推進シ

ステムを使用した車両で利用する場合）

までの幅がある。削減されるCO2等価

１トンあたりのコストも同様に、約

200ユーロから6,500ユーロ以上まで

の大きな幅がある。8

欧州WTW分析は、輸送関連のGHG排

出量を削減するための推進システム／燃

料の組み合わせの相対的な可能性と、そ

の実施のための相対的なコストを大局的

に見るのに役立つ。本報告書の最終章で

は、輸送関連のGHG排出量を一般に受

け入れられ、かつコストがかかりすぎな

い方法で削減するための手法を検証した

上で、このWTW分析の結果を再び取り

上げることにする。

79

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

改質器付き燃料電池 
ハイブリッドメタノール 

2002年のPISIガソリン車と比較した 
車両価格の増加率 

改質器付き燃料電池 
ハイブリッドガソリン 

燃料電池ハイブリッド液体水素 

燃料電池ハイブリッド 
圧縮水素ガス700バール 

燃料電池液体水素 

燃料電池圧縮水素ガス700バール 

PISIハイブリッド液体水素 

PISIハイブリッド 
圧縮水素ガス700バール 

DPF搭載DICI 
ハイブリッドディーゼル 

DICIハイブリッドディーゼル 

PISIハイブリッドCNG

DISIハイブリッドガソリン 

PISI液体水素 

PISI圧縮水素ガス700バール 

DICI DME

DPF搭載DICIディーゼル 

DICIディーゼル 

PISI CNG

DISIガソリン 

ICE車 

ハイブリッド車 

燃料電池車 

図3.4  2002年のPISIガソリン車と比較した小売価格の追加コストの試算

出所：EUWTW 2004, p.17
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表3.3  欧州WTW分析によるさまざまな代替燃料と推進システムの組み合わせでの乗用車移動距離５％置き換えのシナリオ 

燃料 

Sugar beet
Pulp to fodder
Pulp to EtOH
Pulp to heat
Ex wheat
Ex wood

RME
Glycerine as chemical
Glycerine as heat
SME
Glycerine as chemical
Glycerine as heat

Ex NG reforming

Ex coal gasification

Electricity ex NG

Electricity ex Coal

Electricity ex Nuclear

Indirect hydrogen
Gasoline
Naptha
Diesel
Methanol ex NG
Methanol ex wood

従来型 
CNG

合成ディーゼル燃料 
天然ガス由来のFTディーゼル 
木材由来のFTディーゼル 
天然ガス由来のDME
木材由来のDME

エタノール 
テンサイ 
パルプから飼料 
パルプからエタノール 
パルプから熱 
小麦由来 
木材由来 

FAME
RME
化学物質としてのグリセリン 
熱としてのグリセリン 
SME
化学物質としてのグリセリン 
熱としてのグリセリン 

水素（熱処理） 
天然ガスの改質による 

石炭のガス化による 

木材のガス化による 

水素（電気分解） 
天然ガスからの電気 

石炭からの電気 

風力からの電気 

原子力からの電気 

間接水素 
ガソリン 
ナフサ 
ディーゼル 
天然ガスからメタノール 
木材からメタノール 

ハイブリッド 
PISI
ハイブリッド 

DPF搭載CIDI
DPF搭載CIDI
CIDI
CIDI
PISI

DPF搭載CIDI

ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 
ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 
ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 

ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 
ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 
ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 
ICE PISI
ICEハイブリッド 
燃料電池 
燃料電池ハイブリッド 
Ref+ FCハイブリッド 

357
434
331

405
404
404
388
428

405

377
335
212
189

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 366

366
366
333
333

73
-50
76

-508
-748
-214
-576

 
-724
-591
-499
-760
-714

 
-378
-399

-288
-309

-273
-187
58

105
-424
-321
-26
30

-361
-265

9
61

-891
-735
-288
-204

-1169
-981
-444
-343
-192
-116
104
145

-1868
1601
-837
-692

 
65
76
58
-55

-208

6
5

12

-5
32
1

33

 
14
12
24
5

29

 
16
14

22
20

-7
-2
12
15
-41
-32
-7
-2
32
33
34
34

-45
-35
-9
-4

-129
-110
-56
-46
33
34
35
35
33
34
35
35
 

5.0
6.5
4.1
4.0

32.8

-0.4
0.3
-0.1

0.7
9.5
1.1
6.3

 
6.0
6.5
6.1
8.2
9.9

 
4.6
5.0

4.8
5.2

7.6
7.1
5.7
5.4
8.7
7.8
5.1
4.6

11.8
10.9
8.3
7.9

13.5
12.1
8.3
7.6

13.7
12.4
8.4
7.7

18.9
17.2
12.1
11.2
22.6
20.7
15.4
14.4

 
-0.4
-0.4
-0.4
-0.3
4.1

2.4
1.9
3.3

0.0
0.0
1.1
1.1

 
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

 
0.0
0.0

0.0
0.0

5.8
7.0

12.7
14.3
5.8
7.0

12.7
14.3
5.8
7.0

12.7
14.3

5.8
7.0

12.7
14.3
5.8
7.0

12.7
14.3
5.8
7.0

12.7
14.3
5.8
7.0

12.7
14.3

 
27.5
27.5
27.5
27.5
27.5

2.0
2.2
3.1

0.7
9.5
2.2
7.5

 
6.0
6.5
6.1
8.2
9.9

 
4.6
5.0

4.8
5.2

13.5
14.1
18.4
19.8
14.6
14.7
17.8
18.9
17.6
17.9
21.0
22.2

19.3
19.1
20.9
21.9
19.6
19.3
21.1
22.0
24.8
24.1
24.8
25.5
28.4
27.7
28.0
28.7

 
27.2
27.2
27.2
27.2
31.6

364
480
256

 
300

2039
227

 
418
563
254

1812
346

 
278
345

217
260

1539
1351

  
  
  
  
  
  

615
645

 
  
  
  
  
  
  
  

746
718
714
730
857
825
808
822
 

5487
4215
6656
6828
964

推進システム 燃料需要 

PJ/a PJ/a
Mt/a 

（CO2等価） 

4 5

WTT TTW WTW

6 7 8

€/t

WTWでの削減量(1) 基準シナリオからの追加コスト(2) 
G€/a

削減できるCO2 

１トンあたりの 
コスト(2)

1 2 3 9

出所：欧州WTW 2004年 22ページ （1）マイナス表示は増加を示す 
（2）「現状維持」のガソリンPISI＋ディーゼルCIDIシナリオによる 

出所： EUWTW 2004, p. 22



輸送システムにおける持続可能性の向

上は、採用される推進システムや燃料

によってのみ決定されるものではない。

製造に使用されている素材、採用され

ている安全技術、利用可能な先進の電

子システム、タイヤの特性、およびそ

の他の設計上の特徴なども、我々の持

続可能なモビリティの指標に影響を及

ぼす可能性がある。

A. 材料

欧州を走行する軽量車（LDV）の平均

重量は、ここ30年間で約30％増加し

ている。この同じ期間、もともとは（そ

して今でも）欧州よりもかなり重量が大

きかった米国の平均LDVは、1975年

の1,845Kgから1981/82年には

1,455Kgと21％も軽量化したが、そ

の後また増加しはじめた。2003年ま

でには、1981/82年比24％増となり、

ほとんど1975年の水準まで戻った。

(USEPA 2004, Table 2, p.9）

米国、欧州の両方における平均車両重量

の増加は、それぞれの車両クラス（図

3.5参照）内での平均車両重量の増加、

および総販売台数における大型車両クラ

スの比率の上昇という２つの動向が組み

合わさった影響が反映されている。

車両クラス内での重量増加を説明する要

素は何か。車両技術が発達するにつれ、

とりわけ安全性の強化、運転性能の改善、

騒音や排気の低減、快適性の向上など、

より多くの機能が加えられ、そのために

車両のインテリア、ボディ、シャシーに

は新たな構成部品を追加しなければなら

なくなり、これに伴い、こうした構成部

品は車の構造の一部となった。さらに電

化または電子化が進み、たとえば消費電

力量の増加に対応するために、電気シス

テムの容量も増加せざるを得なくなっ

た。車が重くなると、望ましい運転性能

を維持するための追加装備も必要とな

る。デザインの改善や代替素材の採用に

より、個々の構成部品は軽量化されてい

る。しかし、車両の機能向上に伴う重量

化がそれを帳消しにしてしまう。

車両クラスごとの軽量化には主に２つの

方法がある。（１）車両全体の外観デザ

インの変更、および各部品に使用可能な

デザインの変更、そして（２）重い素材

をより軽い素材（アルミニウムや高剛性

のスチール、マグネシウム、プラスチッ

クなど）に直接置き換えるという方法の

２つである。これらは同時に行われるこ

とが多く、互いに影響しあう関係となっ

81

推進システム以外の
車両技術
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図3.5 欧州のコンパクトカーのモデル発売時における車両重量

出所：FKA 2002



ている。また車両が軽量化されれば、

車両性能を維持しながらも、より小型で

軽量なエンジンが使用できるといった

ように、さらなる軽量化の可能性も生ま

れる。

ほとんどの場合、軽量化を行うと、軟鋼

を用いた通常の設計よりも高価なものに

なる。従って、軽量化による値上げ分を

消費者が受け入れる用意がない限り、ま

た軽量化によってなんらかの形での生産

の簡素化や安全性の向上がない限りは、

こうした解決策は競争力のあるものには

ならない。素材が変われば軽量化の可能

性も変わり、構成部品のコストに対する

影響も変わってくる。

概算だが、パワートレインが小型化され、

車両重量が10％減るとすれば、（１ガ

ロンあたりの走行マイル数またはリット

ルあたりの走行Km数において）約５％

～７％の燃料が節約できる。（IPAI 2000）

車両重量が軽量化されてもパワートレ

インに変化がない場合は、節約できる燃

料はこれよりも少なく、一般的には３％

～４％くらいとなる。実際にどれだけ節

約できるかは車両と走行サイクルによ

る。５％～７％という範囲の中間をと

り、そのパーセンテージを絶対数にする

と、質量100Kgの削減につき100Km

あたり0.46リットルのガソリンを節約

できると予測される。9 これをCO2排出

削減量に換算した場合、車両を１Kg軽

量化すると、車両のトータルライフにお

いて25.3KgのCO2が削減できるという

ことになる。10

原材料利用が総エネルギー消費量に

及ぼす影響

さまざまな原材料の利用による、エネル

ギーの総削減量とそれに起因するGHG

総削減量も、原材料の生産時におけるエ

ネルギー消費に左右される。つまりこれ

は、使用される一次材料と二次材料の比

率の影響を極めて受けやすい。特に、一

次アルミニウムを生産するには大量のエ

ネルギーが必要であるが、リサイクルさ

れたアルミニウムを使用する場合は、こ

のエネルギーはほんのわずかで済む。一

次アルミニウムだけを利用してこの軽量

化を行った場合、車両のライフサイクル

中の使用段階において削減できるエネル

ギー量の45％が「失われる」。しかし

将来は、車両の構造においてはリサイク

ルされたアルミニウムが占める割合が大

きくなるであろう。実際、SMPで材料

分析プロジェクトを実施した研究者たち

は、2030年には車両関係のアルミニ

ウム総需要の42％を再生アルミニウム

でまかなうことになると予想している。

このパーセンテージを上述の試算に当て

はめると、使用段階で「失われる」燃料

削減量は現在の45％から10％～30％

の間になると考えられる。

重量（質量）と乗員の安全

乗員の安全は、車両重量（質量）、構造

上のデザイン、そして「つぶれ」の距

離で決まる。しかし、これらは複雑に

絡み合い、すべての要件を同時に満た

すことができない関係になっている。11

交通事故が発生した場合、より小さく

軽い車両と比較して、より大きく重い

車両の方が乗員のリスクは少ないとい

うことが、30年以上にわたり確立され

てきた。しかし、２台の車両の衝突の

場合では、一方の車両の質量が増加す

ると他方の車両の乗員のリスクが増す

ということが分かっている。車両の大

型化も乗員の保護につながるが、衝突

した相手の車両の乗員に何らかの悪影

響が及ぶことはない。

車両の質量とサイズは強い相関関係にあ

るため、リスクに対する質量とサイズの

原因的役割を別個に判断するのは困難で

ある。最近、Evansは分析を行い、

ある方法でそれを実証した。Evansは、

運転者の車の質量およびサイズ（全長）

と相手の車の質量およびサイズ（全長）

との関数として、２台の自動車の事故に

おける運転者の死亡リスクを割り出す等

式を考案した。（この分析における質的

なリスクの結果は、すべて２台の自動車

の衝突だけに関するものである。しか

し、Evansはそれらを一般的な衝突に

も当てはめることができる原則として

解釈することもできると主張してい

る。）そして次にこの等式を利用して、

車両の乗員と、衝突の相手車両の乗員

のリスクを低減するためには車両の長

さをどの程度伸ばせばよいかというこ

とを検討した。（Evans 2004）要するに

Evansの分析では、いかにして車両を

軽量かつ安全にできるかという方法が

示されている。

Evansによれば、彼の研究は構造上の

剛性やデザインの詳細といった重要な設

計上の検討材料に取り組むものではな

い。その分析は一般的なものであり、質

量を抑えながら車両の全長を伸ばすため

のある特定の設計方法を提供するもので

はなかった。従来の車両よりも全長が長

く、軽い車両を作ることができるような

素材の置換が必要となるだろう。これに

は軽量素材をより多く使用することが求

められるが、そのような素材はスチール

よりもコストがかかる傾向にある。

またEvansの研究では、質量とサイズ

（重量と全長）のトレードオフの状態が

緩和されうるかどうかという点を検討し

なかった。SMPの参加企業の中には、

適切な構造設計と原材料を用いれば、車

両をより軽く、より安全にするだけでな

く、小さくできると強く信じている企業

もある。

重量および乗り心地と

ステアリング性能

車両を軽量化すれば、乗り心地とステア

リング性能が向上し、制動距離を短縮で

きる。軽量化によって剛性の向上も実現

し、ステアリング性能はさらに改善され

る。また、特定の構成部品を軽量化する

ことにより、車両の荷重配分を向上させ

ることもできる。
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軽量化のための戦略

上記のとおり、車両の軽量化には主に２

つの方法がある。第一に、車両全体の外

観デザインの変更、および各部品に使用

可能なデザインの変更、そして第二に、

重い素材をより軽い素材に直接置き換え

るという方法の２つである。

欧州アルミニウム協会がスポンサーとな

り、ドイツの研究機関であるFKAが実

施した最近の研究で、この累積的な軽量

化の可能性が明らかにされた。（FKA

2002）この研究の基準車両となったの

は、欧州の５種類のコンパクトカーの平

均値を利用して設定された合成車であっ

た。車両を使用に適した構成部品に分解

する方法を開発し、その後、スチール製

部品の平均重量を使用してスチール製の

基準車両を製作した。そしてこの従来型

のスチール製の車の重量をアルミ製部品

を利用した車の重量と比較した。

この研究結果は図3.6のとおりである。

図3.6の一番左の列は、スチール製の基

準車両の重量（1,229Kg）を示してい

る。さまざまなアルミ製部品を利用する

と、車両重量を226Kg～301Kgほど

軽量化し、928Kg～1,003Kg（２列

目）にすることができるということが分

かった。この「１次軽量化」の結果、車

両性能を犠牲にすることなく、さらなる

軽量化が可能であることが分かった。そ

れは、車両に使用するエンジンを小型化

することができるためである。「２次軽

量化」と呼ばれる段階では、さらに

116Kg～143Kgの軽量化を実施し、

最終的な車両重量を887Kg～785Kg

（３列目）にすることができる。したが

って、合計で342Kg～444Kg、つま

り（28％～36％の軽量化が実現した

ことになる。

個々の構成部品による

軽量化の可能性

別の研究では個々の部品の軽量化のさま

ざまな可能性が特定された。軽量化でき

ると考えられる重量の幅は、交換部品の

デザインにおける改良の可能性をどのよ

うに判断するかという点による部分もあ

る。ある構成部品が、機能やデザインの

面で最適化されればされるほど軽量化は

進む。

軽量材料とは、一般的にアルミニウム、

マグネシウム、高剛性スチール、各種プ

ラスチックを指す。これらの原材料の応

用は、今日でも利用可能な段階にあり、

既に多くの車両に組み込まれている。集

中的な技術革新や設計開発が行われてお

り、それによって持続可能性を向上させ

る素材が実現するチャンスも増える。

軽量素材への転換を

成功させるための要件

アルミニウムやマグネシウムなどの軽量

素材を導入することによって軽量化を図

ると、素材の１Kgあたりの価格が軟鋼

と比較して極めて高い。車両メーカーは、

製品の軽量化のためには、ある程度割高

な価格を受け入れると考えられるが、こ

の素材のコストは販売の上での大きな課

題となる。したがって、次のような対処

法を採用する必要がある。

• 軽量化

構成部品の重量を最低限に抑えるこ

とによって、高い原材料の価格の影

響を大幅に縮減することができる。

原材料そのものの具体的な重量だけ

でなく、代替原料によってさらに最

適化されたデザインが実現し、さら

なる軽量化につながるということが

考えられる。

• 生産コストの削減

異なる原材料を選択することによっ

て、これまでとは違う生産プロセス

を利用し、生産コストの削減を実現

できる場合がある。アルミニウム合

金の押し出し鍛造およびマグネシウ

ムの鋳造などのプロセスは、スチー

ルでは不可能な解決策を提供するケ

ースが多い。しかし、場合によって

は、軽量材料の使用が実際には生産

コストの増加につながることもある。

この例としてアルミニウムの溶接が

挙げられるが、これは一般的に軟鋼

の溶接よりもコストがかかる。

• 設計の最適化

軽量材料を基盤として競争力のある

解決策を提供するためには、設計を

使用材料に適したものにしなければ

ならない。構成部品や接合部の数を

減らすだけでなく、重量の最適化や

機能の統合の機会を十分に利用すべ

きである。これには、パッケージン

グ・スペースや組み付け方法など、

「定められた境界内」の条件にも適応

しなければならない場合が多い。し

たがって、開発プロジェクトの初期

段階で軽量化を考慮すると、十分に

最適化された方法によりたどり着き

やすくなると考えられる。

B. 高度道路交通
システム（ITS）

高度道路交通システム（ITS）技術によ

って、旅行者、車両の運転者、政府機関

は、より多くの情報を入手し、これまで

より安全な輸送に関する意思決定が可能
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になる。ITS技術には、無線・有線通信

によるさまざまな情報が含まれるが、そ

のほとんどは、交通や輸送に応用される

以前に、本来は電気通信、情報技術、防

衛といった分野のために開発されたもの

であった。

マイクロエレクトロニクス、衛星ナビ

ゲーション、移動体通信、センサーなど

は、ITSにより実現した技術である。

車両や輸送システムのインフラにこれら

の技術が組み込まれると、交通の流れ

の監視および管理、渋滞の緩和、ドライ

バーへの迂回ルートの提示、救命などに

役立つ。

現在広く普及しているITSの応用例は、

交通管理システム、旅客情報システム、

自動料金徴収である。これらの応用例は、

特にインフラの「高度化」の向上に一番

に重点を置いたものである。12 しかし

現在、ITS技術は車両そのものにも採用

されるようになっている。将来的に、先

進運転支援システム（ADAS）と呼ば

れる車載ITS技術は、さまざまな機能や

技術（センサー、通信など）に組み込ま

れる傾向にある。それによって、より安

全性の向上とよりスムーズな交通の流れ

に貢献できるため、インフラのより効率

的な利用が実現するであろう。

ITSシステムの普及には、２つの車両技

術の開発が不可欠である。１つ目は

「X-by-Wire」である。これは、車両の

さまざまな機能を制御するために、電子

的または電子機械的な接続を利用する技

術である。ブレーキ、スロットル、およ

びモーター管理は、既にこの方式で制御

されている。現在は、「X-by-Wire」方

式をステアリングなど、上記以外の車両

機能に応用するための研究が進められて

いる。２つ目は、車両の電気システムの

12Vから42Vへの変換である。今日の

車両では、電気および電子制御の構成部

品の数が増加しているため、12Vの電

気システムはその限界に近づきつつあ

る。より高い電圧の電気システムによっ

て、これらの限界を克服することができ

る。このような開発が統合すれば、運転

機能におけるドライバー支援の新たな可

能性を切り開き、安全性の向上とよりス

ムーズな交通の流れに貢献できる。

克服すべきハードルの１つに、ある技術

を利用可能なものにするために必要な普

及のレベルの問題がある。車両対車両／

車両対インフラの通信に依存する、さら

に進んだ技術の影響力は、それに必要な

電子システムを搭載した車の数が不十分

であれば、極めて限られたものとなって

しまう。大幅な効果を生むための最低の

普及率は約20％である。高い普及率を

確実にする選択肢の１つとして、通信お

よびローカリゼーション機能を持つ車載

ユニットに、自動緊急信号など、その他

のシステムを組み合わせるという方法が

ある。

1. 車両ベースのITS技術の実例

情報技術の点から車両をさらに高度なも

のにするための最初のステップは、車両

周辺の観察を行いドライバーを支援する

インテリジェント・センサー・システム

の追加である。次の重要なステップは、

道路前方で何が起こっているかを早い段

階でドライバーに知らせる車両対車両／

車両対インフラの通信システムの追加で

ある。

欧州先進運転支援システム（ADASE）

を中心に扱うプロジェクトは、最近、商

業利用が可能な、または研究開発段階に

あるシステムの世界的なリストを作成し

た。（ADASE 2004）その中で、ADAS

は、ドライバーの操作を支援する、ある

いはそれに変わるシステムとして定義さ

れている。ADASEは安全性向上の可能

性と、複雑さの観点からこうしたシステ

ムをランク付けしている。

• スピード警告：カーブ速度予測、交

通標識認識、速度アドバイス、路面

状況、交差点支援、車両インフラ通

信などがその例として挙げられる。

これらのシステムは、路面や環境に

合った推奨速度や、曲がり角、渋滞

または悪路条件へ接近した際の推奨

速度をドライバーに知らせるのに役

立つ。それによって、これらのシス

テムは安全性の向上と交通の流れの

改善に貢献する。不適切な速度は、

衝突の危険性や重大性と密接な関係

がある。

• レーン支援：レーン内走行、死角警

告、レーン変更アシスト。これらの

システムによって、不用意にレーン

から外れる危険性が減少する。予期

せずにレーンから外れると、他の車

両が走行している場合は側面衝突に、

単独で走行している場合でも路側の

障害物に衝突する事故につながる。

交通量が多い中での操作の誤りを防

げば、移動の信頼性を大幅に損なう

ような予測不能な渋滞を防止するの

に役立つと考えられる。

• 安全な追従走行：衝突警告、衝突回

避、ストップ＆ゴー、車両間通信、

アクティブ・クルーズコントロール

（ACC）。これらのシステムは、自動

的に車間距離を維持し、常に適切な

速度に調整するものである。ほとん

どのシステム案では、高速道路に見

られるような交通状況の管理が必要

である。このようなシステムによる

安全面での可能性を大きく見積もる

意見も出されているが、技術的およ

び行動的な観点で問題を含んでいる

コンセプトも数多くある。その他に

期待できる効果として、より滑らか

なスピード調整、安全な車間距離の

維持、よりスムーズな交通の流れと

いう点が挙げられる。

• 歩行者保護：交通弱者と歩行者の認

識。これらのシステムは、歩行者ま
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たは交通弱者（自転車、オートバイ

の乗員）との衝突の危険性が高い場

合に警告を発するものである。

• 視界の向上システム：ナイト・ビジ

ョン。このシステムは、特に夜間や

悪天候時など、悪条件下での運転で

周囲の状況を感知するようドライバ

ーを支援する。

• ドライバーの監視：ドライバーの居

眠り感知および警告。これらのシス

テムは、ドライバーを監視し、注意

力が落ちていることを感知する。居

眠りが事故に及ぼす影響は、まだ十

分に理解されていないが、高速道路

での死亡事故のうち、居眠りによる

ものは最大で約４分の１を占めると

報告されている。この割合は、農村

部および都市部の道路では減少する。

• 交差点での安全性：交差点での衝突

回避。従来の自動車関連の事故警告

システムと平行して、危険な交差点

を監視して、危険ゾーンに侵入また

は接近する車両に警告を発するシス

テムも（特に日本と米国で）開発段

階にある。このシステムでは、感知

機能、および道路対車両、車両対車

両の通信が採用されている。このよ

うな状況は極めて複雑であるため、

信頼性および精密さの要件は極めて

高い。

• 車両診断および動力学：転覆警告シ

ステムおよび横転安定性制御、路面

監視（トラクションロス警告）。これ

らのシステムは、車両動力や速度補

助と、制動距離の短縮や滑りまたは

ぐらつき防止などの車両管理の補助

を組み合わせたものである。これら

のシステムは特に貨物輸送など道路

の利用頻度の高いドライバーにとっ

て魅力的なものである。

• 人と機械のインターフェース：ドラ

イバー支援システムおよびサービス

は、運転操作を支援するためのもの

であり、聴覚、触覚、視覚によるフ

ィードバックや運転操作の引継ぎな

ど、ドライバーとの相互作用が必要

とされる。人と機械のインターフェ

ースは、すべてのドライバー支援シ

ステムやサービスに不可欠な要素で

ある。その他の車載システムとして

は、ドライバーの状態の監視がある。

このシステムは、ドライバーの疲労

や正常に機能できない状態を検知す

るのに役立つ。

ADASEロードマップに特に記載されて

はいないが、この他にもタイヤをITS技

術に組み込むことができる。

• 「進化した」タイヤ：車両と路面の

唯一の接点として、タイヤは安全性

向上において重要な役割を果たす。

数年のうちに、空気漏れや膨らみ不

足が原因の破裂の危険を未然に防止

するタイヤ圧センサーが搭載される

ようになるだろう。タイヤと路面の

密着度の情報を（タイヤに搭載され

たセンサーによって）提供すること

のできる「進化した」タイヤの開発

が進められている。この場合、提供

されるデータを瞬時に処理すること

が可能なため、ESPやABSが密着度

の低下を防止できるようになる。

2. 革新的なモビリティ・システムの開

発を促進するITS技術の可能性

ITS技術によって、全く新しい輸送シス

テムが実現されるだけでなく、既存の輸

送システムをより洗練させたシステムの

開発も促進される。短期的に見て、最も

有望と思われる開発が行われているの

は、電気通信および情報サービスの分野

である。これらの技術によって、既存の

システムが互いに「協力」することがで

きるようになるため、より柔軟性が高く、

効果的なシステムが実現し、またそれは

比較的小額の投資で実現することができ

る。しかしその可能性は、それぞれのシ

ステムをつなぐ方法やユーザーへの情報

表示の方法によって左右される。

バス・システムは、発展途上国だけで

なく先進国においても、注目が高まっ

ているテーマである。バスには特別な

インフラが不要であるというのがその

主な理由だ。特に先進国では、集客力

という点でバス・システムが直面する

大きな問題の１つに、バス輸送の立場

および魅力が低く認識されているとい

う点がある。ITS技術はこの問題の解決

のために利用されつつある。CIVISおよ

びフィリアス・バス・システムを例に

挙げよう。双方とも、狭いレーン、短

い停留所間隔という状況において、快

適な車両の挙動を可能にする方法でド

ライバーを支援するものである。こう

した車両では完全な自動運転が可能で

あるが、法的問題および信頼性の問

題の方が懸念されている。これらを発

展させたものが、日本のIntelligent

Multimode Transport System（IMTS）

である。このシステムでは、完全に隔

離されたインフラ上を、ドライバー不

在のバスが自動で走行する。

トラム・システムは、サービスが良質で

あり、生活水準の向上に貢献していると

して、多くの欧州の都市で人気となって

いる。停留所で自動運行情報が得られる

ことなどが大きな利点となっているトラ

ム・ネットワークもある。ドイツでは、

まずトラムが都市の中央部を出発し、そ

のまま地方へ行くときには通常の電車用

線路を使用することで、乗客がバスを利

用することなく目的地に到達できるよう

実験を行っている。このようなシステム

は、フランスのアルザス地方でも開発段

階にある。

またITS技術は、さまざまな交通条件で

の重量鉄道車両の安全確保にも使用され

ている。地下鉄分野におけるITSの技術
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革新によって、完全自動鉄道システム

（VAL）が実現した。このシステムは

1980年代、フランスのオルリー空港

とリールで導入された。これは、比較的

小さいトンネルを利用し、加速向上のた

めにゴムタイヤを採用した小型地下鉄シ

ステムである。ドライバーが乗車しない

車両は、管制室と常に交信している。

VALの導入以降、より大型の自動地下

鉄システムや都市鉄道がフランス、英国

およびカナダで導入された。これらの先

進地下鉄システムは、コスト効率が極め

て高く、時間に正確で本数も多いサービ

スを提供している。プラットフォームと

車両の間に仕切りとドアが付いており、

統合安全制度が採用されているため、極

めて高い安全性が実証されている。

「ピープル・ムーバー」や「パーソナ

ル・ラピッド・トランジット（PRT）」

などのモビリティ・システムは自律運転

が可能だが、専用の線路（ガイドウェイ）

が必要となる。しかし既にいくつかの国

では、従来の道路上で走行しつつ「自動

運転」が可能な車両のデモンストレーシ

ョンが行われている。センサー技術とイ

メージ認識技術を利用した障害物検出の

技法は、車両がその周辺を「見て」、走

路で発生する出来事に適切に反応できる

ようにするために必要なものである。測

位システムや視覚認識技術などは、ナビ

ゲーションの課題を取り扱う新たな方法

である。

デュアル・モード・システムとは自動車

と公共交通の長所を組み合わせることを

目的とするものである。このシステムは、

従来の道路インフラ上でも利用すること

ができ、また専用のインフラで利用すれ

ば相当のメリットが得られる。興味深い

例として、欧州のRUFやオートシャト

ル、米国のメガレールが挙げられる。こ

のシステムで使われる特別仕様の車を通

常のドライバーが道路上で運転すること

もできるが、専用のレールシステム上で、

短い車間距離で自動誘導のもとに運転す

ることもできる。

デュアル・モードは、専用インフラ上で

走行する手動ステアリング／自動誘導の

車両を指す言葉としても使われるように

なっている。車両搭載用のITS技術の進

歩と、電子ガイダンスに必要なインフラ

の調整が少なく済むことから、この種の

デュアル・モード・システムは有望であ

ると考えられる。上記のIMTSは専用道

路での自動運転と一般道路での手動運転

の両方が可能である。自動の車両ガイダ

ンスにより、電気駆動の車両はインフラ

から電力を受け取ることができるように

なる。

C. 空力抵抗

空力抵抗は、車両が空気中を移動する際

に車体が受ける圧力と摩擦推力によって

生じる。車両のサイズや外観の形状、設

計上の機能は、この空力抵抗にどれも大

きく影響する。機能的要件（車両の定員

数、トランクスペース、荷台、トレーラ

ー牽引、オフロード走行性能）は、全体

の空力抵抗を決定する際の重要なパラメ

ータである。車両後部の形状は、車両の

底面への圧力配分に重要な影響を及ぼ

す。圧力が低く、面積が広いほど、抵抗

が増す。加えて、ボディの上部と下部の

空気圧の差によって、２つの大きな縦の

渦を形成するクロスフローが生じること

もある。これらが軌跡と相互に作用し、

抵抗を増す。

空気抵抗は、車両のサイズ（前面の面積）

と空力効率因子（車両の形状と機能）に

よって左右される。一定の車両速度では、

空気抵抗はこれら２つの因子の積に比例

する。他のすべてが等しい場合、運転速

度の上昇は、直線以外の形状の空気抵抗

の増加につながる。図3.7は、車両の速

度による空気抵抗と燃費の関係を示して

いる。

車両のサイズと機能面での条件が同じ場

合、抵抗の最小化は主に車両形状の改善

に左右されるが、それにはさまざまな方

法がある。

車両の前面には空力抵抗を軽減する多数

くの可能性があるが、その多くはデザイ
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図3.7  乗用車の速度の違いによる空気抵抗と燃料消費量の関係
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ン面での壁に突き当たるであろう。車両

のサイズと前面の面積の縮小は、快適さ

と安全性を望む顧客の要求と矛盾する。

例えばボンネットを低くすると、エンジ

ンルームのサイズ要件、前方の視界の向

上、ドライバーの位置からのフロントの

見切りなどのニーズを満たせなくなって

しまう。

車両設計者はリアエンドを変更すること

もできる。側面およびアンダーボディを

引っ込めてリアエンドをわずかに上げる

と、空力抗力を軽減できる。この場合、

後方の視界向上とトランクスペースの拡

大のためにリアエンドを低くしたいとい

う要求との妥協点を探る必要がある。ピ

ックアップトラックやSUVでは、車両

の機能面で大幅な妥協となってしまうで

あろう。

アンダーボディを滑らかにし、エンジン

ルームを覆うことによっても、空力抗力

を改善することができる。しかし、余熱

を取り除くために、エンジン部分と排気

システムに十分な空気が流れることが保

証されるように車両を設計しなければな

らない。熱が過度にこもると、製品の信

頼性と安全性が損なわれる。車両のボデ

ィと地面との距離を短縮しても空力抵抗

を軽減できるが、この場合は乗降のしや

すさとオフロード能力という消費者のニ

ーズに相反することになる。

走行中の車両は、外気の流れだけでなく、

エンジン、ブレーキ、ボンネット内部品

の冷却や室内の換気などに利用される空

気など、車内の空気の流れの影響も受け

ている。ラジエーター、エンジンルーム、

ホイールベースおよび室内空間を空気が

流れると、車両内部の気流の乱れや分離

だけでなく摩擦によるロスが生じる。結

果として生じる内部抵抗が全体的な空力

抵抗の一因となる。

LDVの空力抵抗軽減のためのありとあ

らゆる方法が車両に取り入れられてい

る。今日、LDVの空力効率は車両の歴

史において最も高い。さらなる改善は、

設計面での大きな進歩によってという

よりはむしろ、少しずつ実現されるで

あろう。

確かに先進技術には空力抵抗を軽減でき

る可能性がある。Woodは、米国の総エ

ネルギー消費量の16％が輸送車両の抵

抗で消費されているという推測をし、先

進空力技術が車両の燃費に対して担う役

割について、有用な情報を提供している。

（Wood 2004）しかし現実的には、LDV

の持つ多くの実用的・機能的側面を好む

ユーザーの志向および市場における経済

的圧力を考慮すると、車両設計者が今後

数年間で達成できる空力のさらなる低減

は、微々たるものに留まるであろう。ト

ラックやバスの空力抵抗を軽減できる方

法はまだ他にもあると思われる。

D. 転がり抵抗

転がり抵抗とは、一定の走行距離ごとの

タイヤによるエネルギーの損失として定

義される。転がり抵抗は、より多くのエ

ネルギーを用いることによってのみ克服

できる。自動車のエネルギーは燃料から

供給されるため、転がり抵抗は燃費に影

響を及ぼす。

ある特定の車両において、転がり抵抗

が燃費に占める割合は、該当する運転

サイクルの各モーメントの速度と加速、

車両特性（質量、合理化、内部摩擦、

トランスミッションなど）、およびタイ

ヤの転がり抵抗係数に左右される。転

がり抵抗による燃料消費量（100Km

あたりのリットル数）は、そのサイク

ルの各モーメントにおけるエンジン効

率にも左右される。運転サイクルが異

なれば、転がり抵抗係数が12Kg／ト

ンのタイヤの場合、その燃費に占める

割合は、20％（高速道路サイクル）か

ら30％（都市部サイクル）の間でばら

つきが出る。絶対値で表すと、タイヤ

の影響は小型乗用車（ルノー・クリオ

のタイプ、51kW）で100Kmあたり

1.4リットル（高速道路サイクル）から

2.6リットルの範囲となる。

燃料消費量を最低限に抑えるためには、

適切なタイヤ圧を保っておく必要があ

る。フランスの道路で実施されたフィー

ルドスタディでは、５割を超える車が既

定のタイヤ圧よりも0.3バール低い状

態、あるいはさらに低いタイヤ圧で走行

しているということが明らかにされた。

この結果は、転がり抵抗の大幅な増加に

つながる。つまり、推奨タイヤ圧よりも

0.3バール低い場合で＋6％、１バール

低くなると＋30％の増加となってしま

うのである。また、転がり抵抗が30％

増加すれば、燃料消費量も３％～５％増

加する。タイヤ圧が既定値未満の場合、

復元不能な損傷を起こしやすい傾向もあ

る。このため、走行中のタイヤ圧が充分

かどうかをドライバーに知らせる技術へ

の関心が高まっている。

車両のタイヤの一番の目的は、あらゆ

る気象条件や路面状況において安全な

走行を可能にすることである。タイヤ

の安全性能なくして転がり抵抗の削減

を達成するなどということはとうてい

あり得ない。タイヤの特性は、車両の

乗り心地やステアリング性能など、車

両の購入者にとって重要な部分にも大

きな影響を及ぼす。
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E. 室内空調

道路車両によって消費されるエネルギ

ーのうち、相当な割合が車両の室内を

快適に保つために使用されている。２

種類の技術によって、このエネルギー

要件を削減することができると思われ

る。１つは車両の室内空調管理システ

ムの効率向上、もう１つはこれらのシ

ステムが実行するタスクの軽減に重点

を置くものである。

室内空調管理システムの効率向上：この

８年間で、コンプレッサー駆動のために

必要なエネルギー量や冷媒HFC-134a

のGHG特性など、現在の室内空調管理

システムの環境性能に対する注目が高ま

ってきた。冷媒の漏れ対策としての気密

性の向上、充てんサイズの縮小、エネル

ギー効率の向上、車両の整備・廃棄段階

における回収・リサイクルの改善に重点

を置いた改良が進んでいる。最近では、

地球温暖化への影響が少ない代替冷媒を

使用したシステムが開発段階にあるが、

今のところ商用化や新車への導入は実現

していない。

可能性があるのは、HFC-152、超臨界

CO2、炭化水素などの代替HFCである。

CO2システムは、夏に室内を冷却する

だけでなく冬にはヒート・ポンプによっ

て室内をさらに暖めるような構造に適し

ているため、特に新世代のDIディーゼ

ルなど、客室内を暖めるのに余剰熱をほ

とんど、あるいは全く発生しないエンジ

ンコンセプトに適している。新たな自動

車室内空調管理システムから排出される

直接的(冷却材)および間接的（燃料の利

用）総排出量は、2020年までには実

質的に削減できると期待されている。

室内空調管理システムが機能するための

タスクの規模縮小：暖房または冷房の負

荷によって、それを扱うように設計され

た車両の室内空調管理システムの必要容

量が決まる。暖房、冷房の負荷を削減す

ると、乗員の快適さを失うことなく、車

両の室内空調管理システムの容量を削減

することができる。エネルギー損失の少

ない車両室内空調管理システムの開発に

関する研究が行われている。これには、

冬季の暖房と夏季の冷房を抑えることが

必要となる。
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LDV（乗用車、軽トラック、またそれ

らの類似車種）は、世界で最も数の多い

動力付き輸送車両である。LDVは消費

される輸送燃料の大半を占めており、ま

た世界の輸送関連のGHGや「従来型」

排出物のほとんどの原因となっている。

ここまでの車両技術と燃料に関する我々

の考察では、これらの車両を中心的に扱

ってきた。しかし、我々が述べてきた技

術や燃料はその他のカテゴリーの道路車

両にも関連がある。

A.「重量」車両
（HDV）―
中量・重量トラッ
クおよびトランジ
ットバス、「路面」
バス

陸上の貨物輸送では、トラックが中心の

輸送手段である。バスは、多くの地方や

地域の公共交通システムとして活躍して

いる。また、特に発展途上国においては

都市間でかなり多くの人数を運んでい

る。トラックとバスはICEによって駆動

し、LDVと同様（大きさは必ずしも同

じではない）の設計や構造を持つコンポ

ーネントを数多く利用している。

HDVは、第２章で示されたとおり、輸

送関連のエネルギー利用やGHGの排出

量、さらに従来型排出物（特にNOｘお

よびPM）の排出量で大きな割合を占め

ている。13 これらの車両（現時点では、

圧倒的にディーゼル車が多い）で使用さ

れているパワートレインのエネルギー効

率の向上と、これらの車両の従来型排出

物の削減に対する注目が高まっている。

天然ガス、メタノール、エタノールなど

で駆動するエンジンが、既に世界各地の

一部のトラックやバスに応用されてい

る。ハイブリッドや燃料電池などの新型

推進システム技術を一部のトラックやバ

スに応用するという取り組みも行われて

いる。これらの取り組みは、LDVに関

連する取り組みと比較してあまり知られ

ていないが、本来であれば広く認識され

るべきものである。ハイブリッド・シス

テムを、都市バスに採用すれば、燃料の

節約と排出物の抑制により、そのバス１

台分で、同じ技術を採用した軽量の乗用

車数台分にあたるCO2を削減すること

ができる。（Reynolds 2003）

2000年12月、米国エネルギー省は

「技術ロードマップ」を発表して、大型

トラック（クラス８）14、トランジット

バス、中型トラック（有蓋、シングル

アクスル配達用トラック）、小型トラッ

ク（メーカーの車両総重量が8,500ポ

ンド（約3,900Kg）を超える「業務用」

ピックアップ・トラック）、そして軍用

車両にとって有望と思われる技術を特

定した。この技術ロードマップでは、

代替燃料、ICE技術、排出ガスの後処理

技術、ハイブリッド技術、機械的ハイ

ブリッドトラック技術、燃料電池、補

助動力、熱管理、原材料、高効率／低

排出のエンジンシステム、車両の高度

化、その他の革新的でメリットの高い

技術など「最先端技術」も取り上げら

れている。(US DOE 2000)

クラス８のトラックをこのパートナーシ

ップと呼ばれるものの中に盛り込んだこ

とは特に有意義であった。これらの車両

の数は、米国で利用されている4,500

万台の商用トラックのわずか200万台

ほどであるにもかかわらず、その燃料消

費は、全商用トラックの68％を占めて

いる。とりわけ、通常の移動距離が

100マイル以上であると定義される長

距離輸送用のクラス８商用トラックだけ

で、全商用トラックの燃料消費のほぼ半

分を占めていることになる。

国際エネルギー機関（IEA）の作成した

報告書『Bus Systems for the

Future』にはトランジットバス・シス

テムに関連して世界各地で行われている

技術革新の情報が含まれている。（IEA

2002）この報告書の大部分は、バス用
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LDV以外の道路車両への
応用の可能性

III.



の先進的な推進システム技術や燃料の説

明に費やされている。ここで取り上げら

れている先進的な推進システム技術に

は、ディーゼル、ハイブリッド、燃料電

池などが含まれている。燃料としては、

ウォーター・イン・オイル型乳化物、バ

イオディーゼルおよび混合物、圧縮天然

ガス、液化石油ガス、ジメチルエーテル

（DME）が含まれている。この報告書に

は、現在行われている研究についての解

説と、実施中のデモンストレーション・

プロジェクトの記述が含まれている。

IEAの報告書から引用した表3.4は、さ

まざまなトランジットバス技術のコスト

および性能特性に関連する報告書の所見

を要約したものである。

1. 先進推進システムおよび燃料を利用

した試作車、デモンストレーション

およびフリート規模の試験的HDV

プログラム

世界各地で、試作車、デモンストレーシ

ョンおよびフリート規模の試験的HDV

プログラムが数多く行われている。15

ハイブリッドバスに関しては、ブラジル

（Ribiero 2003）および米国など、いくつ

かの国の都市部で試験が行われている。

2003年10月にシアトル市はハイブリ

ッドバスを250台ほど発注した。（King

County Department of Transportation

2003）日本のトラックメーカー３社は

それぞれハイブリッド中型トラックを開

発したが、いずれも、同容量のディーゼ

ルトラックと比較して、約25％割高で

あると報告されている。16 その中のひ

とつは、ガロンあたり約23マイル～

25マイル（100Kmあたり9.4リット

ル～10.2リットル）の燃費を達成する

と推定されている。米国では、ある企業

が米国エネルギー省から助成金を受け

て、中型トラック用のハイブリッド・シ

ステムを開発した。この車両は、PMの

排出量を90％、「スモッグの原因物質」

の排出量を75％削減し、燃費を50％

向上させることを目的としている。

F e d E x社の子会社であるF e d E x

Express社は、これらの車両を20台、

試験フリートとして利用することに合意

した。FedEx Express社は、これらの

テストが計画通りに進めば、現在

30,000台のW-700ステップバンの配

達車両を今後10年間ですべてハイブリ

ッド車に替える可能性があると述べてい

る。（Eaton 2003）同じくUPSも燃料電
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表3.4  バスの技術による推定コスト 

出所：IEA 2002, p.120(1)値段の範囲には欧州、北米の両地域のトランジットバスも含む。 
一般的に、北米と比べ欧州のバスは低価格であり、欧州での連結バスの価格は通常27万5,000ドル以下である。 

カテゴリー バス購入コスト（米ドル） その他コスト 

定員20～40名の小型の新型または中古バス。 
通常はトラックのシャシーを使用。 

10,000～40,000

定員100名までの大型近代スタイルのディー 
ゼルバス。地元業者により製造されたものか、 
低価格で輸入されたもの。 

40,000～75,000

国際的な企業により製造された発展途上国用 
のディーゼルバス。ユーロ２に適合する。 

100,000～150,000 取り扱いのための再訓練と、場合により、 
さらに高価なスペア部品と装備の費用。 

ユーロ３以降の規制に適合する先進排出ガス 
抑制機器搭載のディーゼルバス。 

同等のディーゼルバスに比べ 
5,000～10,000ドル高い。 

低硫黄軽油であれば、リットルあたり 
0.05ドル以下の燃料費（小型および輸入車用） 

CNG、LPG駆動のバス。 同等のディーゼルバスに比べ 
25,000～50,000ドル高い。 
（発展途上国ではそれほどではない。） 

燃料補給インフラの費用はひとつの市あたり 
最高で数百万ドルになる。 

ハイブリッドバス（生産台数限定） 同等のディーゼルバスに比べ 
75,000～150,000ドル高い。 

取り扱いのための再訓練、メンテナンスおよび 
スペア部品の費用にかなりかかる可能性あり。 

燃料電池バス（生産台数限定） ここでは後発発展途上国においても、 
同等のディーゼルバスに比べ最高で 
100万ドル高い。 

水素補給インフラとその他支援システムの 
費用にひとつの市あたり数百万ドルかかる 
可能性あり。 

欧州または米国で販売されるOECDユーロ２ 
の標準的ディーゼルバス(1)

175,000～350,000



池駆動の商用配達車両の試作車の実験的

な使用に合意した。（UPS 2003）

B. 自動２輪車および
３輪車

アジアには、現在も自動２輪・３輪車が

道路車両の大半を占めている国もある。

これらの車両は安価で、多くの世帯にモ

ビリティを提供している。また、車両１

台あたりにおいては、自動車や軽トラッ

クほど燃料を使用しないが、不釣合いな

ほど大量の従来型排出物を排出してい

る。現在、このような排出を抑制するた

めの強化対策がなされている。

この対策でもっとも重要な措置の１つが

２ストロークエンジンから４ストローク

エンジンへの移行である。２ストローク

エンジンは燃料に潤滑油を加えなくては

ならないため４ストロークエンジンより

も排出量が多い。排出ガス規制を強化し

て、２ストロークエンジンの２輪・３輪

車の新車としての販売を禁止している国

もある。これは排出物対策を大いに前進

させる動きである。しかし、今でも多数

の２ストロークエンジンが利用されてい

ることを考えると、真の前進にはさらな

る取り組みが必要となるであろう。

多くの解決策が、技術的に実現可能であ

ると思われる。例えば、ある大手メーカ

ーは最近、世界初の４ストローク50cc

エンジン用電子制御式燃料噴射システム

を開発したと発表した。（Honda 2003）17

PGM-FIと呼ばれるこのシステムは、

2004年に日本で発売される新型のス

クーターに搭載される予定である。また、

2007年までには日本でこのメーカー

から販売されるすべてのスクーターに

PGM-FIが搭載され、2010年までには

世界中で販売されるモデルの大部分にも

搭載される予定であるとのことである。

三元触媒の追加によって、２輪・３輪車

からの排出量は乗用車並みに抑えられる

と考えられる。自動車や軽トラックの場

合と同様に、触媒コンバーターが搭載さ

れた２輪・３輪車では、まずは無鉛燃料

（広く普及しつつある）、そして最終的に

は硫黄分も少ない燃料が必要となる。た

だし、こうした革新によって、適切な燃

料の利用や車両メンテナンスの必要性の

増大という問題だけでなく、価格の問題

も生じる。

C. 道路車両以外の輸
送機関

1. 鉄道機関

鉄道機関のほとんどは、主要動力源とし

て外部発電の電力または車両に搭載して

いるディーゼル燃料を利用している。18

世界全体では、鉄道で利用されるエネル

ギーの27％が外部発電の電力、59％

がディーゼル、12％が石炭（実質的に

はすべて中国で利用されている）となっ

ている。鉄道の電化の進行状況は国によ

って大きく異なる。カナダおよび米国の

鉄道はほとんどすべてがディーゼル駆動

である。日本では鉄道エネルギーの

78％、そして欧州では61％が電力で

ある。（IEA 2003）19

近年、AC電源の利用によって電気機関

車の効率は大幅に向上した。ディーゼル

駆動の機関車の場合、推進システムの開

発は主に出力、信頼性の向上や、オンボ

ードの電気エネルギーを発生させるため

に使われるディーゼルエンジンと、車輪

にそのエネルギーを伝える電動牽引機関

の効率改善を中心に行われてきた。近年、

ディーゼル機関車には排出物基準が導入

され、場所によっては、騒音基準の対象

にもなっている。

ディーゼル電動機関車は、1,500 hp

（馬力）の入換機（スイッチャー）エン

ジンから6,000 hpを超える路面機関車

まで、さまざまなサイズがある。近年、

これらには従来の直流（DC）モーター

に替わって交流（AC）牽引モーターが

利用されるようになってきた。AC機関

車は、信頼性が高く、メンテナンスが

少なくて済むほか、DC技術を利用した

機関車に比べてより大きな馬力が期待

できる。

機関車メーカーもまた、代替燃料の実験

を行ってきた。1994年に、あるメー

カーが100％の天然ガスで駆動する４

スイッチャー機関車を生産したが、これ

らは火花点火エンジンを利用したもので

あった。その他の会社も、燃焼開始時に

ディーゼル燃料を最大10％使用する圧

縮点火エンジンである「デュアルフュー

エル」エンジンの実験を行っている。し

かし、いずれのタイプの機関車も量産に

は至っていない。（Railway Age 2000）

あるカナダの会社が最近、従来のディー

ゼルスイッチャーエンジンに匹敵する牽

引力を有するハイブリッド電気ディーゼ

ルスイッチャーの生産、試験を行った。

（現在は市販もされている。）これらのス

イッチャーでは、出力が100 hpから

200 hpの小型のディーゼルエンジンを

利用してミニ発電機を駆動している。こ

のミニ発電機で発電された電力が特別仕

様のバッテリーに供給され、それが電動

牽引モーターを駆動させる仕組みであ

る。このスイッチャーのコストは、新型

スイッチャーの半分20、同等出力の従来

型構内スイッチャー機関車の最新モデル

と比較して燃料消費も半分になってお

り、NOxとPMの排出量を90％抑える

ことができると言われている。

最近は、機関車用の補助電源としての燃

料電池の利用に対する関心が非常に高ま

っている。これが実現すれば、走行して

いない機関車で電力が必要とされる場合

に、メインのディーゼルエンジンを停止
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させることが可能となる。ディーゼルエ

ンジンの総駆動時間にアイドリングの時

間が占める割合は驚くほど高い。カナダ

の鉄道で最近行われた機関車の負荷サイ

クルに関する研究によると、機関車のエ

ンジンのアイドリング時間は54％から

83％であるということである。21 これ

までに述べた補助電源装置として燃料電

池を利用するケースと「ハイブリッド」

を利用するケースと、いずれの場合もア

イドリングを大幅に削減することが可能

となるであろう。機関車は、アイドリン

グ時よりもフルパワーでの走行時の方が

燃料消費量と排出量が多いが、その両方

で改善の可能性を探ることが重要であ

る。22

米国では、燃料電池が路面機関車のエン

ジン用の主要動力源として使用できるか

どうかを判断する取り組みが進められて

いる。1,200億ドル、５年間のプロジ

ェクトで、米軍のディーゼル電気EMD

GP10機関車を分解し、PEM燃料電池

と水素400Kg相当の水素吸蔵合金の貯

蔵装置を使用して再度組み立てるという

取り組みを進めている。このデモンスト

レーション・プロジェクトにおいては、

その他の燃料電池および燃料貯蔵システ

ムの利用の可能性に関する分析も行われ

ている。（Railway Age 2003）

2. 海上輸送、沿岸輸送、内陸水路輸送

一般商船はほぼすべてディーゼルエン

ジンで駆動しているが、大型の外航海

運で利用されているものが最大である。

これらの巨大エンジンには、それぞれ

の内径が980 mm、行程が2,660 mm

のシリンダーが最高で14本搭載されて

おり、エンジン排気量は1,000リット

ルにも上る。23 これらのほとんどは

「低速」に分類される。つまり、約100

rpmで動作し、船のスクリューに直接

つながっているため、減速装置が不要

となっている。

内陸水路の引き船や自走式船舶に利用さ

れるディーゼルエンジンはこれよりもか

なり小型なもので、大型のディーゼル電

気機関車とほぼ同じ大きさのエンジン

が、時には複数個搭載されている。米国

の内陸水路で使用されている大型の引き

船の出力は10,500馬力を超える。水

上交通の船舶で利用される燃料は、「重

い」ディーゼル燃料および「残渣燃料油」

と呼ばれる「より重い」石油製品である。

一般的に、これらの燃料は他の輸送燃料

に比べて硫黄含有量が多い。（下記参照）

2000年３月に発行された国際海事機

関（IMO）への報告書には、1996年

時点の遠洋航行船のエネルギー利用と排

出に関する詳しい記述がある。（IMO

2000）表3 .5は、それらの船舶が

1996年に消費した１億3,800万トン

の蒸留燃料と残渣燃料により発生した排

出量の推定値を示したものである。

同報告書は、エネルギー消費量とCO2

排出量を抑制するために新規および既存

の船舶に応用できるさまざまな技術的手

法と運営上の方策の影響を明らかにし、

それらの評価を行っている。表3.6は、

新規および既存の船舶に応用できると考

えられる技術的手法に関連してこの報告

書が出した所見を要約したものである。

3. 航空輸送

航空輸送は2000年から2050年まで

の間も引き続き、最も急成長する人の輸

送手段であり続けるだろうとSMPでは

予測している（第２章）。実際、既に世

界で使用される輸送エネルギーの12％

近くを航空輸送が占めている。SMPの

基準ケースでは、全エネルギー消費量の

中で航空輸送が占める割合は、2050

年までに18％以上になると予想されて

いる。

1960年代以来、ほぼすべての新規導

入の民間航空機は、「ジェット燃料」と

呼ばれる「軽量の」石油製品を燃料とす

るタービンエンジンを動力としている。

これらのエンジンの燃焼プロセスは極め

て効率的だが、機体と収益荷重を離陸さ

せ、高速で長距離の推進力を保つために

は、膨大なエネルギーが必要である。実

際、飛行機で輸送される「収益荷重」の

大部分は、自身の燃料が占めている。し

たがって、当然のことながら、航空交通

システムの運営費全体において燃料の使

用量と燃料費が、人件費、所有費、投資

コストなどと比較して極めて重要な要素

となる。24

航空機のエネルギー消費におけるこれま

での傾向、および予想される今後の傾向

について発表された最近の見解がある

が、その中でLee、Lukachko、Waitz

およびSchafer（Lee, et. al. 2001）は、

1971年から1998年の期間における、

さまざまな技術改良や運営面の要因がそ

れぞれ民間航空機のエネルギー消費削減

にどのような作用をしたのかを相対的に

分析した。有償旅客Kmあたりのメガジ

ュール（MJ/RPK）で測定した米国の

航空機のエネルギー消費量は、60％以

上減少している。平均すれば毎年3.3％

の減少となる。（図3.8参照）

このような大幅な減少の原因となったの

は、特定の燃料の消費率の低下、空力効

率に反映されるエンジン効率の向上、構

造的な効率の改善の３つの技術的要因で

ある。エンジン効率は、1959年から
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出所：IMO 2000, p.11

ガスの成分 

NMVOC

CH4

N2O

SO2 残渣 5～7

蒸留 0.2～0.8

計 5.2～7.8

CO 0.7～1.1

－ 

－ 

－ 

CO2 436～438

NOx 10.1～11.4

排出量の幅 
（Mt） 

表3.5  船舶からの排出量 1996年 



1995年までの間で約40％向上してい

るが、1970年までに実現した改良の

ほとんどは、ハイバイパス・エンジンの

導入によるものであった。その他の要因

には、エンジン内のピーク温度の上昇、

圧力比の増加、エンジン部品効率の向上

などがある。

翼のデザインおよび推進力／機体の統合

の改良によって、空力効率は、これまで

に約15％向上している。機体に使われ

る素材の改良があったにもかかわらず、

構造効率の向上の貢献度はそれほど高く

なかった。自動車の場合がそうであるよ

うに、素材の改良によって軽量化が実現

した機体の重量も、その他の技術的な改

良や乗客の快適さの追求のためにまた大

きく増加してしまったのである。

Lee、Lukachko、Wa i t zおよび

Schaferは、今後数十年間は、民間航

空機のエネルギー消費量はまだ低下傾向

にあるが、過去数十年間の毎年平均

3.3％という数字と比較して、1.2％～

2.2％という緩やかな低下になるだろう

と予測している。
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新船舶 

(1)個々の対応策から得られる削減の可能性はさまざまな情報源から十分に文書化されているが、 
対応策を組み合わせた場合の可能性については予測値のみに基づく。 

(2)HFOで駆動する新型中速エンジンの最新技術 
(3)NOxとの相殺に対応した場合の低速エンジン 

船体の形の最適化 

スクリューの選択 

効率最適化 

燃料（HFOをMDOに変更） 

機械設備コンセプト 

燃料（HFOをMDOに変更） 

機械監視 

既存の船舶 

船体の形の最適化 

スクリューのメンテナンス 

燃料噴射 

燃料（HFOをMDOに変更） 

効率算定 

燃料（HFOをMDOに変更） 

効率算定＋総コストの改善 

（HFOをMDOに変更） 

燃料／CO2 
削減可能量 

対応策 

5～20％ 

5～10％ 

10～12％(2)

2～5％(3)

4～5％ 

4～6％ 

4～5％ 

0.5～1％ 

3～5％ 

1～3％ 

1～2％ 

4～5％ 

3～5％ 

4～5％ 

5～7％ 

4～5％ 

小計(1)

5～30％ 

14～17％(2)

6～10％(3)

8～11％ 

0.5～1％ 

4～8％ 

5～7％ 

7～10％ 

9～12％ 

合計(1)

5～30％ 

4～20％ 

表 3.6  技術的な取り組みによる船舶でのCO2削減量 

出所：IMO 2000, p.14
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図3.8  米国における新型航空機の導入年別エネルギー効率および航空フリート全
体の平均エネルギー効率の推移

出所：Lee, et al., 2001, p.184



輸送システムに技術を組み込む方法は、

さまざまな地域における社会的、経済的

な影響により変わってくる。異なる地域

には異なるシナリオを想定することがで

きる。

先進国においては、信頼性、快適性、局

所的な都市部の汚染状態、パフォーマン

ス、実用性、利便性、費用、安全性を維

持、改善しつつ、従来型排出物とGHG

の排出量の両方を削減し、エネルギー供

給を確保したいという一般の要望が、改

善の主な推進力となると考えられる。こ

こに挙げたすべてが実現可能なわけでも

手ごろなコストで実現できるわけでもな

いが、先進国であれば、どのような可能

性も充分に検討されるであろう。ほとん

どの地域で、従来使用されなかった、よ

り持続可能な成分を含む、さらにクリー

ンな燃料（バイオ燃料である可能性が高

い）が、次第に利用されるようになる。

気体燃料（CNGやLPG）も、局所的汚

染に対処するため、引き続き都市中心部

でのフリート車両に好んで利用されるで

あろう。こうした動きにより、これまで

に概説した技術的進歩（増加傾向にある

ハイブリッド技術など）を数多く取り入

れた自動車の性能が向上するであろう。

燃料としての水素が最初に登場するのは

先進国である可能性が高く、まずはフリ

ート車両（燃料電池車とICE車）の燃料

として採用され、その後広く普及するで

あろう。

現在先進国で採用されている自動車の安

全性向上のためのシステムは、すでに高

い水準にあるが、電子技術の利用が増え

ることにより、さらに安全性の高い自動

車が実現できる可能性が高い。「X-by-

Wire」や「運転者支援」システムのよ

うに、予防安全を目的とした安全技術シ

ステムは、はその重要性を次第に高めて

いる。ブレーキ・バイ・ワイヤーやステ

ア・バイ・ワイヤーなどのシステムにも

同じことが言える。アクティブサスペン

ションシステムは自動車の安全性と運転

者の快適性を向上させるであろう。また、

法律や規制の利用により、歩行者保護や

ドライバーの挙動の改善が促進され、運

転者にさらなる（または今より少ない）

自律性をもたらす技術が利用できるよう

になるであろう。

多くの発展途上国、特に急速な経済成長

を遂げつつある国では、先進国を大幅に

上回る勢いで道路輸送が成長している

が、これには、渋滞、騒音、汚染、交通

事故の増加を伴うことが多い。発展途上

国の多くでは、先進国で既に利用されて

いる有益な技術や慣習をいまだに実現で

きていない。

先進技術、規制、取引方針、課税方法が

より多く利用されるようになれば、発展

途上国と先進国の自動車の性能に関する

格差は縮小するであろう。このため発展

途上地域ではさまざまな要因が生まれ、

その結果もさまざまであると予想され

る。特に、優先順位は地域の状況を反映

したものになるだろう。先進国よりも、

エネルギー供給の確実性、廉価な輸送、

既存インフラの利用、そして資源などは、

すべてが優先順位の高い事項になる。ま

た、GHG排出量の削減ではなく、局地

的な排出の削減と制御により重点を置く

という可能性もある。

発展途上国において最も重要な持続可能

性の傾向の１つは、自動車の排出物抑制

技術の採用である。世界的に事業を展開

している自動車メーカーは、発展途上国

のユーザーの予算に合わせた自動車を設

計することで市場に対応している。主に

ICE車や後処理技術の向上、そしてドラ

イブトレイン以外の技術や原材料の変更

は、発展途上国において徐々に普及して

いくと考えられる。いずれは、液体燃料

（ガソリンや軽油）と関連インフラの改

善という結果ももたらされるであろう。

とりわけ、無鉛ガソリンの採用と硫黄レ

ベルの低下が大幅に進み、近代的排出抑

制装置を搭載した車両がより広く導入さ

れるであろう。また、現地の資源を利用

したバイオマスを原料とする燃料成分の

採用も進むであろう。CNGとLPGも、
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急速に拡大しつつある発展途上国の都

市、特にこの新技術が大量排出の「古い」

車両技術に代わって採用される地域で

は、局所的な汚染の抑制に適用される例

が増えるであろう。さらには、２輪車や

３輪車で広く使用されている２ストロー

クエンジンは、今後10年間で姿を消し、

より経済的でクリーンな４ストロークエ

ンジンが採用される可能性が高い。

また、天然の化石燃料を豊富に持つ一部

の国（石炭が豊富な中国など）は、そう

した資源を利用して、FTディーゼル、

ガソリン、また場合によっては水素など

の燃料を生産する方法を模索するであろ

う。しかし、それにはコスト効率やエネ

ルギー効率の高い変換技術が開発できる

かどうかにかかっている。さらには、

CO2隔離の手法も開発することが望ま

しい。これまでに説明したとおり、コス

ト、インフラ、車両技術などが要因とな

り、本報告書が対象としている期間中に、

燃料電池が発展途上地域の輸送に大きく

貢献する可能性は低い。たとえば中国な

どでは、経済的に実現可能なCO2隔離

技術が開発され、埋蔵されている膨大な

量の石炭を水素に変換し、水素インフラ

を建設して従来の燃料インフラの利用を

中止しなければ、こうした状況を変える

ことはできない。

現在の傾向が続けば、発展途上国におけ

る車両の安全性は劇的に改善する。ただ

し、現在利用可能な技術のさらに広範囲

での利用が条件となる。概して、発展途

上国の都市政府は、渋滞の緩和と交通管

理の改善のために、技術的手法よりも規

制による手法を好む傾向が強い。

これらの手法により実現する進展がよ

り高度な手法を採用した場合と同等の

利益をもたらす可能性は低いが、特に

これらの地域では急速な成長が見込ま

れるため、総合的に見た持続可能なモ

ビリティを左右する非常に重要な要素

となるであろう。実際には、世界に存

在する全自動車の75％は、依然として

先進国のものであるが、発展途上国に

おける自動車の所有率は、ここ10年で

急速に増加している。今後30年間で、

世界における自動車の純増分のほとん

どを発展途上国が占めることになるで

あろう。そのため、発展途上国におい

て持続可能なモビリティの実現を進展

させることは、間違いなく持続可能な

モビリティを世界規模で実現させるた

めの重要な要素となるであろう。
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1 第３のタイプの推進システムがある。外燃機関である。往復（レシプロ）

蒸気エンジンや、蒸気タービン、ガスタービンなどがこのタイプの例で

ある。現在、輸送に広く採用されているのはガスタービンのみであり、

それはほぼ全て航空輸送に限られている。本章で後ほど考察する。

2 少なくともここ10年は、市場においては性能や機能がより充実した大

型車が人気であり、世界的なエンジン排気量の傾向は逆行している。

3 性能や機能の低下を避けるためにはエンジンには技術的な変化の必要が

あるであろう。

4 これは、ICEの駆動に利用される水素の場合にも当てはまる。

5 これらのコストの数字は個々の技術に関するものであり、多くの場合、

基本となる技術コストを上回る可能性のある、車両への組み込みのコス

トは含まれていない。

6 その組み合わせが、WTWにおいて基準車両よりもGHG排出量が多くな

る場合は、その数字に意味がないため、第9列目が空欄になっている。

7 DPF＝ディーゼル微粒子フィルター

8 削減量１トンあたりのコストに数字が入っていない箇所については、

WTWでのGHG排出量が実際に基準ケースよりも多いことを示している。

9 この値は、車両重量1,532Kgの北米ミッドサイズクラス車の場合。

10 車両の走行寿命を19万3,000Kmと想定。

11 例えば、特定の安全特性（エアバッグなど）を追加すると車両重量も

増す可能性がある。

12 交通管理システムは、自動速度標識、高速道路入り口での速度計測、

フレキシブル・レーン割り当てなどによる予測に基づくシミュレーショ

ンやモニタリングをもとに、交通の流れを最適化する。できるだけ迅速

に事故処理を行うことを目的とした突発事象管理が、交通管理の一部と

して組み込まれていることが多い。旅行者／ドライバー情報システムは、

輸送の利用者にとって、よりよい輸送の選択を行えるような情報を提供

する。ほかにも、自動ルート情報パネル、ラジオ放送、インターネット、

迂回ルート情報などを提供するカーナビ・システムからの情報も利用可

能である。ETCは特定のインフラでの料金徴収プロセスを迅速化するた

めに導入された。フランス、イタリア、スペイン、オーストラリア、日

本、カナダ、米国などの国々では、このシステムが利用されている。

13 2000年には、輸送関連のGHGの総排出量のうち、トラックとバスを

合わせた数値はほぼ30％に達した。これはLDVからのGHG排出量のお

よそ３分の２にあたる。

14 クラス８トラックとは、メーカー自動車総重量が33,001ポンド

（15,000Kg）以上のトラックと定義されている。

15 米国エネルギー省の先進車両試験活動によって、世界中の重量ハイブ

リッド車両プロジェクトを特定するウェブサイトが運営されている。

2003年11月中旬の時点で、このウェブサイトには米国およびカナダで

60以上のプロジェクトが、欧州、アジアおよびその他の地域で50以上

のプロジェクトが掲載されている。（US DOT 2003a）

16 いすゞのトラックは、同容量のディーゼル・トラックと比較して、

9,000米ドル割高であると報告されている。（このサイズのディーゼル・

トラックの現在の価格は、27,000米ドル～36,000米ドルである。）日

産ディーゼルのトラックは、同サイズの標準的なディーゼル・トラック

と比較して、8,200米ドル割高であると報告されている。（Automotive

News, January 12, 2004, p.28L.）

17 ホンダの2003年資料。ホンダは、大型オートバイ（1,800ccモデル

から125ccモデルまで）の燃料噴射を提供してきたが、PGM-FIのよう

な技術を超小型スクーターに応用するのは初の試みである。50ccクラス

のスクーターは、日本では販売台数の最も多いカテゴリーである。

18 実際は、実質的にすべての「ディーゼル」機関車は電動である。ディ

ーゼルエンジンは発電機を駆動するために利用され、牽引モーターは電

動となっている。

19 この場合の「欧州」とは、IEAに属するヨーロッパの国々を指す。

20 北米のほとんどの入換機（スイッチャチャー）エンジンは30年から

40年前に製造されたのもので、中にはスイッチングサービスに「迷い込

んだ」路面機関車もある。そのため、多くの鉄道のコスト比較はこれら

のスイッチャ―の変動的な運営コストに対してのものとなっている。

21 この83％という数値はスイッチャーエンジンにあたる。

22 1990年以降の負荷サイクルでは、カナダのEMD 645 E3機関車はア

イドリングを止め、燃費を５％～８％向上し、NOx排出量を６％～９％

減少し、CO排出量を18％～21％削減し、そしてHC排出量を27％～

29％減少させた。

23 これと比較し、４シリンダー乗用車は2.0リットルから3.0リットルの

排気量となるであろう。（MAN／B&W のウェブサイト、2003年）

24 Lee, et. al. 2001, p.182.
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我々は、本章までに、持続可能なモビ

リティの12の指標を特定し、2050年

までにそれらがどのように進化してい

くのかを予測した。その結果、我々は

モビリティが今日において持続可能で

はなく、現在の傾向が継続すれば、今

後も持続可能となる可能性は低いと結

論づけた。そして、モビリティの持続

可能性を大幅に高めるであろう７つの

目標を提案した。さらに、我々は輸送

車両のさまざまな技術や燃料が、こう

した目標達成を可能にする上で貢献し

うる可能性について述べた。

この最終章において、我々は７つの目標

を実際に達成可能とする方法に目を向け

る。原則として2030年までに実現が

可能と思われるものと、それよりも長い

時間を経て達成可能になると思われるも

のについて区別している。

I. はじめに
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先進国では、輸送関連の従来型排出物が

もはや公共の健康への懸念ではないとい

う時代に近づきつつある。我々は、

2020年までに先進国においてこの目

標が完全に達成できると確信している。

発展途上国においても、完全に達成する

までにはより長い時間を要すると思われ

るが、2030年までにはかなりの進展

が可能である。

これまでの進展のほとんどは次の４つの

戦略により遂げられた。

第一に、政府が、健康に配慮したより厳

格な排出基準を設定し、メーカーが、新

型車両により効果的な排出物制御技術を

搭載することが必要になったという点で

ある。第二に、政府がメーカーに対し、

それらの装置が車両の「使用期間」を通

じて認証を受けた基準を満たすことの保

証を求めたという点である。また、政府

は、これらの装置が正常に機能すること

を保証するために、車検制度も設けた。

第三に、政府が、装置を適切に機能させ

るために必要な燃料を入手できるように

することを求めた点である。第四に、排

出物制御技術と燃料にかかる追加コスト

を、まず車両および燃料メーカーが負担

することとし、その後で購入者および使

用者に負担させるようにしたという点で

ある。

公共の健康に対する深刻な懸念となる輸

送関連の従来型排出物の排出量を完全に

ゼロにするためには、第五の戦略的要素、

すなわち個々の「ハイ・エミッター（大

量排出）」車両を特定し、管理すること

が必要になる。

A. 先進国

SMPの基準ケース予測によると、

OECD諸国で既に設けられている（ま

たは導入が予定されている）排出基準に

よって、今後数十年間でこれらの国々に

おける輸送関連の従来型排出物の排出量

を、急速かつ大幅に削減することが可能

である。この削減には、LDVばかりで

従来型排出物の削減：
輸送関連の従来型排出物を、世界のいかな
る場所でも公共の健康への深刻な懸念にな
らないようなレベルにまで削減する

II.
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なく重量車両（トラックおよびバス）、

鉄道機関車、水上輸送船、および航空

機も含まれる。

ただし、先進国がSMPの目標を達成す

るには、別の課題に取り組む必要が出

てくる。排出物制御装置が先進国の輸

送車両において標準的に装備される

と、残りの排出量の大部分は規制に適

合しない車両によって排出される可能

性が高い。米国などにおける沿道監視

や無作為試験によると、相対的に少数

の「ハイ・エミッター」車両が、実際

の排出総量に対して不釣合いなほどの

大きな割合を占めていることが分かっ

ている。1

表4.1は、４年間（1999年、2000年、

2001年、2003年）をかけてデンバ

ーの同じ場所でデンバー大学（コロラ

ド州）が収集したデータと、別の研究

（Burgard, et. al. p.7）の一環としてそれ

より前の２年間（1996年、1997年）

に収集されたデータを示している。CO、

HC、NOxの平均濃度は時間の経過と共

に減少しており、より新しい排出物制

御技術が導入されていること、あわせ

て旧式車両が廃車されていったことを

表している。しかし、全車両の中で汚

染量の多い10％の車両が排出するCO、

HC、NOxが全体に占める割合は、相対

的に一定であるか（CO、HC）、もしく

は上昇している（NOx）。表4.2は、

1999年における米国のLDVからの総

排出量に占める「ハイ・エミッター」

車両の割合を、米国環境保護庁（EPA）

のMobile ６モデルにより計算したもの

である。

基本的に、「ハイ・エミッター」車両の

検知は、それほど難しい問題ではない。

多くの国において、新車に課せられる非

常に厳しい排出基準では、排出システム

の性能を電子的に「読み取る」装置や、

ドライバーに車両の排出物制御システム

が誤動作している可能性があることを警

告する装置の車両への搭載も要求されて

いる。ただし、これまでの車検プログラ

ムでは、明らかに賛否両論がある。搭載

されている排出物制御システムが故障し

ていると判断された場合でも、当局はそ

の車両の所有者に対してシステムを規制

に適合させるよう要求することを躊躇し

がちである。「ハイ・エミッター」車両

に対して効果的な対処ができないからと

いって、排出物制御システムの改善によ

る排出量の削減が完全に無効になるわけ

ではない。ただ、削減の度合いは減るこ

とになる。

車載および沿道監視システムの性能が向

上し、安価になっているため、ハイ・エ

ミッター車両の特定や対処は、技術的な

問題というよりも、政治的および文化的

な問題という色合いが濃くなっている。

まもなく、車両自体が実際の排出量を運

転者や規制当局に対して「自己申告」で

きるようになるだろう。すでに述べたよ

うに、社会が異なれば、受容される「政

府による干渉」のレベルも異なる。自分

の車に排出基準に適合していないという

「自己申告」を行わせること、あるいは

過度な排出を沿道の探知装置に検知さ

せ、車両の所有者に対して修理を求める

通知を自動的に送信し、その所有者が修

理を行わない場合には所有者に自動的に

罰金を科すことは、技術的には実行可能

である。ただし、これは大衆にとって

受け入れられる場合もあるが、そうでな

い場合もある。（Automotive News,

September  22, 2003）

また別の課題は、所得が低い世帯や人々

に対する影響の緩和である。低所得世帯

で保有されている車両は、高所得世帯の

車両と比較して古く、メンテナンス状況

も悪くなりがちである。従って、低所得

世帯の車両が、「ハイ・エミッター」車

両の中でも大きな割合を占めている可能

性が高い。自家用LDVに代わり、公共

交通システムが効果的に機能していない

地域ではなおさらである。

B. 発展途上国

先進国において道路車両からの従来型排

出物を抑制し、「ハイ・エミッター」車

両を検知するために用いられる技術は、

発展途上国の車両にも適用できる。しか

し、発展途上国において同程度の成果を

上げるためには、他にもいくつかの課題

がある。2

出所:持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出 
注記: 1999年現在 

排出量 

車両 

VMT

65％ 

11％ 

11％ 

CO

54％ 

13％ 

12％ 

NMHC

47％ 

23％ 

22％ 

NOx

表 4.2　米国：LDV総排出量に占める 
 「ハイ・エミッター」車の割合 

出所：Burgard et. al. 2003, p.7

CO：最も汚い10％の車両からの排出量が占める割合（％） 

平均CO濃度（ppm） 

HC：最も汚い10％の車両からの排出量が占める割合（％） 

平均HC濃度（ppm） 

NOx：最も汚い10％の車両からの排出量が占める割合（％） 

平均NOx濃度（ppm） 

平均年型（年／月） 

63.8

0.53

77.5

180

38.1

860

1989年 
2月 

67

0.51

72.5

160

43.6

620

67

0.51

72.5

160

43.6

620

1990年 
3月 

66.3

0.45

66

125

44.6

600

1992年 
4月 

65.3

0.43

77.6

115

48.4

511

1993年 
4月 

73.2

0.34

77.2

112

51.7

483

1994年 
6月 

68.9

0.35

74.8

88

53.5

456

1996年 
4月 

1996年 1997年 1999年 2000年 2001年 2003年 

表 4.1　リモートセンシングによる測定結果：コロラド州デンバー、 
 1996年‐2003年 
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1. 価格の課題―車両

発展途上国における国民１人あたりの所

得は先進国に比べて極めて低い。そのた

め車両の購入予定者にとっては、先進国

の場合と比較して、排出物制御装置の初

期費用がより大きな経済的負担となり、

特に小型乗用車、小型トラック、２輪・

３輪車などの小型で安価な車両に先進の

排出物制御装置を搭載することに対する

反発は強くなる。厳しい排出物制御の要

求がその土地のメーカーに不利な（また

は不利と思われる）場合、反発は一層強

まる可能性がある。

また、平均所得が低いために、購入し

た車両をより長期間にわたり使用する

ことが多い。すなわち発展途上国では、

ある特定の排出物制御技術がその国の

車両全体に浸透するのが先進国に比べ

て遅くなる。

2. 価格の課題―燃料

発展途上国においては、汚染の少ない最

新の燃料を入手可能な状態にし、そのう

え確実に使用できるようにするのは、さ

らに困難である。このような燃料は、従

来の燃料よりも高価な場合が多いためで

ある。先進の排出物制御装置の普及を遅

らせる価格の問題と同様の問題が、より

高価な燃料の導入を遅らせる原因にもな

っている。高価な車両と高価な燃料は同

時に導入される場合が多いが、そのよう

な場合には、まさにこの問題が当てはま

る。さらに、発展途上国の多くでは輸送

燃料の精製および販売を政府が独占して

いるため、高額の費用をかけて精製所、

燃料流通システム、給油所を最新化しよ

うとすると、強力な政治的抵抗に遭うこ

とが多い。

3. 価格の課題―メンテナンス

新型の排出物制御装置を搭載した車両を

適切にメンテナンスし、適切な燃料供給

を行うことは、発展途上国におけるもう

１つの大きな課題である。コストがその

原因の１つであるのは明らかだが、おそ

らくより重大なのは文化的な背景であろ

う。比較的富裕な国でさえも、当局に走

行車両の基準遵守を徹底するために必要

な資源を当てるのは難しい。また、旧型

で排出量の多い車両を道路から無くすた

めの手段を一般社会に支持させること

は、さらに困難なことである。これに対

し、排出物制御装置を効果的に機能させ

るための作業を車両メーカーが担うとい

う措置は、かなり効を奏してきた。3 さ

らに、発展途上国の多くでは、車両のメ

ンテナンスと修理がほとんど「無認可」

で行われている。車検プログラムは皆無

であるか、もしくは厳格には実施されて

いない。当局にも、このような作業を適

切に実施する人材がほとんどおらず、モ

チベーションも低い。

4. 自動２輪・３輪車に関する課題

自動２輪・３輪車は相対的にエネルギー

効率が良い。しかし、その台数の多さと

２ストロークエンジンのために、従来型

排出物の排出量では不釣合いなほど大き

な割合を占めている。第３章に述べたよ

うに、この種の車両からの排出を抑制す

るための措置が取られつつある。その中

でも最も重要なのは、２ストロークエン

ジンに代わり４ストロークエンジンの搭

載を義務付けるという措置である。

ただし、この措置のみでは不十分である

ため、４ストロークエンジンを搭載した

２輪・３輪車からの排出を大きく減少さ

せることができる技術が利用可能になり

つつある。例としては、電子制御燃料噴

射や三元触媒などがある。これらが導入

されれば、２輪・３輪車からの排出量を

最新の乗用車と同等にまで引き下げるこ

とができるかもしれない。しかし、自動

車や軽量トラックの場合と同様に、触媒

コンバーターを採用した自動２輪・３輪

車では、無鉛ガソリン、そして（最終的

には）低硫黄燃料が必要になるため、価

格の手頃さ、適切な燃料の利用、車両メ

ンテナンスなどの問題が生じる。先進国

においてはこのような課題を克服できる

と思われるが、発展途上国に関しては正

確な予測はできない。

5. 対処の遅れが及ぼす影響

第２章で詳しく述べた排出量予測では、

SMPは発展途上国における道路車両か

らの従来型排出物の抑制は、先進国より

10年の遅れがあるという仮説を立て

た。その中では、「排出抑制」とは単に、

高度な手段を新車に搭載することを義務

付ける法律や規制を設け、そうした装置

を設計された通りに機能させるために必

要な燃料を導入することをだけを指して

いるのではなく、排出物制御装置をあら

ゆる車両に行き渡るようにし、車両のラ

イフサイクル全体を通して機能するよう

にするということである。発展途上国の

中には、EUの排出基準を採用しようと

いう国もあり、実際に近年では数多くの

発展途上国がこうした基準を採用してい

るということを考慮すれば、10年の遅

れは妥当なものと思われる。

こうした抑制実施の遅れは排出量に大き

な影響を与える。図4.1～4.4に、さま

ざまな遅れの長さによる排出量の変化を

示す。

図4.1～4.4は、遅れの長さに関わらず、

2050年では総排出量の差がなくなる

ことを示している。これは、OECD諸

国が2010年の排出基準を超えて、基

準を強化しないと推定されるためであ

る。この推定に基づくと、遅れの程度に

関係なく2050年までには非OECD諸

国が「追いつく」と考えられる。ただし、

2000年から2050年までの期間では、

排出量のレベルは遅れの程度によって異

なり、その差が極めて大きい場合もある。

例えば、想定される遅れの長さによって

2020年におけるCOおよびPM-10の
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排出量はほぼ４倍、NOxでは２倍程度

の差が生じている。遅れがどの程度にな

るかにより、2010年までにそれぞれ

の排出物の排出量は大きく減少するか、

少し減少するか、あるいは増加する。

SMPの参加企業は、上記のような政治

的、文化的問題に対する発展途上国の取

り組みに対して支援できることは多くは

ない。ただし、排出抑制の遅れに関する

他の要素を緩和することへの支援は可能

である。例えば、現在OECD諸国内で

導入されつつある高度な排出物制御技術

の開発費用は、発展途上国で販売される

「主流の」車両に導入される時点で完全

に回収されていると思われる。生産にか

かる追加コストとしてこのような技術の

値段を定めると、値頃感が増し、発展途

上国におけるこのような技術の利用が促

進される。燃料に関しては、国営の石油

会社に対して、より高品質の燃料を精製

するために、精製所の性能を高めるスピ

ードを上げるように働きかけることはで

きると思われる。

世界各地において、先進の排出物制御技

術とそれを効果的に機能させるために必

要な燃料の導入を慎重に調整しなければ

ならない。さもなければ、排出物削減を

加速させようという取り組みの効果が出

ないだけでなく、実際には逆効果になる

ことも考えられる。4

C. まとめ

先進国では、輸送関連の従来型排出物の

排出量は、今後数十年の間に急速に減少

すると思われる。これまでに述べた目標

を完全に達成するために残された大きな

課題は、「ハイ・エミッター」車両から

の排出量を検知し、抑制することである。

これを実行するための技術は存在してい

るが、このような技術をどのように利用

するか、あるいはそもそも利用するかど

うか、という点については、社会によっ

て見方が異なるだろう。

発展途上国は、輸送関連の従来型排出物

の制御について、先進国と同じレベルを

達成する可能性を持っている。ただし、

必要な技術や燃料の価格が大きな不確定

要素である。また、多くの発展途上国が

先進国の排出基準を採用する姿勢は持っ

ているものの、実際に実施することも大
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図4.1 発展途上国：排出基準導入の時間差による総排出量の差異：CO

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図4.2 発展途上国：排出基準導入の時間差による総排出量の差異：VOC

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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きな課題となるだろう。排出物制御装置

と「よりクリーンな」燃料の価格を大幅

に下げることができれば、この目標を世

界的に達成する可能性は大きく高まる。
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図4.4 発展途上国：排出基準導入の時間差による総排出量の差異：PM-10

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図4.3 発展途上国：排出基準導入の時間差による総排出量の差異：NOx

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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「持続可能な」レベルの輸送関連のGHG

排出量というものを厳密に定義すること

はできないかもしれないが、それが現状

レベルよりも低いということはほぼ確実

である。一方、我々の基準ケースでは輸

送関連のGHG排出量は2050年までに

現在の倍以上に達すると示されている。

これは明らかに持続可能なレベルではな

い。どのようにすればこの予測を劇的に

変えることができるのだろうか。

A. ４つの要素

第２章で述べたように、輸送関連の総

GHG排出量は次の４つの要因によって

決まる。

要素１―車両が特定の輸送活動を実行

するために利用するエネルギー量：こ

れはその輸送形態または運搬のエネル

ギー消費特性、および運転条件に左右

される。

要素２―それぞれの車両燃料が採掘、

精製、輸送、消費によって発生する

WTWのGHG排出量：これは使用燃

料の炭素含有量および燃料の生産・流

通方法に直接関係する。

要素３―輸送活動の総量：これは使用

される輸送車両の台数とその利用に左

右され、消費者需要の働きによるもの

である。

要素４―輸送活動の混合形態：これは

消費者の選択、車両・輸送形態の価格、

形態選択に影響を与える法的・財政的

措置に左右される。

輸送関連のGHG排出量を削減するため

の手法に関するSMPの議論は、上記の

４つの要素が中心となっている。我々は、

要素１と要素２に影響を与える行動につ

いての議論から始めることにする。これ

ら２つの要素が相互作用し、それぞれの

輸送車両のGHG排出特性を決定する。

次に、要素３と要素４に影響を与える行

動について検討する。これらの要素は、

各車両の活用の度合いと輸送車両全体の

活用パターンを決定する。

B. 単位あたりGHG
排出量削減

輸送活動の単位あたりのGHG排出量を

削減するには、その輸送活動の１単位に

必要なエネルギー量を削減するか（要素

１）、そのエネルギーの単位ごとの生産、

使用によって生じる（WTWベースで測

定された）GHG排出量を削減する（要

素２）必要がある。前者を実行するには、

輸送車両のエネルギー効率が改善されな

ければならない。後者を実行するには、

低炭素輸送燃料の生産、流通、使用が必

要になる。

1. 「低炭素」輸送システム

さまざまな輸送車両に使用される燃料消

費量を低減し、またさまざまな輸送燃料

の精製や使用で生じる炭素排出量を抑制

する可能性がある技術については、第３

章に記載されている。ただし、この可能

性を輸送関連のGHG排出量の実際の低

減に変えるためには、そうした技術を幅

広く普及しなければならない。さらに、

削減の規模がどの程度であっても、

GHG排出量はこれらの技術や燃料を搭

載した車両が日常どのように使用される

のかに大きく影響される。

現時点では、こうした技術や燃料の多く

が普及していくという保証はない。一般

に、GHG排出量の削減を目的としてこ

のような技術を採用した車両と燃料は共

に、元の車両や燃料よりも高価である。

さらに、GHG排出量削減の恩恵は、個

温室効果ガス（GHG）：
輸送関連のGHG排出量を持続可能なレベ
ルにまで抑制する

III.
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別の輸送利用者に対してというよりも、

むしろ社会全般に対して与えられるもの

である。従って、GHG排出量を大幅に

抑えた車両を自発的に取得、運転するよ

うに、個人に追加の費用を負担させるた

めのインセンティブは極めて限られるだ

ろう。5 インセンティブはおそらく必要

になると思われるが、それを実施するた

めの資源および権限を持っているのは政

府のみである。

必要となるインセンティブや、それが

GHG排出量に及ぼす影響、そして影響

が感じられるようになるまでの期間を検

討する場合、第３章で述べた車両技術と

燃料を２つのカテゴリーに分けることが

重要である。１つ目のカテゴリーには、

どこかである程度の販売実績が存在す

る、あるいはまもなく存在するようにな

ると思われる車両技術や燃料が含まれ

る。先進ICEガソリン、先進ICEディー

ゼル、ICEハイブリッド推進システムを

使用したLDVは既に市場に出ているか、

それに近い状態にある。中量車および重

量車両へのこのような技術の応用は遅れ

ているが、その費用やこうした車両の性

能上の特性はすでにかなり明らかになっ

ている。「従来型」のバイオ燃料も、複

数の国で商業化されている。

上記の車両や燃料については、世界の一

部ではある程度の販売実績が存在する

（あるいはまもなく存在するようになる）

といっても、これらに関連するすべての

技術上の問題が解決したわけでも、その

費用やあらゆる状況での性能が知られる

ようになったわけでもない。ただし、こ

のような車両や燃料の場合、大規模な導

入を実現するためにどのようなインセン

ティブが必要となるかという点につい

て、専門家ではない一般の人に理解でき

るように議論することは有意義である。

２番目のカテゴリーには、燃料電池やカ

ーボンニュートラルな水素、先進バイオ

燃料などの、より高度な車両技術が含ま

れる。このような技術に輸送関連の

GHG排出量を削減する可能性があると

いうことは理解されるようになってきた

ものの、大規模な実用化はまだ先のこと

である。技術的な可能性に対する大きな

疑問には、これから答えを見つけなけれ

ばならない。こうした車両や燃料が量産

される場合の費用も憶測に過ぎず、通常

の運転条件における車両の日常的な性能

に関しても同様である。これらの不確定

要素をすべて考慮すると、先進の車両や

燃料を普及させるために最終的にどのよ

うなインセンティブが求められるのかを

定義するのは、現段階では現実的でない

ということが分かる。ただし、導入に関

して意味のある議論ができるよう、業界

がこうした不確定要素を減らすのを支援

するために、今後政府と協調していくこ

とは可能である。

a）既存の車両技術および燃料

第２章でのSMPの基準ケースによる予

測では、先進ディーゼルまたはハイブリ

ッド推進システムを採用する車両の普及

率（世界ベース）は、2030年までに、

あるいは2050年まででも、あまり高

いレベルには到達しないということが示

されている。これは、「従来型」のバイ

オ燃料についても当てはまる。先に述べ

た通り、このような推進システムを搭載

した車両や、その燃料の費用が、現在の

車両および燃料の費用を大きく上回るこ

とがほぼ確実だからである。より高い普

及率を実現するには、需要を刺激する必

要がある。

「低炭素排出」車両や燃料に対する需要

を刺激するための数多くの手法が提案さ

れているが、それらすべては、次に挙げ

る２種類の基本的な手法のバリエーショ

ンである。

• 使用者があらゆる燃料消費の削減に

置く価値が高まる。これは、燃料価

格が上昇している（将来的にはさら

に上昇すると予想される）ことを受

けて、消費者の基本的な志向が燃費

向上やGHG排出量削減に対価を支払

うことに積極的になるように変化す

るためである。

• 政府が、「低炭素排出」車両や燃料

の購入、使用をより魅力的なものと

するインセンティブを設ける。政府

は次の２つの基本的な方法を実施で

きる：

国庫収入を引き上げ、それを使用で

きるという権限を活かして、税金、

補助金などの財務的措置を施し、個

人や企業が燃料選択や車両購入を行

う際に費用か利益の二者択一になる

という状況を変えることができる。

その方法としては、こうした車両や

燃料の購入、使用を奨励するために、

燃料税の水準や構造を変更したり、

補助金を設定することが含まれる。

また、燃料効率の悪い車両やより多

くの化石炭素を含む燃料の購入には、

より重い税を課すことも考えられる。

政府はその法規制を定める権限を活

かし、自動車メーカーに対して、燃

料消費を削減するような車両を生産

し、その販売を成功させるように求

める法律の制定や規制の採用を行う

ことができる。燃料メーカーについ

ても同様の手法を用いることができ

る。その他にも、政府が、同じ目的

を持つ自動車メーカーや燃料メーカ

ーと自主的に合意する可能性もある。

複数の国がこうした手法を活用し、効果

を上げている。
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無鉛モーターガソリンの価格（税込み）を100%とした場合の 
自動車用軽油の価格（税込み） 
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図4.5 欧州：無鉛ガソリンを100％とした場合のディーゼル燃料価格
（税込み、無鉛ガソリンは95RON）

出所：European Union Energy and Transport in Figures 2002

使用者が燃料消費を削減する

価値の向上

地球の気候というのは典型的な「公益に

関わるもの」である。すべては人間の活

動から生じる変化の影響を受けるが、ど

のような行動であれ、それが一方的に行

われるものならば、誰も目に見えるよう

な恩恵を得ることはできない。利他主義

を別にすれば、燃料消費低減により

GHG排出量を削減できるような車両を

購入することから個人が期待できるメリ

ットは、燃料への出費が減るということ

だけである。

このように、支出に影響を与える要素、

あるいは将来的に影響を与えると考えら

れる要素は、車両の購入行動を変化させ

うる。最も重要なのは、現在および将来

の輸送燃料の価格である。車両購入者は、

燃費の良い自動車を求めることによっ

て、高い燃料価格に対処しているという

証言が圧倒的である。また、輸送活動の

量や輸送形態の組み合わせを変えること

によって対処することもある。6

エネルギー価格が上昇せず、その見込み

がない場合でも、車両の購入者は、将来

期待されるエネルギー費用の節約を価値

あるものと位置づけている。つまり、車

両の購入を決定する際に「燃費」をより

重視する可能性があるということであ

る。また、低炭素燃料を選択するように

なるかもしれない。現在、車両の購入者

は、経済面から「燃費」に価値を置いて

いるが、これと「合理的な消費者」が重

視するような、その他の車両の属性との

間で妥協点を探っていると思われる。す

なわち、予測される年間のエネルギー費

用の節約額を見積もり、これを現在かか

っている費用から減額しているのであ

る。また、現在の購入者は燃料の炭素含

有量をまったく重視していない。

しかし、車両購入の決定は常に完全に

「合理的」なわけでなく、特定の車両の

属性に大きなウェイトが置かれる場合も

ある。燃料の購入の場合も同様だ。「地

球市民」のシナリオで描かれているよう

な状況下では、燃費向上または低炭素燃

料が消費者に対する強力な訴求要素とな

る可能性もある。

財政的なインセンティブ

（補助金および税金）

車両購入者が燃料消費の削減に置く価値

が変わらない場合、あるいはこの変化が

小さすぎて、より燃費の良い車両に対す

る需要の拡大が必要と感じられるには至

らない場合は、よりGHG排出量が少な

い車両に対する需要を促進するために政

府の介入が必要となる。

政府は、その権限でさまざまな財政的措

置を実施できる。輸送燃料に対する増税

や、燃料の種類によって異なる税率を適

用することなどが一例として挙げられ

る。また、GHG排出量がより少ない推

進システムや燃料の購入に対して補助金

を出したり、車両のGHG排出特性に基

づいて、異なった登録料を課したりする

ことも可能だ。

これまでの経験から、財政的措置は、よ

り燃費の良い車両の需要に大きな影響を

長期的に及ぼす可能性があるということ

がわかっている。欧州の国の中には、よ

り高額なディーゼル駆動のLDV7 を、各

種の財政措置で支援してきた国もある。

これらの措置には、ガソリンよりもディ

ーゼルを優遇する燃料税などが含まれ

る。8 （図4.5参照。）欧州では、1990

年には15％未満だったディーゼル車の

新車シェアが、2004年には45.9％に

達すると予想されている。（Automotive

News Europe, October 20, 2003）フラン

ス、スペイン、オーストリア、ベルギー、

ルクセンブルクでは、既にディーゼル車

の売上がガソリン車の売上を上回ってい

る。2003年９月には、６番目の国と

して、これにイタリアが加わった。

ディーゼルLDVは、常に北米や日本よ

りも欧州において一般的であったが、こ

の状況を説明できる、欧州独自の本質的
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な理由はない。両者の違いは、欧州では

（燃料税が高いため）一般的に輸送燃料

の価格が高く、ディーゼル化を奨励する

ために政府がさまざまなインセンティブ

を提供してきたという点である。ディー

ゼルに適用される排出基準も北米や日本

ではより厳しいものになっている。J.D.

Power-LMCによる最近の調査によれ

ば、各国の規制や財務状況が、引き続き

各国のディーゼル車の普及率の格差に大

きな影響を与えていくということが強調

されている。9 この報告によると、世界

のディーゼルLDVの年間売上は、

2003年の1,250万台から2015年に

は2,700万台に増え、その増加分の６

割は欧州以外の伸びによると推測されて

いる。

一部の政府は、従来型バイオ燃料と、そ

れを使用できる車両の購入の促進を直接

的ではないが奨励してきた。1980年

代中頃にブラジルが達成したアルコール

駆動の車両の普及率が良い例として挙げ

られる。10 1985年、純エタノールで

走行可能な乗用車と軽トラックの新車の

売上は、ブラジルにおけるLDVの総売

上の96％に上った。ブラジルのエタノ

ール生産への補助金は、1978年から

1988年で10億ドルに達したと報告さ

れている。（Nakicenovic 2001）エタノ

ールとガソリンの価格差は徐々に縮まっ

ていったものの、1990年代中頃の時

点ではエタノール燃料の生産コストはま

だガソリンよりもかなり高かった。この

ため、政府のコスト負担を減らすため、

ガソリンの価格が２倍になるように「課

税」し、その結果得られた収入で、エタ

ノール生産を助成した。11 その間も、

ブラジルにおけるエタノールの生産効率

は向上し続け、2003年までに、エタ

ノールの価格は容積換算でガソリンとほ

ぼ同じになり、政府の補助金も打ち切ら

れて久しい。エタノールの補助金が減少

し、政策の重点がアルコール燃料の助成

から、廉価な車両（いわゆる「大衆車」）

の販売促進へと移行するにつれて、純エ

タノールで走行する車両の売上はほとん

どゼロにまで落ち込んだ。12 ブラジル

では、2000年までに全ての車両燃料

にエタノールを22％混合することが求

められている。LDVは特殊なエンジン

を搭載することなく、このエタノール

22％混合燃料を使用できる。FFV（ガ

ソリン中のエタノール濃度がどのような

値でも走行可能な車）もブラジルで近く

導入される予定である。

規制、法律、自主合意

しかしながら、政府は、GHGの排出量

が少ない推進システムや燃料の需要を押

し上げるための財政的措置をとると、費

用がかかりすぎると考えるかも知れな

い。特にこうした措置を長期にわたり実

施しなければならない場合にはなおさら

である。その代わりに、政府は規制とい

う別の権限を展開して、低炭素の車両や

燃料に対する需要を喚起するための予算

支出をできる限り抑えようとする場合も

ある。米連邦政府、EU、および日本政

府はそれぞれ、このような権限を使い、

自動車メーカーに対し、政府からの補助

がなくても一般に受け入れられるよう

な、燃料消費が少ないLDVの開発と販

売を奨励（あるいは要求）してきた。現

在中国でも同様の取り組みが検討されて

いる。（The New York Times, November

18, 2003）

規制、法律、自主合意だけでは、低炭素

燃料や燃料消費が少ない車両に、より高

い金額を支払おうという車両購入者の意

欲を高めることはできないことを理解す

るのが重要である。実際に車両や燃料の

購入行動を変える要因は、規制、法律、

自主合意に付随する経済的なインセンテ

ィブや罰則である。しかし、政府からの

直接の補助金や課税とは異なり、このよ

うな経済的インセンティブや罰則は、ま

ず自動車や燃料のメーカーにふりかか

り、その後、それら企業の顧客に及ぶ。

これらのインセンティブや罰則には、明

白なものと微妙なものがある。明白なイ

ンセンティブや罰則の好例としては、米

国の企業平均燃費基準（CAFE）規制が

挙げられる。CAFEプログラムの基準を

満たせないメーカーは、販売車両１台に

つき、未達0.1mpg毎に5.50米ドル相

当の罰金を支払わなければならない。13

基準に満たない可能性のあるメーカー

は、この罰金を支払うか、技術を追加す

るか、顧客からの要求の有無にかかわら

ず車両特性の変更を行う。もしくは、燃

費の良い車両の価格を下げ、燃費の悪い

車両の価格を上げることによって燃費の

良い車両を「助成」する場合もある。い

ずれにしても、顧客は自分の購入する車

により高い金額を支払うか、少ない機能

で手を打つかである。14

より多くの費用がかかれば、それは高い

車両価格という形で車両購入者の負担と

なる。そうなると、自動車の需要は下が

り、自動車メーカーの利益に悪影響が生

じる。しかし、自動車メーカーは、紙幣

を印刷することも、望ましい金利で無限

の金額を借り入れることもできないた

め、良燃費車両の価格を下げ、悪燃費車

両の価格を上げるといった助成が需要に

悪影響を及ぼして、その結果損失が生じ

ても、それに対処する能力は政府ほど持

ち合わせていない。つまり、燃費の良い

車両を奨励する規制などの手法をとって

も、直接的な補助金や税金による影響力

には及ばないのである。
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「てこ（誘導・促進策）」の

影響力の可能性

これまでの例で示されたように、燃料価

格、税、補助金、規制、「自主合意」、法

律、消費者の好みの変化などにより、車

両技術の購入と使用のパターンは、これ

らの手段を採用しない場合と比べ、

GHG排出量を削減する方向に変化しう

る。こうした「てこ（誘導・促進策）」

がGHG排出量のグラフ曲線を「下降さ

せる」ほどの力を持つかどうかは、（１）

罰金による経済的負担がどの程度重大な

ものであるかという点と、（２）政府が

必要な資源（税、補助金）を長期間投入

することに意欲的であるかという点に大

きく左右される。

さまざまな推進システム／燃料の組み合

わせと、そのGHG削減可能性によって、

罰金の規模がどの程度になるかを把握す

るために、第３章で最初に触れた欧州

WTW分析の結果を再検討する必要が

ある。

表4.3は、表3.3のデータを使用してお

り、SMPによる追加の計算が含まれて

いる。表4.3では、これまでに多少の販

売実績がある（またはすぐに販売される

と思われる）燃料と推進システムの組み

合わせだけが取り上げられている。した

がって、水素、先進バイオ燃料、、燃料

電池を利用した推進システム／燃料の組

み合わせは含まれていない。（これにつ

いては、別途後述する。）

CNGを除き、表4.3に含まれる燃料は、

ほとんど、あるいはまったく変更を加え

ずに既存の燃料流通システムで配給する

ことができる液体燃料である。車両は、

ガソリンエンジン、ディーゼルエンジン

を動力源としているか、あるいはICEハ

イブリッド車である。この表に記載され

る推進システム／燃料の組み合わせにつ

いては、１列目、２列目、３列目、およ

び５列目に、表3.3と同じデータが含ま

れている。欧州WTW分析の基準車両に

対するGHG排出量の削減割合を示すため

に、４列目を追加した。６列目と７列目

は、車両１台あたり、及び100Km走行

あたりの年間の追加コストを示している。

これらの推進システム／燃料の組み合わ

せでのGHG排出量の削減幅は、３％か

ら65％の間である。そのためのコスト

は、GHG削減量１トンあたり217ユー

ロから2,000ユーロとなる。また置き

換えられる車両１台あたりの年間での追

加コストは、142ユーロから582ユー

ロである。別の見方をすれば、表4.3の

推進システム／燃料の組み合わせを使用

した車両が100Km走行するごとに、基

準車両が100Km走行する場合よりも、

0.89ユーロから3.64ユーロ多くかか

ることになる。15 これらの数字から、

こうした車両の購買や使用を促進するた

めに欧州において必要なインセンティブ

の規模がわかる。

表4.3に示される結果は、あくまで「規

模の大きさ」の推測とみなすべきである。

*n.m. = not meaningful 出所: EUWTW 2004, p.22, 持続可能なモビリティ・プロジェクトによる追加の計算を含む

燃料 推進システム GHG削減量 追加コスト

Mt 基準ケース 年間に削減できる 代替燃料か推進システム 代替燃料か推進システム
（CO2等価） との差 CO2等価１トンあたりの （または両方）を使用する （または両方）を使用する

コスト（€） 車両１台あたり 車両100Km走行あたり
（€/a） （€/a）

従来型 ハイブリッド 6 -16％ 364 141.8 0.89

CNG PISI 5 -14％ 460 156.0 0.98
ハイブリッド 12 -32％ 256 219.9 1.38

合成ディーゼル燃料
天然ガス由来のFTディーゼル DPF搭載CIDI -5 14％ n.m.* 49.6 0.31
天然ガス由来のDME CIDI 1 -3％ 2,039 156.0 0.98

エタノール PISI
テンサイ
パルプから飼料 14 -38％ 418 425.5 2.67
パルプからエタノール 12 -32％ 563 461.0 2.89
パルプから熱 24 -65％ 254 432.6 2.71
小麦由来 5 -14％ 1,812 581.6 3.64

FAME DPF搭載CIDI
RME
化学物質としてのグリセリン 16 -43％ 278 326.2 2.04
熱としてのグリセリン 14 -38％ 345 354.6 2.22
SME
化学物質としてのグリセリン 22 -59％ 217 340.4 2.13
熱としてのグリセリン 20 -54％ 260 368.8 2.31

表4.3  欧州WTW分析によるさまざまな代替燃料と推進システムの組み合わせでの「乗用車移動距離５％置き換え」のシナリオ
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車両の追加コストは推進システムの単純

な交換に基づいており、燃料の追加コス

トは、（もしあるのであれば）燃料の精

製・供給の追加コストの両方を反映した

ものである。16 また、この計算では欧

州の実績のみしか表されていない。

b) 先進車両技術及び燃料：

燃料電池、「カーボンニュートラル」

水素、「先進」バイオ燃料

世界的規模で輸送関連のGHG排出量に

関する基本的な道筋を変えるためには、

SMP等が実施したシミュレーションか

ら、最終的に、現在の技術を超えて、

燃料電池のような先進の車両推進技術

や、「カーボンニュートラルな」水素や

「先進」バイオ燃料のような先進燃料に

まで進まなければならないことは明ら

かである。

第３章で触れた欧州WTW分析には、各

種の供給源に由来する水素を動力とす

る燃料電池車を限られた台数導入し、

先進バイオ燃料を各種の推進システム

を搭載した車両で限定量使用する場合

のコスト試算が含まれていたが、この

ような技術や燃料が導入される場合の

コスト試算や時間枠のいずれもが推論

の域を出ない。

先進車両や燃料に関して現時点ではっ

きり分かっているのは、現在のコスト

が高すぎて、市場での競争力を持ち得

ないということである。このようなコ

ストレベルでは、大量導入のために必

要な奨励金は、ほぼ間違いなく政府の

財務的な能力を超えている。したがっ

て、今後10年程の間の最も重要な課題

は、これらの車両や燃料のコストが、

世界的にみて現実的な選択肢となりう

るレベルまで下がるかどうかを判断す

ることになるであろう。

本報告書は、こうした技術を導入するた

めに考えられる経路の概要を示すだけに

とどめている。

（1）燃料電池車

燃料電池車は現在、デモンストレーショ

ン用に一部の市場に極めて限られた台数

が導入されつつある。燃料電池の試験車

両および試作車のコストは現在高く、現

行のICE車と比較して50倍程になるこ

とも多い。また、燃料電池の信頼性と耐

久性、車載型の燃料貯蔵に関する重要な

技術的問題も解決しなければならない。

技術や費用に関する問題を克服すれば、

このような車両の利用台数も増加するで

あろう。ただし、最初に市場導入される

のは、停車場など中心となる場所で燃料

補給を行うことができるタイプの車両に

なる可能性が高く、これらの車両であれ

ば高価な新しい燃料ネットワークの必要

性が抑えられる。また、これらの車両は、

現在の（初期段階の）燃料電池システム

と圧縮水素ガス貯蔵が必要とする空間的

な制約をそれほど受けない。コストがさ

らに下がり、一般に受け入れられ、信頼

性と耐久性を実証することができれば、

都市バスや都市部での配達用車両など、

より大規模なフリートに採用され、市場

開拓がさらに進行すると思われる。この

ような実地試験や2010年以降にバス

などのフリート車両で利用される燃料と

しては、圧縮水素が中心的になると思わ

れる。

このシナリオでは、燃料電池車の商品化

は2015年頃までは実現せず、量産が

始まるのも2020年頃以降になると考

えられている。

(2) 水素

燃料電池車には水素が必要となる。

2020年頃までは、水素のほとんどが

CO2の排出を伴う天然ガス改質や従来

のグリッド電気を利用して生産されるだ

ろう。17 水素の需要が伸びるにつれて、

大規模な水蒸気改質器で天然ガスから

CO2を回収、貯蔵しながら水素を生産

できるようになると思われる。このよう

な手法を用いると、経済的に実現性があ

り、カーボンニュートラルでもある水素

供給への経路（どの過程でも大気中へ

CO2を排出しない経路）と、将来的な

再生可能なエネルギーをベースにした水

素への架け橋が実現する可能性がある。

莫大な炭素隔離コストの問題や、技術

的課題および政治・社会・環境面での

課題は、この過程と歩調をあわせて解

決されるべきである。炭素隔離技術は、

石炭のガス化による水素生成過程で採

用されると思われる。これは、石炭の

埋蔵量が多い国々や天然ガスの入手が

限定される国々にとって魅力的な選択

肢となるであろう。

輸送部門とは対照的に、燃料電池を発電

や熱電供給（CHP）へ応用する際の燃

料としては水素ではなく天然ガスが選択

されるであろう。ただし水素は、分散型

発電システムのような据え置き式装置で

は利用される可能性がある。天然ガスに

は供給に限界があるという問題点があ

る。特に石炭や原子力エネルギーに代わ

る発電用としての天然ガスの使用が増え

ているだけに、水素生成用の供給原料と

しての大規模な利用は、供給を圧迫し、

石油と同様に利用可能性やエネルギー安

全保障の懸念につながる可能性が高い。

水素の膜抽出を備えた天然ガスのパイプ

ラインシステムに少量の水素を組み込む

ことによって、中央集中型の生産を段階

的にある程度導入できる可能性もある。

（このプロセスは、まだ技術的に証明さ

れていない。）しかし、これにも極めて

高圧の水素を主として扱うパイプライン

システムが必要となり、最終的には低温

液体水素として供給されることになるで

あろう。遠隔地や人口の少ない地域では、

電気分解や液体炭化水素の改質にも実用

化の可能性がある。

手頃な価格で十分な量の電気を利用し
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た水の電気分解が実用的かつ競争力の

あるものになると想定した場合、バイ

オマスのガス化や水の電気分解は

2030年以降の重要な技術となると考

えられる。水の電気分解は、燃料補給

場所におけるオンサイトでの水素生成、

家庭用燃料補給装置、再生可能なエネ

ルギーをベースとしたエネルギーシス

テムにおける生産と需要の変動を管理

するエネルギー貯蔵システムの一部な

どに適した技術である。その他のカー

ボンニュートラルな水素の資源（炭素

隔離技術を用いた石炭のガス化や原子

力）も、これらのエネルギー源を利用

する分野に貢献するかもしれない。

長期的に見て、それまでに開発される水

素のパイプラインシステムは、燃料貯蔵

と燃料供給の両方のシステムとして運用

できる可能性がある。再生可能な資源か

ら水素を直接生成するさらに先進的な代

替方法（生物学的な生成法や先進の太陽

光技術）も水素問題解決に貢献できるも

のと予測されている。

(3) 先進バイオ燃料

先進バイオ燃料の導入に向けて考えら

れる経路について述べる上で出発点と

なるのは、「従来型」バイオ燃料を既に

利用している国があり（特にブラジル

と米国が有名）、一部の地域（主にEU）

はこのような燃料の利用を大幅に増加

させる意図があると発表しているとい

うことを認識することである。図4.6で

は、「従来型」および「先進」バイオ燃

料の資源、変換技術、および燃料が例

示されている。

現在、バイオディーゼルとエタノールは、

（図4.6の「資源」の列の上部に挙げる

ような）耕作物／一年生作物、また非常

に限られた量だが、廃棄脂肪・油（同じ

列の「残材＋廃棄物」の最初の項目）か

ら生産されている。18 このような資源

を加工するために利用される変換技術

は、プレシング／エステル化、および加

水分解／発酵である。

「従来型」から「先進」バイオ燃料へ移

行するには、多年生草本、多年生木本、

および残材・廃棄物を含めて供給原料

の幅を広げる必要がある。また、現在

利用されている技術（例、酵素による

エステル交換反応）をより発展させた

エタノール 

バイオオイル 

メタノール 

バイオメタン 

FTディーゼル 

バイオディーゼル 

DME

水素 

蒸解 

気化 

加水分解／発酵 

プレシング／エステル化 
酵素によるエステル交換反応 

熱分解 

菜の花 

小麦 

とうもろこし 

テンサイ 

じゃがいも 

ススキ 

スイッチグラス 

クサヨシ 

耕作物／一年生作物 

多年生草本 

短期伐採林 

松／トウヒ 

多年生木本 

間伐材 

わら 

有機都市廃棄物 

廃棄脂肪・油 

残材＋廃棄物 

資源 変換技術 燃料 

図4.6 先進バイオ燃料の経路

出所：E4tech 2003より
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ものと３つの追加技術（熱分解、気化、

蒸解）の両方が含まれるように、変換

技術の幅を広げる必要もある。必要な

量のバイオマスなどの資源を育て、回

収し、加工するには、流通と加工に関

する厄介な課題を解決する必要がある

が、中には、「カーボンニュートラルな」

水素生産の取り組みが直面している課

題と同じものもある。第３章で強調し

たように、このような資源を活用する

ための新しい変換技術については、今

後商業的な尺度で実証しなければなら

ない。

原則的な２つの経路の違いとして、従来

社会が求めてきた輸送サービスを車両が

提供するために生産・流通させるべき燃

料の量の違いも挙げられる。この点では、

燃料電池が大幅に有利である。燃料電池

は非常に効率の良いエネルギー転換装置

である。オートマチック・トランスミッ

ションを搭載している現在のガソリン車

のWTW効率は15％に満たない。燃料

電池車のWTW効率は２倍であり、最終

的にはこのレベルの３倍に達するだろ

う。（Muta, Yamazaki, and Tokieda, 2004）

つまり、燃料電池車は、同じ輸送サービ

スを提供する上で、必要な燃料がより少

ないということになる。

(4) 政府の役割

上述の先進車両技術や燃料を幅広く商業

的に導入するために必要となる「てこ

（誘導・促進策）」を詳述するのは時期尚

早であるが、このような議論が適切とな

るところまで技術を進歩させる上で、政

府が現段階で効果的に実施できることも

ある。

基礎研究および競争的なものとなる前の

応用研究への支援

「基礎研究」とは、まだ商業化されてい

ないものに対する研究である。民間企

業が基礎研究を引き受ける（または資

金を出す）場合もあるが、一般的には、

社会全体の観点から見ると、適切なレ

ベルの基礎研究を実施する（あるいは、

そのための資金を出す）ためには奨励

金の影響力が大きい。さまざまな政府

が、研究開発への減税措置を実施して

いるほか、これらの問題に取り組むた

めに企業間で提携して行っている研究

を支援し、それに対して部分的（場合

によっては全面的）な資金提供を行っ

ている。

「競争的なものとなる前の応用研究」と

は、商業的応用は特定されているが、

個々の企業がその研究の採算を取るため

に、販売品の恩恵を十分に受けることが

できるかどうかは特定されていない研究

である。

プロトタイプ化と限定生産の支援

商用技術の次の開発段階は、（ここでは

車両と燃料両方の）プロトタイプ化と

限定生産である。第１段階は、その技

術が実用的に機能することを示すため

のものであり、第２段階は、その技術

を利用した製品の商業規模生産の費用

がどうなるかという判断に役立てるも

のである。

技術がこの段階に達すると、政府が直接

的に資金を拠出する理論的根拠は薄れ

る。政府は依然として重要な役割を果た

すことができるが、政治的圧力をかける

と、その役割を果たすことが一層困難に

なる。また、政府の介入が、その技術が

商業的に実現可能かどうか決定するとい

う目標を進めるよりも、むしろそれを遅

らせることになりかねないという危険性

も出てくる。政府がこの段階で果たすこ

とができる有効な役割として、低炭素ま

たはゼロ炭素の推進技術を搭載し、低炭

素またはゼロ炭素の燃料で駆動する車両

を限定数（ただし、その台数の意味合い

は大きい）購入する準備があるというこ

とを発表するということが挙げられる。

これらの車両の購入価格は、生産の採算

が（ほぼ）取れるようなものである必要

があるが、（仮に）製品の大量生産が開

始された場合の予想販売価格よりも高く

なる。

これで十分だろうか？

現在の輸送システムを変えるために必

要な変化の規模は、気が重くなるほど

である。一世紀以上をかけて作り上げ

られたシステムの根本的な再構築が必

要になる。燃料電池車および水素イン

フラへの移行において、避けて通れな

い独自の状況とは、それが同時に実行

されなければならないという点である。

新しい水素生産システムと水素を輸送

サービス用に転換する装置の両方を並

行して開発しなければならない。どち

らか一方だけでは、いかなる目的をも

果たすことができない。

全体として、このような移行を実現させ

る上で政府が果たすと期待される役割に

は、特別な要件と特別な課題が生じる。

米国学術研究会議（NRC）による最近

の報告では、米国に関するものだけだが、

水素への移行の影響が取り上げられてい

る。ここでは課題が以下のようにまとめ

られている。

「これまでに（米国）政府が、市場の

力がその役割を実行するよりも前に、

完全で成熟し、ネットワーク化された

エネルギー・インフラの置換を奨励し

ようとした例はない。米国のエネルギ

ー・システムの中の相当な割合が水素

に移行する場合に必要となる変化の規

模は、政府が干渉したこれまでの移行

の規模を大きく上回っている。このこ

とから、研究開発および実証プログラ

ムが十分であるのか、または政策の追

加が必要になるのかという疑問が生じ

る」（NRC 2004, p. 2.4）
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米国以外の先進国の政府には、技術の採

用促進に関して別の歴史がある。また、

行使できる権限も異なる。従って、米国

政府に当てはまることが、必ずしも他の

政府にも当てはまるわけではない。ただ

し、ここで概要を述べる先進のパワート

レインや燃料への移行を成功させること

は、権限や経験にかかわらず、どの政府

にとっても課題である。輸送部門を

GHGの重大な排出源でなくすには、先

進国や発展途上国が単独ではなく、全世

界を通じて、先に述べたような移行を実

行に移すことが必要になる。

C. 輸送活動量や
輸送形態の組み合
わせによる
GHG排出量削減

本章ではこれまでのところ、先進の車

両や燃料が今後果たす役割、つまり要

素１と要素２に焦点を当ててきた。し

かし、SMPの基準ケースでは、今後数

十年の間に増加すると予想される輸送

関連GHG排出量の主因となるのは輸送

活動の量の伸びと輸送の混合形態の増

加（要素３および要素４）となってい

る。19 この点と、新たな車両および燃

料技術に基づく手法の実施に必要なコ

ストと時間という点を鑑みると、輸送

活動の成長の抑制（あるいはその逆行）

を主張する者がいるということも驚く

にはあたらない。

a) 政治的、社会的考察

輸送関連のGHG排出量の削減におい

て、「需要誘導」手法が果たす役割があ

るというのが、SMPの見解である。こ

のような手法には、渋滞を緩和し、騒

音を低減し、安全性を高める可能性も

ある。しかしGHG排出量削減における

その役割がどうあるべきかということ

だけを判断することも、効果的・効率

的な政策を設定し、その政策が政治的

に受け入れられることも、実に複雑な

ものである。居住地や勤務地の場所お

よび時間や金の使い方に関する個人の

判断は、極めてデリケートな問題であ

る。しかし、需要誘導手法によって

GHG排出量が大幅に削減されるとすれ

ば、このような手法によって大きく変

えなければならないのは、まさにこの

ような個人の判断なのである。

b) 経済的考察

必要となる規模の需要誘導手法は費用も

高い。輸送機関の利用者が負担する費用

も非常に大きいが、社会全体にかかる費

用は、それよりもはるかに大きくなる可

能性がある。第１章で指摘したように、

輸送活動は、経済成長の重要な成功因子

である。輸送活動の成長を抑制すれば、

輸送自体がその極めて重要な役割を果た

す能力への直接的な脅威となる。

c) 影響の早さ

しかしながら、GHG排出量の大幅な削

減を実現するために必要な規模の需要

誘導手法は、「素早い」結果を生みださ

ない。人々は毎日輸送の利用に関して

判断しているが、このような判断の多

くは、数十年前、あるいは数世紀前に

決められたことによって制限されてい

る。このような判断の中には、数日あ

るいは数ヶ月のように、比較的早く変

更できるものもある。しかし、受け入

れられないような混乱を避けようとす

れば、効果が出るまでにより長い時間

が必要であるものが多い。

１年から２年という短期間では、輸送シ

ステムの技術的、物理的特性の大部分、

需要に関わる場所や輸送の利用特性の大

部分、また利用者の行動における反応パ

ターンの多くが、かなり固定されている。

その結果、このような期間では、需要誘

導手法の多くは、個人的な移動の選択や、

商品輸送の手配について非常に限られた

影響をもたらすのがやっとである。輸送

燃料の価格変化の影響、道路料金、ある

いは道路と鉄道の比較による輸送貨物の

相対価格の変更などに関する研究による

と、１年から２年間という期間では、輸

送活動全体や輸送形態の混合に対するこ

のような手法の影響は比較的小さいとい

うことが分かっている。20 人の輸送に

関する需要の感応性の研究では、一般に

輸送費が１％上昇すると、輸送需要は約

0.1％減ると言われている。（VTPI 2003）

この反応は大きい。しかし、この程度の

反応では、特に（所得の増加などの）他

の要素によって輸送活動が成長し続けて

いる場合は、輸送活動の軌道を大きく変

えるには不十分である。

数年から10年の間には、輸送需要パタ

ーンのある程度大きな変化が現実的なも

のとなる。人は自分の勤務地や居住地を、

メーカーや雇用主は、事業を行う場所を

変えることができる。 需要誘導手法は、

上記の調査では、数年から10年の間で

は、移動費が１％増加すると、移動活動

は約0.3％減ると示している。

人や物の輸送需要パターンに関する大

きな変化は、わずか数十年という期間

内で起こる。この時間枠で、都市部の

構成が変化し、新しい製造販売パター

ンが登場し、人および物の移動に関す

る新しい方法が開発・導入されうる。

それぞれの需要誘導手法の長期的な影

響を定量的に見積もることはそれほど

有益ではない。同時に発生する変化が

多すぎて、１つの要素の影響を統計的

に区別することは不可能であるためで

ある。ただし、このように長い時間枠

での考察も重要ではある。

欧州や日本で自動車の大衆化が達成され

たのは1960年代に入ってからのこと

である。米国の各州間の高速道路システ

ムが登場したのは1950年代のことで

ある。ドイツを除き、欧州で高速道路が
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開発されたのは1970年代になってか

らである。最初の屋内型ショッピング・

モールが米国で登場したのは1950年

代中頃のことである。また、日本の「新

幹線」の営業が開始されたのは1964

年、そしてフランスのTGVは1981年

である。1970年代に入るまで、航空

輸送は長距離輸送の重要な手段ではなか

った。国際コンテナ輸送は、ここ30年

ほどの間にようやく重要な貨物輸送の手

段となった。数千マイルの距離を超える

貨物の翌日配送サービスも登場してから

まだ20年程度しか経っていない。

このような輸送の技術革新が、輸送活動

の量やパターンを大きく変化させる要因

であるが、社会全体でその影響が感じら

れるようになるまでに、それぞれ数十年

かかっている。輸送活動全体や輸送の混

合形態、またはその両方に理論上影響を

与えうる、需要誘導手法が数多く存在す

る。ただし、国家あるいは地域的なレベ

ルから見て、その短中期的な影響は比較

的小さいと思われる。すなわち、輸送関

連のGHG排出量を直接削減するツール

としての可能性は、極めて限られている

ということである。

D. SMP表計算モデ
ルから得られた見
解

輸送関連のGHG排出量を削減するさま

ざまな技術や燃料の持つ影響力の可能性

を理解するために、SMPは表計算モデ

ルを用いて複数のシミュレーションを実

施した。SMP基準ケース予測をベンチ

マークとしたが、それによると2000

年から2050年の間に、輸送関連の

CO2総排出量は２倍になり、その増加

の大部分が発展途上国で生じると予測さ

れている。先進国についてこの問題を個

別に検討した分析はこれまでにもあった

が、我々の知る限り、世界全体について

の検討を行ったのは、SMPが初めてで

ある。

こうしたシミュレーションでは、我々の

企業の専門知識の中核である、LDV、

自動２輪・３輪車、旅客輸送バス、都市

バス、中量車および重量車両などの道路

輸送全体に焦点が当てられた。全体とし

て、これらのカテゴリーは、現在の輸送

関連のCO2排出量の約４分の３を占め

ている。21

我々のシミュレーションでは、対象と

なる方策が技術的、経済的に実現可能

かどうかの検討は行わなかった。この

シミュレーションは、ただ単に、ここ

で述べられた行動が道路車両からの

GHG排出量に及ぼす影響を理解する目

的で実施されたものである。以下に示

す通り、このシミュレーションによっ

て、SMPの成果と、同様に技術的、経

済的な実現可能性についての検討を行

わなかった他の研究の成果とを比較す

ることが可能になった。

我々はまず、単一の技術が道路輸送から

のCO2排出量に及ぼす影響の検討から

始めた。図4.7は、ディーゼル化、ハイ

ブリッド化、燃料電池、「カーボンニュ

ートラルな」水素、バイオ燃料という５

種類の技術に関する結果を示している。

前提として、各推進システム技術が可能

な限り100％に近い世界的な普及率を

達成しており、また各燃料も世界におい

て100％の普及率にできるだけ近づい

ているものとする。

このような個々の技術の例は、単なる仮

説であるということを強調しておかなけ

ればならない。現実には、単一の技術が

100％普及することはまずありえない。

また、単一の技術を互いに足し合わせる

こともできない。また、このような技術

や燃料が先進国や発展途上国で採用され

るタイミングの差は、ほとんど無視され

ている。

ディーゼルと先進ハイブリッドについて

は、2030年までに100％の普及が実

現し、これがLDVと中量トラックで採

用されると想定されている。22 燃料電

池車の場合、2050年までに普及率

100％が達成されることを前提として

いる。23 また、これらの車両で利用さ

れる水素は、天然ガスの改質によって生

成され、炭素隔離技術を用いないと仮定

されている。カーボンニュートラルな水
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図4.7 単一の技術が基準ケースに対しWTWでのCO2総排出量を削減できる
仮定上の可能性

注記：上記の事例では技術の高い普及率を見込んでいる。 出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
従って、各々を加算することはできない。
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素の影響は、上述の燃料電池の事例で用

いた水素のWTTでの排出特性を変更す

ることによって推算されている。バイオ

燃料の影響に焦点を当てるために、

SMPの基準ケースのフリートでのエネ

ルギー利用の特性と同じように、このよ

うな燃料が世界の道路フリートで使用さ

れると想定されている。（従来型のディ

ーゼル燃料を使用する）ディーゼルICE

技術は、すべての時期を通じて、主流で

あるガソリンICE技術よりも燃料消費が

18％優れており、またガソリンICE技

術と比較した燃料消費の優位性は、ディ

ーゼル・ハイブリッドが36％、ガソリ

ン・ハイブリッドが30％、燃料電池車

が45％と仮定されている。

この単一の技術評価から明らかになっ

たことがある。それは、たとえそうし

た技術が世界的に採用されても、従来

型のガソリンやディーゼル燃料で駆動

するディーゼルICEとハイブリッド

ICE、または天然ガスから生成された水

素で駆動する燃料電池車は、2000年

から2050年の期間には、道路輸送か

らのCO2排出量の増加を抑えることが

できないということである。燃料電池

でのカーボンニュートラルな水素の使

用と、ICE車両での先進バイオ燃料の使

用のみが、十分に、また総合的に、

2000年から2050年の期間に道路輸

送活動の増加によって生じるCO2排出

量の増加を相殺することができる。

これは、車両のエネルギーの利用特性が

不適切であるという意味ではない。これ

らは、非常に長期的な道路車両のGHG

排出量の軌跡には大きな影響を与えない

かも知れないが、世界の道路車両用に生

産される低炭素またはカーボンニュート

ラルな燃料の量には大きな影響を与え

る。すなわち、道路車両からのGHG排

出量を大幅に削減するためのコストに極

めて重要な影響を与えうると言える。24

このような結果に基づき、SMPは、大

幅なCO2排出量の削減を達成できるの

は、燃料と推進システムの組み合わせを

通じてのみであると結論づける。唯一の

長期的な解決策として選ばれるほどに突

出している個別技術はない。

1. 他の研究によるシミュレーションの

結果との比較

このような結果は目新しいものではな

い。最近行われた他の研究でも、それぞ

れの特定の地域と関心の範囲を検証し、

似たような結果に達している。一例とし

て、水素への大幅な移行によって米国が

直面する課題に関する上述のNRCの研究

が挙げられる。この研究は、考えられる

あらゆる水素利用を検証するため行われ

たが、水素は主にLDVの動力源として利

用されることから、2050年までのLDV

からのCO2排出量に対する影響を予測す

るものとなった。図4.8は、排出量の予

測を示している。図4.9は、車両技術別

の販売シェアと、図4.8の排出量予測に

おける車両の総普及率を示している。

図4.8は、SMPの図4.7によく似てい

る。図4.9では、図4.8の一番下の線に

示されるように、米国のLDVによる

CO2排出量を減少させるために、いか

に急速に、燃料電池車の数と、その燃料

となるカーボンニュートラルな水素の生

産量が増加しなければならないかという

ことを示している。NRC委員会は、こ

のような車両と燃料の導入率と車両販売

の成長率を「楽観的」と特徴付けている。

ただしこれは、SMPによる単一技術ケ

ースほど楽観的ではない。SMPの単一

技術ケースは、（2050年以前の）同じ

期間内にこれらの比率が世界的に急上昇

することと、乗用車に加え道路車両も含

めることを求めている。

図4.8および図4.9に使用されたNRCの

想定では、以下のことに言及しなければ

ならない。

「この分析で想定されていること

は・・・、低価格で耐久性のある燃

料電池が入手可能になること、車載

型の高密度エネルギー貯蔵技術を用

いることで車両のある程度の走行距

離と素早い再充電が可能になること、

燃料電池車の機能、信頼性、コスト

がガソリン車に匹敵するようになる
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図4.8 NRC委員会『Alternatives and Strategies for Future Hydrogen
Production and Use』での「楽観的」展望に基づく、2000年～
2050年に予測される乗用車と軽量トラックからの炭素排出量；
考えられる今後の水素生成技術（電気分解と再生可能エネルギー利用）

出所：NRC 2004, Figure 6.10
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こと、また水素駆動車がガソリン車

と同じくらい安全になることなどで

ある」（NRC 2004, p. 6.1）25

つまりNRCの研究は、燃料電池に関わ

る技術面、コスト面での課題はすべて解

決されるという前提に立っているが、こ

れはNRCの本来の目的を考慮すれば当

然である。（NRC 2004. pp 1.1-1.5）しか

し現実では、決然たる取り組みを行わな

ければ課題を解決することはできない。

次に取り上げる最近の研究は、英国のコ

ンサルティング会社、E4tech社（英国）

が、英国運輸省のために作成したもので

ある。この研究では、英国において

2050年までに、道路輸送全体の燃料

供給のために、再生可能な資源から生成

される液体バイオ燃料と水素が技術的に

可能であるかどうかに焦点が当てられ

た。そして、可能性のある車両および燃

料に関する複数の経路と普及率について

分析されている。NRCの研究と同様に、

車両関連の技術的､コスト面の問題は考

慮されていない。「この研究では、燃料

電池車が従来型の車両に対する価格競争

力を持つと仮定する必要があった」

（Hark, Bauen, Chase, and Howes 2003）

図4.10は、さまざまな仮定のもとでの、

2003年から2050年の間の英国にお

ける道路車両関連のCO2排出量の予測

を示している。この研究の主な結論は、

「輸送によるGHG排出量を大幅に削減し

ようとするのであれば、従来型技術の改

善は開発の重要な役割を果たすものの、

燃料の切り替えは不可欠であると思われ

る」ということであった。（Hark, Bauen,

Chase, and Howes 2003, p. 12）

2. 技術の組み合わせケース

道路車両からの実質的なCO2排出量の

削減には、先進燃料および車両技術の幅

広い採用やその他の要素が必要であると

考えられるため、SMPは、以下のよう

な複数の措置の複合的な影響を検討する

こととした。

• （我々がWTWでのCO2排出量を少

なくとも80％削減する燃料と定義し

た）カーボンニュートラルな燃料

• 非常に燃料効率の良い推進システム

• より大型な車両への輸送形態の変化

の傾向

• 情報技術（IT）によって、少なくと

も部分的には実現された輸送システ

ムのより優れた統合による交通流や

輸送活動などの向上
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図4.9 NRC委員会『Alternatives and Strategies for Future Hydrogen
Production and Use』での「楽観的」展望に基づく、米国のLDVで
2000年～2050年に想定される従来型車両、ハイブリッド車両、水素
駆動車両の割合

出所：NRC 2004, Figure 6.1
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図4.10 従来型燃料を使用するハイブリッド車（HEV）、または再生可能なエネル
ギーを使用する車両の輸送への急速な導入による考えられるCO2排出量の
削減

出所：E4tech 2003, p.12
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2050年までに世界全体の道路輸送か

らの年間CO2排出量を半減させるとい

う具体的な目標が定められた。これは、

我々の基準ケースの予測では、何も行動

を起こさない場合のレベルと比較する

と、年間約５GtのCO2排出量を削減す

るのに匹敵するレベルであり、また偶然

にも、2050年における道路車両から

の年間CO2排出量をほぼ現在のレベル

に戻すということになる。

説明しやすいように、具体的なCO2削

減目標を７つの「削減分」に分ける。各

削減分のタイミングと規模は固定されて

おらず、最終的には、国家、地域および

世界的なレベルでの持続可能性と投資の

選択によって決まる。この分析の目的は、

採用する各ステップの費用や可能性に関

する判断を下さずに、仮に大胆な変更が

SMPの基準ケースを超えて実施された

場合に、何を達成することができるのか

を明らかにすることである。

削減分１ ディーゼル化

LDVおよび中型トラックのディーゼル

化が2030年までに地球全体で45％程

度（現在の欧州のレベル）に上昇すると

仮定する。ディーゼルエンジンは、現在

のガソリンICEと比較して燃料消費が約

18％少ない（CO2排出量が18％少な

い）と仮定される。

削減分２ ハイブリッド化

LDVと中型トラックのハイブリッド化

（ガソリンおよびディーゼル）は、

2030年までに販売される全ICE車両の

半数にまで増加すると仮定する。ガソリ

ン・ハイブリッド車は、現在のガソリン

ICEに比較して、燃料消費が平均で30％

少なく、ディーゼル・ハイブリッド車は、

現在のディーゼルICEよりも燃料消費が

平均で24％少ないと仮定される。26

削減分３

従来型および先進のバイオ燃料

世界のガソリンおよびディーゼル全体に

占めるバイオ燃料の量が着実に増加し、

2050年までにその３分の１に達する

と仮定する。従来型のバイオ燃料

（CO2単位あたり20％の効率効果が得

られるバイオ燃料）が全体に占める割合

の上限は５％となり、先進バイオ燃料

（CO2単位あたり少なくとも80％の効

率効果が得られるもの）が支配的になる

ものと仮定される。27

削減分４

化石燃料から得られた水素を利用する

燃料電池（炭素隔離なし）

2020年にLDVと中型トラックの大量

市場販売が始まり、2050年までに全車

両販売台数の半分を占めるようになると

仮定する。燃料電池を搭載した車両のエ

ネルギー消費は、現在のガソリンICEよ

りも平均で45％少ないと仮定される。

削減分５

燃料電池で使用する

カーボンニュートラルな水素

一旦水素LDVフリートの国家レベルで

の大幅な普及が実現すると、燃料電池用

の水素の生産が、2030年から2050年

の間に、カーボンニュートラルな水素の

集中生産に移行すると仮定する。2050

年までに水素の80％はカーボンニュー

トラルな工程で生産されるようになる。

これらの５つの削減分は、異なった車両

技術と燃料に固有の属性を反映してい

る。ただし、実際のCO2排出量削減は、

このような属性ばかりでなく、消費者や

企業が購入する車両の構成比や、このよ

うな車両が日常的にどのように使用され

るのかという点によって決まる。このよ

うな２つの要素を反映するために、さら

に２種類の削減分が含まれている。

削減分６

車両レベルのエネルギー効率の

さらなる改善

SMP基準ケースでは、既存のLDVのエ

ネルギー効率の改善は年間平均で約

0.4％、また新車での燃費の改善は年間

平均0.5％を達成するものと予測してい

る。実際の車両で見られる改善の可能性

は年間約1.0％であるが、この改善のお

よそ半分は、車両購入者がより大型の車

や重量車両を嗜好するために相殺され

る。この削除分の展開にあたり、我々は、

購入者により多く選択される車両の構成

比に関連する嗜好や、このような車両の

性能はある程度変化するため、基準ケー

スに対して、さらに年間平均10％の使

用段階における改善につながる（つまり

車両レベルにおける改善が、年間平均で

0.4％程度から0.6％程度に上昇する）

と想定している。

削減分７

交通流の改善など道路車両の利用におけ

る効率改善による排出量の10％削減

実際の使用におけるエネルギー性能と車

両に搭載される技術改善とのギャップが

狭まると想定している。どうしてこのよ

うなことが起きるのだろうか。まず、輸

送システムにおけるIT利用の拡大に関連

して、移動に関わる需要の管理を向上す

る可能性があるという点が挙げられる。

カーナビゲーション情報の改善によって

移動距離が短くなる可能性や、道路状況

に関する情報の改善によって、ドライバ

ーが道路で車をアイドリングさせながら

車中で過ごす時間が短縮される可能性も

ある。あるいは、公共交通車両の到着時

間や目的地に到着するまでの時間に関し

てより正確かつ最新の情報が提供される

ことにより、公共交通の利用がさらに促

進されるかもしれない。このような改善

のひとつひとつは大きなものではなく、

相殺する動きがあるのもほぼ確実である。

しかし、我々は、全体として、このよう

な要素が道路車両からのCO2排出量をさ

らに10％削減しうると推定している。

図4.11は、上記のSMPの「技術の組み

合わせ」分析の結果を示している。それ

によると、上記の３種類の単一技術分析

から受ける印象通りに、2050年の道
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路車両によるCO2排出量を2000年の

レベルに戻すためには、燃料と車両技術

（およびその他の要素）の組み合わせを

幅広く採用する必要があるということが

分かる。

我々の単一技術分析と技術の組み合わせ

分析は、車両および燃料技術の採用率は、

先進国と発展途上国でほぼ同じであるこ

とを前提としている。しかし、輸送関連

の従来型排出物の排出量を削減するとい

う目標から見ると、発展途上国は一般に、

このような技術の採用は先進国よりも遅

れている。このような採用における先進

国と発展途上国の差は、上述の結果にど

のような影響を与えるだろうか？

これを明らかにするために、技術の組み

合わせケースについて、さらに２種類の

検討を実施した。１つ目では、発展途上

国における実施が、最初の技術の組み合

わせケースで想定した場合よりも５年遅

れるものとし、２つ目では15年遅れる

ものと仮定した。表4.4は、（該当する

場合）各削減分に対する元の技術の組み

合わせケースと、我々の基準ケースで想

定した遅れのほか、結果として生じる遅

れを示している。図4.12は、モデル検

討の結果を示している。

このような車両技術と燃料の組み合わせ

の採用における発展途上国の遅れについ

ては、想定された遅れの幅が重要である

ことは明らかである。15年の遅れがあ

ると、2020年にピークに達し2050

年までに2000年のレベルに戻るので

はなく、ピークは、2030年頃となり、

2050年には2000年のレベルを年間

で約1Gt上回ることになる。
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図4.11 技術の組み合わせケース

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出
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図4.12 技術の組み合わせケースと：途上国の技術導入時期の差異

出所：持続可能なモビリティ・プロジェクトによる算出

出所:持続可能なモビリティ・プロジェクト 

ディーゼル化50％ 

ハイブリッド化50%

燃料電池化50％ 

バイオ燃料混合レベル33％ 

バイオ燃料：低GHGバイオ燃料の割合80%

水素：低GHG水素の割合80%
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表 4.4　発展途上国：各ケースにおける技術導入のタイムラグ 
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E. 他の排出源による
削減との比較

このプロジェクトは「持続可能なモビリ

ティ」と名付けられ、これまでに検討し

た持続可能性の問題は、ほぼすべてが輸

送部門の視点で検討されている。従って、

この章で述べる目標は、輸送部門の目標

となることが意図されたものである。

この報告書には、あらゆる輸送形態に関

連して世界中のあらゆる場所で放出され

る１KgのGHGが、大気中のGHG濃度

に均等に影響するという記述が数回見ら

れる。28 しかし、これはその他の人為

的活動によって放出される１KgのGHG

についても当てはまる。この理由から、

輸送関連活動によるGHG排出量を削減

するために取られる措置と他の部門に影

響するGHG排出量を削減するために取

られる措置との関係を検討することが重

要である。

最近の発表で、プリンストン大学の世界

CO2削 減 構 想 （ Global Carbon

Mitigation Initiative） の Robert

Socolowは、あらゆるエネルギー関連

用途による「現状維持」（BAU）のシナ

リオでの炭素排出量は、今後50年で倍

増すると推定している。（Socolow 2004）

Socolowは、排出量を安定させるのに

十分な行動が取られる前に、BAU排出

量が50年間低下しない場合、大気中の

CO2濃度はおよそ800ppmに達し、現

在の約350ppmというレベルの倍以上

となると報告した。ただし、世界的なエ

ネルギー関連の炭素排出量を現在のレベ

ルまたはそれに近いレベルで安定させる

ことができれば、大気中のCO2濃度を

500ppmから550ppmの間で維持する

ことができる。

世界のエネルギー関連の炭素排出量を現

在のレベルまたはそれに近いレベルで安

定させるために何が必要なのかを示すた

めに、Socolowは、多くの「スライス」

を特定したが、このスライスは、50年

間で累計25Gtの炭素排出量（CO2排出

量91.7Gt）の削減を示している。各ス

ライスの年間炭素削減量は、2004年

のゼロからスタートし、直線的に増加し

て、2054年には炭素１Gt（CO2排出

量3.7Gt）となる。

Socolowの発表から引用した表4.5は、

個別のスライスを実現するために必要な

表 4.5　2004年から2054年までに累積25Gtの炭素削減を実現する可能性がある「スライス」 

活動 

出所：Socolow 2004 他に基づくSMPによる算出 

道路輸送関連 

内燃機関の効率改善 (1)

自動車用燃料として水素を使用 (1)

道路輸送燃料として石油からバイオへの転換 

石炭からガスへの転換 

石炭火力発電から太陽光への転換 

石炭火力発電から風力発電への転換 

石炭火力発電から原子力発電への転換 

電力発電における石炭の転換 

石炭またはガス火力発電所、あるいは水素生産 
プラントにおける炭素隔離 

地質上炭素貯蔵 

炭素捕獲 / 炭素隔離 

森林関連 

天然資源 

全体のエネルギー効率の改善 
その他 

20億台のガソリン／ディーゼル車が30mpgでなく60mpgを達成。 

10億台の水素燃料車が30mpgのガソリン／ディーゼル車に取って代わる。 

毎年、収穫量の多い作物（年15t/ha）を新たに400万ha植えてそれを維持することで、 
ガソリンとディーゼルを削減する：2050年に米国の農地面積と同程度（2億ha）に相当。 

2054年までに石炭の代替としてガスを燃料とする1,400GWの基底負荷発電所を建設する。 

現在の太陽光発電容量の1000倍、すなわち500万haを実現する。 

1MW（ピーク時）の風車を毎年40,000台設置し、それを2054年まで維持する。 

50年間で700GY（現在の容量の2倍）を追加する： 
毎年1GWの発電所を14カ所新設に相当。 

800GWの石炭または1,600GWの天然ガス、あるいはそれに相当する水素プラントにおいて 
炭素捕獲と隔離を行う。 

70のスレイプナー相当の設備を毎年導入し、2054年まで維持する。 

熱帯の森林伐採を2054年までに50％ではなく100％（現在1.0GtC／年のものを 
0.5GtC／年ではなく0GtC／年に）削減する。加えて、4億haの温帯林あるいは 
3億haの熱帯林を再生させる。 

GNP（ドル）あたりのカーボン濃度をこれまでよりも早い0.2％という割合で減少させる。 

1つのスライスに必要な活動レベル 

（1）SMPの基準ケースでは、2050年の軽量車台数はグローバルで20億台になると予測されている。 
（2）炭素捕獲・貯蔵（CCS）プロジェクトは、ガス層に１～3の二酸化炭素注入層を作るというのが一般的だと思われる。 
ノルウェーのスレイプナー・プロジェクトは、CCS試験が実施されている一例である。 
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取り組みのレベルを示している。表4.5

に掲載されているスライスが可能なもの

すべてというわけではなく、中には重複

しているものもある。また、実現する上

での費用がどのスライスも同等であると

いう前提もない。

Socolowが示しているのは、今後50年

のエネルギー関連の炭素排出量を、大気

中のCO2濃度を500ppmから550ppm

で安定させるのに十分なだけ削減するに

は、７スライス分に相当する排出量の削

減が必要だということである。このセク

ションで検討された手法は、実施された

場合、スライス１つから２つ程度を生み

だすことになる。2000年から2050

年の間の輸送関連（道路および非道路）

GHG排出量の上昇をすべて取り除けば、

約４スライスが得られると思われる。

輸送部門に集中した措置は、それ自体で

は大気中のCO2濃度を安定化させるま

でには到らないということは明らかであ

る。さらに、各種のGHG排出量を削減

する手法の経済性に関してSMPが理解

していることに基づけば、輸送関連の活

動にGHG排出量に対する比率を不均等

に割り当てることは、世界経済にとって

望ましいことではないかも知れない。

F. まとめ

道路交通においては、先進の推進シス

テムと燃料を大幅に導入することで、

CO2の排出量の伸びを抑え、最終的に

はそれを安定させることさえ、技術的に

可能であると思われる。（主流のガソリ

ンエンジン技術の改善に加え）ディーゼ

ル化、ハイブリッド化、先進バイオ燃料、

燃料電池、カーボンニュートラルな水素、

および車両効率向上という、少なくとも

６つの技術が安定化に貢献できると考え

られる。

このような技術や燃料の中には、導入が

始まっているものもあれば、数十年のう

ちには導入可能にならないと思われるも

のもある。また、それぞれの技術の導入

からその技術を使用した車両がGHG排

出量に影響を与えるほど十分に展開され

るまでの時間には10年から50年と、

かなりの幅がある。

2050年までに単独でCO2安定化のた

めの解決策をもたらす新技術は登場しな

い。新しい燃料、推進システム、および

車両の組み合わせを通じてのみ、安定化

の解決策に到達できる。これを達成する

には、自動車業界と燃料業界の協力が必

要となる。先進国におけるこのような技

術の広範な利用と発展途上国における利

用の遅れは、道路車両からのGHG排出

量の経路に影響する。発展途上国の道路

輸送を手が届かないほど高価なものとす

ることなく、この遅れの幅をどのように

縮めることができるかという点について

の検討から始めることが重要である。

需要誘導手法には、輸送関連のGHG排

出量を削減する上で果たせる役割があ

る。しかし、これはすぐに、安価かつ簡

単に達成できるものではない。需要誘導

手法が輸送関連のGHG排出量に対して

比較的早く大きな影響を与えるために必

要となる需要パターンの変化は、非常に

高価で、混乱が生じる危険性が高いと思

われる。
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第２章で、SMPは2000年から2050

年の間に、道路関連の死亡・重傷事故

の件数はOECD諸国全体、および一部

の中所得国で減少すると予測した。た

だし、自動車による道路輸送が相対的

に急成長する低所得国では、少なくと

も数十年の間、道路関連の死亡者数は

増加するものと思われる。このセクシ

ョンでは、この予想がどのように改善

できるかを検討する。

第２章で詳述したように（特に図2.26

および2.27を参照）、道路関連の死

亡・重傷事故の問題は、モータリゼーシ

ョンが大きく進んだ国と、モータリゼー

ションの初期段階にある国とでは異な

る。前者においては、死亡・重傷率は既

にかなり低下しており、さらに減少する

ことが予想されている。道路関連の死

亡・重傷者の総数も非常に低く、さらに

減少しているが、まだ改善の余地がある。

自動車の運転者および同乗者が衝突事故

の犠牲者の大多数を占めている。（図

2.27）

低所得発展途上国においては、死亡およ

び事故率は、OECD諸国の平均に対し

て10倍以上にも上っている。このよう

な相対的に高い死亡・重傷率は、人口の

多さも手伝って、総数でOECD諸国の

平均をはるかにしのぐものとなってい

る。死亡・負傷率は下降するケースもし

ばしば見られるものの、人および貨物輸

送の活動が急成長を遂げているため、総

死亡数および重傷者数は上昇傾向にあ

り、時に急増している。歩行者、自転車、

そして地域によっては、２輪・３輪車の

運転者が主な犠牲者となっている。

このような区別を念頭に置いて、SMP

は内外の交通安全の専門家29に依頼し、

（a）道路関連の死亡・重傷者数を大幅

に減らすという目標をOECD諸国が達

成する上で役立つ手法、及び（b）我々

の基準ケースの予測よりも短期間で、途

上国における死亡・重傷率を大幅に低減

することが期待できる手法を特定した。

道路車両関連の死亡・重傷者数の削減：
道路交通事故による死亡・重傷者の総数を
先進国および発展途上国において現状より
も大幅に削減する

IV.

表 4.6　オランダ（1994年）、ドイツ（1993年）：道路のタイプにおけるKm毎のリスク 

道路のタイプ 

閑静なエリア 

住宅地の道路 

都市部の幹線道路 

地方の道路 

地方の幹線道路 

地方の自動車道 

高速道路 

速度制限 

30

50

50/70

80

80

100

100/120

オランダ 

-

50

50/>50

100

100

100

no

ドイツ オランダ ドイツ オランダ ドイツ 

106Kmごとの傷害率 108Kmごとの死亡率 高速／ 
低速交通の混合 

yes

yes

yes/no

yes

no

no

no

交差点の横断／ 
反対方向の交通 

yes

yes

yes

yes

yes

yes/no

no

0.20

0.75

1.33

0.64

0.30

0.11

0.07

0.3

1.0

2.3

3.6

1.8

1.0

0.4

-

1.75

1.37

0.26

0.15

0.44

-

1.7

2.1

0.8

0.5

2.8

出所: Koornstra 2003, P.14
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A. 先進国

OECD諸国に関しては、（１）道路イン

フラにおける改善、（２）道路利用者の

行動の変革、（３）自動車設計の変更と

いう３つのカテゴリーにおける提案に分

けることができる。

1. 道路インフラの改善

道路インフラはいくつかの点で道路安全

に貢献する。傷害のリスクは、速度や方

向の違いが比較的大きい道路で、適度な

制限速度と組み合わさった場合（時速

50Kmあるいは70Kmの制限、低速お

よび高速の交通の混在、交差点の横断、

反対方向の交通）に最も高くなる。死亡

のリスクは、上記のような条件が重なり、

さらに制限速度が高い場合（例、制限時

速80Kmから100Kmで、交通が混在

し、交差点の横断があり、中間分離帯の

ない反対方向の交通がある場合）に最も

高くなる。

表4.6は、インフラの設計と道路交通規

則が、道路利用者にとって交通の複雑

さを決定し、そのため道路タイプ間に

おけるリスクの差を決定していること

を示している。このような違いは主と

して、特に弱い立場の道路利用者（歩

行者と自転車利用者）を巻き込む衝突

における異なった平均衝突速度の影響

と、衝突頻度に対する速度差の影響に

よって説明される。

我々の依頼した欧州の安全専門家による

と、欧州における道路の安全性は、以下

のようにすれば大幅に改善することがで

きる。

• 路上および交差点で、車両速度が時

速30Km以上となる高速および低速

の交通の混在を許さない。制限時速

30Kmの道路が周辺の時速50Kmの

道路と交差する場合、ロータリーの

制限速度は時速30Kmにすべきであ

る。弱い立場の道路利用者が時速

50Kmのルートを利用する場合、適

切な歩行者および自転車用通路を用

意すべきである。

• 制限速度時速50Kmから80Kmの道

路は、自動車の横断交差点を設けず、

代わりに物理的に車両速度を落とさ

せるロータリーを使用する。

• 時速80Km以上の制限速度を持つ道

路については、分離帯や傾斜交差点

を活用するべきである。

ある欧州の安全専門家は、このような形

で道路インフラを再設計することで、

90％まで「遅い交通」、すなわち歩行

者と自転車利用者の死亡者数を減らせる

可能性がある一方、都市や地方道路の自

動車道路利用者の死亡者数は最大80％

まで減少しうると予測している。自動車

専用道路（高速道路ではない）上での死

亡者数は60％も減らすことが可能であ

る。全体で、死亡者のうち80％から

90％を、このような道路インフラの再

設計によって救済しうる。全面的な改良

は費用がかさみ20年以上かかる模様だ

が、上記の専門家によると最も効果的で

最も費用のかからない対策を2020年

以前に実施することは可能で、40％程

度事故による死亡者数を減らすことがで

きるだろう。

2. 道路利用者の行動の変革

車両利用者の４種類の行動が、死亡率お

よび傷害のリスクを高める原因となって

いる。すなわち、（１）自動車の乗員が

シートベルトを締めていない、（２）自

動２輪車の運転者および乗員がヘルメッ

トを着用しない、（３）飲酒運転、およ

び（４）制限速度違反である。警察がよ

り徹底した取締りを行えば、こうした行

動は大幅に削減可能であり、その結果、

死傷事故の防止につながる。

警察による取締りはどれだけ強化される

べきだろうか？Koornstraの研究チー

ムは、EUで最も自動車による死亡率が

低いスウェーデン、英国、オランダの３

カ国における違反のレベルと取締りの厳

しさに関するデータに基づき、推定を試

みた。（SUNflower 2002）図4.13は、

各国における２種類の違反、飲酒運転

（「DWI」）とシートベルトの不着用

（「ベルト」）についてのデータを示して

いる。図4.13は、一般化した関係であ

警察による取締りの度合い 
（一年あたりの指導の回数／免許所有者数(2)） 

0
0 1/16x 1/4x 1/x 4/x 16/x

DWI（英国） 

DWI（オランダ） 

DWI（スウェーデン） 

ベルト（オランダ） 

ベルト 
（スウェーデン） 

ベルト（英国） 

警察による取締りが伴わない 
場合の仮定レベル(1)

1/2

1/4

3/4

法令違反の度合い 

(1)取締りを伴わない場合の 
法令違反の仮定レベル 

ベルト着用＝50%
DWI＝24%

(2)警察による取締り変数「x」 

ベルト着用 x＝520
DWI x＝4

図4.13 警察による取締りの強化とその効果

出所：Koornstra 2003より



122

る。特定の種類の違反に対して必要な取

締りレベルを予測するために、これを調

整するには、最低限の警察による取締り

を伴う違反の仮定レベル（Z）と、実際

に観察された違反のレベルである、1年

に1人の免許所有者が指導を受ける回数

（X）に関するデータが必要になる。

シートベルトの着用増加を促す取締りの

影響：調査の対象となった国々では、警

察による取締りがない場合のシートベル

ト着用違反のレベルは約50％と推定さ

れる一方、１年に運転免許所有者65人

あたり1人の取締りという頻度では、違

反レベルは約６％まで低下する。この経

験を米国でも同様に実行することができ

るのであれば、シートベルト着用の強制

度を改善することによって、道路事故死

亡者全体の35％を救うことができるこ

とになる。30

DWIでの事故を減らすための取締りの影

響：運転者の血中アルコール分（BAC）

が高まるのに従って、死亡の可能性が急

増することはよく知られている。警察に

よる取締りがなければ、週末夜の血中ア

ルコール分（BAC）が0.1％以上での飲

酒運転の違反レベルは、一般に約24％

である。このレベルは、調査した３ヶ国

において国内の道路事故死亡者全体の約

40％に相当する。先進国の多くは、

0.05％から0.08％でBACを規制する

法律を備えている。合法的なBACレベ

ルが0.02％であり、無作為酒気検査に

よる警察の取締りの厳しさが年に免許所

有者１名あたり１件とした場合、恐らく

25％以上の道路死亡者数が減ることに

なるだろう。合法的なBACレベルが

0.02％であり、取締りのレベルが１年

に運転免許所有者４人あたり１度である

スウェーデンにおいては飲酒による死亡

事故は12％以下に減少している。

速度制限の取締り強化：Koornstraの

研究チームは、警察による取締りが緩い

場合、全ドライバーのおよそ半数が速度

制限に違反すると推定している。

2000年のオランダの取締りレベルで

は、700万人の運転免許所有者に対し

て、約300万件のスピード違反の罰金

が課せられており（運転免許所有者１人

あたり0.43件）、これは主要都市道路

および都市間道路の違反の約33％に相

当する。このようなデータを使用して一

般化した取締り曲線を調整すると、違反

レベルを10％まで下げるには、１年あ

たり２人の運転免許所有者に対して約３

回のスピード違反の罰金を科す（すなわ

ち運転免許所有者１人あたり1.5件の罰

金、または2000年のオランダにおけ

る実際の割合の３倍に当たる）取締りレ

ベルが必要と推定することができる。ス

ウェーデンについてこれを計算すると、

このレベルの取締りによって、道路事故

による総死亡者数は17％下がることに

なる。

取締りを補完する教育、訓練、および広

報（ETP）：上記の分析において、中

心となるパラメーターの一つは、実質的

な警察による取締りが行われない場合に

存在すると想定される違反のレベルであ

る。この違反レベルは、違反の種類によ

って異なることが判明している。また国

によっても異なる。この違いの中には、

明らかに地理、人口密度等の客観的な要

素の差によるものもある。ただし、中に

は諸国の道路安全「文化」によって異な

るものもあると思われる。この文化は、

教育、訓練および広報の影響を受ける可

能性がある。

SUNflower報告書の著者は、スウェー

デンが左側から右側通行に変わった

1967年に、国民側が受け入れの準備

ができるよう大規模な安全教育キャンペ

ーンが行われたことに触れている。この

キャンペーンは、スウェーデンの道路安

全に関する姿勢に影響を与えたものと思

われるが、このキャンペーンの影響は時

間の経過と共に減少していった。また、

若者やドライバーを対象としたプログラ

ムがある程度の影響を与えたという点に

も言及している。

ETP活動の影響を定量的に測定する

ことは困難である。全体として、

SUNflowerの著者は、調査の対象とな

った３カ国で1980年から2000年の

間に、車の乗員を死亡から救った割合に

対する影響は5％未満であると推定して

いる。（この推定値は、このような活動

がDWIの減少やシートベルトの着用に

よる死亡率の低下にもたらした影響を含

んでいない。）ただし、この影響は、相

対的に限られたETP活動の利用によっ

て制限されてきた可能性がある。さらに、

著者が記しているように「一定レベルの

ETPは、議会による承認を必要とし、

従って一般大衆が受け入れる必要がある

道路安全政策の前提条件となっている。

一般に受け入れられるには、ETPなし

ではおぼつかないことは確かである」。

（SUNflower  2002, pp 138-139）

3. 車両の変更

SUNflowerプロジェクトは、車両の衝

突安全の向上によって、上記３カ国で過

去20年の間に車両の乗員死亡者数が

15％～20％減少したと推定している。

Koornstraは、追加的な衝突安全およ

び予防安全装置の導入と併せた、新型衝

突安全装置の導入は、今後数十年の間に

死亡者数を40％ほども削減する可能性

があると見積もっている。潜在的な衝突

安全装置のうち、検討対象となる可能性

があるものとして、シートベルトを着用

していない乗員がいる場合の自動イグニ

ション停止、弱い立場の道路利用者保護

のための前面が柔らかい車両構造、自動

車コンパティビリティ要件、大型貨物車

両のアンダーライド・プロテクションな

どが含まれる。検討に値する潜在的な予

防安全技術としては、インテリジェン

ト・スピード・アダプター、自動昼間走

行時点灯（DRL）、衝突回避支援装置な

どがある。
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4. 制度的、社会的相違の影響

車両に誰かシートベルトをしていない乗

員がいるときに、車両の動作を止める自

動イグニション停止を使用すべきである

という提案は、一般に受け入れられるか

という重大な問題をはらんでいる。自動

イグニション停止は、1970年代前半

に米国で販売される新車に対して、法に

より義務づけられ、シートベルト着用の

割合を高める上で効果的であることが証

明された。しかしながら、一般からは大

きな反対の声があがった。さらに、多く

のドライバーは、インターロックを無効

にしたり、解除したりする方法を見つけ

ている。この激しい抗議によって、議会

は装置の取り付けに関する要件を取り消

したが、この要件がその後復活すること

はなかった。

一般社会の受容は、各種安全対策を検討

しているすべての政府が考慮に入れなけ

ればならない問題である。SUNflower

の最終報告の著者は次のように認めて

いる。

「（速度違反、飲酒運転、自動２輪、初

心者ドライバーに関する）行動改善の

手法が一般に受け入れられるかどうか

は、一般的な安全、そして特に道路安

全対策に関する国家的な認識、姿勢、

それに信念に大きく依存すると思われ

る」（SUNflower, 2002, p. 126）

この見解には２つの重要な意味がある。

第一に、ある国の経験に基づいて、別の

国で特定の対策や一連の対策を取った場

合の影響を推測するにあたって、必要と

なる注意の重要性が示されている。第二

に、道路安全対策に関する国家的な認識、

姿勢、それに信念がどのように形成され

るのか、それはどのように変えられるも

のなのか、研究する必要性が強調されて

いる。

5. 相殺行動

安全強化の対策が予想を下回る成果しか

生み出せない場合があるが、その理由の

一つは、ドライバーがそのような対策の

持つ安全強化の可能性を相殺しがちなか

たちでその行動を変化させることであ

る。これは「リスク補償」として知られ

ている。ドライバーはまた、相対的に慣

れていない安全技術によって与えられる

合図に対して不適切に反応する。

道路安全対策の予期せぬ結果についての

議 論 は 、 四 半 世 紀 以 上 も 遡 る 。

Peltzmanがおそらく、シートベルトを

着用しているドライバーは、より攻撃的

に運転するようになり、予想される安全

上の利益を相殺する可能性があると指摘

した最初の人物だろう。（Pel t zman

1975）

同じ議論が、アンチロック・ブレーキに

ついても交わされてきた。アンチロッ

ク・ブレーキ技術は、米国のLDVで一

般的になってきた。アンチロック・ブレ

ーキが、別の車両、歩行者、それに自転

車利用者に対して有益であるということ

には明白な証拠があるように思われる。

ただし、期待されたような車両の乗員に

対する効果は生みだしていない。事実、

一部の研究は、アンチロック・ブレーキ

を搭載した車両で、車両の乗員が死亡事

故を経験する危険が高まっているとして

いる。可能性のある理由はいくつかある。

これをリスク補償に対する「例外」であ

るとするアナリストもいる。また特に、

飲酒が原因でドライバーの反応が損なわ

れているような状況を例に取り、技術要

件にドライバーが慣れていないことによ

るものであると主張する者もいる。

（Harless and Hoffer 2002）

この報告書で述べた、可能性を秘める安

全技術の多くは、ドライバーに対して、

自分の周囲の環境に関する情報をより多

く提供することを目指している。中には、

ドライバーを「悪い判断」から「保護す

る」ものもある。このような技術が市場

化されるにつれ、リスク補償の問題や、

不慣れによる不適切なドライバーの反応

といった問題の大きさが増していく。

どのような社会でも、車両や道路インフ

ラに対する新技術の導入を通じて、道路

事故による死亡・重傷事故を減少させる

ための取り組みを緩めるべきではない。

ただし、行動上の反応が、予想された効

果の一部を相殺する場合があることを理

解することが重要である。これはどのよ

うな道路安全技術を実施し、どのように

資源を割り当てるかを決定する時に、考

慮すべき不幸な現実である。

B. 発展途上国

発展途上国における道路交通安全は、非

常に大きな改善の余地がある。世界で最

も安全な国は、自動車１台あたりの平均

死亡リスクが、最低所得国に比較して

1/75程度になっているためである。31

中・低所得国の多くでは道路安全は優先

すべき問題とは捉えられておらず、安全

の重要性を測る体系的な基準がほとんど

あるいはまったく設けられていない。こ

うした状況を是正する努力の一環とし

て、交通事故による死傷事故の重大性を

世界規模の公衆衛生上の問題としてクロ

ーズアップする試みがなされている。

2003年８月、国連事務総長による

『Global Road Safety Crisis』と題す

る報告書が国連総会から発表された。

（UN 2003）2004年の「世界保健デー」

のテーマは道路安全であった。その当日、

世界保健機関と世界銀行は道路上の死傷

事故防止に関する共同調査書を発行し

た。（WHO 2004）

上記で特定した３つの要因（すなわち、

インフラ、行動、そして車両の改善）の

発展途上国への適用は、道路安全の大き
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な向上につながる。しかし、中・低所得

国の道路利用者の混交状態を考えると、

多様な要因に対し置かれる重点は非常に

異なったものとなる必要がある。

MohanとTiwariが考察しているように、

中・低所得国では弱い立場の道路利用者

が交通事故の犠牲者の多数を占めている

ため、車両乗員の安全を高める技術では

交通事故死傷者数の大幅な減少を実現す

ることはできず、むしろ道路設計、都市

部の土地利用政策、弱い立場の道路利用

者の安全を高める車両技術の方が有効で

ある。（Mohan and Tiwari 2003, p.7）

Mohanたちは、以下の措置を発展途上

地域における道路安全政策を改善する上

での出発点であるとしている。

• 全国および地方道路安全機関の創設。

これは改善政策を実施する前提条件

である。このような機関には、訓練

を受けた専門家を配置し、事故デー

タ監視分析、研究活動への資本提供、

車両や道路基準の設置、および適切

な交通工学手法の開発に対する責任

を負う。

• 歩行者や自転車利用者に対する危険

を引き下げるための、車両（バス、

トラック、乗用車、３輪タクシー、

トゥク・トゥク、ベチャ等を含む）

の前面部分に対する安全基準の開発。

• 適切な人的資源の開発。モータリゼ

ーションが進んでいない国では、道

路安全環境の現役の専門家は、１国

あたり10人に満たない。訓練プログ

ラムを制度化すべきである。これは

道路安全および輸送研究組織を主要

な大学や研究機関に設けてはじめて

実現する。

C. まとめ

交通関連の死亡・重傷事故は、先進国、

発展途上国のいずれにおいても、SMP

の基準ケースで予測される水準よりも大

きく減少させることができる。車両設計

とインフラ設計の改善は、両方の分野に

おいて果たせる役割があるが、どちらも

完全な解決策ではない。

ただし、先進国、発展途上国の両方にお

ける真の進歩の鍵は、自動車の運転者と

乗員の行動の改善にある。先進国では、

道路の位置や条件に適した速度制限を定

め、これを厳格に執行すること、アルコ

ールなどの物質の影響を受けたドライバ

ーに対する法律を強化し、厳密に執行す

ること、そしてシートベルトの着用を強

制することのそれぞれが、道路での死

亡・重傷事故を減らす上で、有効である。

ITS技術は効果的な取締りに貢献しうる

が、飲酒運転中のドライバーを発見する

ために、ドライバーを日常的に停止させ

るといった法執行戦略を採用するかどう

かについての意欲が国や地域によって異

なるように、このような技術を採用する

かどうかについての意欲も、国や地域に

よって大きく異なるであろう。

発展途上国において、最も重要なのは急

速に都市化が進んでいる地域の道路と、

このような地域と農村地域や他の都市化

地域を結んでいる道路に出現しつつあ

り、その数を急速に増やしつつある自動

車、軽トラック、重量車などによる死

亡・重傷事故から、弱い立場の人々（歩

行者、自転車利用者、自動２輪車・３輪

車）を保護することである。道路法規を

順守する必要性についてすべての道路利

用者を教育することは、このような規則

を執行する警察の取り組みと同等に不可

欠である。自動車を歩行者や自転車利用

者から分離するインフラ設計の改善につ

いても同様である。
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気候の変動が世界規模の公益に関わる典

型だとすれば、輸送関連騒音は、地域レ

ベルの公益に関わる典型と言えるだろう。

輸送関連の騒音は、外部費用を生みだす

ので、自発的、あるいは支援の得られな

い市場が効果的に管理することはできな

い。しかし、その費用は地方的、全国的、

地球規模で感知されるものではなく、局

地的に感知されるものである。この理由

から、輸送関連騒音低減を目標として設

定された優先性は、世界の各地でそれぞ

れに異なる。欧州諸国の多くは、持続可

能なモビリティの要素として、これを次

第に優先するようになってきているよう

だ。（Directive 2002/49/EC）同じことが

日本にも当てはまると思われる。（Ministry

of Land, Infrastructure and Transport 2001）

その他の国や地域によっては、優先順位

の低い目標となっているようだ。

輸送関連の死亡・重傷事故のように、輸

送関連騒音は多数の要因の産物である。

この理由から、輸送関連騒音低減のため

の手法が効力を発揮するには、多面的で

ある必要がある。自動車運転者による違

法な行動に対処しなければならない場合

もある。法律に違反して運転される車両

は、人口密度の高い都市地域における最

も重要な騒音源の一つであるためであ

る。道路条件や路面材料の選択に取り組

まなければならない場合もある。これら

もまた輸送関連の騒音に大きな影響を与

えるからである。また車両自体に固有の、

騒音を発生させる特性に対処しなければ

ならない場合もある。

ボックス4.1は、騒音低減に対する一つ

輸送関連の騒音の低減：
輸送関連の騒音を削減する

V.

ボックス 4.1　大気騒音低減のためのロンドン市長による戦略の要素 

３つの主な課題 

ロンドンへ向かう道路に優れた騒音防止のための路面を確保する。 

ロンドンを横切る航空機の夜間運行を禁止する。 

新しい住宅計画や住居デザインにより騒音を低減する。 
 

他の優先事項 

優れた騒音防止のための路面の使用を、崩壊の少ない、より良く修復工事された、効果
が期待できる全ての道路に拡張する。 

低騒音自動車技術の促進。 

日々の交通管理に騒音防止を組み入れる－－渋滞の緩和、スムーズな交通の流れ、道路
のスペース配分の改善、他の輸送手段の提供によって、停発進を減少する。 

住宅ゾーン、都市中心部、典型的な公用の場での企画「人々のための道」を通して騒音
環境の改善。 

目標を明確化した交通騒音軽減プロジェクトなど、ロンドン市交通局が管理する580Kｍ
の道路を対象とした交通騒音対策プログラムの開発。 

燃料電池バスの試験運用。電気ハイブリッド・バスの試験運用の検討、およびドライ
バーの研修などを通じたよりスムーズかつ静かな走行の検討。 

模範となる騒音軽減プロジェクトのためのロンドン環境騒音基金と、特に舗装が不十分
な路面の車内外の騒音軽減を目指すロンドン国内騒音基金の設立。 

組織や財政援助が承認され次第、国鉄と地下鉄における鉄道路面の品質と補修の改良を
検討する。 

該当する東西の道路・鉄道沿線への防音壁を組み込んだ模範的な太陽光発電装置と、安
全フェンスおよびセキュリティ・フェンスによる騒音スクリーニングを支援する。 

広範囲のエリアを騒音から守る、適切な道路と鉄道沿い、およびその周辺の開発を促進
する。 

それぞれの空港に対する航空環境基金などを通じ、「汚染者が支払う」税金により、航
空機の騒音などの影響が相殺されることを確認する。 

計画と設計の改善による騒音の緩和。ロンドンの人口と通勤者の増加は難題だが、再開
発と修復のチャンスもある。高密度で多目的の開発によって交通から離れた静かな野外
スペースが実現する可能性もある。 

市長のシルバー･サウンド･アワードの対象範囲を検討し、模範的な都市の音のあり方に
関するプロジェクトを助成する。 

出所：City Soundings 2003, pp.xii-xiii
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の手法、すなわち2003年3月に公表さ

れた環境騒音低減のためのロンドン市長

による戦略の主な内容を示している。こ

のリストにある項目は、騒音を発生させ

る活動に対する市長の権限に影響されて

いる。戦略要素の中には直接技術を対象

としているものがある一方で、必要な行

動上の変化に関するものや、市民の誇り

に訴えかけるものもある。とは言えこの

リストは、総合的な騒音低減プログラム

が取り入れなくてはならない幅広い要素

があることを示している。

A. 自動車の運転者

都市部の道路関連騒音の多くは、違法な活

動の結果である。自動車の所有者は、メー

カーが装着した騒音低減技術を無効にする

目的で、車両を改造する。32 適切に運転さ

れる車両が発生させるよりもはるかに高い

騒音レベルを生みだすようなやり方で車両

を運転する。こうした事態に対処するには、

既存の騒音対策の取締りを警察の優先事項

とする必要がある。さまざまな社会的、政

治的な理由から、多くの社会がこれを実施

することに前向きではない。他の社会では、

それほど強制する必要もなく、騒音規制が

広く遵守されている。

B. 道路設計および
メンテナンス

路面は、その上を移動する車両が生みだす

騒音についての主な決定要因である。この

種の騒音に対処するために利用できる手法

には２通りある。すなわち、（１）道路の

表面材として異なった素材を使用する、そ

して（２）騒音を抑制するために、道路沿

いに防音壁を設けることである。

路上の交通量と交通形態の混合が等しい

場合、路面が異なれば、騒音のレベルも

異なる。新しい多孔質の路面は、密度の

高いアスファルト路面に比較して、３～

５dBA騒音を低減することができる。オ

ランダには、古く密度の高いアスファル

ト路面を多孔質のアスファルト路面に取

り替える大規模な国家プログラムが存在

する。日本では、多孔質路面の利用が数

年前に義務化され、既に1,000Km以上の

道路がこの材質の舗装となっている。こ

れ以外にも、有効な路面改修事業が英国、

ニュージーランド、イタリア、フランス、

スペインに存在する。（Sandberg 2001）

輸送調査委員会（TRB）の2004年の

会合で、最高10dBAまでの道路騒音の

低減が可能な多孔質弾性舗装（PERS）

の開発が報告された。PERSは、粗骨材

として廃タイヤの粉砕ゴムを、バインダ

ーとしてウレタン樹脂を使用した多孔質

構造である。この構想は1970年代に

スウェーデンで提案されているが、スウ

ェーデンの研究者は、この構想を実用化

することができなかった。TRB報告書

によると、この構想がようやく最近日本

で実現に漕ぎ着けているという。この報

告によれば、騒音基準を満足する日本の

都市部の高速道路は、現在わずか13％

に過ぎないが、この道路舗装材を利用す

れば、この数字を90％まで上げること

ができる。（Meiarashi 2004）

防音壁は、都市部の高速道路による騒音

低減のために、多くの国で利用されてい

る。米国では1998年に、このような

防音壁が直線にして1,800Km以上建設

された。表4.7は、高速道路から約

60m以内の騒音低減に関する防音壁の

有効性の推定レベルを示している。防音

壁は廉価ではない。1998年に米国で

建設された防音壁の平均費用は、直線に

換算して１Kmあたり70万ドル近くと

なっている。

C. 交通流の円滑

それ以外の道路関連の問題として、交通

の動きの円滑性がある。これについては

渋滞の緩和の項で取り上げる。

D. 車両設計

ほとんどの先進国では、国内で販売され

る新車は騒音基準を満たすことが要求さ

れる。長年に渡り、このような基準が強

化されてきているため、今日適切に運

転・保守されている車両は、以前より静

音仕様となっている。ただし、さらに改

善の余地があるかも知れない。例えば、

第3章で述べているように、タイヤの改

良などが考えられる。

E. まとめ

道路騒音を引き起こす問題を減らすた

めに数多くの機会が存在する。このよ

うな機会で最も重要なものは、（１）騒

音規制を執行する、（２）防音壁を設置

する、そして（３）より騒音の少ない

路面材を採用することである。渋滞の

緩和（次項参照）も、交通の流れをス

ムーズにすることにより、道路騒音の

低減に貢献することができる。新しい

推進システム、特に燃料電池も騒音の

低減に貢献するが、騒音低減自体は、

その利用に関して大きな弾みをつける

ものにはならないと思われる。

出所：US DOT 2000, p.10

騒音レベルの低減 

5 dBA

10 dBA

15 dBA

20 dBA

音響エネルギーの低減 

70%

90%

97%

99%

難易度 

容易 

可能 

かなり困難 

ほぼ不可能 

表 4.7　防音壁の有効性 
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渋滞を根絶することはできないが、その

悪影響を緩和することはできる。渋滞は、

特定の時間において、需要を満たすのに

インフラの容量が不十分である場合に発

生する。渋滞は、２つの関連しあう形で

出現する。すなわち、（１）標準的な移

動を完了するために要求される平均時間

量が増加する、および（２）移動時間の

変動性が大きく増大する。輸送の利用者

は、移動に許される時間量を増加させる

ことにより（ある程度の追加費用で）前

者を相殺することができる。後者は予測

が不可能であるため相殺がはるかに難し

くまた高いコストを要する。

渋滞は、インフラの容量に対する需要を

下げるか、供給を上げるか、あるいはそ

の両方により緩和することができる。

「需要を下げる」ことは、そのインフラ

を使用する車両の総数を減らすことを必

ずしも意味するわけではない。一日を通

じて、需要の山や谷を緩やかにすれば十

分である場合が多い。「容量を増やす」

ことは、必ずしも新しいインフラを建設

することを意味しない。既存のインフラ

をより効率的に活用することができる。

しかし、渋滞緩和のためのどのような戦

略も、誘発される需要に対処する必要が

ある。一般的には、道路の渋滞が改善さ

れ交通の流れが速くなると、迂回路を利

用するドライバー、オフピークの時間帯

に移動していたドライバー、また（自家

用車ではなく）他の輸送形態を利用して

いた通勤者が、すぐにその改善されたル

ートに戻ってくることになる。道路スペ

ースを求める「誘発された」需要の増加

は、場合によっては道路の新たな容量を

相殺する可能性もある。33

誘発された需要の影響を緩和するという

意味では、インフラ供給を増加させる戦

略よりも、需要を減少させる戦略の方が

より効果的であると言えるかもしれな

い。しかし、車両移動の成長予測に対応

したり、インフラの需要と供給のバラン

スを維持したりするためには、需要の変

化だけでは不十分であると思われる。

A. 需要の削減

インフラ利用の需要を減らす戦略では、

利用可能な容量を使用する車両の総数に

影響を与える方法や利用の再分配に焦点

を当て、ピークの需要を減らすやり方が

考えられる。ひとつの道路や橋が常時渋

滞していることはめったにない。渋滞は、

日中または夜間のある特定の時間や、特

定の「ボトル・ネック（交通流を妨げる

場所）」で激化するのが一般的である。

需要が均等になり、「ボトル・ネック」

の負荷が軽減されれば、渋滞が緩和され

る可能性がある。

1. 車での移動削減

走行する乗用車の総数減少には、例えば、

在宅勤務の機会向上や出発点と目的地間

の距離の短縮、他の輸送形態を利用した

移動調整などによって、基本的な移動の

必要性をなくすということも考えられ

る。したがって、都市および地域計画の

変更と公共交通機関やさまざまな交通形

態間の接続の改善は、奏功するまでに時

間はかかるとしても、渋滞水準にプラス

の効果をもたらす可能性がある。

行動の変革を誘発するのは極めて困難な

場合が多いが、負担を増加することが、

道路の利用者と貨物の両方の移動に使わ

れる車両の総数を減らす方策となる可能

性がある。前者に関しては、ライド・シ

ェアリング（カー・プーリング）または

トリップチェインが移動を減らす行動で

ある。最低乗員数を満たす車両のみがア

クセスできるHOV（多乗員車両）車線

や、都市部への制限付き進入区域といっ

た例も挙げられるが、その成否の見通し

は不明である。（通常無料駐車できる）

従業員が相乗りや別の移動モードを選ん

だ場合に経済的な恩恵が受けられるとい

う駐車換金プログラムも、一例として挙

げられる。貨物輸送に関しては、ITまた

は地域の配送センターを通じた物流処理

の改善によって、営業上の移動回数を削

減することができる。

渋滞の緩和：
交通渋滞を緩和する

VI.



128

2. 需要の均一化

「ボトル・ネック」においてピーク時の

需要を抑制することに主眼を置いた手段

としては、ピーク時のインフラ利用に相

対的に高い料金を課すこと、混雑の少な

いルートをドライバーに知らせる車内情

報技術、および業務時間または小売店の

営業時間のオフピーク時を再分配または

平均化するように変更することなどが挙

げられる。

原則的に、コストを外面化して道路利用

者に転嫁することにより渋滞のピーク時

の容量を管理するならば、移動時間の調

整、代替ルートの選択、相乗り、移動の

統合または取りやめに対する経済的なイ

ンセンティブが提供される。世界中で、

さまざまな道路への課金方法が導入され

ているが、概して大衆の反発を買うもの

となっている。大衆の反対によって導入

に至らなかったケースもある。このよう

な不安材料（低所得層への影響など）が

あるものの、道路への課金は、状況によ

ってはピーク時の渋滞緩和に効果がある

と思われる。

渋滞に悩む都市ゾーンにおける渋滞課金

の例として、シンガポールとロンドンの

例がよく知られている。シンガポールの

やり方は、ドライバーが許可証を購入し、

自分の車両の窓に掲示するというシンプ

ルなシステムとして始まった。そこから、

リアルタイムで料金の変動が可能な電子

システムに発展している。

ロンドンの渋滞課金システムは、技術的

にはそれほど高度なものではない。これ

は主として、欧州の大都市で選出された

官吏が道路利用に対し課金するという政

治的なリスクを負った最初の事例として

注目に値するものだ。ドライバーは、平

日にロンドン中心部の指定地域に入るた

めに日額５ポンドを支払わなければなら

ない。１年間の運用後、課金ゾーン内の

交通渋滞は課金導入前と比較して30％

緩和された。課金ゾーン内およびその周

辺のバスについては、交通渋滞によるダ

イヤの乱れが最大60％緩和された。該

当ゾーン内を循環する交通量は15％減

り、課金時間中にゾーンに入る交通量は

18％減少した。2004年２月に発行さ

れた報告書では、渋滞課金導入の１年後、

この仕組みによる課金ゾーン外の交通へ

の目立った悪影響は見られなかったと報

告されている。ロンドン交通局の調査で

は、課金が経済界に悪影響を及ぼすとい

う懸念を裏付ける証拠はほとんどなかっ

たとのことである。（Transport for

London  2004）34

3. 容量追加によるインフラ供給の増加

新たな道路建設や車線拡張を行うと、こ

とに特定された「ボトル・ネック」があ

る場所や交通需要の伸びが著しい場所で

は、短期的には移動ピーク時にそのイン

フラをより多くの車両が通行できるよう

になるため、ボトル・ネックが減少し、

渋滞の継続時間が短縮されることにな

る。道路の新規建設または拡張が行われ

る地域交通網内では、平行ルートによっ

ても渋滞レベルの低減が実現する可能性

がある。しかし、道路容量の拡張によっ

て、誘発される需要への何らかの影響が

見られ、長期的に見ると以前のレベルま

たはそれ以上の渋滞につながるというお

それもある。

したがって、追加インフラ容量の構築は、

それ自体としては渋滞の問題に対する総

合的な解決策とはなりえないが、多くの

渋滞を緩和する手法の重要な要素となり

える。これが当てはまるのは、（１）地

域が高い経済成長を経験したり、経済活

動の集中が発生したりして輸送に対する

需要が増加している場合、（２）地方ま

たは「周縁」地域が都市化している場合、

あるいは（３）従来利用可能だった道路

容量が利用不可能になった場合であろ

う。最初のケースは、発展途上国におけ

る急速に都市化が進んでいる地域ばかり

でなく、EU統合が進行している欧州で

もよく見られる。２番目は、北米や欧州

の多くに加え、上述の急成長を遂げてい

る発展途上国でも一般的に見られる。３

番目は、特定の地理的要因に基づくもの

ではなく、むしろインフラの一部が担っ

ていたサービスの性質を変化させるよう

な輸送需要構造の変化に関連する。35

アジアの急成長期にある国々は、大規模

なインフラ建設プログラムに取り組んで

いる。人民日報によると、中国は

2003年に、4,600Kmの高速道路を

含む総距離46,000Kmの道路を新たに

建設したとのことである。これによって、

中国の道路の総距離は、181万Kmとな

り、そのうち30,000Kmを高速道路が

占めることになった。（People's Daily

Online  2004）急成長しつつある中国の

各都市は特にインフラ建設に積極的であ

る。2002年４月、上海市は今後20年

間の輸送計画の概要を明らかにした。特

に上海は、幹線道路の容量を2005年

までに毎時270万台Kmから410万台

Kmに、さらに2020年までには毎時

650万台Kmに引き上げるとしている。

（Embarq 2003）同じ時期に、上海は黄

浦川を渡る６つのトンネルと橋の建設を

計画しており、これによって黄浦川の河

川横断道路は合計16カ所となる。

（People's Daily Online 2003）

4. 効率的利用によるインフラ供給の

増加

新たな道路建設が現実的ではない、また

は望まれていない場所では、専用車線、

インフラ設計の変更、先進の車両および

通信技術、総合的な交通管理戦略および

システムなどによって、既存のインフラ

を改良できる場合が多い。

渋滞（および交通事故）の要因の１つに、

車両間の速度および加速のばらつきがあ

る。全車両が同じ速度で走行すれば、容

量および安全性が大幅に改善されると考
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えられる。専用車線は、異なる交通の流

れを分離する方法として有益である。専

用車線では、ほとんどの状況下で、主要

道路がふさがっていても対象となる車両

は渋滞に阻まれずに走行することができ

る。車線を、乗用車、タクシー、貨物ト

ラックまたはバス専用に割り当てたり、

高速車線として追い越し専用とするなど

の可能性がある。隣接する非専用車線の

交通の流れも改善されることが多い。専

用車線をマーキングし、その状況を動的

に変える技術も利用されており、さらな

る改善が見込まれている。

米国内では、HOV車線がHOT（多乗員

料金）車線に変更される例もある。規定

の乗員数に満たない車両も、定額または

調整された通行料を支払うことによっ

て、混雑の少ない専用HOV車線を走行

できる。動的HOT車線課金の例を挙げ

ると、サンディエゴの州間高速道路15

号線の課金は、HOT車線の車両の流れ

を指定速度に保つために必要な金額にし

たがい、一回の通行あたりの料金が

0.50ドルから8.00ドルまで、0.50ド

ル刻みで６分毎に変化するようになって

いる。どのような所得層の道路利用者で

も、移動時間の短縮のために追加料金を

払っても良いと思うならば、渋滞のピー

ク時にHOT車線を選択することができ

る。HOT車線を特徴づける選択のあり

方は、低所得層のドライバーに対してバ

ランスを失した影響を及ぼす可能性があ

る有料道路のような、固定的で変動しな

い課金の仕組みよりも、より受容されや

すいものになる場合が多い。

道路または鉄道の交差点や道路建設ある

いは道路工事の現場など、すべての道路

における遅延や停止を最小限に抑えるこ

とにより、渋滞の状況が緩和されるであ

ろう。したがって、インフラシステム自

体の設計やメンテナンスによって、イン

フラの容量と性能を改善することができ

る。道路通行料自動徴収システム（スマ

ートカード、スキャナーおよび電子管理

システム）も、通行料の徴収と専用車線

の管理を簡略化することによって、遅延

を緩和できる。

また、ドライバーの行動も交通流に影響

を与えるため、最高速度の引き下げ（お

よび強制）によって道路容量を増加させ

ることもできるほか、車線変更の回数を

削減することもできる。将来的には、

（前方車両との）車間距離がドライバー

によってではなく、車両自体によって維

持されるようになるかも知れない。自動

車または自動高速道路およびインテリジ

ェント・クルーズ制御における技術革新

によって、自動車がより高速で、短い車

間距離を安全に保てるようになる日が来

る可能性もある。現状では、このような

技術を公道に導入するまでに、専用車線

であるか否かを問わず、解決すべき技術

的、社会的および規制面での課題が残っ

ている。

既存の道路に新規車線を追加して容量

を増加することが物理的に不可能であ

る場合は、既存の道路の路肩または安

全車線を一般通行専用にすることで車

線を増やすことが可能と思われる。ピ

ーク時には、道路を慎重に監視し、事

故発生時には（電子信号によって）こ

の車線を閉鎖することができることを

前提に、このような路肩を追加車線と

して利用することも可能である。路肩

の追加車線としての利用は、容量増加

のための比較的安価な方法であると思

われる。オランダ運輸省は、現在

150Kmのいわゆる「ピーク時車線」

に対して３億8,000万ユーロ（1Kmあ

たり250万ユーロ）の投資を行ってい

る。新たな車線を設けるために車線の

幅を狭めるというのも、１つの選択肢

である。安全面の理由から、幅の狭い

車線の導入は、高度な車両車線維持技

術または上述のような自動走行車両／

自動高速道路の幅広い理解にかかって

いると言えるだろう。

高度道路交通システム（ITS）における

その他の進歩にも、既存のインフラの有

効容量を増加することによる、安全性強

化と渋滞緩和の実現の可能性がある。こ

れらの情報技術は、地域の交通管理シス

テムが地域内交通網全体を対象とした交
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通管理戦略を展開するための能力を増強

してくれる。交通管理者は、リアルタイ

ムに容量の使用状況を監視し、信号、標

識およびレーン割り当てなどによってそ

れに対応することにより、交通流を改善

することができる。交通の再分配への取

り組みには、交通信号の最適化、自動速

度標識、高速道路入り口での速度計測、

通勤車線の方向逆転（一方通行化）など

が考えられる。パリでは、タクシーによ

って中継される交通流に関する情報

（「フローティング・カー・データ」）が

道路に敷設される高価な誘導線の代わり

を果たしている。

情報技術のおかげで、輸送管理者が事故

に迅速に対応し、事故車両を撤去するこ

ともできるため、主要道路における移動

時間の大幅な短縮と渋滞レベルの緩和が

実現する。携帯電話も事故検知の実用的

な選択肢の１つであると思われる。携帯

電話の通話可能地域は、カメラや誘導ル

ープのような従来の検知方法で監視でき

るエリアよりもはるかに広い。将来的に

は、多くの車両の速度を同時追跡し、比

較することができる車両搭載GPSシス

テムも、交通事故の発見、対応の迅速化

および遅延の緩和に対する効果的なツー

ルとなる可能性がある。

オランダ運輸省は、過去25年間で交通

管理システムの導入により、そのような

システムを導入していない場合と比較し

て、有効道路容量が5％増加し、渋滞が

15％～20％緩和されたと述べている。

（Middelham 2003）情報および車両搭載

技術において現在進められている技術革

新により、新たなバリュー・プライシン

グ・プロジェクトの導入、交通網管理戦

略や既存および新たなインフラを効率的

に利用するためのさまざまなツールの開

発がもたらしてくれる新たな体験が、ま

もなく現実のものとなるだろう。

B. まとめ

渋滞は、（1）最も影響が大きい時間帯

にインフラの需要を減らし、（2）イン

フラの容量を増加させることで緩和す

ることができる。いくつかの手法は、

何らかの形で価格設定に依存する場合

が多いものの、インフラ需要の低減に

十分な効果が期待できる。インフラ容

量の増加は、特に「ボトル・ネック」

にインフラを追加し、ITSのような技術

を活用して、既存インフラの実効上の

能力を拡張することで可能になる。た

だしある程度、インフラ容量の増加は、

どのように達成しても、誘発される移

動需要によって相殺される。
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ここまで本章では、モビリティの成長に

関連する特定のマイナス影響を緩和する

（あるものに関しては撤廃する）ことを

持続可能性の目標の中心に据えてきた。

これが重要であることは明白である。し

かし、モビリティを持続可能なものにす

るためには、それだけでは不十分である。

我々の定義によると、持続可能なモビリ

ティのためには、「現在や将来における

他の人間や生態系の基本的価値を犠牲に

することなく」、そして「自由に移動し、

目的地へ到達し、連絡を取り、交易をし、

関係を樹立するための社会の必要性」を

満たす必要がある。SMPの６番目と７

番目の目標は、国家間および国の内部に

存在するモビリティ機会の格差を縮小

し、先進国と発展途上国の住民に対して

より良いモビリティの選択肢を提供する

ことによって、モビリティが世界の人々

の生活水準向上において不可欠な役割を

確実に果たし続けることを目指したもの

である。

A. 国間の「モビリ
ティ機会の格差」
の縮小

第２章での2000年から2050年まで

におけるSMPの予測では、人と貨物の

輸送活動は共に成長し続け、特に発展途

上国のある地域で急速な拡大が見られる

ということが示されている。しかしこの

予測によると、最も貧しい発展途上国の

住民に対して、現在先進国にあるモビリ

ティ機会と比べても何の遜色もないほど

のモビリティ機会を提供するには、こう

した輸送活動の成長でも不十分であると

いうことも分かっている。我々はこの不

公平さを「モビリティ機会の格差」と呼

ぶことにした。

SMPでは、このモビリティ機会の格差

を縮小しなければならないと考える。こ

れは、アフリカの平均的な住民が、毎年

北米、欧州、日本の平均的な住民と同じ

程度の距離を移動すべきだという意味で

はない。すべての場所で暮らす人々が

「自由に移動し、目的地へ到達し、コミ

ュニケーションを取り、交易をし、関係

モビリティ機会の格差の縮小：
最貧国の人々、およびほとんどの国におけ
る経済的・社会的に恵まれない人々にとっ
て、自分自身や家族がより良い暮らしを送
ることを阻む「モビリティ機会の格差」を
縮小する

VII.
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を築く」機会を手に入れるとき、モビリ

ティ機会の格差はなくなるだろう。

図4.14では、現在のモビリティ機会の

格差の大きさと、現在の傾向が続く場合

にそれがどのように進展していくかとい

うことを大まかに表している。図4.14

の各線は、特定された地域において、国

民１人あたりの年間平均移動距離を

OECD欧州／OECD太平洋の国民１人

あたりの年間平均移動距離に対するパー

センテージで示したものである。

2050年までには、人のモビリティ機

会に関して、東欧／旧ソ連はOECD欧

州／OECD太平洋との格差がなくなる

であろう。中南米もこの格差を大幅に

縮小すると思われる。しかし、他のア

ジア諸国、インドおよび中近東の国民

１人あたりの平均は、OECD欧州／

OECD太平洋の20％程度のレベルに留

まるだろう。平均的なアフリカの住民

の年間移動距離は、2000年には

OECD欧州／OECD太平洋の住民の年

間平均移動距離のわずか13％であった

が、これは2050年までには８％に減

少すると思われる。つまり、アフリカ

（および中近東）の平均的な住民にとっ

て、モビリティ機会の格差は拡大する

と予測されている。

インドと中国も同様な比較ができる。

2000年には、国民１人あたりの移動

距離をOECD欧州／OECD太平洋と比

較した際の割合は、インドが17％、中

国が16％と、両国共に同じようなレベ

ルにあった。しかし2050年までにイ

ンドは比較的少ない変化（20％）しか

見せないのに対し、中国は２倍以上の伸

び（37％）を見せている。この差の理

由は何であろうか。

SMP基準ケースにおける輸送活動の予

測は、まず、各国の国民１人あたりの実

質経済成長率予測によって決められてい

る。地域の輸送の程度には多少の変化率

が想定されている（国民１人あたり実質

GDPの１ドル毎の旅客Kmで計算）も

のの、それはモビリティ機会の格差の大

きさを主に決定する輸送の規模の差とい

うよりも、むしろ国民１人あたりの実質

所得の差を示している。これは、

OECD太平洋とアフリカ地域の輸送の

程度を比較すると浮かび上がる。（図

4.15）2000年におけるアフリカの輸

送の程度は、OECD太平洋の輸送の程

度よりも高かったが、この差は縮小され

ると予測されており、だいたい2025

年～2050年の間には同程度になる。

しかし2050年になると、アフリカの

平均的住民は、OECD太平洋の国民の

８分の１程度しか移動しないであろうと

見込まれている。

1. 格差縮小への取り組み

モビリティ機会の格差を縮小するには２

つの方法がある。１つ目は、貧しい国の

OECD欧州＋OECD太平洋諸国の移動レベルを 
100%とした場合の旅客Km
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国民１人あたりの実質所得成長率を加速

させることである。２つ目は、貧しい国

の国民１人あたりの実質所得１ドルあた

りのモビリティ機会を増加させることで

ある。

本報告書の初め（第１章）では、特に現

在最もモビリティ機会に恵まれない地域

において、モビリティ機会の改善がいか

に経済成長を実現するかということを述

べた。しかし、国民１人あたりの実質経

済成長率を大幅に引き上げるには、モビ

リティ機会の向上だけでは不十分であ

る。むしろそれは、幅広い対策の一環と

して組み込まれるべきであるが、そのよ

うな対策の多くは本報告書の対象範囲か

ら外れている。とは言うものの、国民１

人あたりの実質所得１ドルあたりのモビ

リティ機会を増大させるための明確な方

法が1つある。それは、移動コストの低

減である。

a) 道路インフラ改善による移動コスト

の低減

発展途上国の最も貧しい農村部における

移動コストを低減する重要な方法の１つ

として、これらの地域の人々に基本的な

輸送の利用手段を提供することが考えら

れる。

本報告書の初めに、地方で暮らす約９億

人の貧しい人々（農村部の人口の約３分

の１）が天候によっては利用できなくな

る道路を使用している状況にあると述べ

た。（World Bank 2003）Jeffrey Sachs

は最近のある記事の中で、アフリカの６

カ国（エチオピア、ガーナ、ケニヤ、セ

ネガル、タンザニア、ウガンダ）が直面

しているインフラの欠陥をいくつか洗い

出している。その中で最も明白なものの

１つは舗装道路である。この６カ国の国

民１人あたりの舗装道路は平均で

0.01Kmであるのに対し、アフリカ以

外の発展途上国の全平均は4.49Kmで

ある。（Economist 2004, p. 20）

アフリカのある地域では、移動がなんと

困難なことであろうか。「地獄への道は

舗装されていない」という刺激的なタイ

トルの記事で、エコノミスト誌のライタ

ーは発展途上国の貧しい農村部の悪路が

一体どのようなものかということと、そ

の地域の人々に押し付けられている代償

を体験しようと考えた。

富める国から訪れた人々は、第三世界

のインフラの本当の恐ろしさをめった

に体験しない。彼らは空港からホテル

までは比較的平坦な道路を利用し、珍

しい品を売る市場までのハイキングよ

りも長い距離は、飛行機で移動する。

しかし、役に立たないインフラがある

国々で実際に暮らし、働いている人々

は、毎日その影響を切り抜けていかな

ければならない。それらは有害である

といえるほど深刻だ。したがって、悪

路がいかに生活を困難にしているかと

いうことを調査するために、記者はカ

メルーンでビールの運搬トラックに乗

車させてもらった。カメルーンはギニ

ア湾の角にある心地よく平和で湿気の

多い国である。

ドゥアラの醸造工場から1,600箱の

ギネスをカメルーン南東の熱帯雨林の

中にある小さな町、ベルトアまで運ぶ

計画であった。直線距離は500Km

（313マイル）に満たない。これはニ

ューヨーク ― ピッツバーグ間、また

はロンドン ― エジンバラ間と同じく

らいの距離である。比較的スケジュー

ルは楽観的で、道中１泊を含む20時

間程度の行程になると思われたが、実

際は４日かかった。トラックが到着し

た時、積荷は出荷時の３分の２に減っ

ていた。（Economist 2002, p. 37）

この記者によると、「調査」のためにト

ラックが止められた回数は47回にのぼ

り、それを抜けるためには賄賂を渡さな

ければならなかったという。また、道路

（カメルーンの主要幹線道路の１つ）に

は雨によって通行できない所が３ヵ所あ

り、その度に最大４時間の遅れが生じた

という。

貧弱なインフラによって、製品にどれだ

けの追加コストがかかっているのだろう

か？有名なソフトドリンクは、瓶詰めさ

れた街では１本300CFAフランである

が、125Km離れた街では、315CFA

フランまで上昇している。そこからさら

に100Km離れた小さな村での価格は

350CFAフランだ。上述の３つの市町

村はすべて主要道路沿いにある。一旦主

要道路を外れると、価格は急上昇する。

瓶入り飲料のケースと同じことが、多か

れ少なかれどのような製品にも当てはま

っていた。石鹸、斧頭および灯油の価格

は、すべて大都市よりも遠隔地の村の方

がはるかに高い。マッチやマラリアの薬

など、輸送にそれほどのコストがかから

ないような軽い商品でも、価格は大きく

跳ね上がっていた。同時に、貧しい人々

が売らなければならないヤムイモ、キャ

ッサバ、マンゴーなどは、都市部と比べ

農村部で安く売られている。つまり小作

農民らは道路状況が悪いためにニ重苦を

背負っていたことになる。購入する品物

に対してはより多くの代金を払い、販売

から得る収入はより少ないという状況で

ある。

SMPでは既に、中国が自国の道路イン

フラ改善のために莫大な資金を費やして

いるということを述べている。この支出

の大部分は、地方の道路改善に割り当て

られる。これとは対照的に、アフリカで

は地方の道路改善のためにそれほどのお

金がかけられていない。世界銀行は、ア

フリカ大陸が、国民の大半を貧困から抜

け出させることができるような経済成長

を達成しようとするのであれば、毎年最

低でも180億ドルをインフラ（道路、

その他のインフラ要素）に投入する必要

があると推測している。
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農村部の道路の改善だけでは不十分であ

る。カメルーンの例が示すように、セキ

ュリティの向上も不可欠である。しかし、

遠隔地の農村部の住人が外の世界にたど

り着くことができるようにすることが、

彼らの貧困からの脱出を支援する上で重

要な要素である。

b) 安全及び排出基準に適合した安価な

車両の提供

一旦外の世界へのアクセスが簡単になる

と、農村部の住人は通常、改善された移

動と交易の機会の恩恵を受けるようにな

る。それを実行する中で、さまざまな人

や物の移動手段となる車両が活用される

ようになるが、そのほとんどは動力付き

であろう。これらの車両の入手や操作の

コストが低下すればするほど、モビリテ

ィ機会は大きくなる。ここにジレンマが

生じる。輸送コストを削減するには、貧

しい発展途上国で使用される自動車では

排出物抑制や安全機能といった「贅沢」

を避けたいという強い誘惑に駆られる。

ある程度の範囲内ならば、その影響を

人々に理解してもらうという条件付き

で、そのような妥協も妥当だといえるか

もしれない。しかし、このような妥協に

よって大幅な外部費用が生じると、独立

して活動している個人には、外部コスト

を反映する決定を行えなくなると思わ

れる。

先に考察したように、世界のある地域で

は自動２輪・３輪車は安価なモビリティ

機会の提供において重要な役割を果たし

ている。しかし、これも先に述べたこと

だが、これらの車両は「従来型」排出物

の排出量においてはその台数に不釣合い

なほど大きな割合を占めているほか、交

通事故においても大きな割合を占めてい

る。このような状況においては、排出量

を削減し安全性を向上した技術を２輪・

３輪車においても手頃な価格で利用でき

るようにすることは極めて重要である。

しかし、自動２輪車だけが発展途上国の

農村部において安価なモビリティを提供

できる車両というわけではない。中国で

は業界全体で、物の運搬用となる安価な

３輪・4輪車の生産を展開してきた。こ

のような車両には、地方で開発された単

純な技術が採用されている。こうしたメ

ーカーのほとんどは小規模なバックヤー

ドで操業しており、高度な技術を持つメ

ーカーはごくわずかである。中国政府は

このような業者を自動車メーカーではな

く農業機械メーカーと分類している。

カリフォルニア大学デービス校交通研究

所のDaniel Sperlingと他２名の研究者

は、最近この、中国農村部向け車両

（CRV）業界に関する初めての体系的な

報告書を発表した。（Sperling, et. al.,

2004）それによると、年間のCRV生産

台数は、ほとんどゼロであった1980

年代半ばから1992年には110万台に

上昇し、1995年には230万台に達し

たと推測されている。年間生産台数は、

1999年の320万台でピークに達し、

2000年から2002年までの間に７％

減少した。2001年のCRVの利用台数

は、合計で約2,200万台と推測されて

いる。2002年になると、値段が高く、

より高度な４輪のCRVで販売台数が再

び上昇し、７％の伸びを示した。研究者

達は、これは中国政府による規制強化と

介入によって、あまり高度な技術を用い

ない３輪CRVの生産性と存続性が低下

したためだと考えている。

断片的なデータではあるが、中国の

CRVは中国の道路輸送のエネルギー消

費において大きな割合を占めていると考

えられる。2,200万台のCRVのうち約

80％は、本来据え置き型の農業機械用

に設計された一気筒ディーゼルエンジン

で駆動している。このような一気筒エン

ジンは、特に移動という点においては非

常に効率が悪い。さまざまな推測から、

この研究者達はCRVが2000年の中国

の総ディーゼル消費量の21％を占めて

いると結論付けた。それに対し、高速道

路での消費（CRVを除く）が占める割

合は24％であった。36

CRVからの従来型排出物に関しては、

さらに評価が困難である。さまざまな情

報の断片を組み合わせることによって、

CRVは中国国内の他のすべての自動車

を組み合わせたものと同程度の汚染物質

を排出していると研究者達は推測した。

その高い排出量のため、現在、地方当局

は多くの都市部へCRVの進入を禁止し

ている。

CRV業界はその規模、範囲および勢い

において他の業界とは異なる。しかし、

Sperlingらは、タイ、インドおよびク

レタ島にも類似の産業が存在すると報告

している。37 どの地域のケースでも、

一度外部の競争にさらされると地元の業

界は生き残れなかったと述べられてい

る。これは中国でも起こるかもしれない。

しかし、どちらにしても、CRV業界の

急な出現は、急成長中の発展途上国にお

ける原動機の付いたモビリティへの強い

欲求を立証するものである。また、それ

は、世界中の最貧国の車両にできるだけ

安価な方法で基本的な排出物制御装置を

搭載することの重要性を浮き彫りにして

いる。また、そうした装置に必要な燃料

も手頃な価格で入手可能にされなくては

ならない。失敗すれば、それを実現でき

た場合よりも輸送コストが上昇し、モビ

リティ機会の格差が悪化することになる

だろう。

c) モビリティ機会の格差縮小により

GHG排出量が増加する可能性

2000年から2050年の間に予測され

る輸送関連のGHG排出量の増加の大部

分は、発展途上国から排出されると考え

られている。しかし、発展途上国の輸送

活動の増加によってGHG排出量が増加

しても、最貧国と先進国のモビリティ機

会の格差が大幅に縮小されることはない
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だろう。格差縮小のためにさらなる方策

が取られるとすれば、発展途上国の輸送

関連のGHG排出量が増加することにな

らないだろうか。おそらく増加するであ

ろう。しかし、必ずしもそうなるとは限

らない。

このようなGHG排出量の増加を防ぐ方

法として、発展途上国が自国の住民を貧

困から抜け出させるために必要なモビリ

ティ機会の向上を実現できないようにし

て開発を制約するということが挙げられ

るだろうが、SMPとしてはこれは受け

入れがたい。

世界規模で持続可能なモビリティが達成

されるためには、非OECD諸国の生活

水準の大幅な改善と、気候変動などの世

界的な課題の効果的な解決の両方が実現

しなければならないとSMPでは考える。

最初の目標に関しては、廉価な輸送シス

テム（車両とインフラの両方）を発展途

上国の住民に提供できるよう注力しなけ

ればならない。２つ目の目標に関しては、

先進国がGHG排出量削減のための戦略

として、非OECD諸国の成長、開発の

制約を前提に考えるのではなく、そうし

た最貧の発展途上国のより速い成長を助

長するための支援策を施して、地球規模

の耐えがたい環境課題を生じさせないよ

うにすべきである。

B. 国内の
「モビリティ機会
の格差」の縮小

経済発展の度合いにかかわらず、ほとん

どの国や地域の内部にも大幅なモビリテ

ィの格差が存在する。高齢者、障害者、

貧困層、恵まれない状況に置かれている

少数民族を社会的に排除する要因となっ

ているこのような国内および地域内の

「モビリティ機会の格差」は、公平性の

問題の議論とからめて、第２章で取り上

げられている。

『Social Exclusion and the Provision

of Public Transport』という英国の研

究では、適切なモビリティ機会の欠如が

社会的排除の要因となり得る例が挙げら

れている。

• 空間的問題。適切なモビリティ機会

がなければ、人は行きたい（または

行かなければならない）場所に到達

するための方法が得られない。

• 時間的問題。人が正確な時間に目的

地に到達できない。

• 経済的問題。人が目的地に行くため

の経済的余裕がない。

• 個人的問題。利用可能なモビリティ

手段を扱う心身的障害。

これらすべて、あるいはいくつかの点

により社会的に排除された人々にとっ

ては、仕事の確保、医療の受診、教育

機会の実現、社会サービスの利用、競

争力のある価格で品物を幅広く選択す

る機会、友人や親戚の訪問、公共行事

への参加などが難しいものとなる。社

会において高いモビリティレベルが現

実のものとなると、モビリティ機会に

恵まれない人々は、モビリティ機会に

恵まれた人々が当然のことと考える活

動の多くから排除される。

1. 公共交通機関の役割と限界

前述の英国の研究は、社会的排除を緩和

するために公共交通機関がどのように利

用できるかを主に扱ったものである。

我々が第２章で示したように、上記の

人々や第２章で特定したグループはすべ

て、公共交通機関に著しく依存している

ため、このような点に焦点を当てるのも

当然のことと思われる。また、英国には

比較的発達した公共交通システムがあ

り、そのシステムの設備、ルート、料金

はある程度、社会的排除を軽減するため

の一助として調整することができる。こ

れは、欧州のほとんどの大都市の中心部、

日本の大部分および北米のいくつかの都

市の中心部など、高品質で比較的手頃な

価格の公共交通システムがある都市部に

も当てはまる。
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しかし、公共交通機関が人のモビリティ

供給において極めて重要な部分を担うこ

うした大都市の中心部を外れた地域のほ

とんどを始めとして、先進国、発展途上

国の都市部の大部分では、公共交通サー

ビスはその役割を果たしきれていない。

このような地域において現在の公共交通

機関の品質は、社会的に排除された人々

はおろか、一般住民に対しても有益なモ

ビリティの選択肢を提供するには不十分

なものである。従来型の公共交通機関の

範囲と品質を、一般住民に対してそのよ

うなモビリティの選択肢を提供するのに

十分なところまで拡張することが経済的

および技術的に実現可能と思われるケー

スもある。これらの事例では、このよう

なサービスを特に社会的に排除されたグ

ループにとって使いやすいように設計

し、これらの不足を克服するために調整

することも可能だと思われる。しかし、

このような事例数には限りがある。ほと

んどの都市部では、他の方法を見出す必

要が出てくるだろう。

ここからは我々の最終目標と関連して、

一般住民にとって主に利益となる２つの

対策について論じたいと思う。しかし、

まずは社会的に排除された人々に対する

モビリティ機会の提供に関連して、パラ

トランジットと呼ばれる１つの手法を取

り上げる。

2. パラトランジット38

一般的に言えば、パラトランジットは通

常、混合交通の公道や高速道路上で運転

される道路車両による都市乗客交通サー

ビスを指す。原則的に、個人所有の自動

車から従来の公共交通機関までの、あら

ゆる公共および個人の大量輸送が含まれ

る。パラトランジット・サービスの中に

は、一定の利用者グループ（高齢者、障

害者等）に限定されるものもあるが、通

常は人口密度の低い地域、夜間、あるい

は週末に一般大衆が利用できる。

パラトランジット・システムに共通する

特長は、程度は異なるが個別の利用者の

希望に応じてコースやスケジュールを適

応することができるということにある。

先進国では「パラトランジット」という

言葉の使用は、共同乗り合いタクシー、

ダイヤル・ア・ライドシステム、それに

契約バスといった需要ベースの制度に限

定される。これに対し発展途上国での

「パラトランジット」は、従来の固定ル

ートやスケジュールによる公共交通シス

テム以外の運用を行うすべてのサービス

を指す。使用される車両は、単純な人力

の車両あるいは動物の引く車両など原動

機の付かないものから、動力付き小型バ

スまで幅広い。

a) 先進国

1960年代後半から1970年代前半に

かけて、特に米国でパラトランジットに

対する関心が高まった。当時、多くの従

来型公共交通システムは郊外化への対処

に苦労していたが、コンピュータ化によ

る派遣およびスケジュール調整により、

１時間１車両あたり乗客数６～８名のサ

ービス・レベルを提供できるシステムを

可能にすると信じられていた。しかし、

これは楽観的であることが判明した。一

方、パラトランジットは進化し、障害者

や高齢者が利用できる公共交通システム

になるという法的要件を満たすようにな

った。欧州では、多くのパラトランジッ

ト・サービスが通常の公共交通サービス

を補完するものに進化するか、あるいは

社会的な目的で地域により始められるも

のとなっていった。

電気通信や情報技術は発達し、今ではパ

ラトランジットが以前の期待を満たすこ

とができるほどになった。デジタル無線

周波データ通信、移動データ端末やコン

ピュータ、車両位置情報装置、マッピン

グ・ソフトウェア、地理情報システム、

カード・ベースのデータ保存・移動メデ

ィア、コンピュータによる受注・スケジ

ューリング・派遣、電話およびインター

ネット・ベースの技術など、現在パラト

ランジット・サービスにはさまざまな情

報技術が利用されているか、あるいは利

用が計画されている。

一般的にこうした技術により、サービス

改善とコスト削減のために数多くの工夫

が可能になる。旅行予約やピックアップ

直前の乗客との自動通信、乗り継ぎ調整、

そしてスケジューリングや派遣における

リアルタイム交通状況の活用などは、特

に大きな可能性がある。

車両の改善もまた、パラトランジットの

促進に役立つ。パラトランジットに利用

される車両には、セダン、バン、スロー

プ・リフト付きバン、ミニバス、低床バ

スなどがある。また英国で開発されたバ

リアフリー・タクシーは、車両における

最近の流れとなっている。最新の小型バ

スの設計では、車両の内部構成を素早く

変更することもできる。これにより、１

台の車両が24時間の運行の中で、まず

は複数の車椅子を運び、次に健常者を基

幹ルートに送り届け、その後農村部で運

行し、さらにその後に貨物輸送を行った

りすることが可能になる。

b) 発展途上国

発展途上国では、ここ25年ほどの間に

パラトランジットが爆発的な成長を遂げ

てきた。動力付きのパラトランジットは、

マニラ、ジャカルタ、クアラルンプール、

バンコクなどの都市の公共交通サービス

の20％から50％を占めていると見積

もられている。こうした都市では、パラ

トランジットは狭い通りを抜け、小さな

居住地に比較的低運賃で、よりフレキシ

ブルかつ頻度の高いサービスを提供する

ことで、従来型の公共交通システムを補

完しており、時には他のサービスが利用

できない場所で運行することもある。し

かしその他の交通システムと競うために

は、定期バスと同じルートで、より高速
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かつ高頻度で運行される可能性もある。

その結果、中南米やアフリカの一部では、

パラトランジット・システムを従来型の

公共交通を補完するものとしてではな

く、公共交通を経済的に大きく脅かす存

在として見なされている。

パラトランジット・サービスは、しばし

ば安全でなく、不安定で、渋滞の大きな

原因と見なされている。上述の電気通信

や情報技術の革新が、パラトランジット

のこうした懸念を緩和するかもしれな

い。また、革新的な自動車のデザインが、

懸念緩和の一助になるかもしれない。た

だし、パラトランジットと従来型の公共

交通が果たす相対的な役割に関わるより

深い問題に対する解決法を見出すことの

方が、優先順位は高い。

C. まとめ

最貧の発展途上国の住民が貧困の悪循環

を打ち砕くためには、モビリティ機会を

大幅に強化する必要がある。また、平均

的にすでに高いレベルのモビリティを享

受している富める国々に暮らす恵まれな

い人々が、自分達が社会でより十分な役

割を果たすためには、利用できるモビリ

ティ機会を向上する必要がある。

モビリティ機会が向上されれば、現在

モビリティを制限されている人々がモ

ビリティ機会を活用し、より移動でき

るようになる。モビリティが向上し、

それにより経済が成長すると、こうし

た人々の物とサービスへの需要を増加

させることになる。物やサービスへの

需要の増加は、さらなる輸送活動の需

要を促すであろう。

他に何も起こらなくても、こうした人や

物のモビリティに対する需要の高まりに

よって、汚染、GHG排出量、輸送関連

の死亡・重傷者数、渋滞などが悪化する

可能性もある。これにより、優れたモビ

リティ機会の恩恵を受けている人々が、

現在そうしたモビリティが不足している

人々の機会を制限しようとする動きが促

進されることは避けなければならない。

むしろ、輸送関連の外部コスト削減のた

めに開発された技術を、他の地域で新た

にモビリティ機会を手に入れた人々が手

頃な価格で利用できるようにするための

取り組みを行うべきである。
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現在ほとんどの先進国（および多くの発

展途上国）の一般市民が利用できるモビ

リティ機会は、過去のモビリティ機会を

大幅に上回るものである。しかし、先述

したように、都市生活様式の変化は貧困

層、高齢者、障害者、恵まれない人々の

モビリティ機会に悪影響を及ぼすだけで

なく、多くの平均的市民のモビリティ機

会を損なう恐れもある。特に、従来型の

公共交通システムが人のモビリティを提

供するという不可欠な役割を果たす能力

が脅かされている。

この重要なモビリティの選択肢を維持

することを、今後数十年間の主要目的

とすべきである。公共交通機関なしで

は存在しえない先進国の都市の数少な

い例として、ロンドン、パリ、東京、

ベルリンおよびニューヨークが挙げら

れる。また、我々が後援した発展途上

国の都市に関する調査で明らかになっ

たように、公共交通システムは多くの

発展途上国の都市部において、さらに

不可欠なものとなっている。

先進国、発展途上国を問わず多くの都市

部では、バスや「バスのような」システ

ム（パラトランジットを含む）は、道路

を基盤とするという本来の柔軟性を生か

して利用が向上する機会があると、

SMPでは考える。また、新しい車両技

術（推進システムなど）や、新しい情報

技術を「バスのような」システムに組み

込んで活用すべきである。

A. 公共交通機関の
役割

個人が高品質の公共交通機関を難なく利

用できる都市部においても、人のモビリ

ティのニーズを完全に満たすことが不可

能な場合が多い。例えば、パリ地方およ

びその周辺で生活する個人の輸送の選択

に関する調査によると、輸送の混合形態

の度合いが驚くほど高いことがわかる。

輸送の混合形態とは、1日のうちあるい

モビリティ機会の向上：
先進国および発展途上国の一般の人々が
利用できるモビリティ機会を保護し、
高める

VIII.

1,156,000 (42％)

1,583,000 (58％)

3,668,000 (78％)

1,064,000 (22％)

1,373,000 (75％)

446,000 (25％)

1,024,000 (35％)

1,935,000 (65％)

394,000 (31％)

820,000 (69％)

自動車による移動 

公共交通機関による移動 

14,099,000 (68％)

6,618,000 (32％)
20,717,000 移動総数 

770,000 (10％)

6,484,000 (90％)

セカンドリング 

ファーストリング 

セントラル・パリ 

図4.16 パリ地方における輸送形態別の1日の移動数

出所：Renault Slides, p.2
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は1週間のうちの異なる時間で異なる移

動目的のために個人が異なる輸送形態を

利用するということである。

この調査では、パリ地方をセントラル・

パリ（１区～20区）、プティット・ク

ロンヌ（＝ファーストリング：オー・

ド・セーヌ県、セーヌ・サン・ドニ県、

ヴァル・ド・マルヌ県）、イル・ド・フ

ランス地方の残りの部分（セカンドリン

グ）という３つの同心の「リング（環）」

に分類した。図4.16は、移動の出発点

と到達点がこの地方のどこにあるかとい

うことによって決まる公共交通機関の輸

送形態の割合におけるばらつきを示して

いる。セントラル・パリの中での移動、

およびセントラル・パリとファーストリ

ングまたはセカンドリングとの間の移動

は、公共交通機関が優勢であった。しか

し、ファーストリングとセカンドリング

の間、またはそれぞれのリングの中での

移動では自動車が圧倒的に多かった。さ

らに、３つの地域の１日の移動総数は大

きく異なっており、セントラル・パリが

発着点でない移動は主に自動車によるも

のであった。公共交通機関が極めて豊富

にあるセントラル・パリとプティット・

クロンヌでは、全ての動力付き輸送のう

ち公共交通機関が占める割合は約60％

である。しかし、この調査では公共交通

機関のみ利用の割合はわずか14％であ

り、自動車のみを利用する割合は30％

である。また、半数以上（53％）が複

数の輸送形態を利用している。（図

4.17）約75％の人が商業中心地に行

くのに自動車だけを利用しており、また

50％以上の人が通勤、通学、「銀行・

役所など所用」またはパリでの買い物の

際には公共交通機関のみを利用してい

る。（図4.18）

すでに指摘したように、多くの都市部に

おいて、人のモビリティのニーズの大部

分を満たすのに十分なレベルの従来型公

共交通機関の実現は、技術的、経済的に

不可能であると思われる。したがって、

完全に公共交通機関に依存するか、完全

に自動車に依存するかという二者択一は

現実的ではない。必要なのは、より幅広

いモビリティの選択肢である。我々は、

既にパラトランジットという選択肢につ

いて考察した。次に、もう１つの選択肢

である車両の共同使用（カーシェアリン

グ）について考察したい。これは現在は

限られた状況の中で利用されているが、

大幅な改善と拡大が期待できる選択肢で

ある。最後に、将来的に利用できる可能

性のあるモビリティの選択肢の分野、つ

まりさまざまな新技術を組み込んだ全

く新しい輸送法について考察することと

する。

B. 車両の共有化（カ
ーシェアリング）

「カーシェアリング」は利用可能な車両

を地方にある世帯あるいは商用利用者に

需要ベースで提供するサービスである。

支払体系については多少の違いはあるも

のの、カーシェアリングの利用者は一般

に利用時間や走行距離に応じて支払いを

行う。また、利用料金を通じて、顧客は

業者に対して車両の購入あるいはリー

ス、燃料、車両メンテナンスおよび清掃、

駐車、登録、税、保険、およびこの事業

の管理費を支払っている。サービスを頻
出所：Renault Slides, p.1
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公共交通機関も 
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特定の輸送形態の 
利用している個人の 
パーセント 

図4.17
パリにおける人の輸送形態（セント
ラル・パリおよびファーストリング）

出所：Renault Slides, p.4
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映画 
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図4.18 移動目的別の輸送形態の選
択：パリ（セントラル・パ
リおよびファーストリング）



繁に利用者する前に、カーシェアリング

の顧客、つまり「会員」は通常、運転歴、

クレジット・請求に関する設定、情報セ

ッション、それに鍵、コードナンバー、

スマートカードの配布などの申請手続き

を事前に受けることになる。

1. 起源

カーシェアリングの先駆にあたるもの

は、1948年のスイスの共同組合まで

さかのぼることができる。1980年代

の後半に始まった新しいカーシェアリン

グ事業（主に欧州）は、ここ10年の間

に複数の地域で本格化しており、中には

急成長を遂げている地域もある。

（ Shaheen, Schwartz, and Wipyewski

2003）カーシェアリング団体の多くは

草の根レベルから始まっている（そして

終わっている）が、そうした団体は今日

では、試験的に行われている研究プログ

ラムであったり、小規模の非営利団体や、

欧州、日本、カナダ、米国など複数の都

市にまたがる民間ビジネス・ベンチャー

であったりと幅広い。最大の団体として

は、欧州のモビリティ・カーシェアリン

グ・スイスとシュタットオート・ドライ

ブ、カナダのコミュノート、米国のシテ

ィカー・シェア、フレックス・カー、そ

れにジップカーがあり、それぞれが複数

の都市でサービスを提供している。

すべてに当てはまるわけではないが、こ

うしたサービスの多くは、社会的、環境

的な目標に基づいて、事業開始時あるい

は現在も公共または民間からの寄付によ

る支援を受けてきた。2002年６月に

米国で立ち上げられたジップカーは、公

的資金を受けずに営利ベースで成長して

いる団体である。ボストン、ワシントン

DC、ニューヨーク、チャペルヒルなど

での会員数は１万名以上、提供台数は

250台にのぼり、さらなる拡大を計画

している。（Grimes 2004）ジップカーの

成長の規模は、1999年時点に米国の

カーシェアリング団体全体でもわずか

1,600人の会員と115台の車両しかな

かったことを見れば明らかである。

（Shaheen, Sperling, and Wagner 1999）

1987年に設立されたモビリティ・カ

ーシェアリング・スイスは、世界最大ク

ラスのカーシェアリング団体であり、現

在52 ,000人を超える会員に、約

1,700台の車両を提供している。（Car

Clubs 2004）

2. 顧客の視点から見た利点

カーシェアリングには、自家用車の利点

（融通性や快適さ）と公共輸送の利点

（定額または無料の固定費、償却・保守

の責任が低いまたは無いこと）の２つを

併せ持つ。従来のレンタカーと異なり、

カーシェアリングは１時間またはもっと

短い時間でも利用可能であり、利用者に

近い場所（あるいは乗換駅）に駐車し、

インターネットか電話による予約以外の

書類や管理を必要としない。39 カーシェ

アリングは、高価な車両所有の固定費を

複数の利用者に振り分けることができ、

個人と商用利用者の双方にとって有益で

ある。また、配達や商品の集荷、あるい

はあらゆる人数の乗客やクライアントの

移動のような、顧客の異なるニーズや希

望に応じた車両の提供が可能である。

実際には、自分たちが所有している車両

１台を利用するのではなく、顧客はより

多くの車両を利用し、移動の際の特定の

ニーズに最適な車種の中から選ぶことが

できる。このような一般・商用利用者の

両方に応えるサービスの車両利用効率

は、それぞれの需要配分がおおむね重複

しないことから、改善されることになる。

商用は日中の営業時間中に集中し、個人

利用は対照的に夕方や週末にかけて多く

なるためである。

カーシェアリングサービスは、特に年間

の走行距離がそれほど多くない車両に代

わるものとして、顧客にとっては非常に

経済的になりうる。勿論、車両の維持費

は地域や利用者によって大きく異なり

（通常、年間走行距離は１万Km程度）、

正確な比較は難しい。カーシェアリング

は、毎日の通勤に自家用車を必要としな

い利用者にとっては最適である。事実、

多くの利用者が、カーシェアリングサー

ビスを必要な時にそこにある「モビリテ

ィの保険」の一種として見ている。現在

の一般利用者は高学歴で専門職に就いて

いる人物であるという傾向にあり、この

ようなサービスが低所得者にモビリティ

利用を拡大する可能性があるとしても、

サービスの認知度の低さ、その地域にお

ける利用可能な車両台数の少なさ、ある

いは必要な手続きや保証金といった、理

解の妨げとなるものがいまだに存在して

いることが示されている。

研究の多くは、カーシェアリングの大部

分は都市部の現象であると特徴づけてい

る。これは、自動車を毎日必要としない

人々にとっては、自動車を所有するより

も共有することの方が経済的に魅力的で

あるということを意味している。自動車

以外の交通形態を利用し、非常に簡単に

ほとんどの活動場所に到達することがで

きる都市の中央部ではとりわけこれが当

てはまる。都市の周辺部になると、活動

の場は近距離になく、また代替の交通形

態も少ないため、自動車に依存すること

が多い。周辺部からの移動であれば、た

いていは距離が長くなるが、そうなると

費用はすぐにかさむ。従って、カーシェ

アリングは短距離あるいは中距離の移動

に適している。また、都市の中心部には

自家用車の駐車スペースが少ないため、

特にカーシェアリングに適していると考

えられる。そのため、車の利用だけでな

く駐車スペースも保証しているカーシェ

アリングのシステムもある。40Kmを

超える移動の場合は、レンタカーの方が

より経済的な選択肢である。都市の周辺

部で発達するカーシェアリング事業は、

たいていは形式ばったものではなく、融

通もきくため、しばしば２台目の自家用

車を購入する代わりとなっている。
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このような「公共の」近隣システムに加

え、「閉じた」カーシェアリングシステ

ムも存在しうる。「閉じた」システムで

は、特定の集団が乗換点のような特定の

モビリティに関するニーズを持つ場所

で、そのサービスを提供している。カー

シェアリングサービスは、個人車両の保

有（あるいはリース）、タクシー、従来

のレンタカー、そして公共および動力の

付いていない輸送形態を含む既存の輸送

インフラの補完という役割を果たすこと

ができる。

カーシェアリングの中には、輸送と輸送

をつなぐ追加的な「リンク」として機能

するものもある。「第１リンク」であれ

ば、ユーザーを玄関から公共交通が利用

できる場所まで運び、「最終リンク」で

あれば、公共交通機関を降りてから目的

地まで運ぶ。こう考えると、公共交通を

補完するものとしての車両共有の位置付

けは重要である。スイスやドイツには、

公共交通機関とカーシェアリングが、発

券とサービスが一元化された交通システ

ムの一部となっている都市もある。さら

に、費用のかかる駐車インフラに対する

ニーズを減らしたり、そうしたインフラ

の開発を遅らせることができる。米国と

欧州の研究者は、カーシェアリングの利

用者の車両移動距離に驚くべき減少があ

ったことを発見している。それによれば、

年間の車両移動距離はほとんどの場合で

30％～70％減少している。

3. 運営上の課題

カーシェアリングサービスの運営にはい

くつかの課題があり、近年の急成長にも

関わらず、その長期的な可能性はいまだ

不確かなものである。高い保険料、必要

な会員数と車両の比率を見出し、維持す

ることの難しさ、そして新技術に対する

投資金額の高さの３つは、現在の問題点

である。米国のカーシェアリング用車両

のうち約30％がガソリンと電気のハイ

ブリッド車や、電気自動車を含む代替燃

料車となっている。こうした車両は利用

が難しいため、カーシェアリングの取り

組みの中には複雑になっているものもあ

る。（Shaheen, Schwartz, and Wipyewski

2003）

いつ、どんな所でも車両の利用を保証す

ることはもう一つの課題である。通常、

カーシェアリングの会員は、車を受け取

った場所まで返却に戻る。しかし、ある

場所で車を引き取り、別の場所で乗り捨

てることを認めるシステムでは、車両を

配置し直すために何らかの方法が必要と

なる。これまでのところ、人がそうした

車両の「ドライバー」となってきたが、

それでは運営費が大幅に増大してしま

う。車両の再配置の必要を極力なくすた

めに、ITSに基づいたさまざな手法が検

討されている。最終的には、受け取り場

所の間を車両の電子配備を行うことで自

動的に再配置することが可能になるかも

しれない。

カーシェアリングは、先進国と発展途上

国ではまったく異なった課題に直面して

いる。先進国で課題となっているのは

「共有車両」のイメージを変える方法を

探すことである。そのためには、カーシ

ェアリングが自家用車のデメリットを解

消できることを示さなければならない

し、また移動のための適切な選択肢が存

在しない場所においては公共交通機関の

ようなサービスを提供する必要もある。

一方、発展途上国においては、カーシェ

アリングそのもののコンセプトを示し、

技術的、商業的な可能性のあるものであ

ることを証明するための試験的なプロジ

ェクトが必要となる。

近年のめざましい成長にもかかわらず、

カーシェアリングが世界の車両移動距離

に占める割合はごくわずかで、どの地域

でも１％に満たない。しかし、第３章

（および下記）に記載されている技術の

いくつかがこの輸送コンセプトに応用で

きるようになれば、変化が起こるかもし

れない。

C. さまざまな新技術
を組み込んだ全く
新しい解決策

今後50年のうちに、全く新しい輸送問

題の解決策が出現する可能性がある。こ

れらは、完全に新しい輸送形態を提供す

るか、既存の輸送形態を利用して新たな

組み合わせを作り出すかのいずれかにな

ると思われる。モビリティの需要と政府

からの支援、必要な技術の利用可能性、

あらゆるステークホルダーにとっての経

済的なメリットなどが組み合わされて、

新しい解決法が現在の解決法よりも魅力

的なものになった時に、それは実現する。

全く新しい輸送問題の解決法は、一夜に

して出現するものではない。2030年

以降に利用可能にするためには、すぐに

でも開発に着手する必要がある。一般の

承認を受け、試験計画を組み立てる前に

多くの課題を解決しなければならない。

その間、先進国および発展途上国のステ

ークホルダーは、コスト、インフラ、信
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頼性、地理的応用および物流などの分野

における異なる要件を認識するようにな

ると思われる。

サイバネティック・トランスポート・シ

ステム（CTS）は、完全に自動化され

た運転機能を持つ道路車両で構成され

る。このような車両が、オンデマンドお

よびドア・ツー・ドアの機能を持つ道路

網上で、乗客および物の輸送システムを

形成する。全車両は、特定の環境におけ

る特定の需要を満足するために、中央管

理システムの管理のもとに置かれる。車

両の大きさは、特定の用途に従って、１

シートから20シートまでの幅がある。

サイバネティック・トランスポート・シ

ステムは、PRT（パーソナル・ラピッ

ド・トランジット）に近いが、通常の道

路インフラで走行できるため、より安く、

融通が利くという利点がある。既存の技

術によって、相対的に廉価な「グリッド」

を、サービスの対象となる地域に広げる

ことができる。ソフトウェアが全車両

のルーティングおよび管理の原動力と

なる。

このようなシステムの可能性は大きい。

これは高品質の公共交通サービスであ

る。オンデマンドで、ドア・ツー・ドア

のサービスを提供する潜在性は非常に魅

力的である。さらに、公共交通の最も費

用のかかる要素であるドライバーを代替

することができる。最後に、もしこのよ

うな車両がクリーンで静かであれば、都

市部におけるこのようなシステムの実現

は、同時に従来型排出物、騒音、渋滞を

減らし、一般的に都市の暮らしやすさを

改善する。CTSは、運転できない人や

自家用車を持たない人にとっての利用可

能性とモビリティ需要に真の解決法を提

供する。とりわけ高齢者、障害者は

CTSを利用して移動することができる。

3,000人以上から回答があったサイバ

ームーブ・プロジェクト（www.cyber-

move.org）のインターネット調査では、

回答者の大部分（80％以上）が、特に

現在の駐車場の問題が解決する可能性

があるという理由から、完全に自動化

された車両を利用するつもりであるこ

とが示されている。（Janse et. al. 2003）

例えば、オランダのスキポール国際空

港やカッペル・アーン・デン・エイッ

セルでこのようなシステムを実現して

いる技術が存在する。より高速かつ低

費用の要素によりこのようなシステム

の性能を向上するには、さらなる技術

的改善が必要である。

その可能性にも関わらず、CTSの普及

への道のりは遠いように思われる。大き

な障害は、法律および責任上の問題、そ

れに一般の人々による受け入れに関わる

ものである。例えば、国連のウィーン条

約やあらゆる国の交通法規では、公道を

走行する際ドライバーは常に自分の車両

の制御が求められている。

自動運行センサーが可能な車両では、障

害物検知および車両コントローラーが、

車両の運転時に人間が使う主な機能、す

なわち監視、分析／決定、実行などを代

行する。今日では、そうした「代行」が

認められる条件を決定するような基準は

存在しないが、サイバーカー、サイバー

ムーブ、リスポンスなど、欧州でのプロ

ジェクトがこの課題に取り組んでいる。

一般に受け入れられるためには、CTS

を既存の交通システムに組み込む必要が

あるであろう。その実現には、CTSは

エンドユーザーとシステム運行者のニー

ズを満たさなければならない。サイバー

カー、サイバームーブなどのプロジェク

トでの最近の研究により、こうしたニー

ズにはどのようなものがあるかを大まか

に把握できるようになった。システムの

利用者にとっては、ニーズとは、駐車の

問題や、駐車場から市の中心部の史跡や

ビジネスの中心部への移動手段などの課

題を「解決する」ということを意味する

が、システムの運行者にとっては、それ

は、既存のインフラを活用し、システム

の柔軟性を向上することにより、コスト

を削減することを指している。

CTSを実施するには特定の地域の利用

者の輸送ニーズを調査し、単に「乗車」

だけでなく実用的な輸送サービスを提供

するシステムを設計しなければならな

い。それには輸送システムの利用者に、

単一輸送形態中心（自家用車の利用がほ

とんどである）からマルチモーダル（旅

行などに公共交通機関を利用し、自家用

車を家に置いてくる）、さらにインター

モーダル（「日替わりで」最適な輸送法

を決定する）に発展していくよう促進す

ることを意味する。そうして発展してい

けば、利用者は必ずしも自動車を好まな

くなり、基本的なモビリティ需要にはト

ランジット・パスを利用したり、トラン

ジット利用で割引を受けるために先払い

をしたりするようになるかもしれない。

２次的な応用方法としては、CTSが駐

車場の問題など特定のニーズに、実用的

な形で取り組むことで、一般に受け入れ

られるための足がかりを得ることができ

るような、たいていの都市部におけるニ

ッチ利用が挙げられる。

D. 人の生活パターン
に沿った新たな輸
送システム

都市部の様式は、輸送需要全体やそれを

満たすために利用される輸送サービスの

混合形態の両方に影響を与える。ただし

この逆も言える。つまり輸送システムの

特性が都市の様式に影響を与えるのであ

る。事実、20世紀に世界の都市部を形

成してきた第一の原動力は自動車とトラ

ックであったという議論もある。

「これまでの輸送の革新同様に重要な

のだが、自動車は今までの何にも増し

て、都市により劇的な影響を与えてき
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た。また、これまでの輸送革新とは異

なり、自動車は歩行という移動方法を

ほぼ完全になくすことにより、都市を

根本的に再構築した。1900年に路

面電車を利用した人々は、路面電車の

停留所から自宅や職場まで歩かなけれ

ばならなかった。そのため、会社や自

宅は、公共交通駅の周りに集まること

になった。自動車の登場以前は、日常

的なショッピングなどの仕事に関係し

ない活動は、徒歩で行うのが普通だっ

た。従って、店舗、学校、レストラン

も消費者が歩いて行ける距離内になけ

ればならなかった。公共交通は消費者

が職場から離れて暮らすことを可能に

したが、それでも人々は密集して住ま

なければならなかった。自動車はこれ

を変え、結果として都市生活をこれ以

上変えようがないほど永遠に変えてし

まった」（Glaeser and Kahn 2003）

上記の最後の文章の著者は、自動車の都

市生活に対する影響をほぼ肯定的に考え

ている。しかし、反対意見もある。実際、

輸送や都市の計画者の中には、都市部の

モビリティがより持続可能性の高いもの

になるためには、都市部の自動車が現在

担っている役割をはっきりと削減し、発

展途上国の急速に成長している都市部が

先進国のほとんどの都市部と同じように

自動車に依存するのを防ぐべきだと強く

主張する者もいる。そのような人々は、

人の健康に対する大きな懸念としての輸

送関連の従来型排出物が削減され、

GHG排出量の大きな原因である輸送が

大幅に削減され、交通事故に関連する死

亡・重傷がどこでも大幅に削減される可

能性があるとしても、このような結果を

支持している。

このような考え方の背後にある論法は次

のように要約することができる。モビリ

ティは、利用しやすく、手頃な価格で入

手できるようにならなければ、（および、

他の目標も達成しなければ、）持続可能

なものになり得ない。しかし、利用しや

すさと価格の手頃さは、公共交通機関が

簡単に利用できない限り、達成すること

ができない。公共交通機関は、人々が地

理的に分散していると、簡単に利用でき

ない。公共交通機関の実行可能性を損な

う地理的分散を可能にし、それを促進す

るのは自動車であるということを考える

と、自動車への依存を大幅に削減しなけ

ればならない。

このような限定的な結論がどうやって達

成できるかということが、この考え方を

もつ都市計画家の中にある反対意見の原

因である。あるグループは、「適切な」

土地利用の方針を確立することに答えが

あると考えている。そのような人々は、

次のような方針を主張している。

• 既成市街地の密度を上げて、移動の

必要を下げる。この考え方によれば、

人や活動が密接するほど、移動距離

が減り、後ろ向きの交通に関する外

部効果が減る。また、移動距離が減

ることで、ピープルムーバーのよう

な新交通システムを可能にする上で

も役立つ。住居、ショッピング、そ

して働く地域を混合することで、移

動距離も少なくなる。

• 人々が住む場所の設計を変更する。区

域はしばしば自動車利用者のために設

計されている。開発の間、非モータリ

ゼーション形態（自転車利用や徒歩）、

公共交通、新モビリティ・システムの

ような代替交通形態に対してそれほど

注意が払われない。この考え方によれ

ば、これらの交通形態に対して短く、

より魅力的なルートを提供することに

よって、このような形態の活用を刺激

することができる。

• 新しいモビリティ・システムを刺激す

る上で役立つように、地域のアクセシ

ビリティを変更する。ストックホルム

が賞賛されているのは、住民の大部分

に代替交通形態に対する最適のアクセ

スを提供するよう、公共交通システム

周囲に既成市街地が束ねられているか

らである。このことによって、ストッ

クホルムが自動車による移動に対する

質が高く、競争力のある代替案を探る

ことができ、そのすべての住人に対し

て、モビリティの機会を維持している。

（TNO 2004）

自動車の利用を管理することを期待する

者は、土地利用政策が、コミュニティの

自動車に対する依存度を下げる上で効果

的であることが証明されたことはないと

主張する。車両所有権や利用に対する直

接的な管理が必要だと考えているのであ

る。この見方は次のようにまとめられて

いる。

• 土地利用及び交通政策は、自動車に

よる移動の魅力を減らす（すなわち

より高価あるいは遅くする）場合の

み、持続可能な都市交通（移動距離、

移動時間の短縮および自動車移動の

割合の削減）にとって欠かすことの

できない基準に関して成功を収める

ことができる。

• 自動車による移動をより高価あるい

は遅くするための措置を伴わない、

都市の人口密度あるいは混合土地利

用を上げる土地利用政策は、人々は

その移動費および移動時間の予算範

囲内で長い移動を最大化し続けるた

めに、ほとんど効果はない。ただし、

このような政策は、将来的な自動車

に対する依存度の低い都市生活への

前提条件を与えるという意味で重要

である。

• 公共交通の魅力を改善する交通政策

は、一般に自動車による移動の大幅

な削減には至っておらず、公共交通

駅の開発もほとんど引き起こしては

いないが、さらなる人口の郊外化に

は貢献している。（TRANSLAND 1999）
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SMPが知る限り、このような観点のい

ずれかの妥当性を判断するための制御実

験は実施されたことがない（もしくは、

おそらく実施できなかった）。「天然の実

験」に最も近いものは、ここ数10年間

に渡って個人の自動車所有および利用を

思いとどまらせるというシンガポールの

取り組みであると思われる。

シンガポールの経験を検証する中で、

Willoughbyは、土地利用の方針と輸送方

針のいずれもが、それ自体では自動車の所

有と利用を思いとどまらせるために不適切

であったと結論付けた。シンガポールは、

モータリゼーションを極めて低いレベルに

抑えるために、結果として住民のほとんど

が高層ビル群で暮らすことになる厳しい土

地利用の方針と、個人の自動車の所有と利

用に対する厳しい課税の両方を求めた。

（Willoughby 2000）シンガポールは、自動

車の所有を富裕層にのみ制限した。公共交

通システムは極めて快適かつ安価である。

しかし、ほとんどの人々にとって、それは

代替手段でしかない。

シンガポールは、広い都市部の生活およ

び勤労パターンを現在の公共交通機関技

術の制約に合わせるという幅広い社会政

策を活用した極端な例である。しかし、

それは、利用しやすく価格が手頃なモビ

リティは社会が自動車へ過度に依存する

ことと両立し得ないという論争の当然の

結果である。

SMPは、自動車への依存度を徹底的に

低下させるよりも、社会は上述のような

都市部（都市の中心部または通常それを

取り囲む郊外地区）の住人が利用できる

選択肢の幅を増やすなどのアプローチの

活用を促進すべきであると考える。これ

に加えてそれらの選択肢に適切な価格設

定をすることにより、それぞれの選択肢

が最適な目的のために利用されることが

保証されるだろう。

E. まとめ

大幅なモビリティ機会の改善の実現を目

指している地域だけでなく、既に高いレ

ベルのモビリティ機会を享受している先

進国と発展途上国のどちらに対しても、

新たなモビリティの選択肢の試行を奨励

していくべきである。これらは、カーシ

ェアリングやバス高速輸送などのような

シンプルなものである場合もあるし、自

律走行車両や自動高速道路のような複雑

なものである場合もある。可能な範囲内

で、新たなモビリティの選択肢は、輸送

システムの柔軟性を高めるように設計さ

れるべきである。社会の目標は、人々の

望む生活パターンを輸送システムに合わ

せるのではなく、輸送システムを人々の

望む生活パターンに合わせることとすべ

きである。
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上述の目標を達成するためのアプローチ

を解説する中で、我々は、民間企業、さ

まざまなレベルの政府、個人など、さま

ざまな利害関係者（ステークホルダー）

が果たすと思われる役割を示してきた。

この章を終えるにあたり、我々は、さま

ざまなステークホルダーが目標の達成を

どのように補強するか、あるいはその勢

いをどのように弱めるかということにつ

いて考察する。これを実行するために、

我々がこれまでに使用してきた用語の意

味を確認しておく必要がある。

前章で、「積み木（基本要素）」とは、も

し効果的に活用することができれば、変

化を生み出す可能性のある何かであると

定義した。我々が主に取り上げた積み木

とは車両技術や燃料に関するものだが、

積み木だけでは何もできない。動かすに

は、「てこ（誘導・促進策）」を利用する

必要がある。「てこ」は、価格、自主合

意、規制、補助金、税、インセンティブ

等の政策手段であるか、あるいは社会の

根本にある姿勢や価値の変化である。こ

の章では、てこについての説明をし、そ

の効果について明らかになっていること

を記載してきた。第３の要素、「制度的

枠組み」は、特定の社会を特徴づける経

済・社会・政治的な制度から成る。これ

らに関しては我々の考察の中で、速度カ

メラのような「おしつけがましい」交通

安全の執行方針や、車両の自己診断シス

テムにより不法なレベルの従来型排出物

の排出を規制当局に報告するなどの方策

を受け入れることに対する意欲には、社

会によってバラツキがあるということを

述べてきた。ここからは持続可能なモビ

リティを追求する上で不可欠なこれらの

要素にさらに注目してみたいと思う。

なぜ、制度的枠組みに関する懸念がある

のだろうか？「制度とは、ある社会にお

けるゲームのルールである。つまり、改

まった言葉で言うと、人間が考案した、

人間同士のやりとりを形成する制約のこ

とである。結果としてそれらは、政治的

あるいは社会的、経済的、いずれかの方

法で人間の交流における動機を構造化す

るものである」（North 1990）我々の特

有の状況下では、制度は、国や地域が持

続可能なモビリティの目標に優先順位を

付け、どの目標の達成を目指していくの

か、どの「てこ」が特定の目標達成に用

いる上で受容できるか、どれだけ集中的

にこのような「てこ」を使用することが

できるか、そしてその使用に対して課せ

られる制約は何であるのかなど、国や地

域の判断のよりどころを決定するもので

ある。つまり、制度とは、持続可能なモ

ビリティが達成できるかどうか、またど

のように達成できるのかを最終的に決定

するものである。

『Mobility 2001』では、制度的枠組

みの重要性は次のように強調されて

いる。

「モビリティを持続可能にするための

課題についてのおおかたの議論は、も

っぱら技術が果たしてくれるであろう

役割に集中する傾向がある。われわれ

は、エネルギー効率の高い「スーパ

ー･カー」、石油ベースでなく水素ベー

スの輸送燃料システム、そして比較的

少量のエネルギーで人々を都市間で高

速輸送する磁力浮上列車を想像する。

われわれは、運転している時にどのよ

うに渋滞を避けるかを教えてくれた

り、自分が使っている個人用モビリテ

ィにかかる社会全体のコストを自動的

に徴収してくれるような情報通信技術

に思いを巡らす｡

このような技術的可能性がどのように

興味深く見えようとも、実際にはもっ

ともっとありふれたものが、モビリテ

ィ･システムの変化の速度と方向を決

めることを歴史が示唆している。この

ありふれたものとは制度・機構の能力

である。政治制度・機構は、助成金、

法規や競争相手からの保護策を通し

て、どの交通形態が好ましいかを決定

する。また政治制度・機構は車輌の動

力用として使われる燃料の種類とコス

トを決める。政治制度・機構と社会制

度・機構は、交通インフラを建設でき

るかどうか、どこに建設できるか、ど
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の位の期間がかかるか、また建設コス

トがいくらか、について膨大な影響力

を発揮する。経済制度・機構（大企業

を含む）は、変化を督励するための先

導的役割を果すこともできれば、その

足を引っ張って変化を困難で費用のか

さむものにすることもできる。」

（Mobility 2001 pp. 7-9）

制度的枠組みは、社会のモビリティの選

択肢にさまざまな形で影響をもたらす。

政府による長期的手法の策定能力とその

ような手法を実行する公約の信頼性に影

響をもたらす。社会の法や規範を守らせ

るために政府がとりうる手段、そしてこ

のような手段の使い方に影響をもたら

す。成功する上で複数の国家の合意と協

調行動が必要となる政策や手法を政府が

実施する可能性や実施そのものに影響を

もたらす。ある製品やサービスの社会的

受容性、このような製品の使用に関する

異なるパターン、および異なるパターン

の許容範囲に関する社会的受容性を定め

る。望まれる結果を達成するための、社

会のさまざまな構成員に対する責任や費

用の分担に影響をもたらす。幅広いステ

ークホルダー全般にわたる自発的協力を

促すことも思いとどまらせることも

ある。

持続可能なモビリティの達成には、人や

物の輸送システムや、社会がどのように

それらを利用するのかについて、大きな

変化が求められることになるかもしれな

い。このような規模や種類の変革を行う

ことは、社会の政治、文化、経済制度に

対して大きな圧力を与えることになるか

もしれない。たとえば、手法によっては、

以前には「非現実的」または「政治的に

受け入れがたい」と思われていた対策を

政府が実行するよう要求するかもしれな

い。きわめて長期的な（50年以上の）

取り組みを政府に要求するであろう。自

動車の使用について、過去には受け入れ

がたいと考えられたレベルの政府の介入

を受け入れるよう一般社会に要求するか

もしれない。前例がない、賛成しがたい

と考えられている歳出の項目や金額、例

えばインフラのための項目や金額を受け

入れるよう一般社会に要求するかもしれ

ない。一部の階層の人々を他より明確に

優遇するよう要求するかもしれない。従

来の法的権利に対する制限を受け入れる

よう一部の社会層に要求するかもしれな

い。一部の社会が過去には受け入れがた

いと考えられた形で他の社会と協力する

よう要求するかもしれない。ある製品の

従来の購入および使用パターンに大きな

影響を及ぼす（または、そうしたパター

ンを完全に消滅させる）かもしれない。

異なる社会がこうした変化の経験に耐え

うるか（または耐えようとするか）とい

うことの保証はない。その達成が重要で

あると社会が宣言した目標と、目標達成

に必要な「てこ」を採用する意欲（もし

くは能力）との間にずれが生じた場合は、

ジレンマに陥ってしまう。「絶対に無理

だ」と、目標の達成を放棄するような態

度を変えさせる施策や活動を宣言するこ

とができる。さまざまな団体にとっては

受け入れることが「困難な」施策を敢え

て実行し、その既成事実を背景に受け入

れを促すよう努める（もしくは強いる）

ことも可能である。また、施策を実施す

る前に、宣伝、施策策定に携わる幅広い

ステークホルダーの関与、実際の、また

はそうであると考えられている「敗者」

への補償の合意等を通じて、その受容度

を変化させるよう試みることもできる。

持続可能なモビリティの達成に向けて

は、制度的な枠組み、車両技術や燃料の

本来の可能性、また特定の政策での「て

こ」や行動に関する理論上の「有効性」

と「無効性」に注意を払っていく必要が

ある。2002年７月に発表されたイン

タビューで、INRIA（フランス国立コン

ピュータ科学／制御研究所）のMichael

Parent所長は、この課題を以下のよう

に特定している。

「障壁は技術的なものではなく、むし

ろ規制上のものだ。規制環境は、その

性質から、常に技術革新の後を追うこ

とになる。例えば、フランスの現行法

では、運転者がその車両に対して責任

を負うことになっている。もし車両自

体が自動走行するようになったらどう

なるのだろうか？それから、自動化し

た車両を都市部で走らせる場合、従来

の自動車の利用は制限されることにな

るだろう。これは特にラテン的な精神

性にとって極めて重要な移動の自由と

いう考えを侵害するものとなる」

（Renault R & D Review 2002）

制度的枠組みの違いにより、異なる国々

あるいは国々の連合は異なる方法で我々

が言及してきた目標にアプローチするよ

うになるであろう。場合により、特定の

目標の達成に対して、まったく違う優先

順位を付けるかも知れない。あるいは、

まったく違う「てこ」を用いて、既定の

「積み木」を扱うことも考えられる。

第１章では、このような差を調整でき

る範囲を概説した。我々は、輸送関連

の騒音の低減や渋滞の緩和などの目標

を、その目標に対する重要性と採用さ

れるであろう「てこ」の両方において、

大幅な違いが生じる余地があるものと

して取り上げた。GHGの抑制は、最も

許容範囲が狭い目標であると特定され

ている。世界規模のGHGを自分達だけ

で抑制できる国や地域はない。世界規

模の抑制に至らない対策では、地球規

模の気候変動を緩和するために必要な

GHGの安定化レベルを実現できないと

思われる。GHG排出量を抑制するため

にどのような「てこ」を活用したいか、

それらの「てこ」をどのように適用す

るかという点で、国や地域によって差

が出てくるのは当然のことと思われる。

しかしながら、この場合、何らかの形

でグローバルかつ国際的なコミットメ

ントが不可欠であると思われる。
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本報告書に記載された問題のほとんど

は、我々の企業にとって目新しいもので

はない。報告書が示すように、我々は、

輸送関連の従来型排出物を削減するため

に、燃料や車両技術の提供において大幅

な進展を遂げており、先進国におけるこ

れらの懸念を払拭するところまで来てい

る。我々企業はみな、車両の予防安全シ

ステム、教習所などでのドライバー訓練

プログラム、ドライバー、乗員および歩

行者を対象とするさまざまな教育プログ

ラムなどを通じて、道路安全の課題に取

り組んでいる。

我々は、自身の事業活動から排出される

GHG排出量の削減だけでなく、顧客が

製品（燃料や車両）を利用する段階から

発生するGHG排出量の削減に向かって

進んでいる。これはより挑戦的な課題で

あり、GHGに関する状況はさらに複雑

な様相を帯びている。基本的な目標は、

カーボンニュートラルとなる将来的な燃

料・車両の開発に取り組みながら、製品

の燃料消費を削減することである。これ

は、競争と協力という２つの性質を併せ

持つ分野だが、我々企業は、例えば、カ

リフォルニア燃料電池パートナーシップ

などの共同イニシアチブや、先進国と発

展途上国の双方における水素や燃料電池

車の実証プロジェクトに参加している。

しかし、我々の社会における輸送の重要

性の高さと、輸送に関連した事項が社会

のほぼすべての出来事に何らかの影響力

を持っているという事実を考慮すると、

多くの分野において我々が自力で対応で

きる力は、極めて限られている。

従来型排出物の抑制に関しては、我々は

車両の排出物制御装置の効率と信頼性を

引き続き向上させていくことができる。

「ハイ・エミッター」車両を突きとめ、

それらの車両の修理または利用停止を求

める積極的な取り組みを促進することも

できる。発展途上国では、排出物制御装

置のコスト削減と、メンテナンス不足や

品質の悪い燃料に対するこのような装置

の「頑強さ」の向上に努めることができ

る。また、追加コストの削減と、必要な

燃料の利用可能性の改善に取り組むこと

も可能である。我々としては、顧客に対

して、車両を正しく整備したり、従来型

排出物の排出量がより多い車両を廃棄

し、より少ない新車に買い替えたりする

ように強制することはできない。それが

できるのは政府だけである。また、それ

を実施するか否かを決定する上で、政府

は排出物制御の効率だけでなく、より多

くの要因を考慮しなければならない。

輸送関連のGHG排出量を持続可能なレ

ベルにまで削減するという目標の達成に

おける我々の役割も、同様に限られてい

る。我々は、主流技術の改善と新技術の

開発および採用を継続することができる

し、それを実行していくつもりである。

しかし、ビジネスの観点からすると、顧

客が欲しがらない車両の生産や、需要が

ほとんどあるいはまったくない燃料の生

産、供給は難しい。道路車両から出る

GHG排出量削減に必要な車両や燃料の

コストが、顧客が進んで支払う額を超え

てしまう場合、または削減のために取る

べき措置が社会から求められる場合、

我々がこれらの車両や燃料を利用可能な

ものとできるように、企業または顧客に

対して必要な促進策を提供するのは政府

の役割である。我々は、公の論議へ参加

し、政府による促進策の採用を促し、政

府が効果的と思われるものとそうでない

ものを把握するための支援を行うことが

できる。先進的な技術および燃料に関す

る限り、我々は力を合わせ、政府とも協

力して、技術的に実現可能な事項に関す

る理解を高め、本報告書で先に述べたよ

うな技術的、経済的な不確定要素の軽減

に取り組むことができる。

道路安全に関しては、我々は適切かつ効

果的な安全関連の車両技術の採用を支援

することができる。また、道路交通法の

より積極的な執行を奨励することもでき

る。ドライバーにはより安全な運転法を、

交通弱者に対しては身を守る方法を教育

するプログラムを実施することができ

る。また、自動車を交通弱者から隔離し

たり、路面と現地の状況に適する車両速

度を促すように設計されたインフラの建

設を支援したりすることもできる。しか

し、既に述べたように、排出物の抑制と

違い、顧客の製品の使い方から起こる安

全面の問題は我々の管理の及ぶものでは
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れによって他の皆様がさらなる研究に着

手するための基盤を提供できると考えて

いる。

本報告書の「序」の中に各企業のCEO

が指摘したとおり、モビリティの促進は

社会の発展にとって不可欠であるが、そ

れには解決しなければならない一連の影

響が伴う可能性がある。これまでに多く

の事柄が達成されており、現在我々は持

続可能性のさらに高いモビリティを達成

するための課題に対し、より良い解決方

法をより明確に把握するための取り組み

を進めている。本プロジェクトの成果は、

我々にとって重要な貢献となるだろう。

また、他の皆様に対する貢献にもなれば

幸いである。明快な進歩を実現するため

に、他の皆様と協力できることを期待し

ている。

ない。我々の影響力が限られている最も

端的な事例は、上述したモビリティ機会

の格差の縮小に関するものである。我々

は、最貧国の農村部に暮らす住民が基礎

的な道路を利用できるように、世界銀行

などの機関による取り組みを支援するこ

とができる。しかし、これらの道路自体

を提供することはできない。我々は、都

市部におけるモビリティ機会（カーシェ

アリング、パラトランジットおよび新た

なモビリティ・システムなど）の改善を

目指す手法を奨励する努力を支援するこ

とができる。しかし、社会がこのような

手法を採用するか、採用した場合にそれ

が成功するかどうかという点に関して

は、我々が行使しうる影響力はほとんど

ない。

本プロジェクトの参加企業は連携を取

り、より持続可能性の高いモビリティの

パターン実現に取り組むに当たり、対処

すべき主要な分野についての理解を深

め、どこに解決策があるか、それを実現

するために何を実行しなければならない

のかという判断力を向上させてきた。

本報告書の重要な目的のひとつは、企業

内で持続可能なモビリティのテーマを推

進するきっかけとなることである。また、

報告書の発行に先立ってその研究の結論

を検証するにあたり、各企業は、各自が

既に参加している広範囲かつ多種多様な

活動を超えて、目標に照らした進捗を促

進するために何ができるかということを

考察した。機会があるのは明らかだが、

それらは企業内および他者との幅広い協

議の結果もたらされるものであるべきと

いうのが賢明である。したがって我々は、

社内および幅広いステークホルダーとの

対話を実施し、我々の活動のどこに、ど

のように重点を置くのが最適であるかを

決定する必要がある。我々は、本報告書

が提示する緊急課題と機会の両方を認識

しており、全力でこれを実行するつもり

である。報告書内の目標では、検討すべ

きさまざまな時間枠と選択肢に注目し、

それを認識することが肝要であることが

明確に提示されている。

本報告書自体に加えて、我々は、取り組

みの指針の一助とするために利用したシ

ナリオなど、報告書を作成する中から得

られた基本研究や資料の公開に向けた準

備を進めている。（これらのシナリオに

関しては、報告書の第２章の終わりに要

約を記載している。）また、IEAと共同

で開発した表計算モデルおよび説明資料

の公開に向けた動きも進行中である。こ
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1 分析によっては「ハイ・エミッター」車両に異なる定義がなされてい

る。米国EPAは、「ハイ・エミッター」車両を、認証を受けた基準の２

倍以上（ある従来型排出物については３倍以上）の排出レベルにある車

両と定義している。Stedman教授らによる研究の中では、車両の中の

「最も汚れている10％」を「ハイ・エミッター」車両と定義している。

2 メキシコシティ都市部の課題については、MolinaおよびMolinaの出版

物に詳しい記述あり。

3 メーカーが販売する車両が排出基準に適合していることを保証しなけ

ればならない距離や期間は、非常に長くなっている。保証期間中に基準

を適合しない車両の修理は、メーカー負担で行われなければならない。

4 ２年前のThe Wall Street Journal紙によれば、頻繁に故障するとい

う理由で、中国中部のさる名士が自分のSLK230メルセデスベンツに大

ハンマーを叩き付けたという。メルセデスベンツ側は悪いのはガソリン

の品質であると主張している。（The Wall Street Journal, December

11, 2003）

5 我々は、ここでは一般市民のことを取り上げている。さまざまな理由

から、これらの追加コストを負うことを選択する人がいる可能性がある。

しかし、これが人口の大部分に当てはまらなければ、またこの意欲が無

期限に続くことがなければ、輸送関連のGHG排出量の大幅な削減は実現

しないだろう。

6 このような問題を調査した研究の最も完璧な概要はオンラインTDMエ

ンサイクロペディアのウェブサイト（http://www.vtpi.org/tdm/）で

閲覧できる。

7 Automotive News紙によれば、2003年の秋現在、「中型のディーゼ

ル車は、ガソリン・エンジンを搭載した車両と比較して、平均約1,087

ドル高い」「ディーゼルに関する議論は、欧州ではいまだに白熱している」

（Automotive News, September 8, 2003, page 20D）

8 フランスでは、ディーゼル減税の主な目的は、業務の過程で一般的な

ドライバーよりもはるかに長い距離を移動しなければならない人々が直

面している高いコストを相殺することであった。当時、ほとんどの軽量

ディーゼル車は小規模の経営者によって所有、運用されていた。

9 『Bright Future of Diesel Engines Forecast』で引用された調査

報告『Global Markets for Diesel Powered Vehicles to 2015』

より。just-auto.comのウェブサイトに2003年９月15日付で掲載。

10 1980年代中頃ブラジルで生産された新車の約75％はアルコール燃

料車だったが、補助金が廃止となってから急減した。それでも1998年

時点で、アルコール燃料車は約450万台、アルコール24％ガソリン

76％の混合燃料車が1,675万台ある。（Ribiero & Younes-Ibrahim,

200?）

11 ブラジルでは、雇用創出と外貨節約はアルコール燃料プログラムの結

果と分析している

12 「大衆車」は排気量1.0リットル以下の車。

13 基準を超過したメーカーには「繰り戻し」または「繰り越し」による

支払猶予が認められる。ただし限られた年数のみ。

14 過去15年ほどの間、米国の顧客は、燃費の向上ではなく、性能の改

善やその他の自動車の特性について年間に利用できる効率改善のほぼす

べてを手にすることを選択してきた。

15 基準車両は、ポート噴射式火花点火ガソリン・エンジンを動力とする

2002年型コンパクト欧州セダンである。この車両の小売価格は、

18,600ユーロと想定されている。

16 この研究の著者は、専用の燃料インフラが必要な場合、EU-25カ国の

全車両の約５％に対して適切な燃料を利用できるようにするための、別

の供給方法を必要とする代替燃料をEU-25カ国内のガソリンスタンド

（約20,000カ所）で供給できるようにする必要があると仮定している。

17 図3.3より、これらの技術を使い水素を利用する車両からのWTWで

のGHG排出量は現行のガソリンICE車やディーゼルICE車とほぼ同じで

あることを考慮していただきたい。

18 この数字は、欧州の資源を特定する英国の研究に基づくものである。

したがって、エタノール生産のためにブラジルで使用されたサトウキビ

は含まれていない。

19 輸送活動の成長により、予想される増加の100％以上が説明される。

輸送車両のエネルギー効率について予想される改善は、輸送活動の成長

による影響の一部を相殺する。輸送用燃料のGHG排出特性の変化は、そ

の規模が小さいことから、ほとんど影響を与えない。

20 これは価格戦略が短期的には相当の渋滞緩和を生み出すことができる

という調査結果に矛盾するものではない。後述するが、渋滞は一般に総

需要が過大であることを示すのではなく、むしろ特定の時点で、特定の

インフラの要素の利用に対して需要が過大であることを示している。需

要のタイミングをずらしたり、輸送活動の全体量に大きな影響を与えず

に、インフラの要素の能力を実効上高めるために価格戦略を活用するこ

とができる。

21 道路以外の輸送（空、水、および鉄道）が輸送関連のCO2排出量の残

りの４分の１を占めている。SMPの基準ケースでは、このシェアは、

2050年までに約30％以上にまで増加すると予測されている。

22 重量トラックおよびバスの大部分が既にディーゼル駆動となってい

る。我々は、重量トラックおよびバスの操作特性により、ハイブリッド

技術はこれらの車両ではそれほど利用されないと考えている。第３章で

考察したように、公共交通機関のバスは既にハイブリッド化の第1候補

と見られている。これらは我々の計算には含まれていないが、それを省

いたとしても結果にほとんど差は見られない。
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23 我々は、ハイブリッドについて行ったように、燃料電池が応用できる

可能性のある車両の種類に関しても同様の仮説を立てた。

24 ガソリンICE技術と比較した燃費のメリットは、ディーゼル・ハイブ

リッドが36％、ガソリン・ハイブリッドが30％、燃料電池車が45％と

推測された。

25 この研究では次のように述べられている。「分析の中で考察した３種

類の車両（水素、従来型ガソリン、ガソリン・ハイブリッド車（GHEV））

の車両コストという観点で、この委員会は同程度の性能の車両には同程

度のコストがかかると推測した。このコストの均等化は自動車業界の目

標である。しかし、この推測を作成するにあたって、委員会はこの目標

が達成されるかどうかという独自の分析または予測を行わなかった。こ

の３種類の車の均等化を想定することの利点は、それによって、現在行

われている車両の開発の成否について判断することなく、燃料供給シス

テムを厳密に比較できるという点である。しかし、ハイブリッドまたは

従来型車両の経済性と比較した水素経済の総コストはまだ不確定なまま

である」

26 ディーゼルは本質的にエネルギー効率に優れているため、一般的には

ディーゼルのハイブリッド化から得られる付加的なメリットはガソリ

ン・エンジンのハイブリッド化から得られるものよりも少ないと認知さ

れている。

27 これらの先進バイオ燃料は、リグノセルロースを含む砂糖に由来する

ガソリンまたはバイオマスの気化／FT合成から生産されるディーゼルと

いう意味である。

28 これまで同様、ここでは全てのGHGの排出量はCO2等価量で測定され

ることを前提としている。

29 SMPがアドバイスを求めた外部の安全に関する専門家は、オランダ、

SWOV道路安全調査機関のMatthijs Koornstra博士、米国サイエン

ス・サービス・ソサイエティ会長のLeonard Evans博士、インド技術

研究所、輸送調査および負傷防止プログラムのDinesh Mohan教授であ

った。

30 最新の米国のデータ（2003年）によると、車両乗員の約30％がシ

ートベルトを着用していた。しかし、死亡事故の犠牲者の約60％が着用

していなかった。（The Wall Street Journal, April 29, 2004）

31 これらは、表2.3の「グループ８」の国々－英国、スウェーデン、オ

ランダ、ノルウェーである。

32 1996年の報告書では、国際オートバイ製造者組合（IMMA）は、欧

州ではオートバイの35％、原動機付き自転車の65％に違法な後付け排

気管を搭載しているか、既存の排気システムを違法改造していると推測

した。このような車両の大部分は、法定の騒音限界を10～15 dB（A）

上回って走行していることが分かった。報告書では、欧州の自動２輪車

の騒音は７倍になると推測した。（IMMA 1996）

33 容量の増加のどの程度が相殺されるのか、およびそれがどのくらいの

期間で起こるのかということに関する文献は多い。Cerveroは、これら

の事前研究の結果を検討し、さまざまな分析テクニックを用いて新たな

研究を実施した。Cerveroは、相当の誘発需要の証拠を見つけたが、そ

の誘発需要の量はこれまでに行われた多くの研究よりも少ないものであ

った。これまでの研究では、数年のうちに誘発需要がすべての追加容量

を「使い切って」しまうと結論付けられていることが多かった。

（Cervero, 2001）

34 ロンドン市民はこの課金を支持しているように思われるが、ビジネス

に対する影響に関する不安は残されている。課金ゾーン内およびごく周

辺の小売およびレジャー産業は一般に2003年上期において２％の売上

減を報告しており、食料、菓子、タバコ、新聞販売店業では６％減とな

っている。小売業者にこのような減少につながったのは何の影響による

ものかたずねたところ、経済および観光上の要素が最も多く報告されて

いるが、渋滞課金は報告された影響の５分の１を占めている。対照的に、

サービス部門では約15人に１人のみが渋滞課金の影響だと述べている。

調査の対象となった業種全体では、12％となっている。（Transport

for London 2004, pp.21-22）

35 ３番目の状況の具体例としては、交通量がそれほど大きく変化しなく

ても、ある橋が走行する車両の重量に対して安全に対応できなくなった

場合という状況が挙げられる。

36 これらの２つは合わせて31MMTのディーゼルを使用する。2000年

の中国の総ガソリン使用量は38MMTであった。

37 著者らは、これらの業界を地元製の車両のボディを外国製のシャシー

に搭載しているフィリピンのような国の業界と区別している。ここで名

前の挙がった他の国におけるCRV業界およびそれに類似する業界は、地

元の構成部品と技術を活用して車両全体を製造している。

38 パラトランジットに関する以下の議論は、Lave & Mathiasおよび

Shimazaki & Rahmanの研究から採られている。

39 カーシェアリング・システムの中には、予約不要のものや車両に直接

アクセスできるものもある。
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発展途上国の都市における
移動需要の促進要因

筆者：Ralph Gakenheimer and Christopher Zegras1

Appendix



発展途上国の都市の事例では、それらの都市が直面するさまざ

まな都市輸送に関する課題の断片を、比較的詳細に見ることが

できる。当初、こうした事例を採用した背景には、これらの事

例をより一般的な状況を表す個々の例として、「原型」と定め

て利用しようという考えがあった。

我々は、発展途上国の事例を選択するにあたり、データの入手

しやすさ、仲介者の有無、および我々自身の現地における知識

と経験を基準とした。また、世界主要大陸の各地域に関する事

例を提供し、多様な文化、経済、統治形態を反映することを試

みた2。その現象や問題の大きさがすでに世界の注目を集めて

いる大都市もあれば、「無名の」都市も含まれている。選択し

た事例を総合すると、発展途上国の都市は、北側世界の都市と

比較して、それぞれに違いが大きいことがわかる。

これらの事例について、モビリティの量、質、形態を表す輸送

の詳細についてのデータと、移動需要の促進要因となる現象を

表す背景的可変要素は、すべて都市部レベルで収集された。こ

れは、今後の作業の土台を形成する大胆な取組みであり、情報

収集の可能性を広げるインターネットやデータ共有技術などに

よって実現した。（ただし、不正確な情報を流布する可能性に

は十分に注意を払った。）我々が現在の形の情報やデータを収

集した情報源の中には、体系的な関連付けがなく、データ収集

が重大な義務であるという認識を持たないものも多い。そのた

め、現在の形の事例には、解決すべき数多くの問題や不明個所

のほか、内部矛盾もある。しかし我々としては、そうした欠点

を考慮しても、これらの事例によって、このように急速かつ大

きく変化しつつある移動需要の現状を的確にとらえられると考

えている。
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事例についての概論

1 この概要のもととなった事例を担当した共同筆者は、Mark

Emmert（ベロホリゾンテおよびダカール）、Anjali Mahrendra

（ムンバイおよびチェンナイ）、Apiwat Ratanawaraha（クアラル

ンプール）、Jinhau Zhao（上海および武漢）であり、すべてマサチ

ューセッツ工科大学の都市研究・計画学部のメンバーである。また、

武漢市当局、マレーシア科学技術大学の輸送および物流プログラム

からも支援を受けた。この作業に資金提供したのは、持続可能な発

展のための世界経済人会議の持続可能なモビリティ・プロジェクト

である。

2 事例には、主に中欧および東欧の「移行経済国」が含まれていない

（ただし、中国も移行経済国とみなされることが多い）。これらの諸

国は、「先進地域」と「発展途上地域」という単純な区別では分けら

れない場合が多いため。
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各事例は、表A.1に示した特性の数値が示すように幅広い多様

性を例示している。例えば、比較する都市によって、１人あた

りのGDPや人口について10倍の開きがある場合（クアラルン

プールとチェンナイ、メキシコシティとダカール）や、人口増

加率について８倍の開きがある場合（上海とダカール）、公共

交通機関の占める割合について3.5倍の開きがある場合（上海

とベロホリゾンテ）がある。また、15歳未満の住民が占める

割合が非常に高い都市（ダカールの43%）もあれば、先進諸

国と同様の年齢分布を持つ都市（上海）もある。自家用車の保

有率について最も大きな開きがあるのは、アジアの２都市、つ

まり武漢（住民1,000人あたり５台）とクアラルンプール

（同300台）であろう。

このように、発展途上国の都市間にも大きな違いがあり、これら

の都市と先進国の都市の間にはさらに大きな違いがあるが、我々

は、輸送手段の利用しやすさとモビリティの問題はすべての都市

で類似していると決め付け、異なるのは問題の規模だけであると

いう仮定からスタートする傾向が強い。しかし、同じ可変要素に

差がある場合でも、その差の規模が非常に大きい場合は、問題の

性質が変わってしまうため、このような仮定で議論を進めること

には十分に慎重になる必要がある。全移動の70%を公共交通機

関が占めている都市（中南米で一般的な数値）と、公共交通機関

による移動が10%未満の都市を比較する場合は、多くの側面を

考慮して解釈する必要がある。公共交通機関が発展途上地域にお

いて果たす役割は、北側都市の場合よりも重要であることは明ら

かである。しかし、これは、分析のほんのさわりの部分に過ぎな

い。発展途上国における公共交通をめぐる政治的状況には大きな

ばらつきがある。まず、有益な技術が利用できるかどうかについ

てのレベルが異なる。土地利用の分散化の重要性が異なる。料金

レベルを取り巻く問題が異なる。他の移動形態（自動車と動力な

しの車両を含む）との関係が異なる。この他にも、さまざまな要

素が異なっている。

表A.1　発展途上国の８都市部における人の移動についての特性 

地域 

都市部 

１人あたりGDP（米ドル） 

人口（100万人） 

年間平均人口増加率 

人口密度（人／ha） 

年齢分布 

移動率（移動回数／日） 

1,000人あたりの自家用車台数 

鉄道輸送 

（料金、米ドル） 

公共交通機関 

原動機によらない移動 

中南米 

ベロ 
ホリゾンテ 

6,000

4.2

1.5％ 

4～63

15歳未満：26％ 
66歳以上：4％ 

1.43 
（1995年） 

4輪車：225 
２輪車：22

地下鉄１路線 

（$0.30） 

69％ 
（1995年） 

5～7％ 
（1995年） 

南アジア 

チェンナイ 

800

7

2.4％ 

59～288

15歳未満：26％ 
60歳以上：8％ 

1.24 
（1993年） 

4輪車：40 
２輪車：171

地下鉄１路線 
郊外鉄道３路線 

（$0.10） 

47％ 

44％ 

アフリカ 

ダカール 

1,500

2.5

3.2％ 

35

15歳未満：43％ 
55歳以上：5％ 

2.3 
（1998年） 

42

郊外鉄道１路線 

45％ 

44％ 

東南アジア 

クアラ 
ルンプール 

8,000

4

2％ 

10～58

15歳未満：27％ 
66歳以上：4％ 

2.4 
（1997年） 

4輪車：300 
２輪車：170

LRT３路線 
郊外鉄道２路線 

（$0.20～0.60） 

20％（動力つき 
車両による移動 
に占める割合） 

データなし 

中南米 

メキシコ 
シティ 

7,500

18-23

2％ 

50～120

15歳未満：30％ 
66歳以上：5％ 

1.2～1.4 
（1994年） 

110 
２輪車：8

地下鉄11路線 

（$0.20） 

70％（動力つき 
車両による移動 
に占める割合） 

データなし 
（予測：15％） 

南アジア 

ムンバイ 

1,200

18

3％ 

120～460

15歳未満：26％ 
66歳以上：6％ 

1.26

4輪車：27 
２輪車：25

郊外鉄道２ 
サービス３路線 

88％（動力つき 
車両による移動 
に占める割合） 

データなし 
（1981年時点で26％） 

アジア 

上海 

4,200 
（2000年） 

13-17

0.42％ 

14～460

15歳未満：12％ 
66歳以上：12％ 

1.95 
（1996年） 

4輪車：4～20 
２輪車：35

地下鉄３路線 

（$0.12～$0.50） 

17％ 
（1995年） 

72％ 
（1995年） 

アジア 

武漢 

2,000

4-8.5

1％ 

10～160

15歳未満：16％ 
66歳以上：12％ 

2.25 
（1998年） 

4輪車：14 
２輪車：31

なし 

22％ 

61％ 

注 :  
1. ベロホリゾンテ：人口および人口密度以外は、ベロホリゾンテ市のみの数値が示されている。人口密度の範囲について、4は都市圏全体の平均値、63はベロホリゾンテ市のものである。 
2. チェンナイ：人口、移動率、各輸送形態の割合は都市部のものである。タミルナドゥ州の2000年における１人あたりGDPは480米ドルであり、チェンナイの数値は同州の数値をもとにした推

定値である。人口密度の範囲について、59は都市圏全体の平均値、288はチェンナイ市のものである。年齢分布はタミルナドゥ州のものであり、公共交通機関の割合には自動人力車（5％）
も含まれる。 

3. ダカール：１人あたりGDPはセネガルのものであり、ダカールについてのデータは得られなかった。 
4. クアラルンプール：１人あたりGDPおよび年齢分布は、クアラルンプール市のものである。人口密度の範囲について、10は都市圏全体の平均値、58はクアラルンプール市のものである。 

モータリゼーション率は都市圏全体のものであり、移動における動力なし車両の割合に関するデータは得られなかった。 
5. メキシコシティ：人口密度の範囲について、50は新興周辺開発地域のもの、120は都市圏全体の平均値である。1994年の移動率には、徒歩による移動は含まれていない。同市における全

移動の15％が徒歩による移動と仮定すると、予測値は多いほうの1.4になる。1,000人あたりの２輪車保有率は連邦区のみに関する数値であり、メキシコ州に関する信頼できるデータは得
られなかった。 

6. ムンバイ：１人あたりGDPは、インドGDPの5％はムンバイで生産されているという世界銀行の推定に基づいた数値である。人口密度の範囲について、120は都市圏全体の平均値、460は
アイランドシティ（同市中心部）のものである。モータリゼーション率（1,000人あたりの車両台数）はムンバイ市のものであり、より人口密度の低い周辺地域を含めるとこの数値が上昇する
可能性があるが、そのデータは得られなかった。 

7. 上海：人口の範囲について、1,300万人は「公式」の推定値、1,700万人は「浮動」人口も含めた数値である。人口密度の範囲について、14は新興開発地域の平均値、460は市中心部の平
均値である。地下鉄の料金は距離に依存している。 

8. 武漢：人口の数値は、武漢市のみでは400万人であるが、都市圏全体では850万人以上と大きく変化する（ただし都市部のほとんどはまだ未開発）。人口密度の範囲の広さは、この人口の差
異によるものである。 



最も単純に考えれば、発展途上国の都市は、北側が抱えている

問題（渋滞、不適切なインフラ、不十分な車両容量、および移

動費用の高さ）と同じような利用しやすさとモビリティの問題

に直面している、と言える。しかし、発展途上国の都市には、

解決策を探っていく中で、最終的に重要になる要素に違いがあ

る。決定的な違いは、所得レベル、急速な変化率、および都市

部の人口密度である。

貧困

発展途上国はその定義上、先進国よりも経済的に貧しく、人口

の大部分が適切な輸送手段を利用する経済的余裕がない。この

現実は所得レベルの分散によりさらに複雑さを増し、都市の住

民が大きく２つのグループに分けられることになる。その２つ

とは、高品質の輸送手段を容易に利用・購入できる人々（この

グループが所有する自動車が渋滞の原因となる）と、非常に低

い予算で輸送費用を捻出せざるを得ない人々である。通常は、

後者のグループが大きな割合を占める。この現実は、モビリテ

ィ市場をほぼ１つの市場とみなすことができる北側の都市部と

は対照的である。発展途上国の大部分においては、目的地への

到達しやすさの向上は、徒歩による移動から公共交通機関によ

る移動への変化という形で現れる。

急速な変化

発展途上国のほとんどの都市は、急速な変化の只中にある。例

えば中国では、都市部の土地に金銭的価値が与えられ、その結

果、土地開発パターンと企業や世帯の所在地の選択に革新的な

変化が起こったのはほんの最近である。メキシコでは、政治的

状況が変化しつつあり、また権限の分散化が進行しているため、

煩雑な管理上の問題と政治的競争が発生している。このことは、

例えばバス路線が州境界を越えることが禁止されるといった現

象として現れている。ダカールでは、中近東の都市などからの

移民により人口増加率が３%を超えている。このペースが持続

すれば同市の人口は今後20年間で倍増することになり、輸送

システムに多大な圧力がかかると考えられるが、原則的には、

将来的に都市の成長を輸送ニーズに合わせて調整できる可能性

もある。これに、（歓迎すべき所得の増加に伴う）急速なモー

タリゼーションが加わると、これまで発展途上国の都市で試み

られた最も厳しい手法を用いても、関係する都市システムがこ

の変化についていけないと考えられるため、特殊な環境が助長

されるのは言うまでもない。多くの場合、こうした変化により

将来的需要の予想が極端に困難になる。例えば、中国ではほと

んどの女性が働いているが、インドではほとんどの女性が働い

ていない。こうした国の都市では、今から10年後、１人あた

りの労働に関係する移動は、どのようになっているだろうか？

人口密度

ほとんどの事例では、居住人口あるいはそれ以外の数値を基準

にするとしても、発展途上国の都市の人口密度は北側都市より

も高い。人口密度の正確な予測が困難なことは周知の通りであ

るが、発展途上国の都市の人口密度の平均値と最大値は、北側

都市よりも桁違いに高い。例えば、メキシコシティでは、大都

市圏全体（約1,500平方Kmの範囲）の人口密度が、米国の都

市部で最も人口密度の高い地域であるマンハッタン（ニューヨ

ーク）を上回る。また上海中心部の人口密度は、マンハッタン

の５倍である。このような人口密度の高さは、２つの重要な事

実を暗示している。１つ目は、人口密度が高くなれば、大容量

の公共交通機関の実現性が高まる一方で、個人の移動がより困

難になるということである。２つ目は、上海のように、これま

でのような人口密度の高さ、所得の増加、モータリゼーション

の進行といった状況が重なれば、最終的に、ほぼ制御不可能な

強制力で、爆発的に分散化が進行するということである。

発展途上国の都市の移動需要を促進する一般的かつ互いに関連

のある要素としては、人口と所得の増加、自動車と２輪車の利

用可能性、社会的変化、都市の分散化が挙げられる。また、移

動需要を満たす際に都市が直面する一般的な障害には、貧困、

渋滞、公共交通の品質の低さ、および制度全般の実施状況の悪

さなどがある。こうした状況とすでに述べた先進国と発展途上

国の都市の主な違いを踏まえ、発展途上国の都市のモビリティ

にとって重要な課題として、次の５つを特定した。それは次の

通りである。

1. モータリゼーション。個人所得が増加しつつある都市にお

いて、予想可能なモータリゼーションの「上限」は存在す

るのか？

2. 自動２輪車。モータリゼーションの過程において自動２輪

車が果たす役割とは？

3. 公共交通機関。発展途上国のほとんどの都市に存在する質

の悪い公共交通機関に関連する問題とその解決策は？

4. 土地開発と分散化。移動需要の増加と都市における土地開

発が相互に与える影響とは？

5. 制度。制度は、こうした極めて流動的な状況に、効果的に

対処できるのか？
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1. モータリゼーション
発展途上国の都市に、モータリゼーション（人口あたり車両台

数）の予想可能な上限は存在するのだろうか？資源的な制約、

または外部効果の累積によって、モータリゼーションの勢いが

衰えることはあるのだろうか？今回調査した事例でも、また他

のデータでも、現時点でモータリゼーション率の低い都市につ

いて、総合的なレベルが今後低下していく徴候はほとんど見ら

れない。これには、いくつかの要因がある。

国際的な調査結果を比較すると、所得とモータリゼーションの

間に、強力な、直接的ともいえる関係がある。こうした関係は

特定の国や都市のレベルで存在することが明らかであるが、地

域特有の要素が重要な役割を果たしている。まず忘れてはなら

ないのは、自家用車保有率と個人所得の関係は、様式化された

図A.1のようなはっきりとしたS字曲線（ロジスティック曲線）

を描くということである。この図から、車両保有率に対する所

得の最低値があることは明らかである。つまり車両保有率は、

その値に近づくまでは非常に緩やかに増加しているが、それ以

降は急速に増加している。所得がさらに増加すると、自動車保

有率の増加の勢いは衰えるが、これはほとんどの先進国が現在

直面している状況である。（ただし、どの時点で保有率が横ばい

になるのかを予想するには時期尚早であることは周知の通り。）

多くの発展途上国では、人口の多くがいまだにS字曲線の上昇

部分よりも大幅に低い所得レベルにある。１人あたりGDPの

高い地域（直接的な平均値を基準にした場合）でも、モータ

リゼーションのレベルが予測よりもかなり低い場合がある

が、これは所得分布に大きな歪みがあるためである。

（Gakenheimer, 1999）したがって、所得分布の格差の継続

もしくは悪化、また経済全般の停滞という状況がなくならなけ

れば、すべての発展途上国の都市は、S字曲線が示すような論

理的なモータリゼーションの飽和点には遠く及ばない。

我々が調査したほとんどの都市の事例では、モータリゼーショ

ン率に影響する地域レベルの現象がさらに詳細に見て取れる。

例えば、ほぼすべての事例で、現地の産業・貿易政策が重要な

役割を果たしている。ブラジルとマレーシアでは、自動車業界

に対する推進政策によって自動車両所有がさらに刺激され、そ

の影響は、特にクアラルンプールの高い車両保有率に現れてい

る。ダカールでは、セネガルの貿易自由化と中古自動車輸入に

対する解放政策により、車両保有率が向上している。これはペ

ルーなどの中南米諸国や、中欧、東欧でも見られる現象である。

一方、上海のモータリゼーション率は、同市の所得が比較的高

いことを考慮すると、予想よりも低いレベルにとどまっている。

その原因の１つは、依然として車両所有にかかる費用が高いこ

とにある。中国政府が自動車業界を重視する産業政策をとれば、

この状況は直ちに変化する可能性がある。

車両保有率に影響を与えることが本来の目的ではない他の地域

政策も、一定の役割を果たしている。例えば、メキシコシティ

の有名な「Hoy No Circula」（高汚染日にはナンバープレート

の番号に基づき特定の車両の運転を制限する政策）により、多

くの家庭に中古車の購入を促すという逆の影響が生まれ、その

結果モータリゼーション率が上昇した。同国政府は、最近、よ

り汚染の少ない車両を購入するためのインセンティブとなるよ

うこの規制を変更したが、この方法は同様の規制政策を実施す

るサンティアゴ（チリ）でも採用されている。メキシコシティ

やサンティアゴのように、汚染問題が深刻で、政府が比較的強

制力の強い対策をとった事例を見ると、車両数の増加による外

部効果があっても、モータリゼーションの進行が衰える徴候は

ほとんどないことがわかる。

現に、モータリゼーションの進行とそれに伴う影響は、さらな

るモータリゼーションを誘発するともいえる。例えば、モータ

リゼーションが人口の分散化を促進するのは確実だが、この分

散化がモータリゼーションのさらなる要因となる。また、モー

タリゼーションは渋滞を悪化させ、それが自動車の保有・利用

率の上昇を促すという逆の現象を生む場合がある。これは、渋

滞の悪化によって主要幹線道路がふさがり、バスなどの地上交

通機関が遅れるので、自動車を利用するメリットが増すからで

ある。自動車を利用すれば、迂回路を利用して渋滞を避けたり、

行き先を変更してより渋滞の少ない方向を選んだりすることが

可能である。
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したがって、GHGの排出、土地の都市利用への転換、外国の

石油への依存、都市構造の優先傾向、モータリゼーションの進

行によって増加するインフラのコストなどに関する懸念がある

場合は、外部から規制を行う必要がある。しかし、そのような

規制を行うことによって、S字曲線を逆方向に進めたり横ばい

にしたりすることに積極的に取り組む国や都市が、発展途上国

にあるだろうか？「人為的な上限」を率先して採用することに

よって、第2のシンガポールになろうとする発展途上国の都市

があるだろうか？

2. モータリゼーションにおける
２輪車の役割
モータリゼーションに関する分析はこれまで、自動車、もう少

し広い意味で言うと、自動車両を中心に行われてきた。しかし、

発展途上国のモータリゼーションのパターンにおいて、自動２

輪車（バイクおよびスクーター）の役割を無視することはでき

ない。アジアの２輪車は、世界の全２輪車の75%を占めてお

り、そのうち中国が約50%、インドが20%を占めている。

我々のケーススタディで調査対象となった発展途上国の都市の

うち、モータリゼーション率全体に占める２輪車の割合が高い

のは、チェンナイ、上海、武漢の80%、ムンバイの50%、ク

アラルンプールの40%である。これに対し、中南米の都市で

は２輪車の普及率ははるかに低く、ベロホリゾンテとメキシコ

シティの両方で、モータリゼーション率の10%未満である。

（図A.2参照）多くの「２輪車」都市の事例では、２輪車と4輪

車の両方をモータリゼーションの対象にすると、所得のはるか

に高い都市と同レベルのモータリゼーション率に到達する。実

際、我々のデータによれば、１人あたりGDPがチェンナイの

10倍であるメキシコシティでは、２輪車と自動車の両方を対

象としたモータリゼーション率がチェンナイよりも低い。（図

A.2参照）つまり、自動２輪車はモビリティを均一化させる役

割を果たすものといえる。

２輪車を考慮に入れると、モータリゼーションの現象に対する

認識は確実に変わる。様式化されたモータリゼーションのS字

曲線に２輪車を反映させると、驚くべきことではないかもしれ

ないが、２つのS字曲線が存在することがわかる。１つは２輪

車の曲線、１つは自動車の曲線である。チェンナイの事例（図

A.3参照）がその典型である。インドでは、安価な２輪車なら

ば200米ドル程度で購入できる。所得が増加すると、２輪車

の曲線が交差する所得レベルを、人口のより多くの割合が占め

るようになるため、それによりモータリゼーションのプロセス

が加速されていると考えることができる。

もちろん細かく見れば、すべての地域の曲線がきれいに分かれ

ているわけではない。チェンナイのグラフでも重複している部

分がある。高価な２輪車は、安価な自動車よりも価格が高い。

もちろん、詳細に見れば、すべての地域の曲線がきれいに分か

れているわけではない。高価な２輪車は、安価な自動車よりも

価格が高く、どちらを選択するかは、社会的役割や年齢、性別

といった、価格以外の要素によって左右される可能性がある。

しかし、世界のある地域ではほとんど意味を成さない程度の存

在である自動２輪車が、所得がほぼ同じレベルの別の地域では

これほどまでに普及している理由は何かという疑問が残る。こ

の疑問に完全に答えるには、より詳細な分析が必要なことは明

らかであるが、一見したところでは、以前は自転車が非常に多
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かった地域で２輪車が普及しているという事実から、答えが見

つかりそうである。つまり、自転車が極めて直接的に２輪車に

取って代わった、ということである。以前、つまりモータリゼ

ーションの初期において自転車が多数使用されていた地域で

は、自転車は交通量の多い道路で自身の地位を確立していた。

これがそのまま２輪車に受け継がれたのである。

自動２輪車を使用すると、自転車をこぐときの身体的負担が減

り、移動時間が短縮され、高速な自動車の往来の中でより効率

的に操縦する（少なくともついていく）機会を得ることができ

る。こうして自転車は、より高速で重量のある同類の自動車両、

つまり自動２輪車に取って代わられ、絶滅の危機にさらされる

のである。この力関係は台北の都市部で非常に顕著に現れてい

る。皮肉なことに台北市では、全世界に輸出するための自転車

が何百万台も作られているにもかかわらず、市内の路上で自転

車が使われることはめったにない。優先通行権は、自動２輪車

向けに用意された側道も含め、高速で移動する自動車両に独占

されている。

この結果、自転車の利用者は、交通の中で自転車に乗り続ける

ことができなくなり、自動２輪車の購入能力があれば、「モビ

リティの階段」を上って２輪車を利用せざるを得なくなる。こ

のような移行は、特に自転車の普及率が他の車両を大きく上回

っている中国では、非常に重要となる。（上海では、所得レベ

ルに関係なく1世帯に約1.8台の自転車がある。）現に、アジア

の一部の都市では、自転車や非自動３輪車の使用を抑制するた

め、明示的または暗黙的な試みが行われてきた。 その理由は、

こうした車両が交通を混乱させ、道路の空間を必要以上に占有

し、公共交通機関の市場を希薄化させるからである。（この主

張は西側の読者にとって奇妙に映るかもしれないが、1800年

代後半の米国都市部では、自転車は、新型の路面電車の有効乗

客数に対する主な脅威と見られていたことに注意されたい。）

非常に興味深いことに、自動２輪車は、普及するにしたがって

問題視されるようになる。自動２輪車はその小ささを利用して

交通の流れをくぐり抜けるように走行するため、その挙動は自

動車の運転、バスのサービス、さらには法律の施行を妨げてい

る。優先通行権が自動車と自転車に分けられている場合でも、

自動２輪車はどちらにも適合せず、こうした区別の混乱の原因

となる。このため、一部の政府は、公共交通機関の1形態（自

動人力車など）としての、または自家用車両としての自動２輪

車（または３輪車）を抑制するための対策をとることになる。

例えば、北京政府は、近年、２輪車を抑制するために（登録の

規制、未登録管轄区への侵入制限、駐車制限など）、さまざま

な対策をとっている。こうした対策は、自動車の購入能力があ

る２輪車の利用者が、自動車へと移行するための刺激策となる。

これまでに述べたことをすべて総合すると、「モビリティ向上

の階段」とも呼ぶべき現象が起こっていることがわかる。つま

り、非自動２輪車から自動２輪車への移行に必要な跳躍は小さ

い。また同様に、自動２輪車から自動４輪車への跳躍も、小さ

くてすむ。こうしたモビリティの階段を前提に考えると、自動

２輪車は、自動車の所有に到達するまでの１段階だと考えられ

る。特にアジアの都市における分散化と人口密度低下の同時進

行により、さらなる都市空間が自動車の操縦のために開放され、

移動距離が伸びるため、このような移行は促進される一方であ

る。
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確実な結論ではないが、ケーススタディによって明らかになっ

た２輪車に関する状況は、次に記すような重要な疑問とそれに

対する答えを示している。

• ２輪車は、使用されている地域におけるモビリティを拡大

するのか？答え：大きく拡大する。

• ２輪車は、モータリゼーション全般の進行を促進するの

か？答え：確実に促進する。

• ２輪車は、自動車の保有に向けた１段階となるのか？答

え：我々としては、交通の圧力が部分的な要因となりもた

らされる、輸送手段の向上の過程の１地点という意味では、

そうであると考える。

もちろん、こうした期待とは逆の次のような議論もある。具体

例は次の通り。

• 自転車の利用には恒久的な利点がある。こうした利点は、

特に所得面から自転車が最も現実的なモビリティ形態であ

る人々にとっては、今後も継続するであろう。自転車は、

多くの２輪車地域において、現時点で最も普及している車

両モビリティ形態である。

• 低価格で操作性も優れているということから、自動２輪車

の利用にも恒久的な利点がある。そのため、自動２輪車は、

輸送形態が混合するシステムにおいても一定の役割を果た

すはずである。

• ２輪車地域がある国は、まだ自動車を渋滞の原因として扱

っていない。これは、自動車の数が少なく、利用者の多く

が特権階級に属しているということが原因と考えられる。

この段階が過ぎれば、自動車の利用を制限するための対策

が講じられ、こうした状況は変化する可能性がある。

3. 公共交通機関の性能
発展途上国の都市でモビリティが発展するためにおそらく最大

の制約となっている共通の状況は、公共交通機関の性能の不十

分さである。

人の移動は、その大部分を公共交通機関に依存していながら、

ほとんどの都市において、経営難、不適切な乗客定員、未熟な

ネットワーク統合、低速での運行、劣悪な物理的条件などの問

題を抱えている。その結果として移動に占める公共交通の割合

は減少し、渋滞面では車両の混雑、他にも人身事故の高い割合

などの原因になっている。我々のケーススタディは、公共交通

機関におけるあらゆる問題を網羅しているが、そこにはかすか

な希望の光がある。

障害にはどのようなものがあるだろうか？もちろん、最も根本

的な問題は貧困である。人々には、良質なサービスを維持する

運賃を支払う余裕がない。例えば、80年代後半に行われた

The Halcrow-Fox/TRRL（now TRL, Allport et al. 1990）

による地下鉄の研究では、発展途上にある都市の地下鉄の中で

財政的に採算が取れているものは１つもないが、それらの地下

鉄の大部分で約１米ドルの運賃を課すことができれば、約15

年後にはその運賃が発展途上国で現在運行されているほとんど

の鉄道交通システムの２倍以上になる可能性があるという結論

が出された。（表A.1参照）発展途上にある都市の道路上の公

共交通システムは、そのほとんどが民間企業によって運営され

ているが、運賃が低すぎて妥当なサービスレベルを維持できな

い。また、経営者は基本的に整備の未熟さによって自らの資本

を食いつぶしている。システムを改善しようとすると、運賃引

き上げを通じて最低の所得層から改善資金の拠出を強いるとい

う公平性の問題が生じる。

１日の中で行われる移動に占める公共交通機関の割合は、ケース

スタディによって大きなばらつきがある。ベロホリゾンテ、メキ

シコシティ、ムンバイは、全都市中で最も公共交通機関の割合が

高く、65％～70％である。一方、上海、武漢、クアラルンプー

ルでの割合は低い。上海と武漢は動力なしの輸送手段への依存度

が高く、またクアラルンプールでは個人所有の動力付きの手段と

競合しているためである。ダカールとチェンナイでは、公共交通

機関と動力なしの交通手段との割合がほぼ半々である。

ほとんどの都市では、公共交通機関の大部分が民間企業により

提供されている。それには、少々意外だが中国の都市も含まれ

る。インドの都市は、事実上すべての公共交通機関が依然とし

て政府の管理下にあるため、公有車両は発展途上国の中で最も

多いということは間違いない。

ケーススタディの中には、発展途上国の公共交通システムが直

面する課題の実例を提示しているものもある。

• 80年代からの人口急増にもかかわらず、ダカールのバスの

利用者数は20％減少している。その主な原因は何だろう

か？理由として、「カー・ラピーデ car rapide」や「ヌデ

ィアガ・ヌディアイェス Ndiaga Ndiayes」などのパラト

ランジット・サービスの台頭が挙げられる。

• チェンナイにおいては、移動に占める公共交通機関の割合
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は、1995年までの25年間で20％減少したが、それは主

に自動２輪車の急増によるものである。

• クアラルンプールにおける移動に占める公共交通機関の割

合は、「ナショナルカー」を通じた自動車業界の宣伝活動と

時期を同じくして、1985年の35％から1997年には

20％に減少した。

• メキシコシティでは、80年代に公営バスシステムが破綻し、

大規模な地下鉄システムの利用者数も伸び悩んだ。これは

主に、民間が運営するミニバン、小型バスのパラトランジ

ット「コレクティーボ（乗り合いバス）」の急成長によるも

のである。

これらの課題によって、発展途上国の各都市における公共交通

機関の危機の裏にある制度上、経営上の複数の問題が浮き彫り

になった。具体例は次の通り。

• 公共交通は公共サービスであるものの、民間産業であるた

め管理が難しい。公共サービスではない輸送形態の利用が

実質上存在しないため、値引き交渉のための指名競争が機

能しない。

• 交通システムの経営者は強い政治的影響力を持っている。

（メキシコシティの例のように、社会に混乱をもたらすスト

ライキなどの選択肢も含まれる。）その結果、役人が契約上

の取り決め（またはその欠落）の現状を変えることは困難

である。

• 運賃は物価を顕著に表す要素である。したがって、政治家

は依然として運賃引き上げの認可に極めて慎重であり、認

可すると深刻な打撃を被る場合（例：ムンバイ）もある。

• 革新技術、新サービスは既存システムから意図的に切り離さ

れることが多い。既存のシステムの変革に対するこれまでの

抵抗と、積み重なった、とるに足らない政治的しがらみを回

避するためである。その結果、システムは統合されていない

ものになる。（例：クアラルンプールのLRTシステム）

• 運営の調整、管理を担当する政府当局は発言力が弱く、ま

たインフラ建設を担当する運輸関連の省庁の主要勢力とは

切り離されていることが多い。多くの場合、この分離は、

交通システム運営の混乱がインフラ投資への資本の流れの

安定性に影響を及ぼさないようにしたいという政府の努力

によるものである。

• 非公営の交通サービスを支援する上での矛盾が問題をさら

に複雑にしている。非公営の交通システムへの支援は、サ

ービスレベルを大幅に向上させ（ドア・ツー・ドアなど）、

雇用創出の役割も果たすが、政府が資金援助している交通

サービス市場、システム管理などの機能を損なうという側

面もある。（例：メキシコシティ）

• 都市内部の複数の管轄区域にまたがる問題は、極めて有害

な方法でシステムの統合を遅らせることもある。（例：メキ

シコシティ。交通車両の耐用年数が周辺の都市部であるメ

ヒコ州と異なっており、境界線をまたぐ地下鉄の路線拡張

について合意に至るのが難しい状況にある。）

• 新たなサービス、交通形態の選択は、政治的に複雑である

場合が多く、社会に誤った期待を抱かせるという結果に陥

りやすい。多くの都市は、完全には実現できそうにない地

下鉄システムを待ち望み、相対的に見て実証されていない

技術を当てにしながら、単純な解決策すら持たずにいる。

（例：上海）

これらの事例では上記の問題にもかかわらず、公共交通機関を

活用して、移動における割合を高めるために注目すべき潜在能

力があることが示されている。（例：ベロホリゾンテでは、モ

ータリゼーションの割合が人口1,000人あたり225台である

にもかかわらず、移動に占める公共交通の割合は70％である。）

ムンバイの公営BEST（バス会社）は、1990年代に１日あた

りの便数を（乗客数で）約20％増加させ、同期間の収益も

2.5倍以上増加させた。また、公共交通機関に大きな予算を割

いている都市もいくつかある。（例：上海ではインフラ予算の

28％を鉄道システムに割り当て、メキシコシティでは地下鉄

の拡張に対して以前から重点が置かれてきた。）しかし、上海

がメキシコシティで熱望されているような地下鉄の拡大をお手

本とする場合には、都市の拡張を抑え、地下鉄の駅周辺の開発

を促進し、道路利用の交通形態との競争を防止する努力をしな

ければ、そうした鉄道があらゆる移動形態の中で高い割合を維

持することはできないであろう。

クアラルンプールは、他の都市と比較し、所得、モータリゼー

ションが辛うじてではあるが「発展途上国の」都市として分類

されるレベルにあり、ある意味で最も厄介な事例の代表例とな

っている。この事例では、公共輸送に関する公的な管理がおざ

なりなため、サービスを提供する企業はほぼ破綻している。

90年代に、民間企業が鉄道型の３つの交通システム（うち２

つは軽量鉄道システム（LRT）で１つがモノレール）の開発

に乗り出した。現在運行しているLRTシステムでは、この交

通形態を採算の取れる民間の試みとする上での難しさが示され
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てきた。この２つのシステムは最近１人のオーナーの下に併合

されたが、財政状況の詳細は公表されていない。モノレールシ

ステムは、1990年代後半の金融恐慌によって建設が遅れてお

り、まだ開業されていない。現在のところ、これらのシステム

は移動における交通システムのシェアをほとんど取り込んでい

ない。あるいは、市内の道路渋滞の悪化を抑えるには至ってい

ない。これらの鉄道システムの開業以来の公式なデータは存在

しないが、移動における公共交通機関の割合として20％を超

えるまでに増加しているとは思われない。

これと対極にある例がベロホリゾンテである。皮肉なことにベ

ロホリゾンテは、都市部の人口と人口密度がクアラルンプール

とほぼ同じである。しかし、ベロホリゾンテでは移動の69％

を公共交通機関が占めており、クアラルンプールの3.5倍の公

共交通機関が利用されていることになる。ベロホリゾンテには、

「特別な技術の」交通システムはなく、運行しているバスのス

ピードも概して遅い。このシステムがなんとか高い割合を維持

しているということは、ある程度は効果的な規制構造があり、

おそらく市民が自動車を所有できるようになっても、市民のた

めにバスを利用し続けようという根強い意志があるということ

の表れである。（ただし、こうしたデータの不正確さも、解釈

の一部として無視することはできない。）

発展途上国の公共交通機関の将来にかすかな光をもたらす技術

開発もある。まず、20年以上前の有名なクリティバの事例が

火付け役となった、高速バス交通（BRT）システムの「革命」

が、今や中南米全土（ボゴタ、サンティアゴ、リマ、メキシコ

ティなど）やその他の地域（最近ではダカールなど）に広まろ

うとしている。２つ目として、地球環境ファシリティー

（GEF）が、公共交通機関の性能改善を目指した多くのプログ

ラムを開始している。（そのほとんどが、BRTプロジェクトお

よび世界銀行の融資に直接関連するものである。）最後に、企

業家が発展途上国の公共交通機関の実現にもたらした価値を無

視するわけにはいかない。発展途上国の都市の道路に「非公営

の」交通形態があふれている状況は、一般的に厄介なものとみ

なされているが、その判断は理にかなっていない。これらのシ

ステムの管理は確かに問題を提起しているが、それは明らかに

何かが解明されたという事実があるため存在しているのであ

り、発展途上国であれ北側の都市であれ、そこで明らかになっ

た教訓を無駄にしないようにするべきである。

4. 土地開発
移動に対する需要の高まりとモータリゼーションの成長の最も

顕著な影響はおそらく、都市部の成長の分散化に見られる。一

部の都市の信じられない程の過密状態を考慮すると、ある程度

の分散化は望ましいが、ほとんどの都市にとって分散化の過程

は制御しにくいものである。我々の事例には、ナビ・ムンバイ

（ムンバイ）および上海の浦東という興味深い例が含まれている。

発展途上国の都市は極めて人口密度の高い状態でこの時代を迎

えている。我々の事例を見ると、１haあたりの平均人口密度

は武漢が166人、ムンバイが225人、ベロホリゾンテが63人

である。上海の人口をニューヨークの大都市圏と同じ人口密度

になるように分散させると、現在の約16倍の土地が必要にな

る。もちろん、上海の人口をこのように再分配するというよう

な極端な例は非現実的だが、発展途上国の都市はほぼ一般的に、

爆発的な分散化と構造変革の渦中にあるという事実を否定する

ことはできない。この過程を数値で表すのはかなり困難だが、

その傾向は極めて明白であるため、生活様式、また輸送需要の

構造や全体量の変化に現れている。

都市の分散化とそれに伴う人口密度の低下をめぐる議論につい

て、このページで答えを出すことはできない。それでもやはり、

限られた資源を効率的に開発することが重要である発展途上国

の都市での問題の原因がここにあるのはほぼ間違いない。分散

化により公共交通機関が機能しにくい居住パターンが生じるた

め、自動車への依存が強いられることになる。そうした自動車

への依存により、今度はさらなる分散化に向かう傾向となって

いる。これによって、局地的、世界的な汚染や外国の石油への

依存度の上昇など、それ自体に付随する問題が生じる可能性が

ある。さらに、発展途上国の多くの都市が豊かな農業地域に位

置しているため、都市の分散化によって食物の安全性という問

題の悪化が懸念される。

これらの潜在的問題を考慮し、分散化の動きを縮小する、ある

いは少なくとも前向きに導くことができるだろうか？またそう

すべきなのだろうか？発展的な土地開発の場合には、妥当な期

間内に問題を改善することができるだろうか？基本的には、都

市部の急成長によって将来性がもたらされる。例えばダカール

の事例のように、都市が年に３％を超えるペースで成長すると

20年後には規模が２倍になる。この成長が一般的な人口密度

で起こるならば、20年もかからずに既存の都市と同じ規模の、

全く新たな都市化が生じる。実際は、新開発の地域では人口密

度は既存の都市よりも低くなり、倍加する都市部よりも面積が

広いため、基本的にはより効率的な成長の形を模索することが

できると思われる。しかし、それをどうやって行うかという疑

問が残る。

モータリゼーションは分散化を加速させる要因の１つでしかな

く、多くの場合は大きな要因にはならない。類似の条件や措置

によっても、都市の郊外化が推進される。発展途上国の多くの
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都市（例：ムンバイ、上海）では、超過密状態を緩和するため

に分散化が模索されることが多い。（例えば、上海ではこの10

年間で１人あたりの生活空間が大幅に増加している。）しかし、

往々にして、期待を超える分散化が促進されるという影響が生

じる傾向がある。開発者が周辺の安価な土地を求めることによ

って、問題が悪化している。経済のグローバル化が進む中で、

新たに進出してくる国際企業は、事業を開始するための大きな

大学のキャンパスのような環境を、必然的に大都市周辺に求め

なければならないということが多い。中国の都市では、経済の

過渡的な側面も分散化の一因となっている。例えば、１平方メ

ートルあたりの土地価格の変動によって、中心部の土地は周辺

の土地よりも価値があるということが初めて認識されるように

なる。これにより、借地人は中心から離れた土地に退避し、市

街地の土地をその立地条件から高い利潤を得ることができるよ

うな利用者に譲渡するようになる。自治体が隣接する業社から

都市開発できる土地を購入する際は、その土地から得られる収

益のすべてを最初の賃貸契約時に回収する。その後自治体がそ

の土地からさらなる収益を得ることはない。したがって、継続

して収益を得るためには、都市は絶えず新しい土地を購入し続

けなければならない。このように、収益を求める動きが分散化

を加速することになる。

また、WTO加盟により中国に関心を示すようになった新たな

多国籍企業を獲得しようとする動きに特に刺激され、上海は

1990年代の間に面積を優に２倍にまで広げた。南京の郊外で

は、その中心部の人口密度は極めて低いため、アメリカ南西部

の郊外の下手な模倣のようになっている。地方のプランナーは

現在、この人口密度は低すぎること、さらに中国の現在の社会

的・経済的側面が流動的なものであることを考えると、この種

の問題について恒久的な決定をするのは極めて困難であると結

論付けている。

ナビ・ムンバイの事例もよい例である。1970年代にナビ・ム

ンバイの計画を開始したマハラシュトラ州の企業は、街の主要

部が集中している半島の過密さとアクセスの不便さの緩和を目

指し、そこから湾を渡った場所に中心街が連なるような都市を

設計した。これらの中心街は、部門や規模別の職場、特定のイ

ンフラ要件、住宅地域など、極めて細かく分けられている。そ

れらは、移動の需要が最小になるよう、さまざまな構成要素の

バランスをとって次々に開発されることになっていた。目的は、

ムンバイの大都市圏の中にありながら、中心街への移動の必要

性を最小限に抑えることであった。だが実際のところ、開発が

進むと上記の開発計画は支持されず、この地域全体が不規則に

広がるムンバイの郊外住宅地となってしまった。大半の通勤者

は市の中心街まで湾を渡るか迂回するような形で通勤しなけれ

ばならなくなった。こうしたことが、市の中心街のさらなる過

密、湾を渡る橋や高速道路への極めて大きな支出、およびムン

バイの非常に完成度の高い通勤鉄道網のひどい混雑の原因とな

った。

土地計画と輸送システムとを効果的に統合することは、ほとん

どすべての発展途上国（および先進国）において、難しい問題

である。開発を分散化しつつ、分散化しすぎないということが

求められる。この状況をコントロールするには、過密状態を緩

和するように開発を分散化させるための計画を立てるのが理想

だが、同時に、輸送や交通サービスの供給が実行可能と思われ

る人口密度も考慮すべきである。しかし、ナビ・ムンバイの事

例のように、計画者に「正しいアイディア」があるとしても、

我々はその導入に頭を悩ませ続けることになる。正反対の例と

しては、上海の中心部から川を越えたところにある浦東が挙げ

られる。政府が多大なる権限を持って土地開発の計画を策定し

たこの地域は、適切に制御されたモータリゼーション、および

雇用と住宅地域のバランスという２つの要素と共生できる人口

密度になるような意図を持って整備された。浦東を上海の中心

部と公共交通機関とトンネルで接続しようという試みが実行に

移された。1995年頃に建設が始まったが、現在は100万人を

優に超える住人を抱え、工業、役所および商業に関する雇用が

発生している。もちろん、全員について住宅と職との釣り合い

が実現したわけではないため、雇用主はバスをチャーターして

従業員を他の場所から大都市圏へ移動させている。これは基本

的に成功しており、開発プロジェクトを包括的に管理する政府

当局の能力を実証している。もちろん、世界の中で浦東のよう

な事業を始めることができる権限を持つ政府はほとんどない。

概してこうした問題は難しいが、そこから得られるものは大き

い。土地開発管理はおそらく、成長著しい移動需要の問題に対

する真に安定した唯一の回答なのかもしれない。これまでのこ

とから、発展途上国において、ある種の均衡（まだ不十分なも

のだが）は最終的には達成されるということが分かっている。

しかし、適応には痛みが伴う。

5. 制度
プロジェクトの準備、規制、運営管理、整備、計画など、輸送

のあらゆる側面に浸透している根本的な課題は、依然として制

度に関するものである。発展途上国の各都市が直面する制度上

の課題の議論をする際には、まず、それらの都市が高まる需要

に圧倒され、限られた資源によって行き詰っているということ

を考慮しなければならない。中央集権性の強い中国は、今でも

こうした課題に直面している。また、メキシコシティも同様で、

連邦政府と少なくとも２つの州政府、50余りの市政府のそれ

ぞれが支配権や政治的資源の断片を奪い合うような状況にあ
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る。民主主義の成長と政府の分散化は、一般には発展と同調し

て生じ、それによってもたらされるより大きな利益に対して反

論できる人はほとんどない。しかし、都市が成長し、管轄区域

が広がるにつれて、システム管理に関する制度上の課題が急激

に増加するように見えることもある。

発展途上国では、財政の実態や、それに伴い生じる官僚や公務

員の問題により、こうした状況は悪化している。多くの場合は

給料が極めて低く、概してまだキャリアのスタート時にある若

い専門家達を惹きつけることとなる。そのような専門家は、

（並行してコンサルティング業務を行うなど）政府に雇用され

ながら個人的に利益を得ることも可能である。また、社会に対

する義務感からだけで主要な地位に就いてしまう者もいるが、

そうした人物の中に、重要な対策を担っている英雄的な人物も

少なくないことを我々の誰もが知っている。

関連機関においては行政責任の不透明さによって生じる問題も

ある。下の階層にある機関は財政難に陥っている場合が多いた

め、国家政府からの救済を当てにして、行動をなかなか起こさ

ない可能性が高い。例えば、多くの政府の慣習では、インフラ

構築は国の責任だがその維持は地方の責任となっている。した

がって、ゴミの回収の資金繰りにも苦労しているような地方政

府は、全面的な再構築が必要となる程度まで道路が劣化すれば、

国が介入してくれるだろうという希望を持ちながら、こうした

劣化を放置している。

政府が新政権に変わると主要な役人全員とともに輸送機関のト

ップも交代するため、プログラムが中断してしまう。（同じ政

党が再選されても、トップの顔ぶれが交代してしまえば、こう

した現象は往々にして起こる。）これによって、輸送の問題点

を分析するための有用なデータや、問題解決法の継続的な発展

を妨げる深刻な障害が発生し、該当機関が適切な輸送計画を策

定できなくなる場合が多い。多くの場合、輸送計画はコンサル

ティング会社の共同体が作成する。こうした計画は遂行するよ

う勧告されるが保証はされないのが通例であり、また計画自体

も、ある特定の団体に決定能力を限定するために、ほとんど広

まることはない。その結果、一連のコンサルタントからの互い

に関連性のない報告書に基づいて対策がとられるため、一貫性

のある方針を打ち出すことができない。仮にデータを収集でき

たとしても、体系的な収集が行われることはめったになく、厳

重に保護される。情報は権力なのである。

最終的に、単一の社会規範がまだ存在していないため、規制措

置と施行は極めて困難であることが多い。中近東やアフリカで

は、２つ以上の全く異なる法制度が同時に施行されていること

すらある。規制問題に関して合意がなければ、その施行は難し

い。発展途上国の多くの都市では、公共交通機関は営業許可な

しで運行されているほか、車両登録は不完全であり、個人の運

転免許証でさえもその大部分は偽造されたものである。こうし

た問題が解決されれば、発展途上国の都市における輸送状況は

改善するだろう。

参考資料
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1. モータリゼーション
我々は、発展途上国における広範な都市交通の状況とその影響

要因を効果的に表すことができるさまざまな都市を選択するこ

とを本来の狙いとして、発展途上国の事例に着手した。言い換

えると、この事例は、基本的な都市構造を想定した都市交通の

「原型」としての機能を果たし、その原型が構造の中のバリエー

ションを表すような試みとなっている。したがってこの原型は、

ステークホルダーらに基準点を提供する働きをし、「原型の都市」

と見なされるともに、ある都市の状況の概略を理解するのに役

立つと思われる。「原型の都市」の背景にある考え方は、個々の

都市について解説するのではなく、その原型から体系的なパタ

ーンを推定する分類システムを開発するというものである。

しかし、このような作業における課題には、幅と深さのバラン

スをとること、あるいは原型の枠組み内のあらゆる都市を大ま

かに「位置づける」ために十分な解像度を提供しつつ、同時に

処理しやすい数の有意義な記述的特徴を提供することにある。

結局のところ、このような作業は一筋縄では行かない。ある特

定の都市のグループによって、世界の都市部におけるさまざま

な相違点を効果的に把握することができるだろうか？あるい

は、文化的なバリエーション、民族的、歴史的な相違、期待や

好み、および政治的な手法に幅がありすぎて、原型についてど

のように一般論を述べても意味がないのではないか？また、モ

ビリティの観点から見れば、都市による状況の違いは、収束す

るグローバルな経路上のさまざまな段階を反映しているに過ぎ

ないのかもしれない。このプロジェクトの狙いには、発展途上

国全体の都市交通のパターンの集中と分散の可能性を把握する

ということも含まれている。

厳密なモビリティの観点から、あるいはより幅広い観点から、

都市部を分類する先例がいくつかある。例えば、SESAMEプ

ロジェクト（SESAME, 1999）では、特に欧州の都市にお

ける「土地利用と行動パターンおよび移動需要の３者間の相互

関係に関する知識の状態を改善すること」に重点が置かれた。

欧州全体から40都市をサンプルとして使用するSESAMEプ

ロジェクトでは、比較的良質なデータが入手可能な場所ですら、

データの収集と調和の課題が強調されている。問題として、偏

ったデータ収集地域と異なるデータ源、都市部の定義によって

もたらされる偏見（通常は場所によって異なる）、および土地

利用と輸送データの全体的な利用可能性などが挙げられる。

SESAMEプロジェクトでは、我々が上記で指摘したのと同様

に、適切さ（有益なデータを備えていること）と、運用しやす

さ（実際に必要なデータにアクセスできること）との間のバラ

167

事例選択の背景

表A.2　欧州都市交通の都市の分類例 

自動車の都市 

都市のタイプ 

自動車および徒歩の都市 

公共交通機関の都市 

公共交通機関および徒歩の都市 

オートバイの都市 

都市群 

ボルドー、ナント、トゥールーズ（フランス）、 
ザールブリュッケン（ドイツ） 

アーヘン、エッセン、ゲルゼンキルヘン、カッセル、ヴィスバーデン（ドイツ）、 
グルノーブル、リヨン、ナンシー、サンテティエンヌ、ストラスブール（フランス）、 
ブリストル、レスター、マンチェスター（英国） 

バルセロナ（スペイン） 

ボーフム、ボン、ケムニッツ、ドレスデン、デュッセルドルフ、ハレ、 
ハノーバー、カールスルーエ、ミュンヘン、ニュルンベルク、ロストック（ドイツ）、 
ベルン、チューリッヒ（スイス） 

アムステルダム、ブレダ、アイントホーフェン（オランダ） 

出所：SESAME, 1999



ンスをとる必要性が指摘されている。この努力の一環として、

SESAMEプロジェクトは、クラスター分析という数学的手法

を用いて、ある変数に関して似た特徴を示す都市のグループを

識別した。このプロジェクトでは、指標の範囲をまたぐ都市を

類型化することは困難であると判断し、最終的には、基本的な

人口統計学的指標（人口や人口密度）を越えて、最も有効な類

型論は輸送形態に関連するものであると結論付けた。（表A.2

参照）

Hall & Pfeiffer（2001）はさらにこれより一般的かつ定性

的に、人口統計学および社会経済の発展を土台として３つの基

本的な都市の種類を区分した。この類型学によると、発展途上

国の都市は「変則的な過成長」の事例または「勢いある成長」

の事例のいずれかとして特徴付けることが可能であり、また先

進国ではほとんどが「成熟都市」のカテゴリーに適合している。

（表A.3）興味深いものではあるが、このような分類は広範す

ぎるため、都市の交通分析のための有意義な原型となる枠組み

を提供することはできない。

世界気候変動に関するピューセンターが発行した発展途上国に

おける輸送と気候変動に関する最近の一連の報告書も、

Sperling and Salon（2002）によって提案されたように、

それによって影響の一般的な要因をあぶり出すことができる多

くの特徴を明らかにすることに役立つ。このような要因には、

政治権力、政策環境、土地利用のパターンおよび社会規範が含

まれる。（図A.4参照）

A2. 原型の枠組みへの試み
これらの先例から、我々は原型の都市がより詳細な研究にも利

用できるような枠組みを引き出そうと試みた。原型をそのよう

な枠組み内に位置づけるという考え方によって、より多くの都

市に対する原型事例の「一般化」を促進することができると思

われる。このような枠組みを開発するために、我々は因子分析

の統計的手法を用いた。この手法は基本的に、一定のデータの

中の変数が、どのようにして互いに比較的独立している論理的

な下位郡を形成するのかということを発見するのに役立つ試み

である。因子分析は、変数同士の関係の検討あるいは基底構造

に関する仮説の確認にも利用できる。この手法は、特に「さま

ざまな状況の中の一貫した構造」（Berry, 1971）を定義する

のに適しており、「その場限りの印象よりも、実験を通じて安

定した基盤に基づく」（Jones and Jones, 1970）類型論

（原型）を構築するのに役立つと思われる、都市部を理解する

手助けとしての因子分析の利用は、少なくとも1960年代にさ

かのぼることができる。

データ削減手法である因子分析は、変数を少数の因子へとグル

ープ化することにより多くの相互関連する変数中の相関性を調

査するものである。世界中の都市交通を対象としてこの分析を

実施するために、我々はマードック大学の持続可能性および技

術政策研究所の研究員によって開発されたミレニアム輸送デー

タベースを活用した。このデータベースにおいては、データの

出所、およびそのデータが実データなのか仮説から導き出され

たデータなのかという点が完全に明らかにされているわけでは

ないということを指摘しておかなければならない。このデータ

を活用するために、我々は100都市に関して229の変数を持

つ元々のデータベースを削減し、多くの都市に（特に発展途上

国の都市）に関する不完全なデータを突き止めなければならな

かった。また、我々は反復する変数を除外し、一部の変数（鉄

道輸送の形式に関するもの）を統合し、表される都市の数と存

在する変数の数のバランスをとる試みも行った。因子分析に使

われた最終的なデータセットは、83都市についての54の変数

からなるものであった。この過程で、発展途上国の事例の多く

が脱落した。（表A.4参照）

主な構成要素の因子分析手法（およびバリマックス回転）を使

用し、我々は83都市全体の輸送変数におけるばらつきを分析

した。この狙いは、純粋に輸送システムの特徴（１人あたりの

車両数、移動に占める交通手段の割合、エネルギー消費など）

だけに基づいて、都市がどのように変化するのかということを

把握することであり、我々はそれによって根底にある基本的な

構造を明らかにすることを試みた。最終的に、我々はデータ内

に累積する変動の70％を占める９つの因子を選び出した。こ

の因子の意味は、変数の相対的な呼び出しによって提示される

ものである。（我々は0.6を超える呼び出しのある変数を選択

した。）図A.5はこれらの因子と主要な関与変数を示している。

因子分析の結果は、原則的に「洞察」を確認するものであり、

都市の基本構造におけるばらつきの範囲を効果的に把握するた

めには、多くの局面を表す原型が必要であるということを提示

している。また、この分析は輸送変数を考察したものにすぎず、

輸送以外の変数をわずかでも追加すれば、次元性はさらに複雑

なものとなる。代表的な原型事例を効果的に選抜するために、

我々はアフリカ、アジアなどの地域や人口統計、および社会経

済など、「原型」における都市の表現にとって重要な「質的要

因」も把握しなければならない。さらに、これによって多次元

性の課題が発生し、より多くの局面を検討すればするほど、最

終的な結論は主観的なものになる。最終的には、この総合報告

書の導入部で論じたように、我々はその他の因子の中から洞察、

データの利用可能性、および地理的な範囲のバランスをとる事

例の選択に向けた手法を選んだ。
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表A.3　グローバルシステムにおける都市の種類 

都市のタイプ 

変則な過成長 

大きな成長 

高齢化により 
弱体化する成熟都市 

見られる場所 特徴 

サハラ以南のアフリカ、インド、 
中近東のイスラム諸国、 
貧しい中南米諸国 

急激な発展段階にある 
中所得の発展途上国 
（東アジア、中南米および 
中近東） 

OECD

人口の急成長（人口移動および自然的なもの）、 
変則的な部門依存の経済、広範囲におよぶ貧困、 
広範囲にわたる変則的な居住、 
基本的環境および公衆衛生の問題、統治の問題 

人口増加の速度低下、高齢者の増加、 
急速な経済成長が進行中、環境問題 

一定または減少する人口、高齢化および核家族化、 
緩やかな経済成長および適応、社会的分極化、 
大都市の極の影響を受ける地域にある小都市の 
発展に拍車をかける拡散と再集中化 

出所：Hall and Pfeiffer, 2001

出所：Sperling and Salon, 2002より 

表A.4　発展途上国における輸送に影響を及ぼす主な要因 

要因 特徴 

権力 中央集権化の度合い 

政策環境 執行能力、促進因子（大気汚染） 

土地利用のパターン 密度、拡張、制限 

社会規範 「集団の方向性」 

共通利害者団体の強み 産業界、NGOなど 

インフラの先例 営業許可、投資環境 

表A.5　83都市の輸送システムの多様性の原因となる要因 

因子名 

自動車輸送 

オートバイ 

利用者の費用 

バス交通 

汚染物質の排出 

公共交通機関の拡張 

移動距離および時間 

バスの優先度 

インフラ投資 

被説明変数 

変数％ 累積％ 

19.74

9.14

8.49

6.80

5.75

5.11

4.93

4.21

3.89

19.74

28.88

37.36

44.17

49.91

55.02

59.95

64.17

68.06

主な関与変数 

道路の過密さ、１人あたりの自動車台数、 
平均道路速度、１人あたりの移動量、CO排出量、 
自動車エネルギー消費 

１人あたりのオートバイの台数、 
オートバイ利用の頻度 

自動車による移動単位あたりの平均コスト、 
公共交通機関による移動単位あたりの平均コスト、 
民間の交通手段運営コストのGDPの 
パーセンテージ 
 

１人あたりのバスの台数、１人あたりのバス 
車両Km、１Kmあたりの燃料価格、 
公共交通機関の燃料利用 
 
１人あたりのCO排出量、１人あたりのSO2排出量、 
１人あたりのNOx排出量、 
１人あたりのVOC排出量 

公共交通機関の路線の距離、 
公共交通機関による移動の平均距離 

平均移動距離、自動車による移動距離、 
自動車による移動時間 

１人あたりおよび１haあたりのバス路線の優先度 

公共交通機関に対する投資のGDPの割合、 
道路投資に対するGDPの割合 
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Abbreviations

AC – Alternating current

ADAS – Advanced Driver Assistance Systems

AEO – Annual Energy Outlook (published by the 

US Energy Information Agency)

ASK – Available seat kilometre

BAC – Blood alcohol content

BTL – Biomass To Liquids

CAFE – Corporate Average Fuel Economy

CAI – Controlled Auto Ignition

CIDI – Compression Ignition Direct Injection

CIF – Cost, insurance and freight

CNG – Compressed natural gas

CO – Carbon monoxide

CO2 – Carbon dioxide

COE – Certificate Of Entitlement  (Required to 

purchase vehicle in Singapore)

CONCAWE – Conservation Of Clean Air And Water 

In Europe

CRA – Charles River Associates

CTS – Cybernetic Transport Systems

CVT – Continuously Variable Transmission

DALY – Disability-Adjusted Life Years

DC – Direct current

DfT – Department for Transport (UK)

DI – Direct Injection

DME – Di-Methyl Ether

DPF – Diesel Particulate Filter

DRL – Daytime Running Lights

DTLR – Department Of Transport, Local Government

And The Regions (UK)

DWI – Driving while intoxicated (Drinking And Driving)

ECMT – European Conference Of Ministers Of Transport

EEA – European Environment Agency

EIA – US Energy Information Administration

EMD – Electro-Motive Division (Division of General

Motors)

EU – European Union

EU-15 – Group Of The Following Countries: Austria,

Belgium, Denmark, Finland, France, Germany, Greece,

Ireland, Italy, Luxembourg, Netherlands, Portugal, Spain,

Sweden, United Kingdom

EU-25 – Eu-15 + Acceding Countries (Cyprus, Czech

Republic, Estonia, Hungary, Lativa, Lithuania, Malta,

Poland, Slovak Republic, And Slovenia)

EUCAR – The European Council For Automotive

Research & Development

EV – Electric Vehicle

FAME – Fatty Acid Methyl Esters (see “biodiesel” in 

glossary)

FCV – Fuel Cell Vehicles

FKA – Forschungsgesellschaft Kraftfahrwesen mbH

Aachen (German Research Institute) 

FSU – Former Soviet Union (Armenia, Azerbaijan,

Belarus, Georgia, Kazakhstan, Kyrgyzstan, Moldova,

Russia, Tajikistan, Turkmenistan, Ukraine, Uzbekistan, 

And The Baltics (Estonia, Latvia, And Lithuania)

F-T – Fischer-Tropsch

G-7 – Group Of Countries Made Up Of the US, 

Canada, France, Germany, Italy, UK, and Japan.

GDP – Gross Domestic Product

GHG – Greenhouse gas (see glossary) 

GNI – Gross National Income

GTL – Gas to liquids (see glossary)

HOT – High Occupant Toll (see glossary)

HOV – High Occupant Vehicle (see glossary)

ICE – Internal combustion engine

IEA – International Energy Agency

IMF – International Monetary Fund

IMTS – Intelligent Multimode Transit System

INRIA – French National Institute For Research In

Computer Science And Control

IPAI – International Primary Aluminium Institute

ITS – Intelligent Transport Systems (see glossary)

JRC – Joint Research Centre Of The European

Commission

kg – Kilogram

LDV – Light Duty Vehicle (see glossary)

LNG – Liquefied Natural Gas

LPG – Liquefied Petroleum Gas

LRT – Light Rail Transit

MCMA – Mexico City Metropolitan Area

MG – Milligram

MIT – Massachusetts Institute Of Technology

MJ – Megajoules

ML – Milliliter

MRT – Mass Rapid Transit

MV – Motor Vehicle

NBER – National Bureau Of Economic Research

NEDC – National Economic Development Council (UK)

NOX – Various Oxides of Nitrogen 

OECD – Organisation For Economic Co-Operation and

Development

OEM – Original Equipment Manufacturer

OPEC – Organization For Petroleum Exporting Countries

Pb – Lead

PEM – Proton Exchange Membrane

PERS – Porous Elastic Road Surface

PGMS – Platinum Group Metals

PISI – Port Injection Spark Ignition

PKM – Passenger-Kilometers

PM-10 – Particulates Having A Diameter Of 10 Microns

Or Greater

PPM – Parts Per Million

PPP – Purchasing Power Parity

PRT – Personal Rapid Transit

RME – Rapeseed Methyl Ester

RPK – Revenue Passenger Kilometer

SMP – Sustainable Mobility Project

SOX – Sulfur Dioxide

SUV – Sport Utility Vehicles

TCRP – Transit Cooperative Research Program (US)

TDM – Traffic Demand Management

TKM – Tonne-Kilometers

TONNE – Metric Ton

TRB – Transport Research Board (US)

TRC – Tire-Road Contact

TTW – Tank-To-Wheels

V/C – Ratio Of The Average Projected Traffic Volume

Over An Element Of Infrastructure To The Infrastructure’s

Rated Capacity

VAL – Light Automatic Vehicle - Is A Fully Automated,

Unattended Metro System

VMS – Variable Message Signs

VOC – Volatile Organic Compound

WBCSD – World Business Council For Sustainable

Development

WEO – World Energy Outlook (published by the

International Energy Agency)

WHO – World Health Organization

WTT – Well-To-Tank

WTW – Well-To-Wheels
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Glossary of terms

Alcohol fuels – See “ethanol” and “methanol.”

Anthropogenic – Resulting from or produced by

human beings.

Biodiesel –  Biodiesel, also known as Fatty Acid Methyl

Esters (FAME), is produced from vegetable oils, usually

via the base-catalysed transesterfication of the oil with

methanol and sodium hydroxide.  This removes the 

glycerine from the oil, which is necessary to conform 

to fuels standards. The first biodiesel to be produced

commercially was manufactured from rapeseed (or

canola) in 1988.

Bio-fuels – Fuels produced from biomass crops and

wastes.  The main biofuels are synthetic diesels, which

can be burned in compression ignition (diesel) engines,

and bioethanol, which can be burned in spark ignition

(gasoline, or petrol) engines.

Biomass –the term “biomass” covers a wide range of

energy crops such as corn, soybeans, sugar, poplar, 

willow and switchgrass, as well as agricultural waste 

and forestry residues.  It also includes landfill gas and

municipal solid waste.  Biomass can be used for 

conversion into liquid fuels, such as ethanol, methanol,

biodiesel and F-T diesel, and also electricity and 

hydrogen.

Biomass gasification – the production of synthesis 

gas from biomass. 

Carbon neutral – Emitting no net carbon into the

atmosphere.

Choke points – points in an infrastructure network

where congestion is especially likely to occur due to the

convergence of traffic or the reduction in the capacity 

of the infrastructure. 

Carbon sequestration – the addition of carbon 

containing substances to a reservoir.

Compressed natural gas (CNG) – Natural gas (see

below) in gaseous form stored at high pressure.

Conventional pollutants – Substances emitted by 

the combustion or evaporation of fuels that, either 

individually or in combination, produce health effects 

in humans at certain concentrations.  The term 

“conventional pollutants” is generally used to refer to

emissions of carbon monoxide (CO), oxides of nitrogen

(NOx), particulate matter (PM), sulfur oxides (SOx), and

unburned hydrocarbons (HC).  The latter are sometimes

referred to as volatile organic compounds (VOCs) or

non-methyl organic gases (NMOG). 

Cryogenic tanks – tanks designed to hold extremely

cold liquids (e.g., liquid hydrogen). 

Dieselization – the use of diesel engines to power

transport vehicles.

Di-methyl ether (DME) – Currently used as a chemical

solvent and as a propellant in aerosols, but not as a

transport fuel.  A combination of methanol and DME has

been suggested as an alternative fuel for diesel engines,

as has “neat” (i.e., 100%) DME, which is sulfur-free, 

low aromatic fuel, and offers potentially better local

emissions characteristics than diesel.  DME has also been

suggested as a potential replacement for LPG and LNG.

Economies of scale – reduction in unit costs resulting

from a greater rate of output per unit of time.  Differs

from “experience curve” in that the latter refers to

reduction in unit costs resulting from cumulative 

production of a product.

Electrochemical – The production of electricity by

chemical changes.

Enzymes – Any of various proteins originating from 

living cells and capable of producing certain chemical

changes in organic substances by catalytic action.

Ethanol (C2H5OH) – Otherwise known as ethyl 

alcohol, alcohol, or grain-spirit.  A clear, colorless, 

flammable oxygenated hydrocarbon.  In transportation,

ethanol is used as a vehicle fuel by itself (E100 – 100%

ethanol by volume), blended with gasoline (E85 – 85%

ethanol by volume), or as a gasoline octane enhancer

and oxygenate (10% by volume.)

Fatty Acid Methyl Esters (FAME) – See “biodiesel”.

Feedstock logistics – the process of gathering raw

materials for the production of fuel.

Fossil CO2 emissions – emissions of CO2 resulting

from the combustion of fuels from carbon deposits such

as oil, gas and coal.

FT gasoline – A fuel manufactured from natural gas

using the Fischer-Tropsch process for use in spark-

ignition engines.    

Fuel cell – An electrochemical device that continuously

changes the chemical energy of a fuel (hydrogen) and

oxidant (oxygen) directly to electrical energy and heat,

without combustion. The electrical process causes 

hydrogen atoms to give up their electrons. It is similar 

to a battery in that it has electrodes, an electrolyte, and

positive negative terminals. It does not, however, store

energy as a battery does. Because there is no combustion,

fuel cells give off few emissions; because there are no

moving parts, fuel cells are quiet. Fuel cells can be used

in stationary applications like generating electricity or

heating buildings, and for powering vehicles, buses 

and trains. 

Fuel cell stacks – A collection of fuel cells.  To produce

power in large amounts, many fuel cells are combined

into a fuel cell stack.

Fuel infrastructure – Systems that distribute fuel from

its point of production to the point at which it is put

into a transport vehicle. 

Gas to Liquids – The process of producing liquid fuels

(either gasoline or diesel) from natural gas.  The first step

is the production of natural gas to hydrogen and carbon

monoxide by partial oxidation, steam reforming, or a

combination of the two processes.  The product, known

as sythesis gas (or syngas) is then converted to a liquid

hydrocarbon by a chain growth reaction of carbon

mononide and hydrogen on the surface of a 

heterogeneous catalyst.  The catalyst is either iron- or

cobalt-based and the reaction is highly exothermic 

(i.e., heat-generating).  The temperature, pressure, and

catalyst determine whether a light or heavy synthetic

crude is produced.  At 330 C mostly gasoline and olefins

are produced, whereas at 180 to 250 C, mostly diesel

and waxes are produced.

Greenhouse gas – Those gaseous constituents of 

the atmosphere, both natural and anthropogenic (i.e.,

resulting from or produced by human beings), that

absorb and emit radiation at specific wavelengths within

the spectrum of infrared radiation emitted by the Earth’s

surfaces, the atmosphere and clouds.  Water vapor (H2O),

carbon dioxide (CO2), nitrous oxide (N2O), methane

(CH4) and ozone (O3) and the primary greenhouse

gases in the Earth’s atmosphere. There are several entirely

human-made greenhouse gases.  Regulatory attention

has focused on sulphur hexaflouride (SF6), hydrofluoro-

carbons (HFCs) and perfluorocarbons (PFCs)

Harsh road environments – Operating conditions in

which roads are unpaved, poorly maintained, and/or 

little more than trails.  

Heavy road vehicles – Generally refers to freight 

trucks larger than small delivery vans, intercity buses,

and public transport buses.

High emitter – A vehicle that emits considerably more

“conventional” pollutants than permissible under the

emissions standard to which the vehicle was certified.

There is no single definition that is universally accepted.

The US EPA defines “high emitter” as a vehicle emitting

a level of emissions at least twice (for some pollutants,

three times) the standards to which they were certified.

In the work of Professor Stedman and his colleagues,

“high emitters” are defined as the “dirtiest 10%” of

vehiciles.

High expansion cycle engine – an engine in which

the expansion ratio is higher than the compression ratio.

Homogeneous Charge Compression Ignition

(HCCI) – A relatively new combustion technology that 

is a hybrid of the traditional spark ignition (SI) and the 

compression ignition process (such as a Diesel engine).

Unlike a traditional SI or Diesel engine, HCCI combustion

takes place spontaneously and homogeneously without

flame propagation. This eliminates heterogeneous

air/fuel mixture regions. In addition, HCCI is a lean 

combustion process. These conditions translate to a

lower local flame temperature, which lower the amount

of Nitric Oxide (NOx) produced in the process.

HOV Lane – A traffic lane limited to carrying high 

occupancy vehicles and certain other qualified vehicles.

A high occupancy vehicle (HOV) is a vehicle carrying

more than a minimum specified number of passengers.

HOVs include carpools, vanpools, and buses.  HOV

requirements are often indicated as 3+ (three or more

passengers required) or 4+ (four or more passengers

required).

HOT Lane – HOV facilities that allow lower occupancy

vehicles, such as solo drivers, to use the facility if they

pay a toll.  This offers users three options: drive alone on

an unpriced but congested general purpose lane, drive

alone and pay to use a less congested lane, or rideshare
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(carpool, vanpool or ride transit) to use a less congested

lane without any additional fee.

Hybridization – The process of using multiple 

propulsion devices (e.g., a spark ignition engine and 

one or more electric motors) to propel a vehicle.

Intelligent transport systems (ITS) – Intelligent

transportation systems encompass a broad range of

wireless and wireline communications-based information,

control and electronics technologies. When integrated

into the transportation system infrastructure, and in 

vehicles themselves, these technologies help monitor

and manage traffic flow, reduce congestion, provide

alternate routes to travellers, enhance productivity, and

save lives, time and money. 

Internal combustion engine – An engine that 

transforms fuel into mechanical energy by means of

combustion inside a cylinder.

Light duty vehicle – Passenger cars and other light

personal-use vehicles.  In the UK, includes 4-wheeled

and 3-wheeled cars, Land Rovers, Jeeps, minibuses,

motorcaravans, dormobilies and light vans.  In the US,

includes passenger cars, pickups, SUVs, and minivans

under 10,000 pounds (4546 kg) gross vehicle weight.

Does not generally include powered two and three-

wheelers.

Lean burn engine – A lean burn engine is designed 

to operate with a very lean air-fuel ratio during light load

conditions. Most modern gasoline engines are controlled

to run at a chemically correct (stoichiometric) air fuel

ratio (about 14.7:1) to make the three-way catalyst 

operate at high efficiency, reducing tail-pipe emissions.

Lean burn engines mix more air with the fuel when full

power is not needed, resulting in better fuel economy.

Air/fuel ratio in lean burn engines can be as high as

22:1. When full power is needed, such as during 

acceleration or hill climbing, a lean burn engine reverts

to a stoichiometric (14.7:1) ratio or richer.

Lignocellulosic material – Any of various compounds

of lignin and cellulose comprising the essential part of

woody cell walls of plants.

Liquefied petroleum gas (LPG) – A mixture of

hydrocarbons, primarily propane and butane, with some

propylene and butylenes.  The gas is a by-product of oil

and gas extraction, and of oil refining.  LPG is gaseous at

standard temperature and pressure, but can be liquefied

at pressures of up to 6-8 bar, and is normally stored and

transported in liquid form.

Methanol (CH3OH) – A colorless highly toxic liquid

essentially no odor and very little taste. In transportation,

methonol is used as a vehicle fuel by itself (M100 – 100%

methanol) or blended with gasoline (M85 – 85%

methanol).

Naptha – A colorless, volatile petroleum distillate, 

usually an intermediate product between gasoline and

benzene, used as a solvent, fuel, etc.

Natural gas – A mixture of hydrocarbon compounds,

primarily methane (CH4), and small quantities of various

non-hydrocarbons existing in the gaseous phase or in

solution with crude oil in natural underground reservoirs

at reservoir conditions.

Noise barriers – Structures constructed adjacent to a

road, railway line, or airport to reduce noise from 

transport vehicles using the facility. 

Paratransit – Literally, “alongside transit.”  It includes

all public and private mass transportation in the 

spectrum between the private automobile and 

conventional public transport.

Powered 2 and 3 wheeler – A two or three-wheeled

vehicle powered by some form of motor or engine.

Includes, among other vehicles, motorcycles and scooters. 

Powertrain – All the components between a road 

vehicle’s engine and wheels. 

Proton electric membrane (PEM) fuel cell. –

Considered the most promising fuel-cell technology for

use in vehicles. PEM fuel cells use a proton (a hydrogen

ion) conducting solid membrane -- much like kitchen

plastic wrap -- as the electrolyte.  The solid membrane

allows the PEM fuel cell to be smaller and operate cooler

than liquid electrolytes used in alkaline and phosphoric

acid fuel cells.

Rolling resistance – A measure of the amount of

resistance that is generated as a tire rolls on the road

surface.

Spark ignition engines – Engines that ignite their fuel

using a spark plug.

Steam reforming of natural gas – A process by

which steam at a temperature of 700-1,100 °C is mixed

with methane gas in a reactor with a catalyser at 3-25

bar pressure.  Steam reforming of natural gas is currently

the least expensive method of producing hydrogen, 

and used for about half of the world's production of

hydrogen.  In steam reforming of natural gas, 7.05 kg

CO2 are produced per kilogram hydrogen.   

Telematics – A general term referring to emerging

technologies in automotive communications, combining

wireless voice and data capability for management 

information and safety applications.  Applications include

vehicle-based electronic systems, mobile telephony, 

vehicle tracking and positioning, on-line navigation and

information services and emergency assistance.

Water electrolysis – The production of hydrogen from

water using electricity.
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諮問委員会声明
諮問委員会は、モビリティ・プロジェクトの内容、過程の両方の質および整合性に関

してWBCSD事務局に助言を与えるために設立された。委員は、Rt Hon Simon

Upton（議長）、Mr. David Ashley、Professor John Heywood、Professor

Peter Jones、Professor Suzana Kahn RibieroおよびProfessor Martin

Wachsの各氏が務めた。諮問委員会は、森嶌昭夫教授からの助言も受けた。

声明文

諮問委員会は、モビリティ・プロジェクトの過程、適用範囲、結論について助言を行

い、WBCSD事務局による本プロジェクトに対するモニタリングを支援してきた。

本プロジェクトはDr George Eadsの多大な力添えを受けてきた。同博士の職務は、

参加企業と緊密に働きつつ、膨大かつ急速に膨れ上がる報告書を執筆するというもの

であった。

主役を何人も抱えるプロジェクトは、統一見解にたどり着こうとすれば、絶えず何ら

かの課題が起きることは最初から明らかであった。このように大規模かつ複雑なプロ

ジェクトでは避けられない制約を考慮すれば、モビリティ部門（特に道路輸送部門）

が人間社会や環境に加えている重圧をいかに理解すべきであるか、またどこに解決の

可能性を見いだせるか、という問いに関する議論の進展に各企業が有効な貢献を行っ

たと我々は考えている。

諮問委員会は、選択した手法の限界や欠点を参加企業に気づかせるという目的を持ち、

研究期間全体を通じてプロジェクト・チームとの間で自由かつ率直に意見交換を行っ

てきた。しかし、本プロジェクトの最終報告書もしくはその結論を承認するのは諮問

委員会の役割ではない。報告書はメンバー企業の見解を表明するものである。

各企業の専門知識を考慮するなら、本報告書で、より持続可能性の高いモビリティ・

システムに向けて車両・燃料技術がなし得る貢献に重点を置いて論じているというこ

とは当然とも言える。これに比べ、特に需要管理に関する議論など、他の問題につい

ての検討は十分になされたとは言えない。本報告書では、発展途上国の成長が将来の

モビリティのあり方に対して大きな影響力を持つことを認識しているが、データ不足

によってそれについての十分な検討ができないでいる。

とはいえ、モビリティの将来に関与する社会には対峙しなくてはならない主要問題が

数多くあり、本報告書はそれらの問題を明らかにしていると我々は考える。本報告書

で述べられた極めて重要な投資を役立つものにするには、参加企業、関連するセクタ

ー、政府および多くの一般市民が、事態が切迫しているという自覚を持って、ここで

提示された課題に着手する必要があるだろう。
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